
令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

管理

番号 
5 

重点募集
テーマ

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

提案分野 12_その他 

提案事項（事項名） 

公営住宅の家賃決定に係る収入申告書提出の省略 

提案団体 

常総市 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、総務省、厚生労働省、国土交通省 

求める措置の具体的内容 

同一機関又は他の地方公共団体等から住民票情報、税（所得）情報や福祉サービスの受給状況等の提供を受

け、入居者から収入申告書や減額免除申請書の提出を省略できるように、公営住宅法の収入申告要件を緩和

してもらいたい。 

具体的な支障事例 

家賃決定に際し、入居者に収入申告書の提出を求めるが、期限内に提出がないケースが多く、電話や通知によ

る催告を何度も行うことが業務負担となっている。また、報告の請求を行ったにもかかわらず提出がない場合、

近傍同種の住宅の家賃として家賃決定することになる。家賃が高額になると、支払いが滞り、債務整理の対応

業務にも苦慮している。収入申告書の未提出者の中には、職を失い収入がないケースや、福祉サービスの提供

を受ける状況に陥っているなど、減額免除の対象になるが、本人からの申告書が提出されていないために、近

傍同種の住宅の家賃（高額な家賃）が賦課され債務不履行にいたる悪循環が生まれている。 

公営住宅の公的給付としての性質に鑑み、申告を必要としていることは承知しているが、マイナンバーの活用等

により税情報の関係書類等の提出が省略可能となった現状も踏まえ、見直しの余地はあるものと考えている。 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

申告手続のため来庁した入居者やその家族からは、毎年同じ書類を出させられるという意見や、確定申告の情

報を使ってもらえばいいのに、といった意見が寄せられている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

(住民の利便性の向上) 

収入申告書の提出が不要となるため、書類の提出や来庁の回数を削除できる。 

収入申告書の提出漏れがなくなり、収入に応じた適切な家賃を支払うことが可能となる。 

（行政の効率化) 

収入申告書、減免申請書、リマインド通知、家賃未納の督促状、催告書等の通知を発送する業務を削除でき

る。 

家賃決定や納付に関する相談数減、他部署へのデータ出力依頼等の業務を削除できる。 

根拠法令等 

公営住宅法第 16 条 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、ひたちなか市、相模原市、福井市、美濃加茂市、島田市、半田市、稲沢市、枚方市、小野市、熊本市 

 

○当市も、収入申告書を期限内に提出されないケースがあり、電話や通知による催告を何度も行うことが業務

負担となっている。また、家賃の件についても同様の問題が起きている。その為、マイナンバーを活用することで

事務の負担軽減につながるのであれば賛同したい。 

○当市においても、収入申告書の提出については、多くの時間を費やしている事務の一つである。見直しを行う

ことで、事務軽減につながるだけではなく、入居者の負担軽減や所得応じた適正な家賃算定、さらには滞納者

の減少にもつながると思われる。 

○左記支障事例と同様の事務負担が生じており、提案にある住民の利便性の向上及び行政の効率化を鑑み、

収入申告に関する要件緩和が必要。（公営住宅法施行規則第 7 条第 2 項に規定するマイナンバーの運用方法

を拡充し、前項の規定により必須としている書面での提出要件を緩和するなどの措置が必要。） 

○当市では入居世帯約 300 件に対して、1 回目の通知で約 50 件程度期限までに収入申告書の提出がなく、2

回目の督促で残り約 40 件程度提出があり、残りの約 10 件程度が訪問するなどで対応している現状があるた

め、提案市の提案に賛成する。 

 

各府省からの第１次回答 

公営住宅法第 16 条第１項において、家賃の決定を入居者からの収入申告に基づくこととしている趣旨は、低廉

な家賃で公営住宅に居住することは公的給付を受けることと同視できるところ、当該給付を受けるためには給付

を受けようとする者が申告することが原則であるためである。  

このため、入居者からの何らの申告なく低廉な家賃を設定することは困難であるが、現行制度上でも、収入の申

告に係る書面の内容の簡素化により、行政側の事務負担軽減や住民の利便性の向上を図ることは可能である

と考える。  

例えば、入居者に具体的な金額の記載を求めるのではなく、「所得証明書等に記載の所得金額のとおり」や「収

入なし」といった簡易な選択肢による申告を求め、申告を受理した事業主体がマイナンバー等を活用することに

より家賃算定に必要な情報を取得し、家賃を決定する方法も考えられる。  

なお、公営住宅法第 16 条第５項は家賃の減免ができる旨を規定しているのみであり、公営住宅法令上減額免

除申請書の提出を求めていないため、各事業主体の裁量により申請書の提出によらない方法とすることも考え

られる。 

 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
6 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

広域標準システムにおける一括取り込み機能の追加等 

 

提案団体 

東京都後期高齢者医療広域連合、栃木県後期高齢者医療広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

全国共通で使用している広域標準システムについて、基本データ等を CSV で一括取り込みできる機能を追加

するよう要望する。 

併せて、後期高齢者医療に関する業務において、マイナポータル等を通じた事務手続のデジタル化が進むよ

う、システム環境の整備を求める。 

 

具体的な支障事例 

高額療養費や高額介護合算療養費、療養費（負担割合差額）、葬祭費等の業務については、市区町村で受付

を行い、広域標準システムに手入力を行っている現状がある。入力件数は膨大（例えば、当団体が管轄する市

区町村で処理する申請件数は、高額療養費だけで月間約 1.7 万件、年間約 20 万件）であり、入力誤り等も発生

している。 

窓口２割負担を導入する際に、高額療養費の口座データを CSV で広域標準システムに一括登録することで業

務効率化につながった経緯があり、本業務でも同様のことが可能となれば、市区町村での手入力業務の負担軽

減につながると考えられる。なお、申請書類の CSV への変換方法については、各自治体で導入が進んでいる

AI-OCR 等の活用を想定している。 

併せて、国全体で申請手続のデジタル化が進められていることを踏まえ、後期高齢者医療に関する業務におい

ても、早期にマイナポータル等を通じた事務手続のデジタル完結（申請、申請情報のシステムへの反映、申請対

象者への勧奨等）が可能となるよう、システム環境の整備を求める。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

広域標準システムにデータを一括登録することにより、手入力が不要となり、業務効率化につながる。また、入

力誤り等の事務処理ミスを防止することが実現できる。 

併せて、デジタル化の推進につながり市区町村業務の負担軽減となる。 

 

根拠法令等 

― 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、いわき市、伊勢崎市、佐倉市、神奈川県、名古屋市、吹田市、西宮市、安来市、高松市、東温

市、大野城市、熊本市、沖縄県 

 

○当市においても、電子申請サービスの開始やマイナンバーに紐づいた公金受取口座の利用等徐々にデジタ

ル化を進めているが、件数は少なく、未だ大多数が窓口申請・手入力というアナログな方法をとっている。誤入

力による手間の増加と支給遅れは後を絶たず、市民サービスの面で喫緊の課題となっている。 

○当市(中核市)の高額療養費の入力件数の推移について、【R４(4,609 件)、R５(5,727 件)、R６(6,382 件)/年間】

となっており、増加傾向となっている。今後団塊の世代加入以降(2025 年)の申請件数が 2040 年にかけて社会

問題となることから、早期に医療 DX の環境を推進する必要性があると承知している(当市において口座入力は

業務委託(民間)で対応している。)。 

○当県の後期高齢者医療広域連合では高額療養費の申請において、委託事業者から提供されたデータを元

に、RPA を用いて、受付処理入力を行っているが、件数が多く（毎月 8,000 件程度）、処理期間も限られているこ

とから、処理時間の確保に苦慮している。一括取り込み機能が追加されることで、他の事業も含め、業務の効率

化につながると考えられる。 

○今後も高齢者が増加していく状況や勧奨通知等を受け取り、自力で申請書を作成して提出する一連の作業

が負担となる高齢者も一定数いる実情を踏まえ、手続きに係る高齢者の負担軽減、窓口の混雑緩和のため、各

種申請手続きの簡素化や事務手続きのデジタル完結をさらに進める必要があると強く感じている。 

○当市においても高額療養費や高額介護合算療養費、療養費（負担割合差額）、葬祭費等の業務について、市

窓口受付を行い、広域連合標準システムに申請書内容を手入力で行っている状況。広域標準システムに一括

取り込みの機能が追加された場合、システムへの入力作業や入力誤りの防止となり、市町村にとっては事務負

担の軽減が期待される。 

○当市においても入力誤りの防止や、事務の効率化に寄与する。 

○今後の高齢化に伴う件数増を考慮すると、業務の負担軽減につながる制度改正が望ましい。 

○当広域連合においても、提案団体と同様に市町村での入力後、広域連合にてチェックを行っている。しかし、

それでも入力誤り等を完全に防ぐことは困難である。CSV の取込による一括登録が可能となれば、市町村の負

担軽減や入力誤り等のミスを防ぐことができる。 

 

各府省からの第１次回答 

いただいた内容だけでは、要望されている機能の詳細が不明であり、実現可能性を回答することが難しいことか

ら、後期高齢者医療広域連合を通じて具体的な提案をいただくようお願いいたします。 

また、マイナポータル等を通じた事務手続のデジタル化に関しましては、一部事務手続について、マイナポータ

ル上に申請フォームのひな形の作成を検討しており、令和７年中の提供を目指しているところです。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
8 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

生活保護法による医療扶助運営要領の様式第 13 号における医療要否意見書の公印の省略 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

生活保護法による医療扶助運営要領について、様式第 13 号の医療要否意見書の公印の省略を認めるよう要

件の見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

生活保護法による医療扶助運営要領の中で、様式第 13 号の医療要否意見書には福祉事務所長公印が示さ

れており、厚労省担当者も「省略不可」としている。 

【支障事例】 

医療要否意見書は、当市（福祉事務所）から指定医療機関へ作成依頼し（往路）、指定医療機関から当市（福祉

事務所）へ返送する（復路）ものだが、往路の際、福祉事務所長公印が必要であり、公印省略が不可とされてい

る。そのため、当市では、紙及び郵送費節減を目的に要否意見書をオンラインで交換する仕組みを構築してい

る中、電子化は復路のみとせざるを得なくなり、事務効率化や、往路分の年間郵送費約 200 万円節減の支障と

なっている。 

【支障の解決策】 

所管省庁が「公印省略・可」と見解を変更することで、各自治体における当該業務の ICT 化の幅を広げることが

できる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

京都府医師会から、医療要否意見書のオンライン化の意見を受けている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

医療要否意見書の往路・復路のオンライン化が実現し、行政の効率化及び事務経費の節減につながる。 

 

根拠法令等 

「生活保護法による医療扶助運営要領について」様式第 13 号 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、上尾市、新潟県、浜松市、名古屋市、三重県、滋賀県、大阪市、寝屋川市、兵庫県、香川県、高知県 



 

○当市においては、指定医療機関へ作成依頼した郵便物が届かなかった案件があった。要否意見書をオンライ

ンで行うことにより、事務の効率化が図られる。 

 

各府省からの第１次回答 

医療要否意見書については、医療扶助運営要領に記載のとおり、福祉事務所から医療扶助を受けようとする被

保護者に対して発行することを前提に、医療要否意見書の真正性を担保する観点から、福祉事務所に対して公

印の押印を求めているところであるが、現在、医療要否意見書については、電子化を含め関係事務の効率化を

進めるべく、福祉事務所における運用実態（福祉事務所から指定医療機関に対する直接送付など）の把握等を

進めているところであり、運用実態やご提案の内容（公印省略）を踏まえつつ、効率的な運用方法について検討

してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
10 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

地域密着型サービスにおける運営推進会議の実施回数の見直し 

 

提案団体 

伊佐市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

地域密着型サービスにおける運営推進会議の開催回数について、「おおむね２か月に１回以上」を「おおむね４

か月に１回以上」又は「おおむね６か月に１回以上」へ緩和するよう求める。 

 

具体的な支障事例 

当市では、認知症対応型共同生活介護９箇所、小規模多機能型居宅介護２箇所、地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護１箇所の計 12 箇所の地域密着型事業所にて、２か月に一度、運営推進会議を行っている。

運営推進会議においては、保険者（市町村）又は地域包括支援センター職員の参加が義務付けられているた

め、小規模自治体の場合、担当者が会議出席のために頻繁に事業所へ出向く必要がある。また、事業所にお

いても、介護職員が不足する中で会議開催に向けての準備等が負担となっている。 

なお、制度上はテレビ電話等で会議を実施することも可能となっているが、参加者は高齢者が多いため、機材準

備等がネックとなっている。 

運営推進会議開催の必要性は認識しているが、「おおむね２か月に１回以上」の開催間隔が緩和されることで、

自治体及び事業所の事務負担軽減につながると考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

認知症対応型共同生活介護について、外部評価の実施回数を２年に１回に緩和するための要件として「運営推

進会議が過去１年間に６回以上開催されていること。」があり、実質的に事業者が２か月に１回の開催を続けな

ければならない状況が生まれている。 

また、運営推進会議に参加する地域住民からは、２か月に１回の開催は多いとの意見も寄せられている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

開催間隔が緩和されることで、自治体、地域包括支援センター職員及び事業所の事務負担軽減につながる。 

それに伴い、介護業務に専念できる時間が増加するとともに、既存の研修の充実等が図られる。 

特に、現在事業所として実施しなければならない研修や訓練等も、BCP 業務継続計画訓練・研修（年２回）、防

災避難訓練（年２回以上）、虐待研修（年２回）、虐待委員会（定期的）、身体拘束研修（年２回）、身体拘束委員

会（３月に１回）、感染症訓練（年２回）、感染症研修（年２回）、感染症委員会（６月に１回）など多岐にわたるた

め、これらの訓練や研修が充実することにつながる。 

 

 

 



根拠法令等 

指定地域密着型サービスの人員、設備及び運営に関する基準 

第 88 条（小規模多機能型居宅介護）、第 108 条（認知症対応型共同生活介護）、第 129 条（地域密着型特定施

設入居者生活介護）、第 157 条（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）、第 169 条（ユニット型地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）、第 182 条（看護小規模多機能型居宅介護） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、花巻市、大田原市、春日部市、上尾市、佐倉市、流山市、横浜市、島田市、富士市、半田市、西尾市、

津市、芦屋市、宍粟市、庄原市、高知県、大野城市、長崎市、熊本市、別府市 

 

○当市では、認知症対応型共同生活介護、（看護）小規模多機能型居宅介護及び地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護併せて約 130 箇所の地域密着型介護事業所にて、２か月に一度、運営推進会議を行ってお

り、福祉部及び総合事務所の職員が分担して会議に出席している。「おおむね２か月に１回以上」の開催間隔が

緩和されることで、自治体、自治会等の地域の代表者及び事業所の事務負担軽減につながると考える。 

○当市においても提案団体と同様の状態であり、参加する職員、包括職員、地域住民、開催する事業所全てに

とって負担となっている。開催する回数が頻回であることで、地域住民の参加を依頼することに躊躇し、本来の

開催目的である「地域との連携等」は果たせていない事業所も多い。 

○開催時期が重なることも多く、自治体、地域包括支援センター職員は日程調整に苦慮している。事業者、自治

体、また家族にとっても負担が大きため、提案団体に賛同する。 

○開催回数が頻繁であり、事業所によって会議の内容や外部評価の方法に差が生じている。 

○地域密着型サービス事業所で必要な研修が多く、これらを充実させるためにも、運営推進会議の開催間隔の

緩和が必要である。 

○当市では、計 19 カ所の事業所で運営推進会議が行われており、同日同時刻に会議が開催されることもあ

る。その場合、会議に参加する職員のスケジュール調整に苦慮しているため、当市においても運営推進会議開

催の必要性は認識しているが、「おおむね２か月に１回以上」の開催間隔が緩和されることで、自治体職員の事

務負担軽減につながると考える。 

○当市では、介護保険所管部署の職員の参加は行っていないため、地域包括支援センター職員が主に運営推

進会議に参加している。地域包括支援センターより負担が大きいため、行政職員の参加を依頼されているが、

市内の対象事業所が多いため、参加は困難としている状況。 

○提案団体と同様の事例が発生している。事業所によっては夜間や休日に開催されることもあり、回数緩和は

自治体及び包括支援センター職員・事業所の負担軽減につながるため賛同する。 

 

各府省からの第１次回答 

近年、認知症の高齢者や単身高齢者の増加等により、介護ニーズが多様化・複雑化している中、小規模多機能

型居宅介護など地域密着型サービスについては、地域包括ケアシステムの担い手として、より開かれた拠点と

なり、地域の多様な主体とともに高齢者を支える機能を発揮することが期待されている。こうした中で、ご提案の

ように運営推進会議の開催頻度を一律に緩和することは、サービス提供の質の低下や地域の拠点機能の提供

に支障を来すおそれもあることから、慎重に検討すべきものと考えている。  

他方、運営推進会議の開催方法については、令和３年度介護報酬改定において、テレビ電話装置等を活用して

行うことができるように見直すなど柔軟化を図っており、引き続き、テクノロジーの導入に対して制度面・予算面

の両面の支援を行うほか、効果的・効率的な開催事例の横展開を図ることで、こうした参加方法等による会議が

自治体等に過度な負担をかけることなく、円滑に行える環境の整備に努めてまいりたい。 

なお、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」第 34 条、第 88 条、第 108 条、

第 129 条、第 157 条、第 182 条など、運営推進会議の開催頻度を定めた基準については、厚生労働省令で定

める基準を参酌するもの（参酌すべき基準）とされており、当該基準を十分参照した結果としてであれば、地域の

実情に応じて、異なる内容を定めることは許容される。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
11 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

標準準拠システムにおける複数科目を統合した納付額証明書の発行 

 

提案団体 

西宮市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

標準仕様書に介護保険料、後期高齢者医療保険料の納付額を取込む機能及び国保、後期、介護の３科目を統

合した納付額証明書の様式追加を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行運用】 

毎年１月下旬に一斉発送する納付額証明書について、確定申告等における市民利便性の向上、統合した様式

で送付することによる印刷代、圧着委託代、郵便料の費用削減を目的として、現行の国民健康保険システムへ

介護保険料、後期高齢者医療保険料の納付情報を連携し、３科目を統合した様式で納付額証明書（以下、統合

納付額証明書）を送付している。 

【具体的な支障】 

それぞれの科目にわかれた様式での送付となるため、印刷代などコスト増が懸念される（統合納付額証明書で

あれば令和６年度発送件数：約 160,000 件であるところ、約 92,500 件が増え、発送件数は約 252,500 件となる

見込み）。また、市民は最大で３科目の納付額証明書を管理する必要が発生し、統合納付額証明書が送付され

る場合と比べ、大幅に利便性が損なわれる。 

また、国により開発された「市町村事務処理標準システム」も、現行のパッケージ機能においては３科目を統合し

た納付額証明書の発行機能を有しており、統合納付額証明書の利点については、国におかれても認識されてお

られるところである。 

上記より、統合納付額証明書の機能・帳票について標準仕様書へ追加するべきである。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・統合納付額証明書を送付することにより印刷代、圧着委託代、郵便料などの経費を節減できる。 

・確定申告の社会保険料控除証明として、１つの証明書に集約されることによる、申告漏れや複数の証明書管

理の煩雑さなどが解消され、住民の利便性の向上に資するものである。 

 

根拠法令等 

・国民健康保険システム標準仕様書【第 1.3 版】 



・介護保険システム標準仕様書【4.1 版】 

・後期高齢支援システム標準仕様書【第 1.2 版】 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

大田原市、横浜市、魚沼市、西尾市、亀岡市、羽曳野市、安来市、松山市、東温市、高知県、熊本市 

 

○当市では国民健康保険料、後期高齢者医療保険料を１通の圧着ハガキで出力し圧着ハガキで送付している

ため同様の支障が発生する。 

また、手数料が必要になる納付額証明書も現状であれば国民健康保険料、後期高齢者医療保険料をあわせた

証明書で発行できているが、標準システムで証明書がそれぞれ別れる場合、証明手数料もそれぞれご負担い

ただかざるを得ず被保険者の負担増となる。 

○一つの通知書がそれぞれの通知となることにより事務コストの増加等が考えられる。統合した証明書発行機

能は必要。 

○当市では、現在、国保、後期、介護の保険料の納付証明書の発行申請受付の際には、それぞれが証明書を

交付し、３課分を同封して郵送することで、郵送代の節減に取り組んでいる。３科目統合の証明書で出力される

ことで経費削減につながる。 

○当市においても、１枚で送付していたものが、標準準拠システム移行後、それぞれの科目ごとに送付すること

になり経費増が見込まれている。 

 

各府省からの第１次回答 

標準仕様書の内容に関するご提案につきましては、国民健康保険システム等標準化検討会においてお願いし

ます。 

国民健康保険システム標準仕様書については、累次の検討会（仕様書の策定及び改定を検討する「国民健康

保険システム標準化検討会」）において、国民健康保険システムとして備えるべき機能について有識者・自治体

委員・開発ベンダの各構成員等にご参画・ご議論いただいた上で、全国意見照会を経て、策定及び改定が重ね

られているところです。 

なお、ご要望の様式の追加については、制度上の実施根拠がなく、標準的な業務ではないことから、標準仕様

書に規定することは困難であるものと考えます。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
15 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

市区町村による判断機能が低下した高齢者等の一時的な財産管理を可能とすること 

 

提案団体 

日の出町 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、法務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

老人福祉法第１条に定める「老人に対し、その心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置」を図る

ために、判断機能が低下する高齢者の生活の安定を目的に、判断能力が低下した高齢者で、身寄りがない又

は、家族からの支援が見込めない者の財産等の管理を区市町村が一時的に管理できる措置を求める。 

 

具体的な支障事例 

【支障内容】 

判断機能低下（医師の診断で後見相当等）となった高齢者で、身寄りがない又は家族からの支援が見込めない

方の金銭管理を行えず、適切な医療・介護サービスの提供に支障が出ている。 

【具体的な事例】 

判断能力の低下した方については、成年後見制度の利用手続きを進めていく。身寄りがない又は家族からの支

援が見込めない高齢者に関しては、首長が家庭裁判所へ申立てを行うことになるが、申立てを行うにも親族調

査や申立て事務に１カ月程度、実際に成年後見人等が選任されるまでは２カ月から３カ月程度の期間を要して

いる。 

現行の制度では、成年後見人等もしくは保全処分されるまでの期間、行政含め当該高齢者の金銭管理を行う者

がおらず、適切な医療、介護サービスの提供が滞る事例や衣食住の確保が困難になる事例が発生している。 

【支障法令】 

地方自治法第 235 条の４の規定により「普通地方公共団体の所有に属さない現金は法律又は政令の規定によ

らなければ保管できない」とされており、当町において例規を整備し一時的に財産管理することはできない。 

【提案】 

判断能力の低下した高齢者の生活を維持するために必要最低限かつ短期間（成年後見人等が選任されるま

で）、地方公共団体が当該高齢者の金銭管理を代行することを可能とすることで、適切な医療・介護サービスの

提供に繋げることが可能となる。なお、対象者を決定する際は、関係者が情報を共有した上で、合議にて意思決

定することが望ましいと考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

当町では、判断能力の低下で支払能力のない高齢者で医療介護等を受ける必要があった場合には、医療機関

等へ相談し、ご厚意で、サービスにかかる支払い等を留保してもらい、成年後見人等が選定された後、支払を実

施している。 

今後、医療機関等によっては支払を留保できないことも想定され、適切な医療、介護サービスを提供出来ないケ

ースも想定される。 

直近の事例では、介護サービスの提供が滞り、自身での飲食の購入も出来ず、自宅で衰弱した状態で発見され



救急搬送となった事例もあり、高齢者の死亡事案も危惧される。 

成年後見センターや地域包括支援センターからも緊急事務管理の創出を強く要望されている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

緊急短期事務管理を行政で行うことで、必要最低限の医療、介護サービスの提供が可能となり、高齢者の生活

の安定につながる。 

 

根拠法令等 

地方自治法第 235 条の４、民法 697 条、老人福祉法第２条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、花巻市、ひたちなか市、川崎市、山陽小野田市、熊本市 

 

○当市の成年後見担当部署や地域包括支援センターにおいても提案団体同様の事例が発生しており、判断能

力が低下した高齢者等の金銭管理に関する問題が生じている。 

○当市でも判断能力の低下した方については、成年後見制度の利用手続きを進めており、身寄りがない又は家

族からの支援が見込めない高齢者に関しては、首長が家庭裁判所へ申立てを行うことになるが、申立てを行う

にも親族調査や申立て事務に１カ月程度、実際に成年後見人等が選任されるまでは２カ月から３カ月程度の期

間を要するため、判断機能低下（医師の診断で後見相当等）となった高齢者で、身寄りがない又は家族からの

支援が見込めない方の金銭管理を行えず、適切な医療・介護サービスの提供に支障が出ている。 

 

各府省からの第１次回答 

提案いただいた措置については、国民の財産権に制約を加える行政処分等を可能にするものであり、この行政

処分の判断自体にも相当の時間を要することが想定されることから、仮にこれを可能としても根本的な問題解決

には至らないと考えられることから、慎重な検討が必要。 

他方で、成年後見等の手続については、その迅速化のため、これまでも、家事事件手続法の改正によるオンラ

イン化等を進めるなどしてきたところ。また、申立てから後見開始までの期間は、家庭裁判所の選任した財産の

管理者が、一定の財産管理行為をすることができる（家事事件手続法第 126 条第８項等、民法第 28 条及び第

103 条）。その他、日常生活自立支援事業において、判断能力が不十分な方の日常的な金銭管理の支援を行っ

ているところ。 

ご指摘の後見開始までの期間における財産管理や金銭管理については、引き続きこうした事業等の活用を推

進していく。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
16 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

所得税及び地方税の障害者控除認定事務において情報提供ネットワークシステムを活用可能とすること 

 

提案団体 

日の出町 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

所得税法施行令（昭和 40 年政令第 96 号）第 10 条及び地方税法施行令（昭和 25 年政令第 245 号）第７条又

は第７条の 15 の７の規定における「障害者控除の対象者」について、保険者が有する介護保険情報を、既存の

情報提供ネットワークシステムを通じて自治体間の情報照会及び取得が可能となるよう求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

所得税法施行令、地方税法施行令に規定される市町村長等の障害者認定に関しては、要介護認定の有無に

かかわらず、精神または身体に障害のある 65 歳以上の人で、障害の程度が知的障害者または身体障害者に

準ずるものとして市町村長等の認定を受けた場合など、障害者控除の対象となる人の範囲に該当する場合に

は、障害者控除の対象となるとされ、多くの自治体において、対象者が住民票を有する住所地の市区町村が受

付から認定までの業務を行っている。  

【支障事例】 

当町は、介護保険法第 13 条第１項第１号に規定される住所地特例が適用される介護保険施設が 12 施設ある

が、そのうち当町の被保険者は１割程度であり、大半を占めている住所地特例対象者は、住民票を施設住所地

（当町）に移しながら、介護保険の保険者は前住所地の自治体が担っているという状況にある。 

先に述べたように、障害者控除対象者受付及び認定書発行業務は、多くの自治体で、住民票所在地の市区町

村が行っている。 

ついては、障害者控除認定業務に必要な介護認定情報を有している介護保険の保険者は前住所地自治体で

ありながら、当該情報に基づいて受付及び認定書を発行する業務は現住所地自治体が行うという、同一業務遂

行に関わる自治体の不一致があり、現住所地自治体が前住所地自治体に申請がなされるたびに都度情報照

会を行って受付と認定書発行業務を行わなければいけないという事務の煩雑さが生じている。 

その結果、確定申告の受付時期には、現住所地自治体である当町に住所地特例者の当該認定申請業務が殺

到する状況となり、通常業務を圧迫している。 

【支障の解決策】 

情報提供ネットワークシステムを通じて、①要介護度、②要介護認定の有効期間、③障害高齢者自立度及び④

認知症高齢者自立度に関する情報を取得可能とすることで、申請から認定書発行までの時間を大幅に短縮で

きる。 

なお、障害者控除の具体的な認定方法は、市町村間で公平を欠くこととならないとされており（平成 14 年８月１

日付け厚生労働省事務連絡）、全国的に上記情報に基づいて障害者控除の認定の適否を判断していることを

補足する。 

 

 



地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

確定申告等における障害者控除の認定申請をする場合、確定申告等を行う家族等から対象者となる被保険者

の現住所地自治体に申請され、その後申請を受けた現住所地自治体から前住所地の保険者自治体に介護認

定情報等の照会を行い、その後、前住所地の保険者自治体からの回答を受けた現住所地市区町村が、当該回

答の認定情報等に基づいて申請者に認定書を交付している。 

これらの事務手続きについては、至急で行っても 14 日程度の時間を要することから確定申告期間には、申請者

から催促の連絡を多く寄せられており、迅速な対応が可能となる仕組みづくりが急務となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

既存の番号利用法第 19 条第７号に基づく情報提供ネットワークシステムを利用した情報照会によって、保険者

自治体からの情報取得がすみやかに行われることにより、申請から認定書発行までの時間が短縮され（所要時

間約５分）、住民サービスの向上及び行政の効率化につながる。 

 

根拠法令等 

所得税法施行令（昭和 40 年政令第 96 号）、地方税法施行令（昭和 25 年政令第 245 号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、川崎市、魚沼市 

 

○介護保険住所地特例対象被保険者にかかる障害者認定申請の受付及び証明書発行業務を行うためには、

介護認定情報を有する前住所地の自治体への照会が必要であり、発行までに非常に時間がかかる煩雑な事務

となっている。また当市の住所地特例被保険者の住民登録地によって申請先の取り扱いが異なっており、住所

地へ申請する場合と前住所地へ申請が必要な場合があり、住所地へ申請する場合は、住所地自治体から前住

所地自治体へ照会を行い、その結果に基づいて認定書発行業務を行うため時間がかかり、申請者にとっても負

担が大きい。 

○情報照会及び取得が可能となることで、当該業務に係る時間短縮につながると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

○所得税及び地方税上の障害者控除の一部の事務については、「老齢者の所得税、地方税上の障害者控除

の取扱いについて」（平成 14 年８月１日付厚生労働省事務連絡）に基づき、身体障害者手帳の交付を受けてい

る者等のほか、知的障害者等又は身体障害者に準ずる者として市町村長の認定を受けた者が対象とされてい

る。当該認定に当たっては、医師や職員による個別の確認のほか、要介護認定に係る情報等を参考に確認す

る方法を示しており、これを踏まえて、各市町村において、公平性を欠かないよう適切な方法で実施されている。

なお、当該事務連絡では「要介護認定」と「障害認定」は、判断基準が異なるため、要介護認定の結果のみをも

って一律に身体障害者の何級に相当するかを判断することは困難な旨もお示ししているところである。 

○このような中で、当該事務において情報提供ネットワークシステムを活用するためには、全市町村においてシ

ステム改修等が必要となり、また、システム改修に係る相応のコストも見込まれるため、障害者控除に係る事務

における支障事例の件数等の状況等も考慮し、慎重に検討する必要があると考えている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
17 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

化製場等に関する法律に基づく動物飼養許可の必要性判断の明確化 

 

提案団体 

中核市市長会、福島県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省、農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

化製場等に関する法律に基づく飼養及び収容許可の必要性の判断について、解釈を明確化する通知の発出を

求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

化製場等に関する法律第９条においては、公衆衛生上の観点から、特定の動物を指定区域内において、条例

で定められた数以上飼養又は収容する場合には、都道府県知事等の許可を受けることとなっている。一方で、

動物取扱業者は第一種動物取扱業、第二種動物取扱業とも、動物の愛護及び管理に関する法律に基づき、衛

生管理等を整えた上で動物取扱業の飼養施設の登録や届出が行われており、また、動物の診療施設について

は、獣医療法に基づき届出が行われている。 

【支障事例】 

当市においては、動物取扱業の飼養施設について、衛生基準を満たしていると判断しており、また、動物の診療

施設については、入院等による収容期間が限定的であり、環境衛生上問題を起こすおそれは高くないと捉えて

いる。このため、これらの施設について化製場等に関する法律第９条の許可を行うことは、必ずしも必要としない

と考える。 

【制度改正の必要性】 

化製場等に関する法律施行令の最終改正は平成２年２月 17 日であり、その後の他法令の改正や動物の飼養

状況の変化に対応していない可能性があり、現在の使用状況や関係法令による基準等も踏まえつつ、許可の

必要性の判断を明確化する必要がある。 

【支障の解決策】 

化製場等に関する法律第９条の許可について、動物取扱業の飼養施設及び飼育動物の診療施設については

不要とすることが可能であることを明確化する通知を発出する。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

公衆衛生上の支障が無いことを理由として、動物取扱業者に化製場等に関する法律第９条に基づく動物飼養許

可を取得させていない地方公共団体と法律に沿って取得させている地方公共団体の両方が存在している。全国

展開する動物取扱業者から同法に基づく許可の必要性を問われることがある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

過剰規制の緩和による事業者の事務負担の軽減、許可や立入検査を実施する地方公共団体の事務負担の軽



減 

 

根拠法令等 

化製場等に関する法律第９条、化製場等に関する法律施行令第２条、動物の愛護及び管理に関する法律第 10

条、第 24 条の２の２、獣医療法第３条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、いわき市、神奈川県、相模原市、豊橋市、豊中市、寝屋川市、高松市、鹿児島市 

 

○動物の愛護及び管理に関する法律において、動物取扱業者には登録や届出の義務が課されているほか、周

辺の生活環境の保全義務等の遵守基準も定められており、化製場等に関する法律においても同様の趣旨の規

制が課されていることから、事務負担が生じている。 

○都道府県条例において、動愛法に基づく第一種・第二種動物取扱業の登録において満たすべき条例施設基

準と、化製場法に基づく飼養許可において満たすべき条例施設基準は、共に一定の施設の衛生管理を求める

ものとなっているため、動愛法上の登録が認められるものは、化製場法上の許可が認められる結果となってい

る。このような状況下では、申請者が登録及び許可の２つの申請を行い、行政庁が登録及び許可の２つの審査

を行っても、その手間が増えるだけで、非効率な事務運用となっている。 

○当市において、市内の一部地域が化製場等に関する法律第９条の飼育施設の許可取得対象になっており、

動物取扱業においては常時 10 頭以上いる場合は化製場法の飼養施設の許可を取得させている。対象地域が

限定されており、事務処理的にもそれほど負担が生じていないが、今後生じる恐れがある。 

 

各府省からの第１次回答 

化製場等に関する法律（昭和 23 年法律第 140 号。以下「法」という。）第９条においては、各都道府県の条例で

定める基準に従い都道府県知事が指定する区域内において、動物の種ごとに都道府県の条例で定める以上に

飼養し、又は収容しようとする者が、当該動物の種類ごとに、その施設の所在地の都道府県知事の許可を受け

ることとされている。この制度の運用に当たっては、「化製場等に関する法律第９条の適用について」（令和４年８

月 12 日付け薬生食監発 0812 第２号厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課長通知）において示してい

るとおり、飼養の実態と環境衛生上の問題となるおそれを考慮し都道府県において、許可の要否を判断すること

は可能である。 

なお、法第９条の規定は公衆衛生の向上を目的としたものであり、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48

年法律第 105 号）及び獣医療法（平成４年法律第 46 号）とは趣旨が異なるため、それぞれの法律の趣旨を踏ま

えて許可等の要否を検討する必要がある。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
18 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

マイナンバー情報連携の仕組みを活用した、健康保険等加入時の国民健康保険における脱退届出義務の見直

し 

 

提案団体 

中核市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバー情報連携の仕組みを活用し、健康保険等加入時の国民健康保険の脱退届出を不要にする。具体

的には、健保組合等にて資格取得時に、加入者情報を中間サーバーに連携されたタイミングで国保に情報を自

動配信し、国保は職権にて資格喪失処理を行う。 

上記対応が困難な場合、脱退勧奨対象者を減らすために以下の対応を求める。 

・健康保険等加入時に適用事業所において国保の脱退届出を本人に案内し、提出を促す。 

・上記案内の便宜のために、マイナポータルにおけるオンライン申請ができない市町村にも可能となるよう協力

を求める。 

 

具体的な支障事例 

健康保険等の加入資格を取得した場合、14 日以内に市町村国民健康保険の脱退の届出を求め、資格喪失処

理を行っているが、届出がない場合、二重加入期間が生じ、保険料過誤納や、調定が残り続けることによる収納

率低下の要因にもなっている。 

現在、定期的にオンライン資格確認等システムを活用した情報照会を行い、他の健康保険に加入していたこと

が判明した世帯のうち脱退手続きが未完了のものに対し、脱退勧奨通知を送付している。 

これらの作業については相当の時間と手間を要し非効率であるため事務改善が必要である。 

このような支障を改善するため、勧奨手続が不要となる措置を求めるが、当該対応が困難である場合、そもそも

資格重複の状況が生じることを可能な限り防ぐことで、その後に勧奨手続の負担が減るよう、健康保険等加入

時に適用事業所において国保の脱退届出を本人に案内し、提出を促す代替措置を求める。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

健康保険等の加入資格を取得した場合、年金制度と同様に、国民健康保険制度においても自動的に資格を喪

失するとの誤った認識を持たれる場合があり、脱退の届出が大幅に遅れる例が多々ある。届出が遅延すると、

保険料が未納の場合は督促状送付や滞納処分へと発展する場合があり、また口座振替など継続的な保険料

の支払いがあれば資格喪失時に多額の還付金や還付加算金支払いの手続きが発生するなど、事務が煩雑と

なるだけでなく住民にとっても負担が生じる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

マイナンバーの仕組みを活用して、脱退の届出が不要となれば、支障事例に記載する様々な課題が解決し、住

民の利便性が向上し、行政の事務の効率化につながる。 



 

根拠法令等 

国民健康保険法第９条第１項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

北上市、いわき市、ひたちなか市、高崎市、伊勢崎市、八潮市、佐倉市、川崎市、相模原市、亀岡市、城陽市、

茨木市、羽曳野市、兵庫県、安来市、山口県、新居浜市、東温市、大野城市、大村市、鹿児島市 

 

○ご本人の資格喪失届出の認識がなく、手続が大幅に遅れ、保険税還付の処理が発生した。また、同時に医療

機関を本来資格のない保険証で受診してしまい、不当利得として請求しなければならない事例が多々発生す

る。加入と同時に喪失が完了することのメリットが非常に大きいと感じる。 

○当市でも同様の支障事例が生じており、行政の事務の効率化及び被保険者の手続き簡素化につながること

から、見直しを図っていただきたい。 

○当市においても類似の事務を行っているため、効率化につながると考える。 

○厚生年金に加入した際、国民年金に係る市区町村への届出は不要となっており、国民健康保険においても届

出を省略する対応が可能であると考える。現在、資格重複リストを用いた職権喪失処理が可能とされているが、

国保脱退の届出の勧奨事務が負担となっているほか、職権処理を行えるのは勧奨通知の１か月後であるため、

スムーズな資格喪失処理の妨げとなっている。令和２年の地方からの提案への回答で「対象者が自覚すること

無く、無保険状態を誘発しうることから…勧奨は必要」とされているが、職権処理をした時点で対象者に通知す

れば済むことであって、職権処理を前提とし勧奨通知を不要とすることで加入者の届出に係る負担軽減にもつ

ながるため、改善を求める。 

○当市においても、現在、定期的にオンライン資格確認等システムを活用した情報照会を行い、他の健康保険

に加入していたことが判明した世帯のうち脱退手続きが未完了のものに対し、脱退勧奨通知を送付している。本

提案にあるとおり、脱退勧奨通知を経ることなく、職権で資格喪失処理を行うことが可能となれば、保険料の二

重課税や保険給付の不正不当対応などの問題は軽減することが見込まれ、事務の効率化に寄与するため。 

○当市においても同様に、毎月 20 人程度の勧奨事務を行っており、多大な時間と費用を要している。年金制度

が喪失手続不要であることから制度を誤認し、窓口でトラブルになるケースが発生している。 

○マイナンバーの仕組みを活用し脱退の届出義務を不要にすることは、住民の利便性が向上し、行政の事務の

効率化に寄与すると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

国民健康保険における資格喪失の届出は、対象者が自覚すること無く無保険状態となることのないよう行うこと

としているものであり、資格喪失の届出を不要とすることや事前の資格喪失届出の勧奨を行うことなく職権で資

格喪失処理を行うことは適当でないと考えている。なお、中間サーバーには保険者に情報を自動的に配信する

機能はなく、ご提案のような方法で健康保険の被保険者資格を取得した者の情報を配信し、国民健康保険の資

格喪失届を不要とすることは困難。 

また、健康保険等への加入時に適用事業所において国保の資格喪失届出を行うよう促すことについては、それ

に伴う事業主の事務負担の増加を踏まえ、慎重な検討が必要であると考えており、一方で、資格喪失手続に係

るマイナポータルによるオンライン申請の導入等については、引き続き保険者に対して適切に働きかけてまいり

たいと考えている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
20 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

障害支援区分６の認定の有効期間の見直し 

 

提案団体 

中核市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

３年が上限となっている障害支援区分の認定の有効期間について、区分６の有効期間の上限を延長すること。 

 

具体的な支障事例 

障害区分の認定を行うに当たっては、認定調査員が実際に現地に赴いて障害者本人の状態を確認する一次判

定と、市町村審査会によって一次判定結果の精査を行う二次判定を行う必要があるが、これらの手続に係る事

務負担が大きく、障害者本人及び保護者、認定調査員、市町村審査会委員及び市区町村の負担となっている。 

具体的には、障害区分認定を受けるに当たって、障害者本人は、医師の診断書を入手するために受診が必要

であったり、認定調査員により対面で多くの項目について調査を受けたりしなければならず、身体的・心理的な

負担が生じている。また、障害者の保護者は、受診の付き添いや、認定調査員の来訪に合わせて仕事を休まな

ければならない。特に、区分６を有している障害者は、全面的な介護が必要な状態であり、医療機関の受診や

認定調査を受けるに当たっての負担が大きい。 

加えて、障害区分認定を行うに当たっても、負担が生じている。具体的には、認定調査員は、障害者本人と対面

で多くの項目について調査を行わなければならず、場合によっては再調査を実施しなければならないこともあ

る。市町村審査会委員は、月に１～２回開催される審査会への出席や、事前の資料の確認が必要である。市町

村は、認定調査について、委託により実施できなかった場合は市町村職員が対応することとなり、その場合には

認定調査員と同様の負担が生じる。また、月に１～２回開催する市町村審査会のための、認定原案の作成も必

要となっており、業務がひっ迫している。さらに、障害福祉サービスの利用者数と諸費用は年々増加しており、業

務量自体が増加している背景もある。このように、障害区分認定を行うに当たっては、各方面において、多大な

負担が発生している状況である。 

障害支援区分の認定の有効期間の上限の延長については、第 125 会社会保障審議会障害者部会（令和４年３

月）において３年の上限の維持が認められたことは承知しているが、現場において多大な事務負担が発生して

いる状況において、有効期間の見直しにより認定調査に係る負担軽減を図ることは急務となっている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

障害支援区分認定の更新のためだけに受診しなければならないことや、保護者が認定調査の対応のために仕

事を休まなければならないことについて不満の声が上がっている。 

また、市町村審査会から、区分６には、長期間にわたって状態が変化することがないと考えられる方も一定数含

まれ、他の区分と比較して、更新時に区分が変更となる例が少ないため（区分２～５が３年後の判定でも同じ判

定を受ける比率は７割前後。区分６が３年後に同じ判定を受ける比率は約 97％。（平成 30 年→令和３年での認

定データ。第 125 回社会保障審議会障害者部会より））、有効期間の延長を求める意見が上がっている。 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

障害区分認定調査に係る障害者本人、保護者、認定調査員、市町村及び市町村審査会委員の事務負担を軽

減できる。 

障害支援区分を持つ者のうち、区分６はおよそ３割である（平成 30 年＝29.8％、令和３年＝28.8％） 

区分６の有効期間が３年から４年に延長された場合、延長後の審査量は３/４になる（１/４軽減される） 

３/10×１/４＝３/40＝7.5％の事務量を軽減できる 

 

根拠法令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（第 21 条） 

介護給付費等の支給決定等について（平成 19 年３月 23 日 障発第 0323002 号）（第二の２） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、花巻市、宮城県、上尾市、船橋市、柏市、川崎市、相模原市、長野県、名古屋市、豊橋市、津島市、寝

屋川市、久留米市、長崎市、熊本市 

 

○当市では障害支援区分６の判定が出た者が、３年後に再び障害支援区分６の判定を受ける確率は 99.1%

（561 人中、556 人）と高く、その他の障害支援区分でも区分２以上の判定を受けている者が３年後に同区分で

ある確率は 80％以上である。また、障害支援区分の認定には認定調査の他にも市町村審査会に諮るための事

務や医師意見書手数料も発生し、障害福祉サービス利用者が増加する中で、短いサイクルでの区分更新は事

務及び財政負担となっている。さらに障害支援区分６の者については市外の障害者支援施設等に入所する者も

多く、遠方への出張や事業者等と委託契約等を行うなどする必要があり、これらの事務も大きな負担となってい

る。 

○【支障事例】 

当市においても障害福祉サービス受給者の希望が年々増加しており、障害支援区分の認定審査事務にかかる

事務量が増加している。令和６年度から認定調査員専任で１人雇用をしており、事務量及び人件費が増加して

いる。 

【必要性】 

障害区分認定調査に係る障害者本人、保護者、認定調査員、市町村及び市町村審査会委員の事務負担を軽

減できる。 

○重度の障害者手帳所持者のご家族等から、「障害が固定され大きな改善が難しいから手帳を取得できてい

る。頻回に支援区分の認定を受けることについて納得できない」「意見書作成のための受診や調査も負担が大

きい」との意見を頂いている。当市においても区分が６から５へ下がった際には、家族や施設関係者から再認定

の申請が出される場合が多く、対象者の増加も相まって、認定事務上、負担となっている。当市における区分６

の割合は、平成 30 年度は約 22％、令和３年度は約 23％である。提案市の計算を適用した場合、当市において

は５.５％の事務量削減となる予定。 

○当市においても、支給決定者の増加に伴い区分認定事務の負担が業務を圧迫しており、新規支給決定に期

間を要する事例などが発生している。一方で、高齢の介護保険上乗せの支給決定者など、３年に１度の区分更

新が必要とは考えづらいケースも多数見受けられる。 

○当市における障害福祉サービス利用者に対する区分６の割合は 10%程度（令和７年３月 31 日時点）であり、

有効期限が延長されることで事務処理が軽減される。 

○当市においても障害支援区分認定件数は増加傾向にあり、認定調査や医師意見書依頼に係る事務負担が

増加している。 

○当市の市町村審査会の過去の結果から、区分６の利用者は、長期間にわたって状態が変化することがないと

考えられる方も一定数含まれ、他の区分と比較して、更新時に区分が変更となる例が極端に少ない。区分６の

有効期限の上限を延長することが可能になれば、認定調査の実施、医師意見書の取得等の事務が減らせるこ

とにつながる。また、利用者の更新時の負担（医師意見書のための受診、認定調査を受けること等）も減らせる

ことができる。そのため制度の改正に一定の効果は見込めると考える。 

○施設入所者などにおいては、区分６から区分変更となる割合が少ないが、遠方施設への認定調査などの業

務負担が大きくなっている。 

○障害福祉サービスの利用者の増加に比例して、障害区分認定の件数も増加している。審査会委員に医師を

委嘱しているが、診療時間の関係もあり審査会の会議時間を長くすることが難しい。また、別の会議体を設置す



ることも、審査会委員の確保が難しい。 

 

各府省からの第１次回答 

障害支援区分は、障害者等の障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度

合を総合的に示しており、対象者の現状に合った適切な障害支援区分の認定を実施するため、障害支援区分

の認定の有効期間の見直しについては、慎重な検討が必要であると考える。なお、令和４年３月の第 125 回社

会保障審議会障害者部会においても、認定データの調査結果により、「区分６」と認定された者が更新時に「区

分５～１」と認定されるケースが毎年約 1,600～2,300 人（３-５％）見込まれることから、障害福祉サービスの適正

な提供の観点から影響があること及び状態の変化に応じた障害支援区分の見直しを図る機会を失わせることを

踏まえ、現行どおり３年を上限とするとされたところである。 

また、障害支援区分の認定の調査に係る負担軽減を図るため、審査判定プロセスの模擬事例を用いた解説動

画を研修資料として新たに作成し、令和４年３月に市町村向けに周知（「障害支援区分研修担当者全国会議資

料」について（令和４年３月 11 日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課事務連絡））

し、令和４年度以降、各種マニュアル・研修資料等を用いて、認定調査員（現任者）のスキル向上を目的としたフ

ォローアップ研修を実施しており、引き続きこうした取組を進めてまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
23 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

児童扶養手当の受給世帯に対する特定者用定期乗車券の購入証明書交付事務の見直し 

 

提案団体 

北広島市 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

児童扶養手当の支給を受けている世帯に対する特定者用定期乗車券について、各旅客鉄道株式会社から交

付された用紙によらない証明とする。 

 

具体的な支障事例 

児童扶養手当の支給を受けている世帯から特定者用定期乗車券購入に係る申請があった際に特定者資格証

明書（以下「資格証明書」という。）及び特定者用定期乗車券購入証明書（以下「購入証明書」という。）を発行す

ることが定められている。 

購入証明書の用紙については、各旅客鉄道株式会社において調製し、都道府県を経由して最終的に市区町村

に配布されるが、既に項目が印刷された用紙に氏名住所等の所要事項を記入し、公印及び契印を押したものを

特定者に交付するものとなっている。 

このことから、主に手書きでの対応とならざるを得ず、間違う可能性があるほか、担当職員の負担となっている。 

資格証明書については、各旅客鉄道株式会社において定められた様式を各自治体により印刷し、所要事項を

入力等し、公印及び契印を押したものを特定者に交付するものとなっているため、購入証明書においても同様

に、各旅客鉄道株式会社において定められた様式を各自治体により印刷した用紙を使用することを可能として

いただきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

担当職員のミスの防止及び事務負担の軽減につながるばかりでなく、都道府県担当者においては、用紙の発送

に係る経由事務がなくなり、各旅客鉄道株式会社においては、印刷発送コストの縮減等につながる。 

 

根拠法令等 

特定の母子世帯員等に対する国鉄定期乗車券の特定運賃適用の取扱いについて（昭和 43 年３月 30 日児福

第 11 号厚生省児童家庭局母子福祉課長通知）、特定の母子世帯員に対する旅客鉄道株式会社の通勤定期乗

車券の特別割引制度の取扱いについて(昭和 62 年４月１日児福第４号厚生省児童家庭局母子福祉課長通知) 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、宮城県、多賀城市、相模原市、養父市、佐賀県、大村市 

 

○用紙の発送に係る事務処理がなくなることや、原則年１回のみ発行されるものであるため、不足等が生じた場

合に迅速な対応が難しいと考えられる。 

○当市においては、証明書の発行枚数が多いことから契印や公印を押印する事務負担が重い。資格証明書と

同様に、購入証明書においても、各自治体により印刷した様式を利用するならば、契印の省略や、電子公印等

が可能となれば、事務処理負担の軽減につながるため、そちらも一考していただきたい。 

○購入証明書は用紙が不足すると県に追加を依頼し郵送していただく必要があることに加え、手書きでの対応

とならざるを得ず、間違う可能性があるほか、担当職員の負担となっている。 

○当市においても同様の事務負担の軽減が見込まれる。 

○用紙の発送コストの削減にはつながる。 

 

各府省からの第１次回答 

当該制度については、各旅客鉄道会社と調整の上、昭和 62 年４月１日児福第４号厚生省児童家庭局母子福祉

課長通知「特定の母子世帯員に対する旅客鉄道株式会社の通勤定期乗車券の特別割引制度の取扱いについ

て」に基づき運用を行っており、これまでも、年度途中に不足等生じた自治体に対しては、要請に応じて追加交

付するなど柔軟な対応をしてきたところ。 

ご提案を踏まえた更なる事務の効率化については、関係府省庁及び各旅客鉄道会社と連携して検討を行って

まいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
49 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国民健康保険システム及び後期高齢支援システムの標準仕様書における督促状及び口座振替不能通知の様

式に圧着はがき兼領収書版を追加すること 

 

提案団体 

金沢市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

督促状、口座振替不能通知の標準仕様書上の様式において圧着はがき・兼領収書版を追加する。 

 

具体的な支障事例 

国民健康保険及び後期高齢者支援システムの標準仕様書において、督促状、口座振替不能通知の標準仕様

書上の様式に圧着はがきかつ兼領収書のものがない（兼領収書ではない圧着はがき版、圧着はがき版ではな

い兼領収書版は存在する）。 

督促状、口座振替不能通知の対象者は納付書を持っていない又は紛失したという場合が多いため、人口規模

が多い自治体の場合、兼領収書版でないと運用できないが、圧着はがきかつ兼領収書版がないため、封筒で

送付せざるを得ず、不要な郵送料金が経費としてかかってしまう。 

項目位置などの調整は各自治体が変更できることになっているため、印刷委託を行い、印刷会社側で圧着はが

きに収まるように対応することは可能であるが、その分の経費が印刷委託費に反映されるため、結局、自治体

側は不要な支出を強いられることになる。 

また当市は、国民健康保険業務に国保標準システムを使用しているが、制度改正による様式変更に伴う印刷会

社側での対応経費については各種補助の対象外とされることが多く、純粋に地方公共団体側の負担となってい

る。 

上記の状況を改善するため、督促状、口座振替不能通知の標準仕様書上の様式において圧着はがき・兼領収

書版を追加するべきである。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・システムから圧着はがき用の印刷データが出力されることに伴う郵送料金又は印刷委託経費の節減 

・兼領収書ではない圧着はがき版で送付されていた住民に対して、兼領収書の圧着はがき版が送付されるよう

になれば、納付書を別に手に入れる必要がなくなることで負担が減り、ひいては収納率の向上に寄与するものと

考えられる。 

 

 

 



根拠法令等 

・国民健康保険システム標準仕様書【第 1.4 版】 

・後期高齢支援システム標準仕様書【第 1.3 版】 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、ひたちなか市、佐倉市、亀岡市、安来市、松山市、大村市、鹿児島市 

 

○現在、当市においては口座振替不能通知で納付できる仕様となっているが、標準仕様書上の同不能通知の

様式は、圧着はがきタイプとなり、はがきのみでは納付できない仕様となることから、納付書を送付する際の郵

送料の増や市民サービスの低下につながるものと考えている。 

○当市でも督促の際に圧着はがき・兼領収書を使用しており、一定の収納効果があることから、引き続き使用し

たいと考えている。 

○現在、後期高齢者医療システムの標準化に伴う構築作業を進めているが、当市でもベンダーから次期版シス

テムでは、ハガキ様式の選択肢はなく、A4 様式での対応と伺っており、封入封緘委託料及び郵送代が大幅に

増加されることが見込まれている。また、類似案件として、後期保険料口座振替済通知書も口座振替対象者の

抽出できる機能が次期版システムでは備えていないため、通知書が出力されない仕様となる見込みと伺ってい

る。当市では確定申告の時期の１月に対象者約 24,000 件の口座振替済通知書を送付しており、現在、通知方

法の抜本的な見直しを迫られているため、システム標準化の中で、必須機能として標準仕様書の見直しを要望

する。 

 

各府省からの第１次回答 

【国民健康保険システム】 

標準仕様書の内容に関するご提案につきましては、国民健康保険システム等標準化検討会においてお願いし

ます。 

国民健康保険システム標準仕様書については、累次の検討会（仕様書の策定及び改定を検討する「国民健康

保険システム標準化検討会」）において、国民健康保険システムとして備えるべき機能について有識者・自治体

委員・開発ベンダの各構成員等にご参画・ご議論いただいた上で、全国意見照会を経て、策定及び改定が重ね

られているところです。 

なお、ご要望の様式追加については、令和７年度の標準仕様書の改版において検討対象とする予定としており

ます。 

【後期高齢支援システム】 

標準仕様書の内容に関するご提案につきましては、後期高齢支援システム標準化検討会においてお願いしま

す。 

後期高齢支援システム標準仕様書については、後期高齢支援システム標準化検討会において、後期高齢支援

システムとして備えるべき機能について有識者・自治体委員・開発ベンダの各構成員等にご参画・ご議論いただ

いた上で、全国意見照会を経て、策定及び改定が重ねられているところです。 

なお、当該様式の圧着はがき兼領収書版については、定型用紙以外の専用紙での印刷となることから、標準準

拠システムのアプリケーションで印刷せずに印刷の外部委託等による実現が一般的と想定しております。 

外部印刷は標準準拠システム外での対応であり、その実施を標準仕様書に規定がないことにより妨げるもので

はありません。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
54 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護支援専門員等の資格更新に係る研修時間の見直し等 

 

提案団体 

四万十市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

介護支援専門員及び主任介護支援専門員の資格更新に係る研修時間の短縮等の負担軽減策を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

介護支援専門員及び主任介護支援専門員の更新研修に係るカリキュラムや時間数は、国の実施要綱で厳格に

定められており、都道府県の裁量で柔軟に変更することはできない。 

【支障事例】 

介護支援専門員等は５年ごとの資格更新が必要であるが、その研修は長時間にわたり、また多額の費用を要

するため、資格の更新を躊躇する状況を招き、介護支援専門員等の人材不足の一因となっている。 

また、更新研修を負担に感じることで、更新のタイミングで介護支援専門員を辞職するきっかけになってしまうこ

ともある。 

【支障の解決策】 

介護支援専門員等として実務に従事する者が、５年毎に更新研修を受講しなければ、その資格を更新できない

ものか、他の医療関係の資格と横の比較を行ったうえで、都道府県が実情に応じて柔軟に講習・演習を実施で

きるよう要綱を改めることや研修時間の短縮を行うことで、介護人材不足の解消につながるものと考える。 

また、研修科目のうち「認知症のある方及び家族等を支えるケアマネジメント」「看取り等における看護サ―ビス

の活用に関する事例」などは、各自治体においても広く研修等が行われているため、研修時間を短縮できるの

ではないかと考える。 

また、更新回数が多い方や勤務評価の高い方等については、更新研修の免除を可能にする等の柔軟化につい

ても検討いただきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

【介護事業所等の職員からのヒアリング（支障事例等）】 

・「慢性的に人員不足である職場であるため、シフトをやりくりしながら受講をするが、長期間職場を離れること

は、他の職員に負担をかけていると感じる」 

・「更新研修は県庁所在地で行われるため、遠隔地にある事業所の職員は宿泊を必要とする場合もあり、費用

の負担が大きい」 

・「更新研修を負担に感じて資格を失効させる職員もおり、せっかくの介護支援専門員等の資格を活用できてい

ない事例がある」 

・「長年実務を行っている者にとって、講義・演習の内容等が目新しいものではなく、本当に必要な研修か疑問に

感じた」 



・「地域包括支援センターにおいては主任介護支援専門員の配置が必要であるが、その資格を得るためには、

国家資格を持つ者を新規採用してから 12 年かかるなど長期に渡り、後継者の育成に時間と費用がかかり過ぎ

る」 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

介護支援専門員等の更新研修に係る、肉体的・時間的・経済的な負担が軽減されることで、介護支援専門員等

の更新に躊躇する者が減少するとともに、新たに介護支援専門員等の資格取得を希望する者の増加の期待さ

れ、介護人材不足の解消に寄与する。 

 

根拠法令等 

厚生労働大臣が定める介護支援専門員等に係る研修の基準（平成 18 年厚生労働省告示第 218 号）、介護保

険法施行令第 37 条の 15 第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準（平成 18 年厚生労働省告示第 265

号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

上尾市、佐倉市、川崎市、島田市、枚方市、兵庫県、宍粟市、津山市、高知県、大野城市、別府市 

 

○【支障事例】 

当市では 60 代の介護支援専門員が全体の約４分の１を占めている現状である。高齢になると研修会場までの

長時間の移動や長時間に及ぶ研修の体力的負担を理由に退職する方がおられる。居宅介護支援事業所に勤

務する介護支援専門員の人数は減少してきており、新規採用募集に応募がない状況となっている。 

【支障の解決策】 

認知症介護基礎研修のようなオンラインで受講時間帯に定めのない受講方法も負担軽減策と考える。 

○介護人材不足が全国的に課題となっていることから、介護支援専門員等の更新研修に係る費用負担や研修

時間等の軽減を図ることで、介護人材確保に寄与するとともに、新たに介護支援専門員等の資格取得を希望す

る者の増加が期待される。 

○当市においても、介護支援専門員等のなり手が減少してきており、介護支援専門員等の一人一人の事務負

担が増加する要因となっている。本提案にあるとおり、介護支援専門員等の資格更新に係る研修時間の短縮等

の負担軽減が可能となれば、介護支援専門員等のなり手の確保が期待され、介護人材不足の解消に寄与する

ため。 

○当市においても介護支援専門員等の不足は深刻であり、介護サービスの利用開始に支障が生じている。介

護支援専門員等の負担軽減を図るため令和７年度より市独自で資格更新費用の補助制度を開始したが、研修

時間の短縮（若しくは廃止）についても必要性が高いものと考える。 

○当県でも、以下の意見を事業者から聞いている。 

・５年に１回の更新研修が負担で退職する介護支援専門員が多い。 

・資格更新時に研修参加や研修費を負担に感じて資格更新せず、退職を検討する職員がいる。 

・更新実務研修の開催場所が遠く日程も多いので、介護支援専門員実務研修受講試験を受けたがらない。 

○当市においても、主任介護支援専門員連絡会議等において同様の意見が寄せられている。当市では財政的

に補助の予算措置ができず苦慮しているため、その他の方法（研修期間や時間短縮）により結果として費用軽

減に繋がればと考える。 

○研修受講の拘束時間や費用に対する負担の声が大きい。このことが資格更新や資格取得をためらう要因と

なり、今後さらに人員確保困難となる懸念があるため改正が必要。 

 

各府省からの第１次回答 

利用者にとって適切な介護サービスを提供するためには、介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質の確保・向

上が重要である一方で、更新研修を含む介護支援専門員の法定研修については、受講者にとって経済的・時間

的負担が大きいという課題があると認識している。 

昨年末に取りまとめられた「ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会」の中間整理においても、 

・法定研修について、「ケアマネジャーの資質の確保・向上を前提としつつ、可能な限り経済的・時間的負担の軽

減を図ることが適当」とされ、 



・全国統一的な実施が望ましい科目について国レベルで教材等を一元的に作成する方策や、オンライン受講の

推進、研修科目毎に受講できる分割受講の仕組み等を検討することとされ、 

・特に、更新研修については、「利用者への支援に充当する時間の増加につなげる観点から大幅な負担軽減を

図るとともに、あわせてその在り方についても検討することが適当」とされたところ。 

中間整理の内容を踏まえ、現在社会保障審議会介護保険部会において議論を行っているところであり、更新研

修の大幅な負担軽減を図るための具体的な方策について、関係者の意見も伺いながら必要な検討を行っていく

予定である。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
60 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 04_雇用・労働 

 

提案事項（事項名） 

職業訓練指導員試験において指導方法科目のみを受験する場合の受験資格の緩和 

 

提案団体 

新潟県、福島県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

実技試験や関連学科の免除の有無に関わらず「指導方法」科目の受験を可能とし、一部科目に合格できるよう

求める。 

 

具体的な支障事例 

職業訓練指導員免許の交付要件について、職業訓練指導員試験に合格することが要件の一つとなっている

が、以下の支障事例がある。 

税理士試験、第三種電気主任技術者試験等のように科目ごとに合否が決定されるためどの試験科目から受験

してもよい免許・資格が多いなか、職業訓練指導員試験においては「指導方法」のみを受験したい場合、「実技

試験及び学科試験のうち関連学科が免除される者」に該当する必要がある。 

その上、技能検定１級などの関連資格を取得する等して上記免除者になったとしても、関連資格の試験時期（合

格発表時期）が指導員試験日より後ろになる場合は、指導方法試験受験申込時点では、「実技試験及び学科試

験のうち関連学科が免除される者」に該当するか否かが不明であるため、職業訓練指導員試験の学科試験の

みの受験ができない。 

実際に、当県では学科試験の実施が年１回（９月中旬）であるところ、技能検定等の関連資格の試験の合否が

判明する９月中旬以降の場合は、別日程で実施している他の都道府県で受験するか、来年度の指導員試験の

学科試験まで待たなければならない。 

（技能検定１級合格者の場合は、厚労大臣が定める講習を修了する方法もあるが、講習時期が試験日より後ろ

になる場合は次の講習まで待たなければならない。（本県の場合は例年 12 月に１回程度実施。）） 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

当県では、技能検定１級などの関連資格（合格すれば実技試験及び学科試験のうち関連学科が免除になる）に

合格したうえで指導員試験の「指導方法」のみを受験する者の割合は受験者全体の半数を超えており、合格発

表待ちの状態で「指導方法」を受験したい旨の問合わせが年 10 件程度あるが、合格発表後でないと受験できな

い旨の説明をしなければならない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

職業訓練指導員試験について一部合格ができる場合、まず「指導方法」のみ受験し、その後に関連資格の取得

等によって職業訓練指導員試験の実技試験及び関連学科試験の免除対象となり、その時点で試験科目全免除

者になることができる。 

試験科目全免除者になると、職業訓練指導員試験の全免除者の職業訓練指導員免許交付に係る合理化手続



き（令和７年４月 14 日付開発 0414 第１号「職業能力開発促進法施行規則の一部を改正する省令の施行につい

て」。当該省令改正によって試験科目全免除者に限って、通年での受験申請、受験申請と指導員免許交付申請

の同時申請が可能になる。）をすることで、早期に職業訓練指導員免許を取得することが可能になり、受験者の

負担軽減につながる。 

 

根拠法令等 

職業能力開発促進法第 30 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、川崎市 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

「職業訓練指導員試験においては「指導方法」のみを受験したい場合、「実技試験及び学科試験のうち関連学科

が免除される者」に該当する必要がある。」とのご指摘であるが、都道府県の判断により、職業訓練指導員試験

の受験資格に該当する者であれば「指導方法」のみを先に受験することを認めることは可能であり、実際、「指

導方法」のみの受験を可能としている県も複数存在している。 

その一方で、都道府県によって取扱にばらつきがあることについて、本提案に記載された懸念が背景にある可

能性を踏まえ、令和７年度中に必要な周知を行うこととする。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
61 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

精神障害者保健福祉手帳、身体障害者手帳及び療育手帳の交付手続における市町村経由事務の廃止 

 

提案団体 

市原市、大網白里市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

精神障害者保健福祉手帳の交付申請及び更新手続のオンライン化については、令和６年管理番号 22 の対応

方針で検討することとされているが、申請内容の変更届、再交付申請及び返還に係る手続も含め、電子申請の

場合には市町村経由事務を廃止すること。 

身体障害者手帳及び療育手帳の交付手続についても、オンライン化しつつ、電子申請の場合には市町村経由

事務を廃止すること（「療育手帳制度要綱」（「療育手帳制度について」（昭和 48 年９月 27 日厚生省発児第 156

号厚生事務次官通知）別紙）においてその旨を明確化することを含む。）。 

 

具体的な支障事例 

手帳交付申請時、交付時等に県においても市においても申請者の個人情報、手帳情報をシステム等に入力し

ており、非効率である。 

審査に関する疑義について、申請者に直接確認するのではなく進達した市へ、確認するように指示がある。ま

た、記載不備があった診断書が市へ返戻されるので、市から医療機関へ説明とともに郵送している。このよう

に、県と申請者等の間に、市が入ることで、やり取りに時間を要し、非効率である。 

精神障害者手帳は郵便小包で届き、県作成の名簿と手帳を突合させた後、システムへの情報入力、蛇腹折にし

て交付する。現在は県が申請者に手帳を市まで取りに行くよう通知しているが、令和８年度からは県は行わない

とのことで、市が通知を出すことになり更に事務負担が増える。 

手帳申請に対する不承認通知も市に届くため、市から申請者に送付している。 

精神保健福祉手帳の有効期間は２年間のため、２年ごとに更新がある。手帳所持者は増加の一途であり、既存

手法のままでは事務執行体制の確保が難しくなる。 

療育手帳の成人(18 歳以上）の申請においては、市で面談を実施し、県でも判定（面談）を実施しており、非効率

である。 

【精神保健福祉手帳】 

・手帳所持者（各年度３.31 現在） R1 2,080 人 ⇒ R5 2,735 人 

・手帳交付状況 R1 年度 1,134 件 ⇒ R5 年度 1,531 件 

・診断書返戻件数 R1 年度 31 件 ⇒ R5 年度    90 件 

（令和６年度の状況） 

・県への進達回数 16 回 

・１回あたりの進達件数 平均 430 件 

・診断書の返戻数 令和７年３月 21 日現在 195 件 

※精神障害者福祉手帳交付事務と自立支援医療受給者証交付事務については、併せて進達事務を実施して

いる。 



【身体障害者手帳】 

・手帳所持者数 R5 8,220 人 R6 8,266 人 

・手帳交付状況 R5 1,146 件 R6 1,059 件 

・診断書返戻件数 R5 132 件 R6 144 件 

・進達回数 R5 287 回  R6 269 回 

【療育手帳】 

・手帳所持者数 R5 2,546 人 R6 2,659 人 

・手帳交付状況 R5 461 件 R6 558 件 

・市での面接回数 R5 97 件 R6 92 件 

・進達回数 R5 66 回 R6 48 回 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

直接担当している県担当部署とやり取りしたいとの訴えがある。 

申請から交付まで３か月かかることに不満の声も上がっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

手続のオンライン化により、申請者の利便性が向上するほか、都道府県の受付に係る事務負担軽減につなが

る。 

市町村経由が廃止されれば、申請から決定までの時間の短縮が見込まれる。また、市町村は、経由に伴う事務

負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 45 条第１項、同法施行令第５条、第６条の２、第７条、第８条、

第９条、第 10 条及び第 10 条の２ 

身体障害者福祉法施行令第４条、第８条 

「療育手帳制度要綱」（「療育手帳制度について」（昭和 48 年９月 27 日厚生省発児第 156 号厚生事務次官通

知）別紙）第５ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、岩手県、宮古市、花巻市、北上市、ひたちなか市、上尾市、柏市、流山市、厚木市、燕市、福井市、長

野県、島田市、尾張旭市、寝屋川市、南あわじ市、生駒市、久留米市、長崎市、鹿児島市、特別区長会 

 

○当市においても、精神障害者保健福祉手帳の交付申請手続等における事務負担の増加に伴い、将来的には

事務執行体制の確保が困難になることが懸念される。また、当県では、精神障害者保健福祉手帳の交付事務

作業について外部委託を始めており、令和８年度から職員が大幅に削減され、これまで以上に市町への負担が

増加する可能性がある。 

○当市でも同様の事例が発生しており、事務負担が大きい（当市の自立支援医療（精神通院）と精神障害者保

健福祉手帳を合わせた申請数は月 1,600 件程度となっている）。 

療育手帳の所有者数については、令和６年３月末時点で 4,884 名である。 

○当市においても、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳の交付手続において、県と申請者の間に市が入ること

により、やり取りに時間を要し非効率が生じている。特に紛失などの場合、申請者の手元に手帳が早く届くこと

が望ましいが、市町村を経由するため時間がかかる。 

○県と市で、申請時や交付時に同様の入力を行い非効率的であること、不備の診断書のやり取りで市を経由す

るので非効率的であることなど、市民サービスが低下している。さらに事務量増のため市職員の負担が増大し、

事務執行体制確保が困難である。 

○精神障害者保健福祉手帳の申請数は年々増加しており、手続が複雑で事務負担は大きいことから、事務の

効率化が求められている。 

所持者数 R３：932 人→R４：1,029 人→R５：1,095 人 

○手帳交付申請時、交付時等に県においても市においても申請者の個人情報、手帳情報をシステム等に入力



しており、非効率である。審査に関する疑義について、申請者に直接確認するのではなく進達した市へ、確認す

るように指示がある。また、記載不備があった診断書が市へ返戻されるので、市から医療機関へ説明とともに郵

送している。このように、県と申請者等の間に、市が入ることで、やり取りに時間を要し、非効率である。精神障

害者手帳は郵便小包で届き、県作成の名簿と手帳を突合させた後、システムへの情報入力、蛇腹折にして交付

する。精神保健福祉手帳の有効期間は２年間のため、２年ごとに更新がある。手帳所持者は増加の一途であ

り、既存手法のままでは事務執行体制の確保が難しくなる。 

【精神保健福祉手帳】 

・手帳所持者（各年度３.31 現在） R1 587 人 ⇒ R6 869 人 

・手帳交付状況 令和元年度 293 件 ⇒ 令和６年度 435 件 

（令和６年度の状況） 

・県への進達回数 26 回 

・１回あたりの進達件数 平均 30 件 

※精神障害者福祉手帳交付事務と自立支援医療受給者証交付事務については、併せて進達事務を実施して

いる。 

【身体障害者手帳】 

・手帳所持者数 R5 2,902 人 R6 3,077 人 

・手帳交付状況 R5 296 件 R6 315 件 

・令和６年度診断書返戻件数 15 件 

・令和６年度の進達回数 51 回 

【療育手帳】 

・手帳所持者数 R3 998 人 R6 1,050 件 

・進達回数 R6 18 回 

○市民から提出された申請書等のエラーチェックを行い、県へ進達しているため業務負担が生じている。オンラ

イン化することで、業務負担が軽減され、また、市民も来庁する手間が省ける。 

 

各府省からの第１次回答 

精神障害者保健福祉手帳及び身体障害者手帳（以下「手帳」という。）の交付の申請等については、精神保健

福祉法又は身体障害者福祉法において、居住地（居住地を有しないときは、その現在地）を管轄する市町村を

経由して行うこととされており、精神障害者保健福祉手帳は都道府県又は指定都市（精神保健福祉センター）

が、身体障害者手帳は都道府県、指定都市又は中核市が申請に基づいて審査、交付の可否及び障害等級の

判定を行い、手帳の交付は申請を受理した市町村を経て申請者に対して行われていると認識している。 

こうした申請手続のオンライン化については、現在、政府において、「規制改革推進に関する答申～デジタル社

会に向けた規制改革の「実現」～」（令和３年６月１日規制改革推進会議）に基づき、性質上オンライン化できな

い手続を除き、地方公共団体に対する申請等を含めた全ての所管行政手続を 2025 年までにオンライン化する

検討を進めている。 

その上で、地方公共団体等が受け手となる行政手続に関しては、「規制改革実施計画」（令和４年６月７日閣議

決定）に基づき、デジタル庁がマイナポータル等の行政手続デジタル化の共通基盤の整備を行うこととしてい

る。 

これらの方針を踏まえ、手帳の交付申請に係る手続について、マイナポータルによる申請を可能とすることにつ

いて検討することに際しては、各手続における市町村経由事務の在り方も含めた各種論点について、引き続き

検討してまいりたい。 

また、療育手帳については、法令上の定めがなく、都道府県等が自治事務として要綱を定めて実施しており、交

付手続きを含め、制度にばらつきがある。そのため、現時点では国として一律にオンライン化を進められる状況

にはない。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
62 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

自立支援医療費（精神通院医療）支給認定申請手続に係る市町村経由事務の廃止 

 

提案団体 

市原市、大網白里市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

自立支援医療費（精神通院）の支給認定に係る申請手続については、令和６年管理番号 22 の対応方針で検討

することとされているが、当該手続に加え、精神通院医療に係る以下の手続等のオンライン化を可能とするとと

もに、各手続における市町村を経由する旨の規定を廃止し、申請者が直接都道府県へ申請等を行うこと及び都

道府県から直接申請者へ受給者証を交付することを可能とする。 

・支給認定の変更の申請 

・申請内容の変更届出 

・医療受給者証の再交付の申請 

・医療受給者証の交付 

・医療受給者証の再交付 

・医療受給者証の返還 

 

具体的な支障事例 

審査に関する疑義について、申請者に直接確認するのではなく進達した市へ、確認するように指示がある。ま

た、記載不備があった診断書が市へ返戻されるので、市から医療機関へ説明とともに郵送している。このよう

に、県と申請者等の間に、市が入ることで、やり取りに時間を要し、非効率である。 

受給者証は郵便小包で届き、県作成の名簿と受給者証を突合させた後、システムへ情報入力して交付する。現

在は県から申請者に受給者証を交付するよう指示を受けており、その全てを市が郵送している。 

自立支援医療受給者証に対する不承認通知も市に届くため、市から申請者に送付している。 

県内他市からの転入であっても、診断書を取り寄せる必要がある。 

自立支援医療受給者証の有効期間は１年間のため、毎年更新がある。自立支援医療受給者は増加の一途で

あり、既存手法のままでは事務執行体制の確保が難しくなる。 

・精神通院受給者数（各年度３.31 現在） R1 4,059 人 ⇒ R5 4,459 人 

・診断書返戻件数 R1 年度 31 件 ⇒ R5 年度    90 件 

【令和６年度の状況】 

・県への進達回数 16 回 

・１回あたりの進達件数 平均 430 件 

・診断書の返戻数 令和７年３月 21 日現在 195 件  

※精神障害者福祉手帳交付事務と自立支援医療受給者証交付事務については、併せて進達事務を実施して

いる。 

 

 



地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

直接担当している県担当部署とやり取りしたいとの訴えがある。 

申請から交付まで３か月かかることに不満の声も上がっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

手続のオンライン化により、申請者の利便性が向上するほか、都道府県の受付に係る事務負担軽減につなが

る。 

市町村経由が廃止されれば、申請から決定までの時間の短縮が見込まれる。また、市町村は、経由に伴う事務

負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 53 条第２項、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行令第 28 条、第 32 条第２項及び第 33 条第２項並びに障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第 35 条第３項、第 42 条、第 45 条第３項、第 48

条第４項及び同条第５項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、岩手県、宮古市、花巻市、北上市、ひたちなか市、上尾市、柏市、流山市、厚木市、燕市、福井市、島

田市、尾張旭市、亀岡市、寝屋川市、南あわじ市、生駒市、久留米市、長崎市、鹿児島市、特別区長会 

 

○当市においても、自立支援医療費（精神通院医療）支給認定申請手続等における事務負担の増加に伴い、

将来的には事務執行体制の確保が困難になることが懸念される。また、当県では、自立支援医療費（精神通院

医療）支給認定における事務作業について外部委託を始めており、令和８年度から職員が大幅に削減され、こ

れまで以上に市町への負担が増加する可能性がある。 

○当市でも同様の事例が発生しており、事務負担が大きい（当市の自立支援医療（精神通院）と精神障害者保

健福祉手帳を合わせた申請数は月 1,600 件程度となっている）。 

○申請者にとって身近な市役所で手続ができることはメリットであるが、受給者証の交付は市町村を経由するこ

とで時間がかかるため、デメリットになっており、手続のオンライン化が達成されれば、申請者はそもそも窓口に

来る必要がなくなる。また、本手続に係る市町村経由事務は市町村に多大な負担を強いており、オンライン化の

可否を問わず廃止されることが望ましい。 

○県と市で、申請時や交付時に同様の入力を行い非効率的であること、不備の診断書のやり取りで市を経由す

るので非効率的であることなど、市民サービスが低下している。さらに事務量増のため市職員の負担が増大し、

事務執行体制確保が困難である。 

○自立支援医療（精神通院）の申請数は年々増加しており、手続が複雑で事務負担は大きいことから、事務の

効率化が求められている。 

所持者数 R3：1,755 人→R4：1,832 人→R5：1,893 人 

○審査に関する疑義について、申請者に直接確認するのではなく進達した市へ、確認するように指示がある。ま

た、記載不備があった診断書が市へ返戻されるので、市から医療機関へ説明とともに郵送している。このよう

に、県と申請者等の間に、市が入ることで、やり取りに時間を要し、非効率である。受給者証は郵便小包で届

き、県作成の名簿と受給者証を突合させた後、システムへ情報入力して交付する。現在は県から申請者に受給

者証を交付するよう指示を受けており、その全てを市が郵送している。自立支援医療受給者証に対する不承認

通知も市に届くため、市から申請者に送付している。県内他市からの転入であっても、診断書を取り寄せる必要

がある。自立支援医療受給者証の有効期間は１年間のため、毎年更新がある。自立支援医療受給者は増加の

一途であり、既存手法のままでは事務執行体制の確保が難しくなる。 

・精神通院受給者数（各年度３.31 現在） R2  1,134 人 ⇒ R6  1,198 人 

【令和６年度の状況】 

・県への進達回数 26 回 

・１回あたりの進達件数 平均 80 件 

※精神障害者福祉手帳交付事務と自立支援医療受給者証交付事務については、併せて進達事務を実施して

いる。 

○市民から提出された申請書等のエラーチェックを行い、県へ進達しているため業務負担が生じている。オンラ



イン化することで、業務負担が軽減され、また、市民も来庁する手間が省ける。 

 

各府省からの第１次回答 

現在、政府においては、「規制改革推進に関する答申～デジタル社会に向けた規制改革の「実現」～」（令和３

年６月１日規制改革推進会議）に基づき、性質上オンライン化できない手続を除き、地方公共団体に対する申請

等を含めた全ての所管行政手続を 2025 年までにオンライン化する検討を進めている。 

その上で、地方公共団体等が受け手となる行政手続に関しては、「規制改革実施計画」（令和４年６月７日閣議

決定）に基づき、デジタル庁がマイナポータル等の行政手続デジタル化の共通基盤の整備を行うこととしてい

る。 

これらの方針を踏まえ、自立支援医療の手続き等のオンライン化について、マイナポータルによる申請を可能と

することについて検討に際しては、各手続における市町村経由事務の在り方も含めた各種論点について引き続

き検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
63 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

特別児童扶養手当の受給資格及び各種請求・届出等に係る事務のオンライン化及び市町村経由事務の廃止 

 

提案団体 

市原市、館山市、大網白里市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則第１条から第 15 条までに基づく各種請求・届出並びに同令

第 16 条から第 26 条までに基づく通知書及び特別児童扶養手当受給証明書の交付について、以下の措置を求

める。  

住民票情報及び所得状況等を API 連携により自動入力を可能とするぴったりサービスの標準様式をプリセット

し、添付書類の提出も可能なオンライン申請システムを構築。 

市町村を経由する旨の規定を廃止し、受給資格者が都道府県へ直接申請すること、及び通知書等について都

道府県から申請者への直接交付とすること。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

特別児童扶養手当の認定請求書を県に提出した後、記載内容の詳しい状況についての確認が県から市にあ

り、市は申請者にそれを確認し、県に伝える。伝えた内容により、さらに確認を求められ、同じ流れを繰り返す。

また、通知書については、県は市へ送付し、市から申請者に送付する。通知の内容について、却下の理由や、

認定機関の確認などが申請者から市にあり、市は県に確認した後、申請者に連絡する。県に認定請求書を提出

後、このように、やり取りに時間を要しているとともに、事務効率の悪化を招き、何より申請者にも負担を掛けて

いる状況である。さらに所得状況届については、県は市へ、対象者分の用紙を送付するが、市は氏名や住所

等、既に印字された所得状況届を用意して対象者へ送付するため、県の作業や用紙に無駄が生じている。その

他、手続を通して、紙での提出書類が多い。 

【特別児童扶養手当の手続きに要する申請書】 

①認定請求書（戸籍謄本、診断書、口座申出書等）（必要に応じて、別居監護申立書、生計維持申立書、遺棄調

書、遺棄申立書等） 

②変更届（氏名変更、住所変更、口座変更等） 

③所得状況届、現況届 

④有期更新届 

⑤喪失届 

【特別児童扶養手当の受給者数】 

受給者数 455 人（令和７年３月 21 日時点） 

【支障の解決策】 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則第 15 条、第 16 条、第 25 条に記載の「市町村長を経由」す

る旨の改定、現在市町村が確認している住民票情報や所得状況を API 連携により自動入力を可能とするぴっ

たりサービスの標準様式をプリセットし、添付書類の提出も可能なオンライン申請システムを構築することで解決

可能であると考える。 



 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

特別児童扶養手当の認定請求等の手続のため、市の窓口に足を運ぶことや郵送することについて、対象者か

ら不便であるという意見が寄せられている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

自動入力等を取り入れたオンライン手続化により、申請者の利便性向上、受付や確認にかかる時間短縮、都道

府県の事務負担軽減につながる。また、市町村経由の廃止により、申請から決定までの時間の短縮、市町村の

経由に伴う事務負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律第 38 条、同法施行令第 13 条、同法施行規則第 15 条、第 16 条、第

25 条、第 29 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、多賀城市、ひたちなか市、上尾市、柏市、流山市、燕市、福井市、島田市、半田市、津島市、豊田市、

尾張旭市、亀岡市、高槻市、寝屋川市、羽曳野市、西宮市、養父市、宍粟市、高松市、春日市、特別区長会 

 

○新規申請の却下時に申請者より理由を問われた際、実際の判定時に立ち会っておらず、府に状況を確認す

る。その後、受給者へ伝える作業が必要な為、時間を要する。 

○当市においても、申請者、市、県の間でのやり取りに時間を要することが多く、非効率である。オンライン化が

達成された場合は、申請者の利便性向上、手続の時間短縮、県、市の事務負担の軽減につながると考えられ

る。 

○当県の特別児童扶養手当申請では、専用の申請書（３枚複写）を使用しており、システム出力対応ができない

状況にあり、申請者の記入箇所も多く手続に時間がかかっている状況である。また、市町で受付業務を行い、県

の福祉相談センターを経由し、県庁で認定処理等がされるため、市に認定通知書等が届くのが３～４か月かか

っている現状があり、申請者・受給者からの不満の声も上がっている。そのため、本提案は申請者の手続時の

利便性向上、市町事務の効率化・軽減につながる提案である。 

○県が発行した各種通知等を市から受給者に発送しているため、市民から問い合わせがあった場合に、即答で

きず市民に負担を生じさせている。 

 

各府省からの第１次回答 

特別児童扶養手当について、市町村を経由せず直接都道府県へ申請することとなった場合、受給者が養育者

である場合の養育事実の確認や児童が別居している場合の監護事実の確認、同居している扶養親族がいる場

合の生計同一の確認など、届出事実の確認についてどのように対応するかといった課題やそれに伴う都道府県

の事務負担の増加という課題が考えられるほか、障害福祉サービスをはじめとした各種障害福祉制度に関する

申請・相談窓口が市町村に設けられている中、特別児童扶養手当のみ都道府県が申請窓口になることについ

て、申請者に対する支援の観点からも慎重な検討が必要であると認識している。  

その上で、まずは市町村経由を廃止する場合の課題や問題の有無等について、各都道府県の見解等を確認す

る必要があると考えている。 

また、特別児童扶養手当のオンライン化については、令和３年度に所得状況届について、マイナポータルのぴっ

たりサービスを活用したオンライン化における事務の運用をお示ししているほか、認定請求など関連手続きにつ

いても標準様式・申請フォーム作り（プリセット）を進めていることから、これらの事務の運用についてもお示しで

きるよう準備を進めてまいりたい。 

マイナポータルにおける住民票情報や所得状況の API 連携による自動入力については、現状そのような機能を

実装していないため、機能の実装可否や法令、制度面等の制約も含めて検討を行い、令和 8 年度末までに結

論を得るよう進めてまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
65 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

戦傷病者戦没者遺族等援護法施行令等に基づく戦傷病者及び戦没者遺族への援護に関する事務における市

町村経由事務の廃止 

 

提案団体 

市原市、大網白里市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

戦傷病者戦没者遺族等援護法施行令、戦没者等の妻に対する特別給付金支給法施行令、戦没者等の遺族に

対する特別弔慰金支給法施行令及び戦没者の父母等に対する特別給付金支給法施行令に基づく戦傷病者及

び戦没者遺族への援護に関する事務における市町村経由事務を廃止すること。 

 

具体的な支障事例 

第 11 回戦没者等の遺族に対する特別弔慰金について、請求の受付開始直後は特に１日あたりの受付件数が

多く、申請内容の確認、とりまとめ等の事務の対応が困難となっている。 

また、市を経由することにより請求者への対応に遅延が生じている。 

その他の援護関連法令においても同様に経由事務が発生しているため、給付金等の支払いが遅くなり、住民へ

の負担となっている。 

参考として下に挙げた事務以外に、市として取扱いがほとんどないものもあるが、それらについても件数が極め

て少ないことから、経由をする必要性に乏しいと思われる。 

【参考：第 11 回戦没者等の遺族に対する特別弔慰金実績】 

受付件数 

令和２年度：693 件 

令和３年度：113 件 

令和４年度：280 件  合計 1086 件 

１件あたり処理時間：５～10 分（窓口での受付からデータの入力） 

※請求受付から給付金等支払いまで約６か月から１年程度の期間を要している 

【参考：戦没者等の妻に対する特別給付金 第三十回特別給付金実績】 

受付件数 令和５年度：４件 

１件あたり処理期間：５～10 分（窓口での受付からデータの入力） 

※請求受付から給付金等支払いまで半年程度の期間を要している 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市町村経由が廃止されれば、申請から決定までの時間の短縮が見込まれる。また、市町村は、経由に伴う事務



負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

・戦傷病者戦没者遺族等援護法施行令第 11 条 

・戦没者等の妻に対する特別給付金支給法施行令第２条 

・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法施行令第２条 

・戦没者の父母等に対する特別給付金支給法施行令第２条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮古市、花巻市、日立市、上尾市、小牧市、尾張旭市、笠岡市、長崎市、八代市、特別区長会 

 

○市町村経由が廃止されれば、申請から決定までの時間の短縮が見込まれる。また、市町村は、経由に伴う事

務負担が軽減される。 

○第 11 回戦没者等の遺族に対する特別弔慰金では、受付開始直後に請求者が多く来庁し、通常業務に支障

が出た。また、県を経由することにより請求者への対応に遅延が生じている。その他の援護関連法令においても

同様に経由事務となっているため、給付金等の支払いが遅くなり、住民への負担となっている。 

○受付業務、進達業務、補正業務、国債の受け渡し業務等がある。市を経由することで給付金等の支払いに時

間がかかる。 

 

各府省からの第１次回答 

戦傷病者戦没者遺族等援護法、戦没者等の妻に対する特別給付金支給法、戦没者等の遺族に対する特別弔

慰金支給法に基づく給付については、各援護施策の内容が複雑であることから個々の遺族等の事情に応じて、

請求手続等の必要な指導を行うことが重要であり、対象者の数も考慮して各法律の制定時から市町村に請求

受付事務を処理いただいているところである。 

戦後 80 年が経過する今日において、その対象者数は減少傾向にあるものの、請求者の高齢化が著しく進んで

いる（遺族年金受給者平均年齢 90 歳以上）。 

高齢な請求者に対して、請求段階において個々の事情に応じたより丁寧かつ寄り添った対応が重要となる中

で、仮に市町村経由事務を廃止した場合、請求者が都道府県又は国に直接請求する必要が生じ、郵送での請

求が大半となることが想定されるが、請求書等の補正の対応など、請求者に大きな負担が生じることが予想さ

れる。 

また、これらの制度は、昭和 27 年（戦傷病者戦没者遺族等援護法に基づく給付）、昭和 38 年（戦没者等の妻に

対する特別給付金）、昭和 40 年（戦没者等の遺族に対する特別弔慰金）からこれまで継続して実施されてきて

おり、事務の取扱いの変更は、請求者に混乱を生じさせうるものである。 

請求から支給までの時間については、市町村経由事務であることにより特に遅延しているとは考えておらず、例

えば、本年４月から請求が始まった戦没者等の遺族に対する特別弔慰金については、添付書類の省略や都道

府県における区分処理（新規請求者と前回受給者）の推奨等の取組を行うことで支給の迅速化を図っているとこ

ろである。 

なお、戦没者の父母等に対する特別給付金支給法に基づく請求は既に受付を終了しており、原則として新規の

請求・支給事務が発生する可能性はないものと承知している。 

このような観点を踏まえ、引き続き、市町村に請求受付事務を処理いただくことが必要であり、ご理解いただきた

い。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
71 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

百歳高齢者に対するお祝い状及び記念品贈呈について市町村が協力する旨の明確化 

 

提案団体 

千葉県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

贈呈については、対象者の連絡先等を把握している市町村が行った方が合理的であるため、「百歳高齢者に対

するお祝い状及び記念品贈呈要綱」に、「市町村はお祝い状及び記念品の百歳高齢者への伝達等に協力する」

旨を明記することにより、県と市町村の役割を明確化する。 

 

具体的な支障事例 

要綱では贈呈の主体が都道府県とされているが、被贈呈者の詳細な情報は市町村のみが把握しており、都道

府県からの贈呈とすることは現実的でない。 

また、要綱を理由に、市町村が贈呈を行わない場合は、都道府県が改めて被贈呈者の最新の居所等を調査し

た上で贈呈しており、被贈呈者の元に品が届くのが遅延する。令和６年度の事例では、県内 51 市町村のうち、

４市について、健康福祉センターが９月末から 10 月にかけて贈呈を実施した。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

祝い状及び記念品の贈呈について、国の要綱に市町村が贈呈等に協力する旨を明記することにより市町村の

責任が明確化され、より早く贈呈品を届けることができる。 

 

根拠法令等 

百歳高齢者に対するお祝い状及び記念品贈呈要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

長野県、高知県、熊本市 

 

― 

 

 



各府省からの第１次回答 

「老人の日記念百歳高齢者に対するお祝い状及び記念品贈呈要綱」の「４．お祝い状等の贈呈方法」において、

「（２）都道府県等の長は、老人の日又は老人週間中に適宜の方法により、お祝い状及び記念品を百歳高齢者

に伝達するものとする。」とされており、「適宜の方法」の例示として、市町村の協力を得て贈呈することを明記す

ることについて検討する。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
72 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護保険法に基づく地域密着型サービスにおける、区域外指定に係る手続き及び施設(居住系含む。)への転入

に関する解釈・ルールの明示等 

 

提案団体 

羽曳野市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

区域外指定を行う際の同意手続き及び住所地特例制度の対象とされていない３施設（認知症グループホーム、

地域密着型特定施設、地域密着型特別養護老人施設）への転入しての利用に対する制限について、市町村毎

に異なる取扱いをしていることから、国による統一的な解釈・ルールを明示することによって制度をわかりやすく

使いやすいものとするよう改善措置を求める。 

 

具体的な支障事例 

区域外指定を行う際の同意手続きについては、現行法上、施設所在市町村の同意が保険者市町村の指定の

条件とされているのみである。当該条件の解釈として、保険者市町村の同意依頼が必須なのか、必須でないの

であれば、事業所や利用者等が、保険者市町村を介さず直接施設所在市町村の同意を受けて指定申請した場

合、それを理由に保険者市町村が指定拒否できるのか、などについて不明確である。現状、保険者市町村にも

同意依頼の裁量があることが市町村間での取扱いの差異の一因となっている。当市では、同意の場合だけでな

く同意依頼の際も、利用者、当該事業所及び担当ケアマネージャーの三者から理由書を徴して判断しており、全

ての関係者にとって負担が大きい。 

次に、住所地特例制度の対象とされていない３施設への転入について、現状において、直接施設へ転入しての

利用を認めず、３月や６月といった「住民として過ごす待機期間」を要求している市町村が相当数存在している。

また、定員の一定割合までという規制もあるが、割合を超えた後の利用の必要性が非常に高い場合などが想定

され、不合理である。 

ついては、国において以上２点に関する解釈の明示及び統一的なルール作成を行い、制度を平易で使いやす

いものとすることを求める。 

併せて、転入しての利用を制限する手段について、国は、「全国介護保険・老人保健事業担当課長会議資料 

地域密着型サービスに関する Q＆A(平成 17 年 12 月 19 日)」において、事業所指定に付款として条件を付与し

て行うことを前提としているようにも見受けられるが、現状のように各市町村が要綱等により行っても問題はない

のか示していただきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

グループホーム事業者から、現状について直観的に納得できる内容ではないため、利用者への説明は市町村

からしてほしいという訴えがある。 

 

 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

平易な制度となり、手続きが迅速化することで、利用者とその家族、事業者及び市町村全てにメリットがある。 

また、後発のサービスの普及にも寄与するものと考える。 

 

根拠法令等 

介護保険法第 78 条の２第４項第４号 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、花巻市、横浜市、島田市、津市、宍粟市、高知県、大野城市、熊本市、伊佐市 

 

○「住民として過ごす待機期間」の考え方等、明確で統一的なルールを設けていただきたい。 

○本提案は国が統一的な解釈及びルールを明示することにより、利用者やその家族がスムーズにサービスを

利用できることが期待されること、それだけでなく、事業所及び自治体も事務の効率化が見込める。 

○全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議で示された「市町村間の同意に係る方針事例」に準拠し判断し

ているが、利用者や協議市町村と取扱いの差異により問題となるケースがある。 

○当市でも毎年同様の意見が事業所より寄せられた結果、独自の取扱い通知を作成し今年度より運営を開始

したところである。地域による独自ルールの内容整理のためにも国からの解釈の明示及び統一的なルール作成

を求めたい。 

 

各府省からの第１次回答 

区域外指定について、保険者は、被保険者から他市町村の地域密着型サービス事業所の利用を相談された場

合、事業所の所在する市町村長の同意を得る必要があることから、同意の依頼は必須の手続きである。 

その上で、介護保険法第 78 条の２第９項の規定に基づき、区域外指定に関係する関係市町村の間で、同意を

要しないことについて事前の同意があるときは、都度の同意の依頼を不要とすることが可能とされており、当該

運用については、区域外へのサービス提供に係る事業所の負担軽減を図る取組を推進する観点から、第９期

介護保険事業（支援）基本計画の基本指針において、都道府県と連携を図りつつ、広域利用に関する事前同意

等の調整を図ることが重要である旨を明記している。 

こうした運用やその具体的な手続等については、毎年度行う全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議の

資料のほか、令和５年度老人保健健康増進等事業でとりまとめた手引き（看護小規模多機能型居宅介護の広

域利用に関する手引き）において自治体の運用の参考となるべく広域利用を促進するための方策についても例

示しており、既に全国の保険者に対して周知しているところである。 

また、地域密着型サービスについては、高齢者ができる限り住み慣れた地域での生活が継続できるよう創設さ

れたサービスであり、当該趣旨を踏まえ、原則として市町村の住民のみが利用できるものとして、住所地特例の

対象外としており、また、｢指定認知症対応型共同生活介護等に関する Q&A｣（平成 18 年 5 月 2 日付け厚生労

働省老健局計画課事務連絡）において、他の市町村から住民票を移して入居することを制限する（一定の待機

期間を設ける）など、区域外に居住していた住民の条件を付すことは可能であることとしているところである。 

※ その一方で、関係自治体の合意に基づき、区域外指定を行うことは妨げられておらず、自治体間の合意の

際の条件について、国において特段の基準等は設けていない。 

このように、区域外からの施設への転入可否や、その際の条件といった具体的な運用については、受入側とな

る施設所在市町村の意向を勘案した上で方針を決定すべきものであると考えており、待機期間の取扱いも含

め、統一的な基準を示すことについては慎重に検討をする必要があると考える。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
73 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

小規模な社会福祉住居施設（無料低額宿泊所）における管理者の専任基準の明確化 

 

提案団体 

大阪府 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

小規模な社会福祉住居施設（無料低額宿泊所）について、管理者は、入居者が不在、もしくは不在と見込まれる

際には、常駐不要及び他の業務に従事することが可能な旨を、「無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基

準について」（令和元年９月 10 日厚生労働省社会・援護局長通知）等において、明記し、周知すること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

社会福祉法第 68 条の６の規定により、社会福祉住居施設（無料低額宿泊所）の管理者は専任である必要があ

る。 

【支障事例】【制度改正の必要性】 

小規模な社会福祉住居施設においては、入所者が全く居ない日があったり、入所者が昼間は就労等で不在とい

うことも多く、専任の管理者を置くことは人材確保や人件費の面で施設にとって過大な負担となっており、苦慮し

ているという実態がある。 

【支障の解決策】 

利用定員が少ない小規模施設については、地域の実情及び利用状況等に応じて、管理者は常駐不要及び他

の業務従事が可能である旨を、通知改正（但し書き等で明記）することで支障が解決すると考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

社会福祉住居施設（無料低額宿泊所）に対する実地検査（指導監査）の際に、小規模な施設から、管理者（施設

長）を専任で置かなければならないことについて負担が大きいため改善してほしいとの意見が寄せられた。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地域の実情に応じた運用が可能となり、小規模な社会福祉住居施設（無料低額宿泊所）に課された過大な負担

を解消することができる。 

 

根拠法令等 

社会福祉法第 68 条の６、無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準について（通知）（令和元年９月 10 日

厚生労働省社会・援護局長通知）） 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、寝屋川市 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

社会福祉住居施設（無料低額宿泊所）における管理者に関しては、無料低額宿泊所の設備及び運営に関する

基準（令和元年８月 19 日厚生労働省令第 34 号）において、入退去に関する調整業務や入居者・施設の安全管

理等の業務の責任者として配置を求める観点から、「専任」としているものであり、当該基準を緩和することは困

難である。 

なお、上記基準の制定にあたり、平成 30 年度に設置した学識者・事業者・自治体の有識者で構成する検討会

（社会福祉住居施設及び生活保護受給者の日常生活支援の在り方に関する検討会）においては、小規模な無

料低額宿泊所に関して他の施設長との兼務を認めることについても議論されたものの、自治体構成員から、 

・人員配置を緩和することは、質の低下、事故リスクの高まりにつながり、利用者、地域住民、行政にとってはデ

メリットが大きく、公益性を損なうのではないか 

・指導監督をする立場から、ソフト面での質の確保、職員不在時の様々な安全事項、防火等を含めた安全対策

の観点から懸念を感じる 

などの指摘をいただいた経緯がある。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
74 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 11_総務 

 

提案事項（事項名） 

地方公共団体情報システム標準化基本方針に基づく対応の徹底 

 

提案団体 

大阪府 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

制度改正等に伴う基幹業務システムの改修は、これまでシステムを所有する地方公共団体が実施してきたが、

システムの標準化基準に適合したシステムへの移行（以下「システム標準化」という。）に伴い、地方公共団体は

システムを所有しなくなるため、システム移行後は地方公共団体が改修対応を行う必要がないことを明確にする

よう求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

システム標準化については、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（以下「基本方針」という。）におい

て、制度改正等のために標準準拠システムを改修する必要がある場合には、国が標準化基準を策定又は変更

することで、地方公共団体が個別に対応する負担を軽減するとともに、迅速に改修を行えるようにすることや、ガ

バメントクラウドを活用することで、地方自治体が利用するアプリケーションを自ら整備・管理する負担を軽減す

ることが目標に挙げられている。 

【支障事例】【制度改正の必要性】 

厚生労働省から、同省が保有している生活保護業務データシステムの改修に伴い、必要なデータを取り出せる

ように地方公共団体の標準準拠システムを改修するよう要請があった。システム標準化を終えている地方公共

団体に対しても、国において標準化基準の変更を行うことなく、地方公共団体において利用しているアプリケー

ションを個別に改修を行うよう求めてきている。地方公共団体が自己所有していないアプリケーション（システム）

の改修（＝標準準拠システムの改修）を行うことを求められており、困惑しているという実態がある。 

【支障の解決策】 

デジタル庁から厚生労働省をはじめとする各省庁に対して基本方針の順守を指導することなどにより、今後同

様の事例が発生しないようにすることができると考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

厚生労働省から地方公共団体へのシステム改修要求は、基本方針に反しているのではという意見がある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

基本方針に則った形で、システム標準化が行われる。 

 

 

 



根拠法令等 

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律第５条、地方公共団体情報システム標準化基本方針、令和

６年度補正予算における、生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（生活保護事務処理システム改修事業

（被保護者調査の調査項目変更等及び生活扶助基準の見直し関係））の国庫補助協議について（事前連絡）

（令和７年２月６日付厚生労働省社会・援護局保護課事務連絡） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、仙台市、相模原市、三重県、滋賀県、亀岡市、和歌山県、安来市、香川県、宮崎県 

 

○当市も標準化移行後の自治体による法改正対応等のシステム改修の必要有無について、明確でないとの認

識をもっている。標準準拠システムは、ノンカスタマイズかつ SaaS 利用のため、各自治体が補助金の交付申請

や、システム改修業務委託といった非効率な事務を行う必要はなく、国の標準仕様書の改定を受けて、システム

ベンダが改修対応を行うといった構図が、基本方針の目指すところと理解している。 

 

各府省からの第１次回答 

ご指摘のとおり、地方公共団体情報システム標準化基本方針（令和６年 12 月 24 日閣議決定。以下「基本方

針」という。）では、「制度改正や突発的な行政需要への緊急的な対応等のために標準準拠システムを改修する

必要がある場合には、当該法令の施行や緊急対応サービスの開始時期に間に合うよう、国が標準化基準を策

定又は変更することで、地方公共団体が個別に対応する負担を軽減するとともに、当該改修の範囲を最小限に

し、かつ、迅速に改修を行えるようにする。」としています。 

標準準拠システムへの移行後は、制度改正等に応じて変更された標準化基準へ適合させることとなるため、各

自治体においてシステムの改修内容を定める仕様書の作成を含め調達に係る事務負担が軽減されるものと考

えています。デジタル庁においては、こうした地方公共団体情報システム標準化の所期の効果が発揮できるよ

う、厚生労働省を含め各制度所管省庁に対して、制度改正時には適切に標準仕様書を改定すること、その際は

基本方針で定めた標準仕様書の改定ルール（標準仕様書の改定時期は、遅くとも制度改正の施行日の原則１

年以上前とする等）を徹底することなどの取組を進めてまいります。なお、各自治体と事業者との契約内容によ

っては、各自治体における改修が必要となる場合もあると考えられます。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
75 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

生活保護法第 73 条の適用範囲の明確化 

 

提案団体 

大阪府 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

生活保護法（以下「法」という。）第 73 条第１項第１号において都道府県が負担するものとして「居住地がない又

は明らかでない被保護者」いわゆる「現在地保護の例による保護となる被保護者」を規定しているが、当該被保

護者の範囲が具体的でないため、その範囲を網羅的かつ明確に示す通知を発出されたい。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

法 73 条は、「居住地がない又は明らかでない被保護者」等に係る保護費については都道府県が負担することを

規定しているが、「居住地がない又は明らかでない被保護者」とは具体的にどういった者を指すのかを網羅的に

示した通知等がない。 

【支障事例】【制度改正の必要性】 

元々、法第 73 条第１号はホームレス等を想定したものであるが、居住地保護されていた被保護者が救護施設

等に入所して住居を引き払った者などについても、市町が独自に解釈して本規定を適用し、大阪府に費用を請

求していたという問題が発生した。 

地域共生社会の理念に基づき、包括的な支援体制を構築する市町村（福祉事務所）が一貫して支援を行うこと

が適切であるが、生活保護法の目的である、自立へ向けた支援を行うインセンティブが働きにくい状況が生じ

る。 

【支障の解決策】 

厚生労働省が、法第 73 条の具体的な適用範囲を通知等により網羅的かつ明確に整理し示すことで、都道府県

と市町村の間の負担区分の判断に誤りが無くなり、支障が解消される。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

生活保護法を適正に施行し、円滑な事務執行を行えるよう、法第 73 条の適用範囲を網羅的・具体的に示して

ほしいとの意見がある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

保護費の負担区分の取扱いが整理され、生活保護法の適正な施行と、円滑な事務執行につながる。 

 

根拠法令等 

生活保護法第 73 条 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、花巻市、川崎市、小牧市、滋賀県、寝屋川市、羽曳野市、和歌山県、香川県、高知県 

 

○障がい者グループホームへ入居した場合に対象として報告していいものか判断に困ることがあり、対象となっ

ているケースとなっていないケースがある。 

○当県においても法第 73 条の適用について判断に迷うことがあり、具体的な適用範囲等が示されれば都道府

県と市町村の間の負担区分の判断に誤りが無くなり、支障が解消される。 

 

各府省からの第１次回答 

生活保護法第 73 条第１号において都道府県が負担することとされている「居住地がないか、又は明らかでない

被保護者」の取扱いについては、保護の実施要領や生活保護問答集において具体的に示しているところであ

り、更に明確に示すことは考えていないが、引き続き、保護の実施機関における運用状況等をお伺いしてまいり

たい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
77 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

年金関係機関において情報連携により児童扶養手当受給資格情報を確認すること及びマイナンバー情報連携

における年金関係情報の更新を早期に行うこと 

 

提案団体 

松江市 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、デジタル庁、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

児童扶養手当受給者が障害年金等の公的年金を遡及して受給した場合、併給が認められない部分については

遡って手当を返還させる必要がある。これについて、以下を求める。 

○年金関係機関において、情報連携により児童扶養手当受給資格情報を確認することとし、該当者に対して自

治体へ届出をするよう案内すること。 

○年金関係情報をマイナンバー情報連携で取得する場合に、最新の情報が取得できるよう情報の更新を早期

に行うこと。 

 

具体的な支障事例 

公的年金の遡及受給が原因で発生した児童扶養手当返還金は、令和６年度のみで９件（約 163 万円）あり、滞

納繰越分も合わせると未返還額は 400 万円以上にのぼる。中には１人あたりの返還額が 100 万円以上となる

ケースもあり、経済的困窮世帯の多い児童扶養手当受給者からの回収は非常に困難となっている。 

申請者・受給資格者への説明や聞き取りにより、速やかな届出を周知しているが、制度が複雑な上に障がい者

など理解が難しい受給者も多く、毎年一定数の返還金が生じており、職員の事務負担も大きい。 

マイナンバー情報連携による年金関係情報取得により返還金を最小限に止めるよう努めているが、年金関係機

関により更新情報が中間サーバーへ副本登録されるまで一定期間のタイムラグがあり、最新の情報を取得出来

ず、返還金が生じるケースがある。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

児童扶養手当受給者は低所得者であり、一度受給した手当を返還することに対し、経済的・心理的負担から抵

抗や苦情が多い。 

また、年金受給を理由に児童扶養手当が支給停止や一部支給となる仕組みを理解できず、クレームも多くなっ

ている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

年金関係機関においても情報連携により児童扶養手当の受給情報を確認するようにすることで、新たに年金を

支給する場合に児童扶養手当を受給していれば自治体への届出が必要な旨を案内でき、児童扶養手当の返還

金発生リスクが減少する。 

また、年金関係機関における情報連携システムによる年金関係情報を早期に登録することで、直近の受給情報

を取得しやすくなり、児童扶養手当の返還金発生リスクが減少する。 



 

根拠法令等 

児童扶養手当法第３条及び第 13 条の２ 

児童扶養手当法施行令第６条の３及び４ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、仙台市、多賀城市、館林市、佐倉市、相模原市、富士市、豊田市、豊中市、寝屋川市、羽曳野市、養父

市、高松市、春日市、大村市、熊本市、特別区長会 

 

○年金が遡って支給されていることが後から発覚し、過誤払い分の手当を返還してもらう事案が多発している。

令和６年度だけでも、３件（総額 395 万円）発生している。年金申請から認定まで時間がかかるため、申請され

た時点で情報をつかんでいると、差し止め等の対策ができると考える。 

○当市でも公的年金の遡及による児童扶養手当返還金は毎年発生しており、令和６年度においては 10 件（約

150 万円）の返還が発生している。一括での返還が難しい受給者も多く、滞納繰越となって返還期間が複数年に

わたることもあり、職員の事務負担も大きい。申請者・受給者に対して、新規申請時や現況時において説明およ

び速やかな届出の必要性を周知しているが、返還金が発生した受給者の中からは、年金と手当の併給につい

ての認識があまりなかったという話もあり、年金関係機関において自治体への届出を促すことで返還金発生リス

クの減少が期待される。またマイナンバー情報連携による年金関係情報の取得についても、登録されている情

報の反映までに一定期間のタイムラグがあることにより、返還金が生じたり、手当の支払事務に支障があったり

するため、連携システムへの早期の情報更新・反映についても依頼したい。 

○①児童扶養手当の申請者・受給者に関して年金の受給資格を有する可能性がある対象者については同意を

得た上でマイナンバー情報連携にて定期的に情報連携を行っているが、遡及受給等にて返還金が発生すること

が多く、返還方法についてはトラブルになることが多い。経済的困窮世帯がより困窮してしまうような返還金請求

を回避するためにも、年金の遡及受給（もしくは受給者による届け出漏れ）等で児童扶養手当に返還金が発生

する際には、年金支給額より相殺の上、残額を支給することとし、経済的困窮者に返還金請求を行うような事態

を避けるような取り扱いが必要と思われる。 

②経済的に困窮しているために年金受給分は全て収入の増加と考える世帯も多く、児童扶養手当との調整とな

ることを知らなかったと申し出る事例も多い。誤解や認識の齟齬によるトラブルを回避するために、年金関係機

関において、児童扶養手当受給資格の情報連携を行い、受給資格者と判明した際には、年金申請の必要書類

として、自治体に届出済の書類を追加で求め、必ず自治体での相談を実施し、年金と児童扶養手当額の調整に

ついて自治体にて説明を受け、制度理解・合意の上で年金申請を行うといった取り扱いが必要と思われる。 

③年金証書が発行され、郵送受理したと相談をいただくもマイナンバー情報連携をした際には、年金受給情報

が反映されておらず、受給情報がない場合もある。受理した年金証書等を紛失し、年金受給は決定したとの申し

出があるが、自治体へ年金受給の情報を届出できないために、マイナンバーの情報連携を待つ事例等もあり、

経済的困窮世帯においては振込が遅れることに関する問い合わせ等も多い。年金関係機関においては年金の

振込が行われてから中間サーバーへ副本登録するのではなく、受給者へ通知を行った際には、通知内容から

登録を行う取り扱いが必要と思われる。 

○当市においても、年金受給者への手当の過払いによる昨年度の新規債権発生が約 30 件あり、570 万円ほど

の債権がある。 

○当市でも、遡及受給による過払いとなるケースが見られ、返還を求めているものの、完納に至っていないケー

スが多数ある。また、過払い額が数十万円でも月 3,000 円程度の返還に留まる受給者も多数おり、過払い額を

すべて回収することが難しい状況にある。 

○当市においても同様の事例があり、提案が実現することにより手当を返納額が減少することが見込まれる。 

○当市においても、公的年金の遡及認定による返納金が令和６年度に 10 件発生しており、債権回収等に苦労

している。 

○情報連携における年金関係情報の更新が遅いため、少なくとも５月定期は過払いが発生する。それに伴い、

市民への連絡や支払調整等の事務処理の増加、過払い額返還が必要になることで市民の苦情に繋がってい

る。毎年、申請者、受給者に対し年金受給に際しての説明を丁寧に行っているが、理解が難しい受給者も多く、

経済的な不安などから、苦情も多くその対応に謀殺されることも多々ある。理解を得られない方においては、返

還金発生リスクが高く、また、その後も滞納となるケースも発生している。 

 

 



各府省からの第１次回答 

【求める措置１】 

障害基礎年金の請求に関して、公的年金と児童扶養手当との併給調整が必要となる可能性があるため、請求

者に対しては、市区町村役場にて手続きを行う必要がある旨の説明や確認書の提出を求めており、年金実施機

関としても、児童扶養手当の返納が極力生じないよう取組を行っているところです。 

なお、マイナンバー情報連携を用いて年金実施機関が閲覧することができる情報は、法令に定められた範囲を

超えて利用されることがないよう、その管理の適正を確保することという基本理念から、「厚生年金保険法による

年金である保険給付若しくは一時金の支給又は保険料その他徴収金の徴収に関する事務」に必要な情報に限

定されております。（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第３条、第９

条、第 19 条、別表） 

公的年金と児童扶養手当との併給調整では、制度上、調整を行うのは、公的年金額ではなく、児童扶養手当額

であるところです。（児童扶養手当法第 13 条の２） 

したがって、年金実施機関において、マイナンバー情報連携により児童扶養手当受給資格情報を確認すること

は、厚生年金保険法にかかる年金の支給等に関する事務には該当しないため、マイナンバー情報連携によっ

て、年金実施機関が閲覧することができる利用範囲の情報には該当しないところです。 

【求める措置２】 

マイナンバー情報連携に一定期間差が生じているご指摘ですが、特に障害年金は、身体又は精神に相当程度

の障害の状態にあり、かつ、その状態が長期にわたって存在する場合に支給される給付です。そのため、障害

年金の受給権は「障害認定日」から発生することとされ、具体的には初診日から１年６月後又は１年６月以内に

その症状が安定し、長期にわたってその疾病の固定性が医学的に認められ、医療効果が期待し得ない状態に

至った日などとされています。一般的に、障害年金請求者は障害認定日より後に年金請求を行うため、障害年

金は、結果として、年金の受給権発生日である障害認定日に遡って裁定し、遡って年金を支払うこととなります。

このような背景から受給権発生日から実際の年金支払い開始日との間には一定期間差が生じることとなってお

ります。 

その上で、マイナンバー情報連携において最新の情報が取得できるよう、引き続き、年金裁定後は速やかな中

間サーバーへの副本登録に努めてまいります。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
78 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

高等職業訓練促進給付金等の支給申請に係る審査事務手続において、マイナンバー情報連携を可能にするこ

と 

 

提案団体 

松江市 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

高等職業訓練促進給付金等の支給申請に係る審査事務手続において、雇用保険法第 24 条に定める訓練延

長給付の受給資格情報について、マイナンバーによる情報連携を可能とすること。 

また、訓練延長給付等制度において、高等職業訓練促進給付金等の趣旨を同じくする給付金との併給を禁止

する取扱いを明示するとともに、所管する職業安定所においても、当該給付の審査手続時において情報連携に

より類似給付金等の受給情報を取得できるようにすること。 

 

具体的な支障事例 

高等職業訓練促進給付金等は、ひとり親が就職の際に有利となる資格の取得を目指して養成機関で修業する

期間の生活費を支援する制度であり、厚生労働省雇用均等・児童家庭局福祉課長通知（平成 26 年９月 30 日

付雇児福発 0930 第８号）「母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援給付金事業の円滑な運営につい

て」により、市が実施している事業である。 

高等職業訓練促進給付金等の支給については、上記通知の「第２高等職業訓練促進給付金等事業の実施に

ついて」において、趣旨を同じくする以下の３つの給付を受けている場合は対象とならないこととされている。 

①職業訓練受講給付金（求職者支援制度） 

②訓練延長給付（雇用保険法第 24 条） 

③教育訓練支援給付金（雇用保険法附則第 11 条の 2） 

①～③のうち①と③の受給資格情報についてはマイナンバーによる情報連携が可能となっている一方、②につ

いては情報連携の対象となっていないため、申請者に上記給付金の受給状況を確認して併給することがないよ

う対応しているが、申請者が自らの給付状況を正しく把握していないこともあり、正確な受給状況の把握が難し

い。また、職業安定所によると、上記①～③に掲げた職業訓練受講給付金等には、取扱要領等に類似給付金と

の併給禁止や併給調整に関する記載は無いため、高等職業訓練促進給付金等と併給をしてはならないという

運用が徹底されていないほか、職業安定所においても給付金の受給確認については、高等職業訓練促進給付

金等とのマイナンバー情報連携がなされておらず、定期的な面談時等において本人からの聞き取り等により確

認しており、高等職業訓練促進交付金等の受給状況を正確に把握することが困難となっている。 

実際に、当市では、高等職業訓練促進給付金受給者において訓練延長給付との併給が発覚し、12 ｶ月分の高

等職業訓練促進給付金を返還請求する事例が発生した。 

返還額は 100 万円以上と高額であり、返還の見通しは立っていないため、本給付金の財源である「母子家庭等

対策総合支援事業費国庫補助金」（補助率 3/4）の対象外となり、返還されない額の 3/4 は市が肩代わりするこ

ととなる。 

 

 



地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

類似した名称や趣旨の給付金制度が多くあり、申請者に尋ねても、どこから何の給付を受けているか理解でき

ていない方がおられる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

訓練延長給付についても情報連携による照会を可能とすることにより、併給による返還金発生リスクを減らすと

ともに、申請者の負担と自治体の事務手間を省くことできる。 

また、職業安定所側でも同様に情報照会できるよう双方が確認する環境を整えることにより、迅速かつ正確で公

平な給付事務を行うことができる。 

 

根拠法令等 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第 19

条第８号、別表の 65 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表の主務省令で定める事務を

定める命令（平成 26 年内閣府・総務省令第５号）第 36 条 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 19 条第８号に基づく利用特定

個人情報の提供に関する命令（令和６年デジタル庁・総務省令第９号）第２条の表の 90、第 92 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、花巻市、宮城県、多賀城市、ひたちなか市、相模原市、豊田市、滋賀県、奈良県、佐賀県、熊本市、延

岡市 

 

○申請者が自らの給付状況を正しく把握していないこともあり、正確な受給状況の把握が難しく、高等職業訓練

促進給付金と訓練延長給付との併給が生じる可能性もあり得る。訓練延長給付について、情報連携による照会

を可能とすることにより、併給による返還金発生リスクを減らし、返還にかかる申請者の負担と自治体の業務の

効率化を図ることができると考える。 

○訓練延長給付については、申請者の申し出が全てとなり、併給による返還発生リスクが存在している。このリ

スクを減らし、迅速かつ正確で公平な給付事務を行うため。 

○支給事務をより適正に実施するために、訓練延長給付の受給資格情報の情報連携を可能にすることについ

て賛同する。 

 

各府省からの第１次回答 

支障事例の解消については、まずは各自治体において併給禁止の取扱いの周知を徹底していただくことが重要

であると考える。なお、高等職業訓練促進給付金の支給申請に係る事実についての審査に関する事務につい

ては、御指摘のとおり、行政手続における個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律

第 27 号）及び下位法令の規定によって番号利用事務とされており、法令上、マイナンバーを活用した情報連携

は可能である。 その上で、情報連携において訓練延長給付の受給状況を確認できるようにすることについて

は、その趣旨を「ハローワークが支給している訓練延長給付の受給状況を、データ標準レイアウト上の項目とし

て把握可能とする」と捉えた上で、まずはその実現が実施機関においてシステム面、費用面等の観点から可能

であるかについて、関係機関と検討を行ってまいりたい。 

職業訓練受講給付金、訓練延長給付又は教育訓練支援給付金（以下「職業訓練受講給付金等」という。）の支

給においては、高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金（以下「高等職業訓練促進給付金等」

という。）と併給禁止・併給調整する仕組みとはなっていない。このため、職業訓練受講給付金等の申請に係る

事実の審査過程において、高等職業訓練促進給付金等の受給情報を情報連携により取得することは認められ

ないものと考えている。 

なお、公共職業安定所において高等職業訓練促進給付金等が職業訓練受講給付金等と併給禁止とされている

ことの注意喚起を行うことは重要であり、職業訓練受講給付金等のうち職業訓練受講給付金については、既に

「求職者支援制度・訓練受講のしおり」にて他の給付金における併給禁止・併給調整について留意するよう促す

文言を記載しており、引き続き周知に努めていく。訓練延長給付、教育訓練支援給付金についても、今後リーフ

レット等の改訂を行うタイミングで、他の給付金における併給禁止・併給調整について留意するよう促す文言を



盛り込み、その取扱いが現場で徹底されるよう促すことを検討したい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
88 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

認定小規模食鳥処理業者の適用羽数の拡大 

 

提案団体 

岡山県、福島県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

認定小規模食鳥処理業者の特例が適用される羽数（現在年間 30 万羽）を年間 200 万羽程度まで拡大する。な

お、30 万羽以上の拡大部分については、外部検証の対象としては維持する。 

 

具体的な支障事例 

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（以下、食鳥検査法という。）に基づく食鳥処理場において

は、令和３年６月の HACCP に沿った衛生管理の制度化に伴い、HACCP に基づく衛生管理が導入され、衛生水

準も向上している。さらに、同時期に食鳥検査員とは別に、自治体職員である食鳥検査員が定期的に食鳥処理

場に出向き、衛生管理計画や手順書、施設の衛生管理の実施状況を直接確認したり、微生物試験を実施する

外部検証制度も導入され、安全性を確保する体制が平成３年の法施行時より、向上している。 

しかし、外部検証が導入されたことで、自治体には新たに業務量の増加が生じており、全国の多くの自治体で課

題となっている獣医師職員の確保が困難となっていることに拍車をかける要因にもなっている。 

当県では食鳥検査を指定検査機関に委任しているが、当該指定検査機関は自治体等を定年退職した獣医師を

主に雇用し検査を行っており、自治体の定年延長などの影響により、検査員の確保が困難となっており、数年後

には、検査体制が維持できない状況が見込まれている。 

当県も、獣医師の採用が募集人数に達しないことが続き、獣医師不足に陥っており、もし指定検査機関の検査

体制が破綻した場合、県内で食鳥検査が行えず、食鳥処理業者の事業がストップする事態となることから、早急

に食鳥検査及び外部検証に係る獣医師業務の負担の軽減となる規制緩和が必要である。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

食鳥検査員の不足が見込まれる中、大規模処理業者における適正な食鳥検査の維持と食鳥処理業者の事業

継続が可能となる。 

現在は 30 万羽以下の認定小規模食鳥処理場は、検査員の検査を受けておらず、それ以上の大規模食鳥処理

場は検査員の検査を受けて流通している。 

年間処理数 200 万羽以下の施設は、令和５年度実績で、全国 44 施設あり、平均年間 250 日稼働し、１日約 60

人の検査員獣医師が従事している。食鳥処理場は、と畜場とは異なり、都市部ではなく、地方でさらに山間部に

設置されているケースが多く、これらの状況は地方の獣医師確保の課題と密接に関係している。逆に、人員を効

率的に活用することができれば、特に地方における獣医師確保課題を一定程度解決することができると考えら



れる。 

なお、県内では、大規模食鳥処理場が５か所あり、うち３か所は年間 200 万羽以下の中規模の処理場である。

中規模の処理場は機械化が進んでおらず、主に手作業での外剥ぎ方式による処理で、食鳥処理衛生管理者が

確認し、異常があった場合には、ほぼ全部廃棄の措置が取られている。加えて、外部検証を維持することで、食

鳥検査体制の安全性は担保されると考える。 

 

根拠法令等 

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第 15 条、第 16 条 

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行令第 22 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

鳥取県、宮崎県 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

食鳥処理業者は、食鳥をとさつしようとするときは、その食鳥の生体の状況について都道府県知事が行う検査を

受けなければならないこととされている。これは、都道府県知事が行う検査として、家畜の疾病に関する知見を

有する獣医師が検査を行うことで、疾病に罹患した食鳥の流通を防止することを目的としている。 

一方で、法制定時の流通実態を踏まえ、流通先が限定されており、万が一食中毒が発生した場合にも迅速に被

害の拡大を防止できる、処理羽数が年間 30 万羽以下の事業所に限り、講習を受け必要な知識を持った食鳥処

理衛生管理者による確認を行うことで、例外的に食鳥検査を不要としている。 

このような経緯のとおり、認定小規模事業者については、流通先が限定されていることを踏まえた例外的な取扱

いであり、その範囲を拡大することは適切でないと考えている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
89 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

公害医療機関の診療報酬の審査支払事務の委託 

 

提案団体 

岡山県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省、環境省 

 

求める措置の具体的内容 

公害医療機関の診療報酬の審査支払事務を委託できるようにすることを求める。 

 

具体的な支障事例 

公害健康被害の補償等に関する法律第 23 条第２項では、診療報酬の「審査又は支払に関する事務を政令で

定める者に委託することができる。」としているが、委託先に係る政令は制定されていない。 

一方、昭和 49 年９月 28 日環保企第 109 号「公害健康被害補償法等の施行について」第三１（４）では、「公害

医療機関の診療報酬の審査支払事務は、都道府県が行うものであり、社会保険診療報酬支払基金に委託する

ことはできないものであること。具体的には、都道府県等に診療報酬審査委員を設けて実施されたいこと。」とさ

れている。 

被認定者数の減少により、審査件数も減少し、診療報酬審査会の運営も非効率となっている。また支払事務に

当たっては、診療報酬の専門的知識が必要となってくるが、自治体として診療報酬事務に精通している職員の

配置が難しく、継続的に安定した事務を行うことが困難となっている。 

そのため、国民健康保険団体連合会、社会保険診療報酬支払基金及び独立行政法人環境再生保全機構等、

適切な機関への委託等ができるようにすることを求める。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

国民健康保険団体連合会、社会保険診療報酬支払基金への委託の場合、公害医療機関はレセプトの提出先

を一本化できる。 

各自治体は、審査・支払事務が削減されることから事務負担の軽減になる。また、事務の平準化が図られる。 

 

根拠法令等 

公害健康被害の補償等に関する法律第 23 条第２項 

社会保険診療報酬支払基金法第 15 条第２項 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第１項 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

公害健康被害の補償等に関する法律に基づき、公害健康被害の認定及び被認定患者に対する補償給付につ

いては、都道府県知事が行うこととされている。患者は、公害医療機関で療養の給付を受けることができ、同機

関から公害診療報酬の請求があった場合は、その審査又は支払に関する事務を政令で定める者に委託するこ

とが可能とされている。しかしながら、次の理由により、ご指摘の社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」

という。）等含めて適当な機関が存在しないため、現在政令で定めている者はいない状態である。 

・公害診療報酬制度は、その制定背景を踏まえ、健康保険制度と必ずしも一致しない独自の体系をとっており、

支払基金及び国民健康保険団体連合会で通常審査を実施している内容とは異なる。 

・環境再生保全機構については、公害診療報酬に関連する業務を実施していないため、関連する知見を有して

いない。 

審査の効率化の観点については、他の自治体の状況等も伺いながら、必要な対応について検討してまいりた

い。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
96 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

民生委員推薦会の開催方法及び決議方法の見直し 

 

提案団体 

八戸市 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

民生委員法における民生委員推薦会については、必ずしも現実の会議を開かずとも、書面審査や持ち回り決裁

等の一定の手続（※）により決議があったとみなす規定の整備等を求める。 

法令により現実に会議を招集することが求められているため、書面審査や持ち回り決裁ができない状況。一部

の自治体では、急を要する場合には書面審査や持ち回り決裁を可能とする規則を定めているが、これが不可で

あることについて厚生労働省東北厚生局に以前確認しているところ。 

※例えば、社会福祉法人、一般社団法人及び一般財団法人の理事会・評議員会における決議 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

民生委員法における民生委員推薦会については、委員長が招集すると規定されている（民生委員法施行令第３

条）。 

当市では、民生委員法、民生委員法施行令及び当市民生委員推薦会規則に基づき、各町内会から推薦があっ

た民生委員候補者を民生委員推薦会に諮り、推薦を決定している。 

民生委員候補者にかかる推薦調書は、各町内会から候補者があり次第随時、当市へ提出されるが、民生委員

推薦会の会議をその都度開催することは、委員の負担や開催経費等を考慮し、年に数回程度、民生委員候補

者が複数名集まった段階で、まとめて会議に諮っている（年４回分の会議開催経費を予算計上）。 

【支障事例】 

民生委員推薦会を開催して間もなく町内会から推薦調書が提出された場合、現実に会議を招集することが求め

られているため、次の推薦会を開催するまでの期間を含め、国への推薦までに３か月程度を要してしまうことが

ある。 

民生委員のなり手不足が深刻な中、各町内会で苦労して募った民生委員候補者を速やかに委嘱できないケー

スが発生しており、該当地域において、民生委員の不在期間が生じてしまい、住民の方には委嘱を待っていた

だいている状況となってしまう。 

速やかに委嘱ができず、民生委員が不在となっている町内では、高齢者や障がい者等の要配慮がいる家庭へ

の訪問や見守り活動、住民からの相談受付、行政や関係機関など適切な支援・サービスへのつなぎ、行政機関

の各種調査・証明事務の対応が滞っているほか、地域福祉活動の中心的な担い手として、民生委員が参画して

いる地区社会福祉協議会や老人クラブ、子ども会などの活動にも支障が生じている。 

また、欠員となっている町内への対応として、当該地区の民生委員児童委員協議会の会長や近隣の民生委員

が代行していることが多く、地域全体の民生委員の負担の増加にもつながっており、地域福祉活動への多大な

影響が懸念される。 

【支障の解決策】 

状況に応じて民生委員推薦会を必ずしも招集しなくとも、みなし決議、書面審査及び持ち回り決裁による議決が



あったものとみなすことができる規定を整備することで支障が解決すると考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

・前任民生委員の解嘱届と新任候補者の推薦調書が同時に提出された場合、切れ目なく交代することが期待さ

れているが、実際には推薦会の開催のタイミングによっては委嘱されるまで時間を要するため、その地域で民生

委員の不在期間が生じることで、他の民生委員に業務負担が集中したり、地域住民への対応の遅れが出る事

態が発生している。 

・欠員地区の推薦については特に速やかな委嘱が期待されるが、同様の理由によりスムーズに委嘱されないケ

ースがあり、推薦基盤である町内会や地区民生委員児童委員協議会、推薦された民生委員候補者等から「一

刻も早く新しい民生委員を委嘱してほしい」、「なぜこんなに時間がかかるのか」、「せっかく新しい候補者がやる

気になってくれたのに、ここまで待たせるのはどうなのか」などの意見をいただくことがある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・民生委員交代時の空白期間が短縮されることで、住民は必要な時にすぐに民生委員に相談でき、関係機関へ

のスムーズな連携ができるほか、欠員地区をカバーしている他の民生委員への負担軽減につながる。 

・新しい民生委員が速やかに委嘱されることで、行政と地域との連携体制の整備が早期に進む。 

 

根拠法令等 

民生委員法施行令第３条、第４条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮古市、花巻市、川越市、小牧市、堺市、兵庫県、八代市、特別区長会 

 

○書面審査や持ち回り決裁等の一定の手続きにより決議があったとみなす規定の整備をすることで、全国一律

の対応が可能となる。 

 

各府省からの第１次回答 

民生委員推薦会の招集及び議事の開催については、民生委員法施行令（昭和 23 年政令第 226 号。以下「同

施行令」という。）第３条及び第４条により、民生委員推薦会は、委員長が招集し、委員の半数以上が出席しなけ

れば議事を開くことが出来ないとされている。 

しかしながら、民生委員法（昭和 23 年法律第 198 号）第８条及び同施行令第７条の規定に基づき、市町村長は

民生委員推薦会の委員の定数その他民生委員推薦会に関し必要な事項を定めることができるとされているの

で、これらの規定により、御指摘のような欠員に対して民生委員の推薦があった場合に、次の推薦会を開催する

までの期間が長く、民生委員のなり手不足が深刻な中、速やかに民生委員を委嘱できないという場合について

は、書面表決又は持ち回り審査により事案を処理することは可能と考えており、改めて規定を整備する必要は

ないと考えている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
103 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

福祉サービス第三者評価事業における認証手続き・評価調査者養成の全国平準化 

 

提案団体 

岐阜県、新潟県、三重県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

福祉サービス第三者評価事業について、既に全国一律の認証や研修が実施されている(※)社会的養護関係施

設と同様に、他分野の福祉サービスについても、国において全国一律の認証や評価調査者の養成を行うこと。 

※都道府県の意向に応じ、都道府県独自での認証・研修を行う余地も確保 

 

具体的な支障事例 

福祉サービス第三者評価事業については、国の指針・ガイドラインを踏まえ、各都道府県において、第三者評価

機関の認証、評価調査者の研修を実施しており、都道府県ごとに制度の詳細が異なっている状況にある。この

ため、複数の都道府県で活動する第三者評価機関は、各都道府県において別々に認証を受ける必要があるほ

か、評価機関に所属する評価調査者も、複数の都道府県で活動するためには、各都道府県の研修をそれぞれ

受講する必要があるため、事業を担う評価機関・評価調査者の確保が難しくなっている。 

また、都道府県においても、ごく少数の希望者のために養成研修等を実施する必要があるなど非効率が生じて

おり、養成研修を実施できていない都道府県も存在している。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

実際に、当県及び隣県で評価事業を行う機関が存在しており、当該機関は各県でそれぞれ認証を受ける必要

があるほか、当該機関に所属する評価調査者についても、複数県で養成研修・継続研修を受講しなければなら

ない状況となっている。 

また、複数県での認証更新、研修受講の負担が大きいことから、他県に所在する評価機関が当県での認証を更

新しないといった事例も生じており、事業の担い手の確保に支障が生じている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

全国一律で評価機関の認証、評価調査者の研修等を行うことで、都道府県をまたぐ形で評価事業を行う評価機

関・評価調査者の負担が軽減され、事業の担い手の確保が図られる。 

また、全国一律の制度として、統一的かつ大規模な普及啓発を行うことが可能となるため、事業の認知度の向

上につなげることができ、国民のサービス選択に資する情報を提供するとともに、サービス提供事業者に第三者

評価を受審するインセンティブを付与することにもつながると期待される。 

 

根拠法令等 

社会福祉法第 78 条第２項 



「福祉サービス第三者評価事業に関する指針」（平成 26 年４月１日付け雇児発 0401 第 12 号、社援発 0401 第

33 号、老発 0401 第 11 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知別紙。平

成 30 年３月 26 日最終改正） 

「都道府県推進組織に関するガイドライン（上記指針別添１） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

山口県、宮崎県 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

福祉サービス第三者評価事業については、福祉サービス第三者評価事業に関する指針に基づき、全国社会福

祉協議会を全国推進組織とするとともに、都道府県に都道府県推進組織を設置して各都道府県における取組を

推進することとしている。 

評価機関の認証は都道府県推進組織が行っているが、その要件として、都道府県推進組織が行う研修の受講

を課している。 

福祉サービス第三者評価事業は、全国推進組織が示したガイドラインに基づき各都道府県推進組織が評価項

目を定め、更に都道府県の状況等を勘案して、必要な場合には独自の評価項目を設定するなどしているが、各

都道府県推進組織が行う研修では、これら都道府県推進組織が独自で定めた評価項目の内容も含まれるとこ

ろ。 

本事業の目的たる、サービスの質の向上、利用者の選択に資するという点を実現するためには、地域の実状に

応じた取組は重要であることから、都道府県推進組織がその評価項目を定め、研修・認証を行う必要があると

考えている。 

なお、社会的養護関係施設については、従来は、上記と同様の考え方に基づき都道府県推進組織が認証等を

行っていたが、自己の生活の場を行政により決定される措置制度等であり、第三者評価の受審が義務づけられ

たこと、また、施設数が少なく、評価機関が県内の施設のみを評価対象とすると評価経験を蓄積することができ

ないという理由から、社会的養護関係施設第三者評価については全国統一の認証基準と研修を行うこととなっ

たところであり、施設数の多い福祉サービス第三者評価事業とはそもそも状況が異なる。 

ただし、福祉サービス第三者評価事業についても、都道府県によっては施設等の数が少なく、それに応じて認証

機関や受審が少ない状況も生じていることは承知していることから、そうした都道府県における評価機関の認

証・養成が進むよう、どのような見直しが可能かも含めて、検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
104 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護職員初任者研修における通信学習方式の学習時間の取扱いの弾力化 

 

提案団体 

岐阜県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

介護職員初任者研修のうち、「通信学習方式」における学習時間の取扱いを弾力化すること。 

 

具体的な支障事例 

介護職員初任者研修については、厚生労働省が定める取扱細則に基づき、各都道府県において研修事業者を

指定し、研修を実施している。同研修は、「通学方式」のほか、受講者の負担を軽減し、受講を容易にするため、

カリキュラム全 130 時間のうち、最大 40.5 時間については、「通信学習方式」が可能とされている。 

県内の研修事業者から「講師の確保が難しい地域においても研修が可能となるよう、ZOOM 形式を活用したサ

テライト会場での研修を実施したいが、その場合「通学方式」として全 130 時間の実施が可能か」との質問があ

り、厚生労働省に確認したところ、「ZOOM 形式は、通信学習方式にあたり、40.5 時間までしか認められない」旨

の回答があり、事業者の提案は認められなかった。 

令和２年４月 30 日に厚生労働省より「新型コロナウイルス感染症に係る介護員養成研修（介護職員初任者研

修・生活援助従事者研修）の臨時的な取扱いについて」が発出され、全ての研修課程において通信形式での実

施が可能となっていることと、臨時的な取扱いによる運営でも特段の問題はなかったため、ZOOM 形式で補助

講師を置く形であれば実施可能と考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

令和６年度の研修実施にあたり、研修事業者から以下の要望・問い合わせが寄せられた。 

・A 地域において通学方式により研修を実施してきたが、B 地域にも受講希望者がいる。 

・しかし、B 地域では講師の確保が難しいため、主講師の講義を ZOOM 形式でサテライト会場につなぎ、同会場

に補助講師を置く形で実施したい。通学形式と同様、全ての講義（130 時間）を実施可能か。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

介護職員初任者研修の修了者は、人材確保に苦しむ訪問介護事業所の訪問介護員に求められる資格等の１

つであり、規制の見直しにより ZOOM 形式を活用したサテライト会場で全 130 時間の研修が可能となれば、介

護人材の育成促進が期待される。 

 

根拠法令等 

介護保険法第８条第２項、介護保険法施行令第３条、介護保険法施行規則第 22 条の 27、介護員養成研修の

取扱細則について（平成 30 年３月 30 日老振発 0330 第１号厚生労働省老健局振興課長通知） 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

横浜市、川崎市、宍粟市 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課より令和６年４月 16 日に発出した事務連絡（介護員養成研修

（介護職員初任者研修・生活援助従事者研修）の取扱いについて）において、「新型コロナウイルス感染症に係

る介護員養成研修（介護職員初任者研修・生活援助従事者研修）の臨時的な取扱いについて」（令和２年４月

30 日付事務連絡）においてお示ししている取扱いについては、当面の間継続することとしており、現状、都道府

県の判断により、修了評価を含め、全て通信学習の活用による実施とすることを可能としているところ。 

今後の取扱いについては現在必要な対応を検討しているところである。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
105 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 A 権限移譲 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

各都道府県においても日本 DMAT を養成可能とすること 

 

提案団体 

岐阜県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

各都道府県においても、日本 DMAT 隊員養成研修を実施できるようにし、日本 DMAT 養成研修の実施に当た

っては、各都道府県が実施する都道府県 DMAT 養成研修にはない広域医療搬送等に係るカリキュラム(※)が

含まれるため、それらのノウハウ・人的資源に関する支援を求める。 

（※） 

・大地震発生／DMAT 遠隔地派遣（シミュレーション） 

・震災時の DMAT 活動（シミュレーション） 

・医療搬送拠点における DMAT 活動（シミュレーション） 

・医療搬送拠点（シミュレーション・実践訓練） 

・病院支援と EMIS（実技試験） 

・口頭試問 

・病院・施設避難（シミュレーション） 

・プライマリケア支援（シミュレーション） 等 

 

具体的な支障事例 

・厚生労働省が毎年度実施する日本 DMAT 養成研修において、各都道府県に年間 12 名程度の受講枠が与え

られているが、県内医療機関からの日本 DMAT 資格取得に関する要望は多く、ニーズを充足できていない。 

・一方、都道府県において主催する都道府県 DMAT 養成研修制度があり、当該研修の修了者（「都道府県

DMAT」という。）のみを対象とした日本 DMAT 養成研修（広域医療搬送研修）も設けられており、都道府県

DMAT を養成する都道府県に対しては、既存枠に加え、年間 16 名程度の受講枠が与えられているところ。 

・そのため、当県としては、日本 DMAT の養成を加速させるため、令和７年度より上記の都道府県 DMAT 養成

研修を実施することとしている。毎年度 30 名程度の都道府県 DMAT を養成する見込みであり、その 30 名程度

の都道府県 DMAT のうち 16 名程度については日本 DMAT 養成研修への途も開かれるため、人員の増強が見

込めるところである。 

・さらにその養成を加速させるべく、日本 DMAT 養成研修を各都道府県でも直接実施することができる制度、体

制が整備される必要がある。 

・DMAT 隊員を配備する県内 DMAT 指定病院からは、日本 DMAT 隊員の養成に係る多くの申込をいただいて

おり、そのニーズを充足できていない状況（令和６年の例：年間 12 名の枠に対し、延べ 95 名の申込があっ

た。）。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 



 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・現在、厚生労働省の行う養成研修により日本 DMAT 隊員が養成されているところであるが、養成できる人数に

は上限があり、隊員養成のニーズを満たせていない都道府県が自ら隊員養成を行うことができる。 

・各都道府県において日本 DMAT 養成研修を実施できる制度となった暁には、各都道府県の努力次第でその

数を増やすことができ、より災害医療体制の強化に資すると考える。 

 

根拠法令等 

日本 DMAT 活動要領（令和６年３月 29 日付け厚生労働省医政局地域医療計画課長通知別添） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

高知県 

 

○当県も提案県同様、日本 DMAT 養成研修の受講枠以上の受講希望があり、令和７年度より都道府県 DMAT

養成研修を実施する予定である。 

○提案団体と同様の支障事例がある。 

 

各府省からの第１次回答 

日本 DMAT は、大地震等の災害時や新興感染症等のまん延時に、地域において必要な医療提供体制を確保

し、傷病者の生命を守るため、被災地域での病院支援や広域医療搬送等を行う災害派遣医療チームであり、隊

員の養成に当たっては、広域的で専門的な研修が必要である。 

この日本 DMAT の隊員を養成するための研修については、都道府県 DMAT 隊員の資格を有しない方を対象と

したコースと、都道府県 DMAT 隊員の資格を有する方を対象としたコースがある。受講生の所属都道府県によ

らない一定水準の知識・経験を担保することや、患者の搬送調整等の都道府県をまたぐ広域的な訓練等を提供

するため、厚生労働省等において実施すべきものと考えている。引き続き、当該研修の受講枠の追加に努めて

まいりたい。 

他方、都道府県 DMAT 隊員の資格を有する方を対象としたコースについては、岐阜県におかれてもこの仕組み

を積極的にご活用いただきたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
116 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

マイクロチップを活用して狂犬病予防注射履歴の電子登録を可能とすること 

 

提案団体 

流山市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省、環境省 

 

求める措置の具体的内容 

狂犬病予防注射済票の市町村窓口での交付を廃止するため、動物愛護管理法第 39 条の７第２項で定める市

町村長から交付された鑑札とみなす登録方法と同様に、狂犬病予防注射の接種履歴について環境大臣の登録

を受け、当該犬の所在地の市町村長の求めに応じ、注射履歴等の通知があった場合に、この通知をもって、マ

イクロチップを市町村長から交付された注射済票とみなすことを求める。 

 

具体的な支障事例 

近年デジタル化が進んでいる中、「書かない窓口」や「行かない窓口」といった施策を進める自治体が増えてい

る。また、スマートフォンの普及や教育分野におけるタブレット端末導入など、デジタルが身近になってきている。

このような流れの中で、当市は、動物愛護管理法第 39 条の７に基づく「狂犬病予防法の特例制度」に参加して

いる。しかし、特例制度により犬の鑑札を交付しないことが認められている一方で、未だ狂犬病予防注射済票を

交付しなければならないため、住民にとっては市役所窓口に行かなければならない負担が、行政にとっては窓

口業務や狂犬病予防注射済票を管理しなければならない負担や自治体間で予防注射履歴確認のため原簿請

求しなければならない負担が、それぞれ残っており、住民の利便性向上及び行政の効率化の妨げとなってい

る。 

狂犬病予防注射済票の交付手続について、当市においては電子申請を開始したところではあるが、さらに進め

て、国においては予防注射履歴を犬と猫のマイクロチップ情報登録システムと連携するなどマイクロチップの活

用が進めば、職員減少や地域課題の複雑化が進む自治体にとっても、高齢化が進む犬の飼い主にとっても、負

担が少ない制度となる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

狂犬病予防注射済票の交付を受けるため、市役所窓口に行かなければならず、飼い主自身や家族が対応でき

ればよいが、それができないケースもある。また、毎年度、窓口等で受け取った予防注射済票を犬につけること

は飼い主にとって大きな負担となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

狂犬病予防注射履歴の管理が電子登録のみで済むことにより、住民側としては注射済票を受け取るための移

動や時間の制限がなくなる。自治体としては、窓口業務の減少が見込まれ、他の業務に振り分けが可能となる。

また、狂犬病予防法の特例制度のメリットも大きくなる。 

 

 



根拠法令等 

狂犬病予防法第５条、動物の愛護及び管理に関する法律第 39 条の５ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、柏市、相模原市、半田市、堺市、豊中市、枚方市、寝屋川市、伊丹市、高松市、鹿児島市、特別区長会 

 

○当区でも同様に特例制度に参加しており、犬の登録がオンラインで可能である一方、注射済票交付申請は窓

口での手続きが必要である。済票交付申請を区独自でオンライン化した場合、済票の郵送、交付手数料・送料

の徴収等の事務量が増加するため、事務の効率化に繋がらない。済票を鑑札と同じようなマイクロチップのみな

し制度とした場合、済票交付に係る事務量が軽減するとともに、住民の利便性向上にも繋がる。 

○次の３点の課題から、狂犬病予防注射履歴の電子登録を可能とするシステムの整備が望ましい。 

①犬システム導入に多額の費用が掛かっている 

②マイクロチップ情報登録システムを犬システムに組み込むために、システム改修費用が掛かる。 

③狂犬病予防注射履歴等の管理に事務負荷が掛かっている。 

○当市も、動物愛護管理法第 39 条の７に基づく「狂犬病予防法の特例制度」に参加している為、市民や行政業

務における負担を感じている。 

○注射済票の交付においては、窓口で交付手数料の支払いが必要。マイクロチップに注射記録を登録する際

に、済票交付料金を同時に支払うことのできる仕組みがであれば事務負担の軽減になる。 

○当市では、市内動物病院又は集合注射会場にて接種した際は、その場で予防注射済票を交付している。市

外の動物病院で接種した際は、市役所窓口で予防注射済票の交付を行っており、飼い主や窓口業務の負担と

なっている。 

 

各府省からの第１次回答 

狂犬病予防法（昭和 25 年法律第 247 号）第５条第２項の規定により市町村長が犬の所有者に交付する注射済

票は、犬１頭ごとに、同条第１項の予防注射を受けている証として交付しているものである。注射済票は、当該

犬が狂犬病の感染源となる可能性が低いことを速やかかつ明確に把握するためのものであり、狂犬病発生時

等においてその可能性を目視により確認できなくなること、またマイクロチップがすべての犬に装着されているも

のではないことから、マイクロチップで代替することは困難である。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
118 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

特別児童扶養手当の受給資格及び各種請求・届出等に係る事務のオンライン化及び市町村経由事務の廃止 

 

提案団体 

山形市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

特別児童扶養手当支給事務に係る申請手続について、マイナンバーを活用したオンライン申請システムの構築

により、現行の市町村窓口による受付から、申請者が都道府県へ直接申請する手法を可能とすること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

特別児童扶養手当支給事務に係る手続きについては、法定受託事務であり、法令により詳細に定められている

ところである。特別児童扶養手当等の支給に関する規則第 15 条において「市町村を経由して申請すること」とな

っており、市町村は申請を受け、内容の確認やシステムへの入力、県への進達を行っているほか、県からの結

果を受けてシステムへの入力、発送作業を行っている。 

また、申請は現状紙で受け付けており、申請のオンライン化については「特別児童扶養手当の都道府県が任意

で設置するオンラインシステムによる設置請求書等の事務手続きについて」（令和５年７月３日付け厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知）が発出されているところであるが、現状はシステム構築がなされ

ていない。 

【支障事例】 

申請者にとっては申請書類への記入、書面での添付書類の準備が大きな負担となる他、市町村を経由すること

で申請から交付までに期間を要している（当市では３か月程度）。 

また、行政においては、市町村と都道府県でそれぞれ内容の確認やシステムへの入力を行うことは、事務処理

が重複していると考えられ、これを削減することが適当である。 

【支障の解決策】 

市町村経由事務の廃止のために、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則などの市町村を経由す

る旨の規定の廃止を求める。 

なお、市町村で所得状況等の確認を行っているが、API 連携により所得情報等（市町村において確認している

項目）を自動入力可能・添付資料を提出可能としたぴったりサービスの標準様式をプリセットすることで、都道府

県における申請システム構築にかかる負担軽減及び市町村経由事務の廃止が行えると考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

申請者より手当の支給や受給証明書の交付等の手続に要する期間の短縮を求める声がある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

マイナンバーを活用したオンライン申請システムの構築により、申請者の手続の負担軽減を図るとともに申請か



ら認定等に要する期間を短縮することができる。行政においては、市町村及び都道府県の重複した事務の削減

が期待される。 

 

根拠法令等 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律第 38 条、同法施行令第 13 条、同法施行規則第 15 条、第 16 条、第

29 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、多賀城市、上尾市、柏市、流山市、燕市、福井市、長野県、豊田市、亀岡市、高槻市、寝屋川市、羽曳

野市、西宮市、養父市、宍粟市、高松市、春日市、特別区長会 

 

○市民から提出された申請書等のエラーチェックを行い、県へ進達しているため業務負担が生じている。オンラ

イン化することで、業務負担が軽減され、また、市民も来庁する手間が省ける。 

 

各府省からの第１次回答 

特別児童扶養手当について、市町村を経由せず直接都道府県へ申請することとなった場合、受給者が養育者

である場合の養育事実の確認や児童が別居している場合の監護事実の確認、同居している扶養親族がいる場

合の生計同一の確認など、届出事実の確認についてどのように対応するかといった課題やそれに伴う都道府県

の事務負担の増加という課題が考えられるほか、障害福祉サービスをはじめとした各種障害福祉制度に関する

申請・相談窓口が市町村に設けられている中、特別児童扶養手当のみ都道府県が申請窓口になることについ

て、申請者に対する支援の観点からも慎重な検討が必要であると認識している。  

その上で、まずは市町村経由を廃止する場合の課題や問題の有無等について、各都道府県の見解等を確認す

る必要があると考えている。 

また、特別児童扶養手当のオンライン化については、令和３年度に所得状況届について、マイナポータルのぴっ

たりサービスを活用したオンライン化における事務の運用をお示ししているほか、認定請求など関連手続きにつ

いても標準様式・申請フォーム作り（プリセット）を進めていることから、これらの事務の運用についてもお示しで

きるよう準備を進めてまいりたい。 

マイナポータルにおける住民票情報や所得状況の API 連携による自動入力については、現状そのような機能を

実装していないため、機能の実装可否や法令、制度面等の制約も含めて検討を行い、令和 8 年度末までに結

論を得るよう進めてまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
119 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

精神障害者保健福祉手帳の交付手続における市町村経由事務の廃止 

 

提案団体 

山形市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

精神障害者保健福祉手帳の交付手続について、マイナポータルの活用により直接都道府県に申請することを

可能とするとともに、電子申請の場合については市町村経由事務を廃止すること。また、市町村を経由して行っ

ている判定結果の送付及び手帳の交付についても、市町村経由事務を廃止すること。 

 

具体的な支障事例 

精神障害者保健福祉手帳の申請は、申請者の居住地を管轄する市町村を経由して行うこととされている。 

市町村は申請を受け、内容の確認や障がい福祉システムへの入力、県への進達を行い、また、県からの結果を

受けて手帳の内容確認、システムへの入力、発送作業を行っている。 

申請者にとっては申請書類への記入、書面での添付書類の準備が大きな負担となるほか、市町村を経由するこ

とで申請から交付までに期間を要し（当市では１か月半から２か月程度）、その間手帳を用いたサービス等が利

用できない。 

また、市町村と都道府県でそれぞれ申請内容の確認やシステムへの入力を行うことは、事務処理が重複してい

ると考えられ、これを削減することが適当である。 

申請のオンライン化については、令和６年管理番号 22 により提案されているところであるが、申請者から直接

都道府県に電子申請することを可能とし、これにより市町村経由事務を廃止することを求める。 

判定結果の送付及び手帳の交付についても、県から送付を受けたものを市町村が窓口交付又は郵送しており、

市町村経由することで交付までに時間を要しているため、交付手続についても市町村経由事務を廃止すること

を求める。 

当市における申請受理件数と、これに伴う手続に係る時間の概算は以下のとおりである。 

年間申請件数（変更申請等含む）約 1,400 件、進達までに要する時間１件当たり約５分、県からの結果を受け交

付・発送までに要する時間１件あたり約５分。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

申請者からオンラインでの申請を求める声や申請から交付までに要する期間の短縮を求める声がある。 

申請後、交付までに各種交通機関の割引等が受けられないことがあり、社会参加に支障をきたす事例がある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

マイナンバーを活用したオンライン申請を可能とすることで、申請書類の記載や書面での添付書類の準備等の

申請者の負担が軽減する。 

また、市町村経由を廃止することで、申請から交付までの期間が短縮するとともに、手帳を利用した各種サービ



ス等が迅速に受けられる。 

 

根拠法令等 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 45 条第１項、同法施行令第５条、第６条の２、第７条、同法施行

規則第 23 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、岩手県、宮古市、花巻市、北上市、いわき市、ひたちなか市、上尾市、市原市、流山市、横浜市、厚木

市、燕市、福井市、豊田市、寝屋川市、南あわじ市、生駒市、徳島市、久留米市、長崎市、鹿児島市、特別区長

会 

 

○手帳交付申請時、交付時等に県においても市においても申請者の個人情報、手帳情報をシステム等に入力

しており、非効率である。審査に関する疑義について、申請者に直接確認するのではなく進達した市へ、確認す

るように指示がある。また、記載不備があった診断書が市へ返戻されるので、市から医療機関へ説明とともに郵

送している。このように、県と申請者等の間に、市が入ることで、やり取りに時間を要し、非効率である。精神障

害者手帳は郵便小包で届き、県作成の名簿と手帳を突合させた後、システムへの情報入力、蛇腹折にして交付

する。現在は県が申請者に手帳を市まで取りに行くよう通知しているが、令和８年度からは県は行わないとのこ

とで、市が通知を出すことになり更に事務負担が増える。手帳申請に対する不承認通知も市に届くため、市から

申請者に送付している。精神保健福祉手帳の有効期間は２年間のため、２年ごとに更新がある。手帳所持者は

増加の一途であり、既存手法のままでは事務執行体制の確保が難しくなる。療育手帳の成人(18 歳以上）の申

請においては、市で面談を実施し、県でも判定（面談）を実施しており、非効率である。 

【精神保健福祉手帳】 

・手帳所持者（各年度３.31 現在） R1 2,080 人 ⇒ R5 2,735 人 

・手帳交付状況 R1 年度 1,134 件 ⇒ R5 年度 1,531 件 

・診断書返戻件数 R1 年度 31 件 ⇒ R5 年度    90 件 

（令和６年度の状況） 

・県への進達回数 16 回 

・１回あたりの進達件数 平均 430 件 

・診断書の返戻数 令和７年３月 21 日現在 195 件 

※精神障害者福祉手帳交付事務と自立支援医療受給者証交付事務については、併せて進達事務を実施して

いる。 

○当市においても、精神障害者保健福祉手帳の交付申請手続等における事務負担の増加に伴い、将来的には

事務執行体制の確保が困難になることが懸念される。また、当県では、精神障害者保健福祉手帳の交付事務

作業について外部委託を始めており、令和８年度から職員が大幅に削減され、これまで以上に市町への負担が

増加する可能性がある。 

○当市でも同様の事例が発生しており、事務負担が大きい（当市の自立支援医療（精神通院）と精神障害者保

健福祉手帳を合わせた申請数は月 1,600 件程度となっている。）。 

○当市においても、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳の交付手続において、県と申請者の間に市が入ること

により、やり取りに時間を要し非効率が生じている。特に紛失などの場合、申請者の手元に手帳が早く届くこと

が望ましいが、市町村を経由するため時間がかかる。 

○市を経由する手続のため、申請から手帳交付まで２か月程度かかり、その期間、申請者は各種サービスの提

供を受けることができない。また、申請者数は年々増加しており、申請書類の整理、システム入力、通知発送等

に係る事務負担は増大しているため、オンライン化及び市町村経由事務の廃止により、事務負担軽減だけでな

く、申請者負担の軽減、手続完了までの日数短縮を図ることができると考える。年間申請件数（変更申請等含

む）：約 1,900 件、申請受付～申請書類の整理・システム入力・進達までに要する時間：約５分／１件、手帳の受

取～システム入力・通知発送までに要する時間：約５分／１件 

○県と市で、申請時や交付時に同様の入力を行い非効率的であること、不備の診断書のやり取りで市を経由す

るので非効率的であることなど、市民サービスが低下している。さらに事務量増のため市職員の負担が増大し、

事務執行体制確保が困難である。 

○精神障害者保健福祉手帳の申請数は年々増加しており、手続が複雑で事務負担は大きいことから、事務の

効率化が求められている。 

所持者数 R3：932 人→R4：1,029 人→R5：1,095 人 



○精神障害者保健福祉手帳に関する申請は、3,129 件／年（令和６年度実績）あり、事務処理に多くの時間を要

している。申請から交付までに２か月半から３か月程度と、長い期間を要している。 

○市民から提出された申請書等のエラーチェックを行い、県へ進達しているため業務負担が生じている。オンラ

イン化することで、業務負担が軽減され、また、市民も来庁する手間が省ける。 

 

各府省からの第１次回答 

精神障害者保健福祉手帳（以下「手帳」という。）の交付の申請等については、精神保健福祉法において、居住

地（居住地を有しないときは、その現在地）を管轄する市町村を経由して行うこととされており、都道府県又は指

定都市（精神保健福祉センター）が申請に基づいて審査、手帳の可否及び障害等級の判定を行い、申請を受理

した市町村を経て申請者に対して手帳の交付が行われていると認識している。 

こうした申請手続のオンライン化については、現在、政府において、「規制改革推進に関する答申～デジタル社

会に向けた規制改革の「実現」～」（令和３年６月１日規制改革推進会議）に基づき、性質上オンライン化できな

い手続を除き、地方公共団体に対する申請等を含めた全ての所管行政手続を 2025 年までにオンライン化する

検討を進めている。 

その上で、地方公共団体等が受け手となる行政手続に関しては、「規制改革実施計画」（令和４年６月７日閣議

決定）に基づき、デジタル庁がマイナポータル等の行政手続デジタル化の共通基盤の整備を行うこととしてい

る。 

これらの方針を踏まえ、手帳の交付申請に係る手続について、マイナポータルによる申請を可能とすることにつ

いて検討するに際しては、その結果を踏まえ、各手続における市町村経由事務の在り方も含めた各種論点につ

いて引き続き検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
120 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

自立支援医療（精神通院医療）支給認定手続における市町村経由事務の廃止 

 

提案団体 

山形市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

自立支援医療（精神通院医療）支給認定申請手続について、マイナポータルの活用により直接都道府県に申請

を行うことを可能とするとともに、電子申請の場合については市町村経由事務を廃止すること。また、市町村を

経由して行っている医療受給者証の交付についても、市町村経由事務を廃止すること。 

 

具体的な支障事例 

自立支援医療費（精神通院医療）の申請は、申請者の居住地を管轄する市町村を経由して行うこととされてい

る。 

当市では月に約 500 件の申請を受け、内容の確認や障がい福祉システムへの入力、県への進達を行い、ま

た、県からの結果を受けて受給者証の内容確認、システムへの入力、発送作業を行っている。 

申請者にとっては申請書類への記入、書面での添付書類の準備が大きな負担となるほか、市町村を経由するこ

とで申請から交付までに期間を要し（当市では１か月半から２か月程度）、医療機関によっては交付までは自己

負担額が軽減されないこともある。 

また、市町村と都道府県でそれぞれ申請内容の確認やシステムへの入力を行うことは、事務処理が重複してい

ると考えられ、これを削減することが適当である。 

これまで、所得区分判定における市民税額の確認を市が行っているが、マイナポータルを通じて申請者が税情

報を取得し、申請内容に反映させたうえで申請することで、所得区分判定事務が省略され、市町村での確認も

不要となるため、当該経由事務の廃止が可能であると考える。 

そのため、申請のオンライン化は令和６年管理番号 22 により提案されているところであるが、申請に際して所得

区分判定に必要な税情報が自動入力されるような仕様を求める。 

さらに、医療受給者証の交付についても、県から送付を受けたものを市町村が郵送しており、市町村経由するこ

とで交付までに時間を要しているため、交付手続についても市町村経由事務を廃止することを求める。 

当市における申請受理件数と、これに伴う手続に係る時間の概算は以下のとおりである。 

年間申請件数（変更申請等含む）約 5,500 件、進達までに要する時間１件当たり約 10 分、県からの結果を受け

発送までに要する時間１件当たり約 10 分。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

申請者から書類記載や添付書類の準備が負担であるためオンラインでの申請を求める声がある。 

また、医療機関によっては交付までは自己負担額が軽減されないことがあることから、申請者の経済的な負担

が生じたり、医療機関での払い戻し手続ができずに都道府県へ払い戻し手続を行うことが必要となる場合もあ

り、申請者から申請から交付までの期間短縮を求める声がある。 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

マイナンバーを活用したオンライン申請を可能とすることで、申請書類の記載や書面での添付書類の準備等の

申請者の負担が軽減する。 

また、市町村経由を廃止することで、申請から交付までの期間が短縮するとともに、迅速な医療機関等での自

己負担軽減につながる。 

さらに、マイナポータルによる申請時に API 連携することにより、所得区分判定に必要な税情報を申請内容に反

映させることができれば、所得区分判定事務が省略され、さらなる事務負担軽減や決定期間の短縮につながる

ものと考える。 

 

根拠法令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 53 条第１項、同法施行令第 28 条、第 30

条、同法施行規則第 35 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、岩手県、宮古市、花巻市、北上市、いわき市、ひたちなか市、上尾市、柏市、市原市、流山市、横浜市、

厚木市、燕市、福井市、豊田市、亀岡市、寝屋川市、交野市、南あわじ市、生駒市、徳島市、久留米市、長崎

市、鹿児島市、特別区長会 

 

○当市においても、7,000 件の申請があり、県と申請書確認、システム入力等の事務が重複している。また、市

町村を通して、受給者証を交付することは、タイムロスがある。紙面ではなく、マイナポータル等を利用して申請

することで、市町村・県の入力作業がなくなり、所得区分の判定もアプリ内で可能となる。 

○当市においても、自立支援医療費（精神通院医療）支給認定申請手続等における事務負担の増加に伴い、

将来的には事務執行体制の確保が困難になることが懸念される。また、当県では、自立支援医療費（精神通院

医療）支給認定における事務作業について外部委託を始めており、令和８年度から職員が大幅に削減され、こ

れまで以上に市町への負担が増加する可能性がある。 

○当市でも同様の事例が発生しており、事務負担が大きい（当市の自立支援医療（精神通院）と精神障害者保

健福祉手帳を合わせた申請数は月 1,600 件程度となっている。）。 

○申請者にとって身近な市役所で手続ができることはメリットであるが、受給者証の交付は市町村を経由するこ

とで時間がかかるため、デメリットになっており、手続のオンライン化が達成されれば、申請者はそもそも窓口に

来る必要がなくなる。また、本手続に係る市町村経由事務は市町村に多大な負担を強いており、オンライン化の

可否を問わず廃止されることが望ましい。 

○市を経由する手続のため、申請から受給者証交付まで２か月程度かかり、申請者からの問い合わせ件数増

の要因となっており、また、医療機関によっては、証交付まで自己負担額が軽減されないことがあり、市民サー

ビスの低下になりかねない。申請件数は年々増加しており、申請書類の整理、システム入力、通知発送等に係

る事務負担は増大しているため、オンライン化及び市町村経由事務の廃止により、事務負担軽減だけでなく、申

請者負担の軽減、手続完了までの日数短縮を図ることができると考える。年間申請件数（変更申請等含む）：約

7,200 人、申請受付～申請書類の整理・システム入力・進達までに要する時間：約 10 分／１件、受給者証の受

取～システム入力・通知発送までに要する時間：約 10 分／１件 

○県と市で、申請時や交付時に同様の入力を行い非効率的であること、不備の診断書のやり取りで市を経由す

るので非効率的であることなど、市民サービスが低下している。さらに事務量増のため市職員の負担が増大し、

事務執行体制確保が困難である。 

○自立支援医療（精神通院）の申請数は年々増加しており、手続が複雑で事務負担は大きいことから、事務の

効率化が求められている。 

所持者数 R3：1,755 人→R4：1,832 人→R5：1,893 人 

○自立支援医療費（精神通院医療）に関する申請は、10,968 件／年（令和６年度実績）あり、事務処理に多くの

時間を要している。申請から交付までに２か月半から３か月程度と、長い期間を要している。 

○市民から提出された申請書等のエラーチェックを行い、県へ進達しているため業務負担が生じている。オンラ

イン化することで、業務負担が軽減され、また、市民も来庁する手間が省ける。 

 

各府省からの第１次回答 

現在、政府においては、「規制改革推進に関する答申～デジタル社会に向けた規制改革の「実現」～」（令和３



年６月１日規制改革推進会議）に基づき、性質上オンライン化できない手続を除き、地方公共団体に対する申請

等を含めた全ての所管行政手続を 2025 年までにオンライン化する検討を進めている。 

その上で、地方公共団体等が受け手となる行政手続に関しては、「規制改革実施計画」（令和４年６月７日閣議

決定）に基づき、デジタル庁がマイナポータル等の行政手続デジタル化の共通基盤の整備を行うこととしてい

る。 

これらの方針を踏まえ、自立支援医療の手続き等のオンライン化について、マイナポータルによる申請を可能と

することについて検討に際しては、各手続における市町村経由事務の在り方も含めた各種論点について引き続

き検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
121 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

特別弔慰金等の請求手続における市町村経由事務の廃止 

 

提案団体 

山形市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

市で行う戦没者等の妻に対する特別給付金支給法施行令、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法施行

令、戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法施行令による請求等に係る事務について、申請者から直接国

に申請ができるよう見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

市が受付し県へ進達した後、県が審査・裁定を行い国へと報告される。交付されるまで実質６ヶ月以上を要して

いる。 

なお、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金事務は令和７年 10 月よりマイナポータルによるオンライン化が予定

されているが、現段階で示されている内容は、今まで手書きしていた請求書が電子申請可能となったのみで、現

在と同様、申請者から別途書面による戸籍等の添付書類を求めなければならない。また、電子申請があった内

容を市町村が請求書として印刷し、都道府県へ送付する必要があるため、負担感は残存している。 

【件数】 

戦没者等の妻に対する特別給付法 令和３年（第 27 回）２件、令和５年～（第 30 回）４件 

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法  令和２年～（第 11 回）1,820 件 

戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法  令和５年～（第 29 回）１件 

上記、戦没者等の妻に対する特別給付法及び戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法に係る事務につい

ては、件数が極めて少ないため、経由する必要性に乏しいと考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

申請者の手元に給付金等が届くまでのスピードが短縮され、住民サービスの向上と市や県の業務の効率化に

つながる。 

 

根拠法令等 

・戦没者等の妻に対する特別給付金法施行令第二条及び第四条 

・戦没者等の妻に対する特別給付金支給法施行規則第一条 

・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法施行令第二条及び第四条 



・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法施行規則第一条 

・戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法施行令第三条及び第五条 

・戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法施行規則第一条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮古市、花巻市、日立市、上尾市、小牧市、兵庫県、笠岡市、八代市、特別区長会 

 

○受付から国債受領までの期間が長いことにより、請求者から状況確認の問い合わせが多数寄せられる実情

がある。市町村を経由せず、国に直接申請をすることが国債交付まで期間の短縮に繋がるのであればそちらの

方が好ましい。 

○申請者の手元に給付金等が届くまでのスピードが短縮され、住民サービスの向上と業務の効率化につなが

る。 

○市へ提出され受付した書類を県に送達し、県で審査・裁定を行った上で、国へ報告されるという手続きを国に

直接申請ができるようにすることで、申請者へこれまでよりも早く国債の発行ができるようになると考えられるとと

もに、業務の効率化が図られると考えられる。 

 

各府省からの第１次回答 

戦没者等の妻に対する特別給付金支給法、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法、戦傷病者等の妻に

対する特別給付金支給法に基づく給付については、各援護施策の内容が複雑であることから個々の遺族等の

事情に応じて、請求手続等の必要な指導を行うことが重要であり、対象者の数も考慮して各法律の制定時から

市町村に請求受付事務を処理いただいているところである。 

戦後 80 年が経過する今日において、その対象者数は減少傾向にあるものの、請求者の高齢化が著しく進んで

いる。 

高齢な請求者に対して、請求段階において個々の事情に応じたより丁寧かつ寄り添った対応が重要となる中

で、仮に市町村経由事務を廃止し、国に直接請求することとした場合、郵送での請求が大半となることが想定さ

れるが、請求書等の補正の対応など、請求者に大きな負担が生じることが予想される。 

また、これらの制度は、昭和 38 年（戦没者等の妻に対する特別給付金）、昭和 40 年（戦没者等の遺族に対する

特別弔慰金）、昭和 41 年（戦傷病者等の妻に対する特別給付金）からこれまで継続して実施されてきており、事

務の取扱いの変更は、請求者に混乱を生じさせうるものである。 

請求から支給までの時間については、市町村経由事務であることにより特に遅延しているとは考えておらず、例

えば、本年４月から請求が始まった戦没者等の遺族に対する特別弔慰金については、添付書類の省略や都道

府県における区分処理（新規請求者と前回受給者）の推奨等の取組を行うことで支給の迅速化を図っているとこ

ろである。 

このような観点を踏まえ、引き続き、市町村に請求受付事務を処理いただくことが必要であり、ご理解いただきた

い。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
123 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

狂犬病予防注射接種履歴のオンライン一元管理 

 

提案団体 

伊丹市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省、環境省 

 

求める措置の具体的内容 

狂犬病予防法第５条に基づく予防注射について、マイクロチップ登録システム等を活用し、オンライン等で全国

的に接種履歴を管理できるようデジタル化を要望する。例えば、犬の所有者が予防注射後に獣医師が交付する

「狂犬病予防注射済証」のデータを添付し接種履歴を登録するか、又は獣医師側でマイクロチップ情報と紐づけ

て接種履歴を登録する等が考えられる。 

併せて注射済票の交付を不要とするか、又はマイクロチップを注射済票と読み替える既定の整備を要望する。 

 

具体的な支障事例 

当市においては、犬の飼い主は、毎年度狂犬病予防注射接種後に市役所に来庁し、狂犬病予防注射済票の交

付を受ける必要がある。また、犬の飼い主が新たに他市町村から転入した場合、予防注射接種履歴の確認の

ために、転入元市町村に郵送による原簿請求を行っており、多大な事務負担が発生しているところ。 

さらに、動愛法に基づく「狂犬病予防法の特例制度」のみなし規定により鑑札交付事務が不要となっても、上記

のとおり、予防注射済票の窓口交付及び転出入に伴う予防注射接種履歴把握のための原簿請求等の事務負

担が残ることが、特例参加への支障となっており、自治体の参加が進まない状況である。 

オンライン登録等デジタル化により、全国的に予防注射接種履歴を一元管理することで、事務が容易となり、ま

た「狂犬病予防法の特例制度」と併せて犬の飼い主が自治体窓口に来庁する必要性もなくなり、住民及び自治

体にとって効率的な制度となる。 

さらに、マイクロチップの識別番号等により予防注射接種履歴が紐づけることができれば、自治体における犬の

登録と予防注射接種履歴管理の事務がより効率的なものとなる他、警察においてはマイクロチップリーダーを用

いてその場で注射済であるかを確認することができるため注射済票の必要がなくなる他、自治体への捜査関係

事項照会が不要となる。 

なお、接種履歴の一元化にあたり委託事業や郵送等により自治体から飼い主に対して狂犬病予防注射済票を

交付することも考えられるが、他の事務においても自治体からの郵送物を確認しない事例が多発していることか

ら、注射済票の交付を不要とするか、又はマイクロチップを注射済票と読み替える方向での検討が必要である。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

「狂犬病予防法の特例制度」と併せて実施することで、住民が市役所窓口に来庁する必要がなくなる。 

注射済票紛失に起因する再発行が必要なくなる。 



犬の飼い主の転入転出時に発生していた事務負担が軽減される。 

警察による捜査関係事項照会が不要となる。 

 

根拠法令等 

狂犬病予防法、狂犬病予防法施行規則 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、柏市、相模原市、半田市、堺市、豊中市、枚方市、寝屋川市、高松市、鹿児島市、特別区長会 

 

○当区でも同様に特例制度に参加しており、犬の登録がオンラインで可能である一方、注射済票交付申請は窓

口での手続きが必要である。済票交付申請を区独自でオンライン化した場合、済票の郵送、交付手数料・送料

の徴収等の事務量が増加するため、事務の効率化に繋がらない。済票を鑑札と同じようなマイクロチップのみな

し制度とした場合、済票交付に係る事務量が軽減するとともに、住民の利便性向上にも繋がる。 

○次の３点の課題から、狂犬病予防注射履歴のオンライン一元管理とするシステムの整備が望ましい。 

①犬システム導入に多額の費用が掛かっている 

②マイクロチップ情報登録システムを犬システムに組み込むために、システム改修費用が掛かる。 

③狂犬病予防注射履歴等の管理に事務負荷が掛かっている。 

○当市も、動物愛護管理法第 39 条の７に基づく「狂犬病予防法の特例制度」に参加している為、市民や行政業

務における負担を感じている。 

○注射済票交付に伴う窓口手続きが事務負担となっている。オンラインによる一元管理が行われれば、済票交

付や再発行が不要となり、転入時の確認の事務負担が減る。 

○注射済票に代わる証明書類等や、MC における接種履歴を当市の原簿システムにインプットする必要があり、

これに伴うシステム改修など課題があると思われるが、これらすべてが全国統一的に構築されたシステムを全

国のすべての自治体が活用出来れば、接種状況の把握と併せて転入転出等の異動に係る市町村間のやり取

りが不要となり事務の効率化につながるものと考える。 

 

各府省からの第１次回答 

全国的に接種履歴を管理するという要望については、接種勧奨のための接種履歴の活用という面においても市

町村長（特別区にあっては、区長。以下同じ。）等が引き続き管理することが適当である。なお、動物の愛護及び

管理に関する法律（昭和 48 年法律第 105 号）におけるマイクロチップ情報の登録方法は、犬猫の所有者が登

録する仕組みであり、市町村長が登録する仕組みではない。 

また、注射済票の交付を不要とする、またはマイクロチップを予防注射済票と読み替えることについては、狂犬

病予防法（昭和 25 年法律第 247 号）第５条第２項の規定により市町村長が犬の所有者に交付する注射済票

は、犬１頭ごとに、同条第１項の予防注射を受けている証として交付しているものである。注射済票は、当該犬

が狂犬病の感染源となる可能性が低いことを速やかかつ明確に把握するためのものであり、狂犬病発生時等

において、その可能性を目視により確認できなくなることから、マイクロチップで代替することは困難である。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
124 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

臨床調査個人票の行政記載欄の簡素化及び指定難病患者データベースの利用を促進すること等 

 

提案団体 

栃木県、群馬県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

臨床調査個人票の行政記載欄の簡素化及び指定難病患者データベース（以下「難病 DB」という。）の利用促進 

 

具体的な支障事例 

臨床調査個人票の様式が令和６年４月１日から改正され、行政記載欄の項目数が改正前様式と比べ７倍に増

加したことに加え、「指定難病患者データベースのリリースに伴う臨床調査個人票の取扱い等について」（令和６

年３月 29 日付け厚生労働省健康・生活衛生局難病対策課事務連絡）において、難病 DB 以外で作成された臨

床調査個人票については、都道府県・指定都市が行政記載欄を手書き記載した上で難病 DB にアップロードす

ることとされている。 

行政記載欄の項目数増の趣旨について厚生労働省に問い合わせたところ、統計情報出力の条件として使用す

る、第三者提供項目として使用する等の回答があったが、個々の項目についての具体的な使用目的は示されて

いない。 

当県の手書き記載の対象件数は、約 14,300 件あり、手書きには１件当たり平均１分要するため、県全体で約

238 時間を手書き作業に要している。さらにアップロードのための時間も要しているところである。 

そこで、 

・使用目的が明らかではない行政記載欄の項目について、削減すること 

・行政記載欄は都道府県が使用するものではないことから、原則として国（又は難病 DB の運営主体）による記

載とすること 

・そもそも、手書き対応が不要となることを受けて、医療機関に対して難病 DB の利用促進をより一層図ること 

を提案する。 

（補足的な支障事例） 

・近隣県における令和６年度の対象件数は、新規申請が約 2,500 件、更新申請が約 15,300 件を見込んでいる。 

・特に、更新申請では、予定していた事務処理に対して、様式変更に伴う行政記載欄の増加による手書き作業

の時間が新たに必要となったことにより、大幅な事務遅延が生じた。 

・行政記載欄は、都道府県が使用するものではないため、原則として国における記載とするよう、変更を求めた

い。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

大規模な医療機関からは、難病 DB 利用に向けたシステム改修費用が負担となる旨の声が上がっている。 

 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

手書き記載等に要している時間が削減されることから、その時間を難病患者への地域保健活動等に振り向ける

ことができる。 

 

根拠法令等 

・難病法第 27 条第５項 

・「指定難病患者データベースのリリースに伴う臨床調査個人票の取扱い等について」令和６年３月 29 日付け

厚生労働省健康・生活衛生局難病対策課事務連絡 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、茨城県、神奈川県、川崎市、京都府、大阪府、高知県、熊本市、宮崎県 

 

○毎年 27,000 件程度の臨床調査個人票の提出があるため、記載欄が簡略化されれば恩恵は大きい。 

○紙での臨床調査個人票の記載作業の削減のため、指定難病患者データベースの利用を促進したい。 

○当市においても、新規申請及び更新申請において、行政記載欄を手書き記載する作業、行政記載欄様式の

PDF 化作業が新たに必要となったことにより、１件の処理時間が増えるといった同様の支障事例が生じている。 

○行政記載欄の使用目的が明らかでないにもかかわらず、記入には一定の作業時間を要しており、事務負担

が大きい 

○医療機関において難病 DB への登録が進んでおらず、より一層の利用促進が必要 

○令和６年度新規申請が約 4,000 件、更新申請が約 22,000 件程度あり、提案県と同様に手入力で作業をして

いることから、事務負担が大きくなっているところ 

 

各府省からの第１次回答 

臨床調査個人票の行政記載欄は、データベースを活用した研究利用の促進等を目的として設けているものであ

り、その必要性や地方公共団体の事務負担の観点を踏まえつつ、検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
125 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 11_総務 

 

提案事項（事項名） 

ぴったりサービスの入力フォームにおける機能拡充 

 

提案団体 

栃木県、群馬県 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

ぴったりサービスの入力フォームにおいて、以下の機能を地方自治体の選択により導入可能とすること 

①ソフトウェアキーボードについて、項目に適したキーボードを設定できるようにするとともに、これに即した入力

であることが表示されるようにする 

②マイナンバーカード裏面に記載のマイナンバーをスマートフォンのカメラで読み取り、入力フォームに反映する 

 

具体的な支障事例 

当県では、特定医療費（指定難病）医療費及び小児慢性特定疾病医療費の支給認定申請について、ぴったりサ

ービスを活用した電子申請（書かない窓口含む）を令和７年度から順次導入しようとしているところである。 

現在入力フォームを作成しているところであるが、その中で、以下の支障があることが判明した。 

①「郵便番号」「電話番号」「メールアドレス」「個人番号」等、入力文字が英数等に限定される項目について、通

常の日本語入力用ソフトウェアキーボードが表示され全角文字や平仮名等も入力できてしまい、「次へ進む」を

押下した段階で初めて入力エラーとなる。 

→英数字の入力を求める項目においては英数字入力用キーボードを表示させるなど、自治体において各項目

の入力内容に適したソフトウェアキーボードを表示設定できるようにすべき。 

②特定医療費（指定難病）医療費及び小児慢性特定疾病医療費の支給認定申請においては、申請者が属する

世帯全体の所得や申請者が属する健康保険の被保険者の範囲を確認する必要がある。 

当県においては、電子申請の導入と同時に、これらの情報をマイナ情報連携により取得することとしており、申

請者が電子申請画面にて世帯員のマイナンバーを手入力することになるが、英数字入力用キーボードが表示さ

れない中、12 桁の数字を手入力することになり、入力ミスの増加、誤った情報照会を実施するリスクが増加す

る。 

→マイナンバーカード裏面に記載のマイナンバーをスマートフォンのカメラで読み取り、入力フォームに反映する

機能（OCR）を導入すべき。 

（補足的な支障事例、想定される効果） 

・近隣県における令和６年度の対象件数は、新規申請が約 2,500 件、更新申請が約 15,300 件である。 

・提案内容は、ぴったりサービス利用者に対する入力誤りの防止や利便性の向上が期待できる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

令和７年度以降に導入するものであるので現時点では住民等からの意見はないが、書かない窓口の受付を担

う健康福祉センター・保健所職員に検討用の入力フォームを示したところ、左記２点は書かない窓口用の 13 イ

ンチタブレットでも入力上のストレスになり、まして申請者が自宅でスマホにより入力する場合は、多大なストレス

がかかるのみならず、マイナンバー等の入力誤りが増加するだろうとの意見が多かった。 



 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

申請者にとっては、適切なキーボードが表示されることにより入力ミスが防がれ、入力時のストレスが削減され

る。このことは、電子申請の利用増加につながる。 

行政にとっては、申請者からの問合せの減少、入力ミスの内容確認の減少につながるとともに、電子申請の利

用増加（＝紙申請の減少)により申請内容のシステム手入力が削減される（別途電子申請データの業務システ

ムへの自動登録を導入予定のため）。 

 

根拠法令等 

ぴったりサービスの仕様及び標準様式の各項目 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、花巻市、川崎市、富士市、亀岡市、宮崎県 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

令和８年度にぴったりサービスの後継サービスとなる次期オンライン申請サービスのリリースを予定しており、次

期オンライン申請サービスにおいて利用者体験の向上を目指す中で自治体が選択した電話番号やメールアドレ

ス等の入力項目の種類に応じて利用者側で最適なソフトウェアキーボードが表示されるような改善を検討してま

いりたい。 

また、世帯員のマイナンバーの入力誤りを防止する方法については、利用者体験や申請者本人以外の情報を

取得することによる制度面の調整など、様々な観点で検討していく必要があると認識しており、利用者の意見も

聞きながら、OCR による入力方法が最適かどうかも含めて検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
128 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 12_その他 

 

提案事項（事項名） 

介護保険事業状況報告における都道府県経由事務の廃止 

 

提案団体 

青森県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

介護保険事業状況報告における都道府県経由事務を廃止すること。 

 

具体的な支障事例 

【現行の制度について】 

介護保険事業状況システムを通して提出された各市町村（保険者）の回答を都道府県で一度取りまとめし、厚

生労働省へ報告する方法となっている。 報告として、月単位での数値を報告する月報と年間での数値を報告す

る年報がある。 

本調査においては、県独自の調査項目はなく、市町村の数字の積み上げのみとなっており、基本的には各住民

基本台帳等から抽出されたデータを基に回答しているので、都道府県側は数字の正誤の確認はできない。 

そのため、県の関与は単なる経由事務（提出期限のリマインド等）であり、全体として非効率な事務執行体制と

なっている。 

【支障事例】 

報告するにあたり、①市町村（保険者）は翌月期限までに介護保険事業状況システムを通じて県にデータを提

出、②都道府県は提出されたデータを確認し、必要に応じ修正・コメント記載を市町村に依頼、③市町村のデー

タがすべて揃ったら、都道府県はデータを合算して、翌月期限までに厚生労働省へ提出、という一連の作業が

発生する。 

【支障の解決策】 

総務省の「調査・照会（一斉調査）システム」等の既存システムを活用し、国から全自治体へ一斉に周知し、市町

村から国へ回答ができることを求めことが可能と考える。 また、一斉調査システムを活用すれば、都道府県は

市町村が回答した内容を見ることができるので、都道府県事務を廃止しても問題ない。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

国と市町村の間で直接的に調査を行うことで、全体として効率的な事務執行体制が確立でき、県の人的資源の

有効活用にも繋がる。 

 

 

 



根拠法令等 

平成 28 年４月 28 日老発 0428 第１号厚生労働省老健局長通知  

「介護保険事業状況報告（月報・年報）について」 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、福島県、大田原市、燕市、兵庫県、高知県、伊佐市 

 

○県は取りまとめのみであり、一斉調査システムによる提出で問題ない。 

 

各府省からの第１次回答 

介護保険事業状況報告は都道府県経由で行っており、現在、管内市町村への依頼や提出状況の管理等の役

割を都道府県に担っていただいているが、報告の依頼や提出方法等について、都道府県の負担軽減を図る方

策について検討を進めてまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
131 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

ひとり親家庭及び重度心身障害者に対する医療費助成の現物給付化における国民健康保険の減額調整の廃

止 

 

提案団体 

佐賀県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバーカードを活用し、全国で、医療費助成の現物給付化を可能にする仕組みの構築に向けて、ひとり親

家庭及び重度心身障害者に対する医療費助成の現物給付化に係る国保ペナルティを廃止すること。 

 

具体的な支障事例 

こどもの医療費助成については、令和６年度から国保の減額調整の対象外されたが、ひとり親や重度心身障害

者助成は従来どおり減額調整の対象となっている。 

当県では、ひとり親家庭及び重度心身障害者に対する医療費助成は、減額調整の対象外となる償還払い方式

を取っており、利用者の一時的な窓口負担や償還手続など負担が重い。このため、事務負担の軽減及び住民

サービスの向上を目指し、ひとり親家庭及び重度心身障害者に対する医療費助成の現物給付化を検討したい

が、当該方式は減額調整の対象となるため、現物給付化への阻害要因となっている。 

また、規制改革実施計画（令和５年６月 16 日閣議決定）及びフォローアップにおいて、こども医療費助成事業の

対応状況を踏まえ、その他の地方単独事業についても徐々に現物給付方式を進めようとしているところ、当該

方式を行うことで減額調整の対象となることには制度の不合理性が残る。 

なお、国（厚生労働省）においては、医療費助成オンライン資格確認システム改修等への補助をはじめ、マイナ

ンバーカードを使った利便性向上を図るための取組を推進しているものの、償還払い方式の医療費助成を行っ

ている自治体にとってはシステム改修等を行うメリットが乏しいことなどから、取組が進んでいない状況。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

県議会における、ひとり親や重度心身障害者に対する現物給付化の要望や、こども医療費を県境に関係なく現

物給付で受けられる環境の整備を求める要望 

市長会において、ひとり親や重度心身障害者に対する現物給付化に向けた、国保ペナルティに対する県の財政

的支援を求める要望 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

ひとり親及び重度心身障害者の医療費助成について、地方自治体の現物給付化が可能となり、住民の一時的

な窓口負担や行政への償還手続を行う負担がなくなる。 

マイナンバーカードを使って、全国で、医療費助成の資格確認や現物給付化が可能となり、いつでも、どこでも

安心して医療サービスを受けられる仕組みの構築が促進される。 

 



根拠法令等 

国民健康保険の調整交付金等の交付額の算定に関する省令第４条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、花巻市、宮城県、仙台市、ひたちなか市、伊勢崎市、横浜市、川崎市、長野県、岐阜県、滋賀

県、大阪府、羽曳野市、兵庫県、大野城市、熊本市、沖縄県 

 

○医療費助成に係る現物給付化の推進と、それに伴う国保の減額調整は、国保財政を圧迫する非常に大きな

問題である。地方自治体にペナルティを与えるために、別の制度である国民健康保険において、国が支払うべ

き負担金を減額するという仕組みは、速やかに廃止するべきである。 

○当市の地方単独事業は、現物給付のため、国庫負担金が減額されている。 

○当県では、子ども、ひとり親家庭及び重度心身障害者に対する医療費助成は全て現物給付としている。子ど

も医療費助成と同様に、ひとり親家庭及び重度心身障害者医療に対しても国庫負担減額調整措置を撤廃する

こと。 

○当県では、ひとり親家庭及び重度心身障害者に対する医療費助成は、減額調整の対象外となる償還払い方

式を取っており、利用者の一時的な窓口負担や償還手続など負担が重い。また、妊産婦に対する医療費助成

は、妊産婦の負担軽減のため現物給付としており、減額調整の対象となっている。利用者の負担軽減、全国統

一しての制度構築に向け、医療費助成の現物給付化に係る国保ペナルティの廃止を検討していただきたい。 

○医療費助成の現物給付化は、子育て世帯や障がい者に対する経済的負担の軽減になるとともに、本提案に

ある調整交付金の減額ペナルティの廃止は、当市の財政健全化と住民サービスの向上に寄与するため。 

○当市では、重度障害者・子ども・ひとり親家庭等の医療費助成を実施しているが、国庫負担金の減額措置に

よって約 15 億円の国費が減額され、その減額分は市費（一般財源）にて補填しているため当市の財政負担は

大きい。このことから、毎年度、国民健康保険の国庫負担金を減額措置の廃止について当市独自に要望してい

る。 

【内訳（令和５年度）】 

重度障害者医療費助成：1,331,408 千円 

小児医療費助成：65,634 千円 

ひとり親家庭等医療費助成：90,027 千円 

○国保の方のみ一時的な負担や償還払いの申請が必要であるため、利便性に差が生まれている。国保につい

ても現物給付が可能となれば、市民の負担や償還手続きを行う負担がなくなる。日頃、受給者からも手続きの

簡素化を求める声が聞かれる。 

○当団体では最重点要望において要望している。令和６年度より 18 歳未満のこども医療費助成については国

民健康保険の国庫負担金の減額措置を行わないこととされたことを踏まえ、地方単独事業の実施に伴う国民健

康保険の国庫負担金減額措置については、直ちに全面廃止するべきだと考えている。 

 

各府省からの第１次回答 

国民健康保険の減額調整措置は、自治体が行う医療費助成により、患者の窓口負担が軽減される場合に、そ

の結果、増加する医療費分は、他の自治体との公平の観点から、当該自治体が負担すべきとの考えの下、増

加した医療費分に相当する国費を減額調整する仕組みである。 

ひとり親家庭や重度心身障害者に対する医療費助成に係る減額調整措置を廃止すべきとのご指摘について

は、 

・自治体による独自の医療費助成は、例えば対象となる疾病等の範囲や所得制限、一部自己負担の有無など、

自治体ごとに内容に差があること、 

・加えて、減額調整措置の廃止が国民健康保険の財政に与える影響 

等を十分考慮する必要があり、慎重な検討を要するため、現時点での廃止は困難と考えている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
132 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 01_土地利用（農地除く） 

 

提案事項（事項名） 

離島活性化交付金等事業計画の廃止等 

 

提案団体 

佐賀県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

離島活性化交付金等事業計画について、廃止または離島振興法施行令第４条に規定する各事業の交付金等

の申請時に作成する事業計画書との一体的策定ができるよう見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

離島振興法第７条の２で作成が規定されている「離島活性化交付金等事業計画」は、都道府県が定める離島振

興計画に基づく事業又は事務を実施するための計画であり、離島振興計画とは別に作成を要しており、実質的

に離島活性化交付金を活用する前提条件となっている。離島振興計画は５年毎に見直しをしているが、離島活

性化交付金等事業計画は毎年度の新規事業の追加や廃止事業の除外、それに伴う事業所管課における更新

事務等の負担が生じている。さらに、離島活性化交付金を活用しようとする場合、各交付金等の要綱等に従い、

別途、事業の詳細や KPI（数値目標）を設定した計画書等の作成が必要であり、離島活性化交付金等事業計画

をそれらの計画書と別に運用する意義が薄い。また、効率的・効果的な計画行政に向けた指針であるナビゲー

ション・ガイド（令和５年３月閣議決定）の趣旨からも見直しが必要である。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

県、市の手続きの簡素化により、事務負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

離島振興法第７条の２、第７条の３、離島振興法施行令第４条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

福岡県 

 

― 

 



各府省からの第１次回答 

離島活性化交付金等事業計画は、各都道府県が離島振興計画に基づき離島振興対策実施地域の活性化に資

する事業等を実施するために作成することができる計画であり、平成 24 年の議員立法による離島振興法の改

正において、交付金制度を法律上位置づける際に立法府の意思として規定されたものである。具体的には、離

島活性化交付金等事業計画に、対象とする事業等に関する事項、計画期間、目標等を記載するなど、都道府県

が離島の活性化に資するソフト施策等の全体像を計画上明らかにした上で、離島振興法第 7 条の３において、

同計画に基づく事業の実施に対して、国が交付金等を交付できる旨が規定されている。これにより、離島振興施

策の総合的かつ着実な推進を担保していることから、本計画を廃止することはできない。 

一方で、実際に交付金等を交付するに当たっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律等の規

定が適用になるが、要望にある事業主体である都道県又は市町村が交付金等の申請のために作成する計画

書等の書類は、事業所管大臣が、交付金等の不正な使用の防止等の観点から、交付金交付要綱に基づき、事

業ごとに、事業費を含めた事業の詳細等を把握するものであり、事業所管大臣が交付金等の交付を判断するた

めに必要不可欠な書類である。 

以上のように、両計画はその性格が大きく異なり、また作成主体も異なることから、一体的に作成することは実

務上難しいものと考える。一方で、双方の計画等の作成に際して、必要があれば記載事項の転記・引用等を行

う等の作成事務の合理化は、現行制度上も可能である。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
136 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

児童扶養手当、特別児童扶養手当における、職権処理が出来る業務の拡充 

 

提案団体 

米子市、鳥取県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

児童扶養手当、特別児童扶養手当の受給資格者について、氏名変更、住所変更及びそれに伴う所得状況（扶

養義務者）の変更を公簿で確認出来た場合、届出がなくとも職権での処理を可能とするよう見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

昭和 48 年児企第 28 号第８問 10（通知）において、職権で処分できる範囲について「支給要件に該当していな

い事実が戸籍謄本等の公簿等により確認できるときである。」と示されている。 

【支障事例】 

現在、資格喪失に関する部分のみ職権で処理できるとなっているため、氏名変更や住所変更の確認を公簿でで

きた場合、受給資格者本人に手続きを促しているが、多くの時間と手間がかかっている。受給資格者には届出

をお願いしているものの、なかなか手続きをしていただけない方も少なくなく、手続きが滞ってしまう現状がある。

また、届出を促すために返信用封筒を添付して郵送する場合もあり、その分の余分な費用が発生していることも

大きな問題である。 

さらに、受給資格者からは「同じような手続きを何度もしなければならない」という不満の声が寄せられている。 

【制度改正の必要性】 

届出を出すだけの簡単な手続きにもかかわらず、その案内に手間や費用をかけなければならない現状がある。

手続きをしていただけない方も少なくなく、対応に時間とコストがかかっているのが実情である。こうした無駄な負

担を減らすために、より効率的な方法を検討する必要がある。 

【支障の解決策】 

公簿で氏名変更や市内転居等が確認できた場合、電話などで受給資格者本人に（公簿の内容と実態が一致し

ているか等）確認ができれば届出がなくとも職権処理が可能となれば、手続きをしていただけないため処理がで

きないという問題が解消され、郵送にかかる費用も不要となり、より効率的に対応できるようになる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

受給資格者からは、「市民課でしっかり手続きしたのだから、その情報を共有してほしい」「同じ市役所内で何度

も同じ手続きを繰り返しさせないでほしい」という意見を頂いている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

氏名変更や住所変更、それに伴う所得状況の変更について、公簿で確認できる場合に職権で処理できるように

なれば、受給資格者が手続きをしないために変更処理が滞ることがなくなる。これにより、受給資格者に繰り返



し同じ手続きをお願いする必要がなくなり、手続きの負担が軽減される。 

さらに、手続きを促すためにかかっていた手間や時間が削減され、業務が効率化されるとともに、郵送費用も削

減できるため、無駄なコストを抑えることができる。 

 

根拠法令等 

昭和 48 年５月 16 日児企第 28 号第８問 10 

（こども家庭庁支援局家庭福祉課作成）児童扶養手当事務処理マニュアル令和６年 11 月版 P147 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、宮城県、仙台市、多賀城市、ひたちなか市、長野県、豊田市、滋賀県、豊中市、茨木市、養父市、宍粟

市、春日市、佐賀県、大村市、特別区長会 

 

○児童扶養手当は、氏名変更等職権にて行っていない為、受給者へ連絡し、提出の指導を行うが、受給者が忘

れてしまったり、そもそも連絡を取れない等時間を要する。特別児童扶養手当では、同様の事象が発生した際、

受給者が外国人だったため、意思疎通を取るのが難しく、来庁するまでに時間を要した。 

○提案団体が示すように氏名変更や住所変更を公簿で確認できる場合に職権で処理できるようになれば、受給

資格者の来庁の負担を軽減させることができ、あわせて、市の業務効率化を図ることができる。 

○変更に伴い必要な情報が公募で取得可能な場合は、受給資格者の手続きに係る負担軽減のため、職権で処

理できる範囲の拡充を提案したい。 

○職権でできることは迅速な処理につながる。 

○申請者の負担が軽減するほか、市の事務負担が軽減も図られる。 

○市民への連絡等、手続きが完了するまでに手間が多い。市民には区民課での手続きと同様の手続きをしても

らうことになるため、市民にとっても手間である。 

 

各府省からの第１次回答 

児童扶養手当については、転居等の実態に応じて、その機会に必要な手続きや相談支援を行っており、受給者

にとって転居に伴う手続きを省略することのデメリットが大きいと考えられるところ。 

そのため、職権での処理を可能とするかどうかについては、職権で対応できる範囲を拡大する場合の課題や問

題の有無等について、各自治体の見解等を調査し、その結果等を踏まえて検討してまいりたい。 

同様に、特別児童扶養手当の手続きについても、職権で対応できる範囲を拡大する場合の課題や問題の有無

等について、各自治体の見解等を調査し、その結果を踏まえて検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
140 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

障害者控除認定事務に係る事例の共有 

 

提案団体 

燕市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、財務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

障害者控除に係る、精神又は身体に障害のある年齢六十五歳以上の者で、その障害の程度が知的障害者又

は身体障害者に準ずるものの認定（以下、「障害者控除認定」という。）について、市町村における円滑かつ効率

的な認定事務の支援として、マニュアルや事例集等で、認定実例や事務負担・市民の申請負担の軽減に向けた

取組事例など、認定事務の事例を広く共有いただくこと。 

 

具体的な支障事例 

障害者控除認定の判定にあたっては、多くの自治体が要介護認定に要した調査票や主治医意見書を用いてい

るが、そのどちらを重視するか等の認定基準は自治体により異なる。また、介護認定調査に係る情報に基づい

た認定にあたっては介護保険システムと障害者控除事務をシステム連携するなど、事務の効率化を図ることに

より市民の来庁不要で認定書を発行している自治体もあれば、市民の申請主義としている自治体もある。 

以上のように、障害が同程度であっても、居住地によって受けられる行政サービスに差があるほか、自治体の

事務も十分に効率化されているとは言い難い状況となっている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

県内 A 市と当市の障害者控除認定基準を比較した場合、両市ともに、要介護認定調査項目の「障害高齢者の

日常生活自立度」は要件となっている一方で、A 市では要介護度１以上も要件となっているなど、障害者控除認

定基準は自治体によって異なっている。 

また、当市では、障害者控除認定事務と介護保険システムを連携するなど、要介護認定調査の状況等を勘案し

て効率的に障害者控除対象者の抽出を行うほか、来庁不要で障害者控除認定書を発行しているが、そうした事

務連携が行えてない自治体においては、市民の来庁による申請や個別の認定審査等を行うなど、市民・自治体

双方に負担が生じている。 

障害者控除認定に際し、多くの自治体が要介護認定調査に要した情報を参考にしている状況や、自治体により

認定基準が異なる現状を踏まえると、効率的な障害者控除事務には、当市のような介護保険システムとの連携

に留まらず、多様な実務事例・ノウハウの共有が欠かせないものと考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市町村実務担当者会議等により自治体の横連携は行っているところであるが、障害者控除認定実務に係る全

国の多様かつ具体的な実例・ノウハウ等を国から広く周知・共有いただくことは、自治体の障害者控除認定事務

見直しにも繋がり、自治体の事務負担や行政コストの削減はもとより、市民の負担軽減や居住地によらない公

平なサービス提供に繋がるものと考える。 



 

根拠法令等 

所得税法第 79 条、所得税法施行令第 10 条、地方税法第 23 条、第 34 条、第 342 条の２、地方税法施行令第

７条、第７条の 15 の７、第 46 条、第 48 条の７、老齢者の所得税法上の取扱いについて（昭和 45 年６月 10 日

付け厚生省社会局長通知）、老齢者の所得税、地方税上の障害者控除の取扱いについて（平成 14 年８月１日

付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課・老健局総務課通知） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、西尾市、大阪市、堺市、大野城市 

 

○当課では障害者控除の認定を行う担当課に要介護認定の調査票や主治医意見書を紙媒体で提供している

ため、システムを連携すれば紙媒体でのやり取りが不要になり、業務を効率化できると思われる。 

○当市では市民の申請主義としているが、事務の効率化を図る観点から来庁不要で認定書を発行している自

治体もあり、障がいが同程度であっても、居住地によって受けられる行政サービスに差があるほか、自治体の事

務も十分に効率化されているとは言い難い状況となっている。 

○当市において、障害者控除認定の基準を設けているが、自治体によって認定基準が異なることもあり、それに

よって税の算定に不公平が生じることになる。本提案にあるとおり、認定事務の事例等を広く共有されることで、

自治体職員の事務負担軽減はもとより、市民の申請手続きに係る負担軽減や居住地によらない公平なサービ

ス提供に繋がるものと考える。 

 

各府省からの第１次回答 

所得税及び地方税上の障害者控除の認定事務については、「老齢者の所得税、地方税上の障害者控除の取

扱いについて」（平成 14 年８月１日付厚生労働省事務連絡）を参考に実施いただいているところ。 

当該事務の事例の周知については、自治体における当該事務の実施方法を把握しつつ、その方法について検

討して参りたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
143 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

特別児童扶養手当等の所得額の記載を不要とすること 

 

提案団体 

愛知県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則（以下「規則」という。）第４条に基づき、毎年、規則に定める

特別児童扶養手当所得状況届（以下「所得状況届」という。）を受給者が提出しなければならない。 

所得状況届には個人番号（マイナンバー）を記載する欄の他、受給者や配偶者、扶養義務者の所得額を記載す

る欄があるため、個人番号（マイナンバー）とともに所得額も記載する必要がある。 

情報連携により所得額を把握できることから、所得額の記載を不要とするよう様式の見直しを求める。 

また、規則第１条に規定する特別児童扶養手当認定請求書、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に

関する省令第２条、第５条及び第 15 条に係る障害児福祉手当所得状況届並びに特別障害者福祉手当所得状

況届も同様の見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

県で情報連携により所得額を把握できるにもかかわらず、所得状況届等に個人番号（マイナンバー）とともに所

得額も受給者が記載する必要がある。 

様式上は受給者が所得額を記載することになっているが、実態は課税証明書を添付しないため受給者が自力

で記載することは困難で、代わりに市町村職員が課税情報を確認している。 

また、所得状況届は届出期間が１か月間であることから、毎年短期間に多数の届出があり、市町村の負担が大

きくなっている。市町村で事務に１件あたり３分かかるとした場合、県内の多い市だと 750 件程度の届出がある

ため、37.5 時間（３×750÷60）の業務が軽減されると考えられる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

所得状況届等の所得額の記入を省略することで、申請者の負担軽減とともに、市町村の事務量の削減に繋が

る。 

 

根拠法令等 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省

令 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、仙台市、上尾市、船橋市、柏市、長野県、茨木市、西宮市、養父市、宍粟市、春日市 

 

○新規の認定請求の進達を行う際、所得部分の記入不備等で府より返却があり、市において、訂正して再送す

る。という流れになるため時間を要する。 

○特別児童扶養手当に係る所得状況届について、短期間で約 800 件程度の届出があり、書類の発送準備から

届出期間における事務負担が増大している。 

○受給者約 500 人の課税情報を約１か月の間で補記することで、業務負担が生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

特別児童扶養手当等の所得状況届や認定請求書の所得額の記載を不要とする場合の課題や問題の有無等に

ついて、各自治体の見解等を調査し、その結果を踏まえて検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
144 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

高齢者虐待通報における明らかに自立した高齢者への対応方法の見直し 

 

提案団体 

特別区長会 

 

制度の所管･関係府省 

警察庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

警察庁生活安全局長、警察庁長官官房長、警察庁刑事局長から、令和４年 12 月 15 日付で各都道府県警察の

長あてに通達された「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律の施行を踏まえた高

齢者虐待事案への適切な対応について（通達）」（警察庁丙人少発第 21 号、丙教厚発第 109 号、丙生企発第

122 号、丙刑企発第 69 号、丙捜一発第 12 号）を修正するとともに、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対

する支援等に関する法律」において、虐待を受けた 65 歳以上の高齢者のうち、明らかに自立した者については

他法の管轄に通報や案内をするよう、周辺法（DV 法、刑法、民法等）を整備し、その結果を警察をはじめとする

周辺法を管轄する省庁に周知すること。 

 

具体的な支障事例 

65 歳以上の高齢者については、法に則り虐待通報受理後に事実確認を行うが、警察等関係機関からの通報の

多くは被害にあった高齢者が養護される必要のない（たとえば就労中の方等）自立した高齢者が含まれる。国通

知に基づく警察からの通報では、被害にあった高齢者自身が事実確認に応じなかったり、DV 法のシェルターな

ど明らかに他法の支援領域に合致する事が多く、支援機関の変更等が発生することで高齢者自身の負担も増

すことが散見している。 

判断に迷う状態の高齢者については高齢者虐待として対応するが、地域包括支援センターの負担が増している

現状の中で、明らかに自立した高齢者についても高齢者虐待防止法で謳っている事実確認や養護者支援の対

応をすることでさらに負担が増している。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

被害にあって警察に通報をした本人に対し、地域包括支援センターが事実確認のために連絡をすると、連絡し

てきたことに対して不満を持ち、事実確認自体を拒否されてしまうことが多々ある。事実確認自体が困難となる

ことで地域包括支援センターの負担が増し、時間がとられ他の業務にも支障をきたしている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

現行の通達内容に、明らかに自立した高齢者を高齢者虐待防止法の対象外とし、65 歳以上でも自立した高齢

者は DV 法等で対応することを明記し、修正した内容を通達をすることで、自立した被害者は適切な支援機関に

つながる。DV 支援機関や法テラスなどの支援が必要な自立した被害者であれば、被害者の希望によって、シェ

ルターに避難したり、弁護士に代理行為を依頼するなど早急な対応につながることができる。また、支援が不要

な被害者であれば、本人の望まない介入を避けることができる。結果として、被害にあった高齢者も警察も地域

包括支援センターや自治体職員も負担が軽くなり業務の効率化につながる。 



 

根拠法令等 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

老人福祉法 

障害者虐待防止法 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

刑法 

民法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、盛岡市、花巻市、木更津市、川崎市、相模原市、海老名市、名古屋市、小牧市、高知県、熊本市 

 

○当市においても、自立した高齢者の夫婦間において発生した喧嘩の延長による事案（双方が被害者であり加

害者）が多数通報され、対応に苦慮している。 

○当市では、警察からの通報受理件数に対して、ほとんどが非虐待として判断されている。その非虐待として判

断された件数の内、自立高齢者の割合が多くを占めている。自立高齢者であっても受理会議で虐待判断を行う

必要があり、業務負担が増えている。また、担当包括は非虐待判断であっても自宅訪問で確認する等の業務も

行っており、負担は大きい。自立高齢者については DV 法等の別法律で管轄する必要があると考える。 

○当市でも 65 歳以上の高齢者については、法に則り虐待通報受理後に事実確認を行うが、警察等関係機関

からの通報の多くは被害にあった高齢者が養護される必要のない自立した高齢者が含まれる。警察からの通報

では、被害にあった高齢者自身が事実確認に応じなかったり、DV 法のシェルターなど明らかに他法の支援領域

に合致する事が多く、支援機関の変更等が発生することで高齢者自身の負担も増すことが散見している。判断

に迷う状態の高齢者については高齢者虐待として対応するが、地域包括支援センターの負担が増している現状

の中で、明らかに自立した高齢者についても高齢者虐待防止法で謳っている事実確認や養護者支援の対応を

することでさらに負担が増している。 

○当市においても提案団体と同様の支障事例があり、明らかに自立した高齢者については他法の管轄に通報

や案内をするよう、周辺法（DV 法、刑法、民法等）の整備が必要であると考える。 

○明らかに自立した高齢者の場合でも虐待通報事案として報告が入り、事実確認を行っている。 

 

各府省からの第１次回答 

現行の高齢者虐待防止法において、養護、被養護の関係にない 65 歳以上の夫婦間での暴力等については対

象としていないが、発見及び相談・通報段階では、「現に養護する者」であるかの判断が難しいケースもある。こ

のため、警察も含め通報者に対して、「明らかに自立した高齢者」かどうかの判断を求めることは難しく、一律に

法令上の虐待通報対象から外すことは、高齢者の権利利益の擁護や高齢者虐待の早期発見・早期対応の施

策を推進するという法の目的・趣旨からも適切とはいえないと考える。 

また、国マニュアル（※）において、相談・通報の受理段階では、まずは「養護者による高齢者虐待」事案として事

実確認等を行ったうえで、事案に応じて適切に、高齢者虐待防止法の取扱いに準じた対応や DV 防止法の所管

課等へつなぐ等の対応が必要であることをお示ししているところ。 

警察においては、上記法の目的・趣旨に基づいた警察庁通達に沿った通報をしているところであるが、市町村

等において、より柔軟な通報受理等の連携が図られるよう、虐待対策所管部局に対して、国マニュアルの内容

や警察が通報の判断に迷う場合に、市町村等と相談の上対応している等の参考例等を周知してまいりたい。 

（※）厚生労働省老健局「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」（令和７年３

月） 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
146 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

MRI 搭載車移動式医療装置を共同所有する場合の取扱いの明確化 

 

提案団体 

赤平市、芦別市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

MRI 搭載車移動式医療装置を用いた場合についても診療報酬が算定できるよう、取扱いの明確化を求める。 

①MRI 搭載車移動式医療装置を共同所有した場合であっても診療報酬の対象となることとし、取扱いを明確化

する。（診療報酬の告示に共同所有の MRI 搭載車移動式医療装置を使用した場合の項目を追加、診療報酬の

通知に共同所有の MRI 搭載車移動式医療装置を届け出た場合の算定要件を追加、施設基準の通知に共同所

有の MRI 搭載車移動式医療装置であっても基準を満たす旨を追加及び安全管理責任者の設置方法について

明確化など） 

②MRI 搭載車移動式医療装置の使用前検査及び使用許可の取扱いを明確化する。 

 

具体的な支障事例 

MRI は高額であり、単独での導入が困難な病院も多い。地方では病院が少ないため、近くの病院で MRI が導入

されていない場合、自宅から離れた病院に行って診療を受ける必要があり、患者にとって大きな負担となってい

る。 

MRI 搭載車移動式医療装置を複数の病院で共同所有することにより、単独では MRI を導入できない病院にお

いても MRI を用いた診療が可能となるが、MRI 搭載車移動式医療装置を導入した場合の診療報酬算定等の制

度設計がなされておらず、導入に当たっての障壁となっている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

MRI 搭載車移動式医療装置が普及することにより、患者が近くの病院で MRI を用いる診療を受けることができ

るようになり、患者の負担が軽減し、地域医療の質が向上する。 

 

根拠法令等 

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて第 34CT 撮影及び MRI 撮影の施設

基準 

医療法施行規則第１条の 14 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、燕市、高松市、熊本市 

 

○①点検や故障対応されない機器を使用することのないよう「医療機器に係る安全管理のための体制確保に係

る運用上の留意点について※」の遵守を診療報酬の要件にする。 

※医政地発 0612 第１号平成 30 年６月 12 日 

https://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/i-anzen/hourei/dl/180612-1.pdf 

②共同所有の医療機器について使用前検査、使用許可の取り扱いを決めるだけでは不十分。（共同所有の医

療機器についての取扱と、MRI 搭載車移動式医療装置についての取扱は切り分けて整理すべき。）医療法※

で、医療機器の「共同“所有”」については定めが無く、共同“所有”された医療機器が点検や修理されずに使用

される可能性が高い。医療機器の「共同“所有”」について整理したうえで、②の内容について取り扱いを明確化

すべき。 

※医療法（昭和 23 年法律第 205 号。以下「法」という。）第６条の 12 及び医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令

第 50 号。以下「規則」という。）第１条の 11（病院、診療所又は助産所（以下「病院等」という。）の管理者が講ず

べき医療機器に係る安全管理のための体制確保） 

 

各府省からの第１次回答 

MRI 搭載車移動式医療装置を用いた場合の診療報酬上の取扱いについては、医療法における医療提供施設

及び医療機器の取扱い等の整理を踏まえて、必要に応じて、中央社会保険医療協議会において議論してまいり

たい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
147 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

理学療法士等の介護施設等への訪問リハビリテーションを可能とすること 

 

提案団体 

赤平市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士（以下「理学療法士等」という。）による特別養護老人ホームへの訪問リ

ハビリテーションを可能とする。 

併せて、診療報酬上の疾患別リハビリテーション料の施設基準における理学療法士等の配置要件を緩和し、医

療機関から特別養護老人ホームへの訪問リハビリテーションを可能とする。 

 

具体的な支障事例 

過疎地域をはじめ、地方では理学療法士等の専門職員の人材が不足しており、高齢者施設等の運営の維持・

継続が困難となってきている。特別養護老人ホームでは理学療法士等を配置できず、看護職員が訓練指導員

を兼務し、リハビリテーションを行っている場合がある。看護職員は、機能訓練のノウハウを持ち合わせているわ

けではなく、また、看護師としての業務に日々忙殺されている。しかし、過疎地域では理学療法士等の有資格者

が少ないことから、看護職員とは別に訓練指導員を配置することが難しい。 

一方で、病院に勤務する理学療法士等については、リハビリテーションを行っていない空き時間が発生する場合

があるが、特別養護老人ホームへの訪問リハビリテーションを行うことは制度上できない。また、病院内で理学

療法士等がリハビリテーションを実施する場合、診療報酬上の疾患別リハビリテーション料を算定することがで

きるが、疾患別リハビリテーション料の施設基準では、理学療法士等を専従で配置することが求められているも

のがあり、当該理学療法士等が訪問リハビリテーションを実施することはできない。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

病院の理学療法士等による特別養護老人ホームへの訪問リハビリテーションを可能とすることで、理学療法士

等が不足する特別養護老人ホームにおいて、より質の高いリハビリテーションを実施できるようになる。また、過

疎地域での人材不足解消の解決策の１つとなる。 

 

根拠法令等 

介護保険法第８条第２項及び同条第５項 

指定介護老人保健福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（厚生省令）第 13 条第８項、第 43 条第９項 

特別養護老人ホーム等における療養の給付（医療）の取り扱いについて 



特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

大空町、花巻市、熊本市 

 

○当市における病院勤務の理学療法士等については、余剰人員及び余剰時間はないものと認識しているが、

特別養護老人ホームにおける専門職の確保が困難な状況であり、質の高いサービスを提供するため、制度改

正は有効である。 

 

各府省からの第１次回答 

特別養護老人ホームについては、運営基準省令において、「入所者に対し、その心身の状況等に応じて、日常

生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を防止するための訓練を行わなければならない。」と規定し

ており、この実施のため、機能訓練指導員の配置を必須としているところであり、訪問リハビリテーションを実施

可能とすることは、こうした機能との重複等の観点から、困難と考えております。また、現行制度においても、充

実した機能訓練を促進する観点から、リハビリテーションを実施する事業所の理学療法士等の外部の専門職の

助言に基づき、個別機能訓練計画の作成等を行い、機能訓練を実施した場合に介護報酬の加算で評価を行っ

ているところであり、こうした加算の活用を通じ、高齢者の自立支援・重度化防止に資する機能訓練の提供が適

切に行われることが重要と考えております。また、診療報酬における算定要件や施設基準については、医療の

質・安全性の担保を鑑みて基準を設定しているところであり、こうした観点から、緩和は困難だと考えておりま

す。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
151 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

後期高齢者医療保険料の特別徴収において複数の年金合算額から徴収可能とすること 

 

提案団体 

豊田市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

後期高齢者医療保険料の特別徴収にかかる対象年金について、複数の年金を受給している場合、複数の年金

を合算した額での判定ができるよう見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

後期高齢者医療保険料は、原則、年金からの特別徴収で納付することになっているが、年金から特別徴収がで

きる条件として、後期高齢者医療保険料と介護保険料の合算額が、年金支給額の２分の１以下でないと特別徴

収できない。また、複数年金を受給している場合は、優先する年金順位が規定されており、その優先順位の高

い年金のみで２分の１の判定を行っている。それを上回った場合は、年金からの特別徴収ができない。 

【支障事例】 

令和６年度において保険料が「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一

部を改正する法律」等の影響により大きく引き上がり、多くの対象者が２分の１要件を上回り、特別徴収から普

通徴収に切り替わった。実際、当市の令和６年度保険料額決定通知において、被保険者 57,338 人のうち、

2,273 人が強制的に普通徴収に切り替わってしまった。 

【今後の背景及び提案理由】 

令和８年度以降も子ども・子育て支援法改正等により保険料の引き上げが見込まれ、普通徴収に切り替わる人

数の増加が想定される。将来にわたり、現行の制度が維持できるよう制度設計を見直す必要がある。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

今まで年金から特別徴収されていた方が、保険料の引き上げにより強制的に普通徴収に切り替わってしまうた

め、２分の１要件のことを説明しても、複数の年金を受給している場合、理解を得られない状況にある。また、そ

の不満が納付への不満に繋がることもある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

１つの年金だけでなく、複数の年金を合算した額から判定できるよう基準を見直すことで従前どおり保険料を年

金から特別徴収することで市民の理解も得ることができ、かつ未納の発生を防ぐこともできる。 

 

根拠法令等 

高齢者の医療の確保に関する法律第 110 条 



高齢者の医療の確保に関する法律施行令第 19～24 条 

介護保険法第 135 条 

介護保険法施行令第 42 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、いわき市、ひたちなか市、横浜市、名古屋市、吹田市、羽曳野市、安来市、高松市、松山市、新居浜

市、東温市、大野城市、大村市、熊本市、阿蘇市、鹿児島市 

 

○特別徴収できる額の年金があるにも関わらず、介護保険の特別徴収後において２分の１を超えたため、後期

高齢者医療保険料が特別徴収できないのは、理解を得られない。 

○後期高齢者医療制度のほか国民健康保険でも同様の支障あり。 

○当市でも同様の支障事例が生じており、普通徴収となってしまった方から多くの苦情が寄せられた。市民の利

便性向上と業務の簡素化を図るためにも、複数の年金を合算した額から特別調整ができるよう対応してほしい。 

○当市においても、２分の１要件により特別徴収が停止することに対して、苦情をいただいているところである。

特別徴収が停止した場合、納付書納付となる方も多く、高齢者に対して、大変なご負担を強いることとなってい

る。 

○特別徴収の適用拡大は、保険料の収納率を向上させるための最も有効な収納対策であり、提案に賛同す

る。 

○特別徴収から普通徴収に自動的に切り替わることで被保険者の混乱を招き、多くの問い合わせが予想され

る。本提案は未納の発生を防ぐとともに、住民サービスの向上及び業務の効率化にも寄与するため。 

○当市でも保険料引き上げにより特別徴収から普通徴収に強制的に切り替わる事例が発生している。市民の

利便性及び保険料の未納発生を防ぐという観点から、提案内容について制度の見直しが望ましい。 

○当市おいても、年金所得のみの方でも普徴になる方がおり、市民からの問い合わせに苦慮している。 

 

各府省からの第１次回答 

後期高齢者医療保険料の特別徴収については、行政機関間の情報連携基盤（以下この事項において「公共サ

ービスメッシュ」という。）の仕様や関係機関の公共サービスメッシュへの接続時期を踏まえ、特別徴収の事務の

改善に必要な情報連携の方法等について引き続き検討し、令和 10 年度を目途に結論を得る。その結果に基づ

いて必要な措置を講ずる。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
158 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

生活保護受給者等を主な対象とする一体的実施施設の廃止に係る基準の見直し 

 

提案団体 

広島市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

生活保護受給者等を主な対象とする一体的実施施設（生保型）の廃止基準について、就職率の高い施設は支

援対象者数要件の対象外とする見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

当市においては、生活保護世帯等の就労促進策として、一体的実施施設（生保型）（以下「常設窓口」という。）を

設置し、就労相談を受け付けることとしている。 

常設窓口については、２年連続で「（１）年度内の支援対象者数が年度当初に設定した『目安値』の３分の２以下

のもの」又は「（２）生保事業の支援対象者に係る就職率が全国平均値の３分の２（令和５年度は 45.1％）以下の

もの」に該当し、かつ、今後の実績が見込めないものは、原則として、廃止することとされている。 

当市では、市内各区の全ての常設窓口において、（２）の要件の基準値を十分に上回っているにもかかわらず、

（１）の要件の「目安値」の算定基準が地域の実情に合ったものとなっていないため、いくつかの常設窓口が近年

中に（１）の要件に該当するおそれがある。 

具体的には、「目安値」は「就職支援ナビゲーター１人当たりの目安の数」に「就職支援ナビゲーター配置数を乗

じた数」として算定されるが、「目安の数」について「『その他の世帯』数が 500 世帯以上の場合は年間 100 人以

上、500 世帯未満の場合は年間 90 人以上」の２つの区分のみによって定められているため、「その他の世帯」

数が少ない地域においては、「目安値」の数が過大に算出されることとなる（例えば、「その他の世帯」数が 100

世帯（200 人）で、就職支援ナビゲーターが２人の場合は、目安値は 180 人、廃止基準値は 120 人となり、全体

の半数にのぼる 100 人を支援できたとしても、なお廃止基準値を下回る。）。 

当市の常設窓口では、令和５年度実績で 1,079 人の支援対象者のうち 748 人を就職決定（各常設窓口の平均

就職率 61％）につなげており、非常に大きな役割を果たしている。施策の最終的な目的は生活保護受給者等を

就職決定につなげることであるにもかかわらず、就職決定に直接関係する（２）の要件の基準値を十分に上回る

常設窓口であっても、その前段階に過ぎない（１）の要件に該当する場合に、廃止されることは不合理である。就

職決定率の高い常設窓口を廃止した場合は、当該窓口が所掌する地域における生活保護受給者等の就労機

会の著しい損失につながる。 

そのため、現行制度のように就職率要件と支援対象者数要件を並列の廃止基準として設定するのではなく、就

職率を一段階目の要件とした上で、就職率が基準値を下回る常設窓口についてのみ二段階目の要件として支

援対象者数要件を課すよう、見直しを検討すべきと考える。 

なお、上記の見直しが難しい場合は、「就職支援ナビゲーター１人当たりの目安の数」について、「500 世帯以

上」と「500 世帯未満」の２つの区分のみで算定するのではなく、区分けを細分化し地域の実情を反映した数が

「目安値」として算出されるよう、見直していただきたい。 

 

 



地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

一体的実施施設（生保型）の常設を堅持することにより、生活保護受給者等の就労機会が確保されるようにな

る。 

 

根拠法令等 

「生活保護受給者等を主な対象とする一体的実施施設における業務改善計画の作成に係る基準及び廃止に係

る基準の見直しについて」（令和６年３月 29 日付け職訓発 0329 第６号・職公発 0329 第１号厚生労働省職業安

定局総務課訓練受講支援室長・公共職業安定所運営企画室長通知）、「生活保護受給者等を主な対象とする

一体的実施施設における業務改善計画の作成等について」（令和６年６月７日付け厚生労働省職業安定局総務

課訓練受講支援室長補佐事務連絡） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、大阪市、寝屋川市、長崎市 

 

○当市においては、就労支援対象者の段階に応じて直営の就労支援員、民間委託している就労支援事業受託

者等、「常設窓口」以外の様々な就労支援のメニュ―にも対象者をつないでいる。一方、当市の生活保護受給

世帯数は年々減少し、就労支援対象者も同様に減少しているため、「常設窓口」について「支援対象者数」の要

件を満たすのが困難な状況である。対象者の「常設窓口」へのアクセスといった地理的な条件や、適切な就労支

援の選択として対象者の特性（就労意欲が著しく低い、長期間就労していない等）も考慮する必要があり、全国

一律の要件は、実情に即していないと考える。「支援対象者数」と「就職率」の双方を満たすことは困難であるこ

とから、就職率の条件を満たしている施設については存続を認めるよう、基準を見直していただきたい。 

○「その他世帯」と分類される生活保護受給者の中でも、就労意欲が低い者や基本的な生活習慣に課題を有す

る者等、支援に時間を要する者が存在し、就労準備支援事業の必要性が増している状況を受け、「就職支援ナ

ビゲーター１人当たりの目安の数」について「その他世帯数」のみで支援対象者数を算定することについて再検

討が必要であると考える。 

○当市では、（１）支援対象者数については、就労できる可能性がある者を幅広く支援対象者としており、目安値

を大幅に下回っている常設窓口はない。一方で（２）就職率については、容易に就職に結びつかない対象者も多

数いることから、全国平均値の３分の２に近い常設窓口があるのが現状である。常設窓口が廃止されれば当該

地域の生活保護受給者等の就労機会の著しい損失につながるのは明らかである。そのため提案団体とは状況

は異なるものの、当該基準のあり方には課題があると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

生活保護受給者、児童扶養手当受給者、生活困窮者等を主な対象とする一体的実施施設（以下「常設窓口」と

いう。）については、限られた行政資源を有効活用し、より効果的・効率的な運営を行っていく必要があることか

ら、支援対象者数及び就職率に一定の基準を設定し、前年度実績が基準以下の場合は業務改善計画を作成

することとしている。 

また、３年連続して業務改善計画作成対象となり、改善計画に基づく取組を実施してもなお実績が向上しない場

合には、当該常設窓口を廃止する取扱いとしている。 

常設窓口の業務改善計画作成基準及び廃止基準となっている支援対象者数が全国的に減少傾向である中で、

引き続き効果的・効率的な運営を確保する観点も踏まえ、どのような基準見直しが考えられるのか検討を進め

てまいりたい。 

なお、例年いくつかの施設が業務改善計画の作成対象に該当するが、業務改善計画の策定・実行により実績

は改善しているため、現在の基準において実績低調を理由に廃止した常設窓口はない。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
164 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護給付等に係る負担上限月額を職権で決定可能とすること 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

支給決定期間を３年間とする介護給付等について、支給申請の翌年度以降は、申請者が改めて利用者負担減

額・免除等申請書を提出することなく、年度ごとに負担上限月額を職権で決定することができるよう、「介護給付

費等に係る支給決定事務等について（厚労省事務処理要領）」の改正を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

申請に係る認定手続として、厚労省要領が、「原則として、（障害者総合支援法第 20 条第１項の）支給申請時

に、申請者からｰ【略】ｰ利用者負担額減額・免除等申請書（様式例では、申請者の利便等に鑑み支給申請書と

一本化しているｰ【略】ｰ）の提出を受け、負担上限月額の認定を行う」とされ（厚労省要領 112 頁）、「認定した負

担上限月額の適用期間はｰ【略】ｰ支給決定の有効期間が１年を超える場合にあってはｰ【略】ｰ１年ごとに見直

しを行う」としている（厚労省要領 112 頁）。 

また、厚労省手引きにおいて、「現在すでに障害福祉サービス等を利用している障害者等については、（所得）

区分を設定するため、申請を出すように周知することが必要」とされている。 

【支障事例】 

現行制度に伴い、これまでは、障害者総合支援法第 20 条第１項の支給申請に対して、支給決定期間を３年間

とする支給決定並びに適用期間を１年間とする負担上限月額の認定を行い、翌年度以降は、申請者に改めて

利用者負担額減額・免除等申請書を提出依頼し、当該年度の負担上限月額の認定を行うとする運用を行ってき

たが、申請書の提出を催促するも、提出されないまま、減免できないことがあり、その場合は最も高い利用者負

担上限月額を決定せざるを得ないケースが生じている。負担上限月額を決定後に慌てて申請するも、翌月から

しか変更できず、申請がされるまでの期間分は利用者に負担を強いることになる。また、職員も提出を促すた

め、利用事業所や相談支援専門員等、あらゆる連絡先に協力を求める等、業務の負担となっている。 

※ 申請に必要な税情報については、自治体内システムまたはマイナンバー照会による確認可能 

※ 施設入所及び療養介護における収入申告書の提出は必要 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

毎年度の利用者負担減額・免除等申請が不要となることで、利用者負担軽減 

申請書提出の勧奨通知の作業削減及び未提出者への催促に係る業務負担軽減による行政の事務削減 



 

根拠法令等 

障害者総合支援法第 20 条第 1 項 

厚労省事務処理要領「介護給付費等に係る支給決定事務等について（本提案様式において、「厚労省要領」と

記載。） 

「障害福祉サービス・障害児通所支援等の利用者負担認定の手引き【令和６年４月版】」（本提案様式において、

「厚労省手引き」と記載。） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、花巻市、ひたちなか市、船橋市、横浜市、浜松市、名古屋市、豊橋市、津島市、京都市、大阪市、寝屋

川市、高知県 

 

○当市では支給決定期間が３年のみのサービス利用者は、負担上限月額の認定機関は翌年６月末としてお

り、当該時期に利用者約 1,000 人に申請勧奨を行っているが、未提出者への督促・書類不備等の確認が必要で

ある。障害福祉サービス利用者数の増加に伴い、当該事務に係る時間外も一定程度生じており、事務の簡素化

の観点から制度改正が必要と考える。 

○当市では、自己負担上限月額の更新の際には、申請者への催促に加え、サービス提供事業者や関係機関を

通じ、申請を出してもらうよう働きかけている。そのため、提案自治体よりも事務負担は大きく、当該提案が達成

された場合、事務負担の軽減は大きいと考えられる。 

○当市においても、利用者負担更新のみの申請は多く、この申請によって区役所の窓口や地域の相談支援事

業所の事務を圧迫していると考えられる。 

○当市においても、支給決定期間を３年間とする支給決定については、翌年６月に申請者に改めて利用者負担

減額・免除等申請書を提出してもらうことで、適用期間を１年間とする負担上限月額の認定を行っているが、利

用者へ負担を強いるとともに、障害福祉サービスの支給決定数は年々増加しているため、大きな事務負担とな

っている。 

○申請漏れにより翌月利用できなくなる事例が発生している。また利用者負担軽減および行政事務削減のため

にも必要と考える。 

○障がい福祉サービス利用者が増加しているため、申請書提出の勧奨通知及び未提出者への催促に係る業

務が負担となっている。 

○国民健康保険法施行規則及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則においては、各保険者等内での

情報共有等の手法により、判定収入を各保険者等で把握できる場合、当該保険者等の判断で、申請書の提出

が不要となっており、本件についても、介護給付等に係る負担上限月額を職権で決定可能となるよう、柔軟な対

応を求める。【国民健康保険法施行規則及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の一部を改正する省

令（令和３年厚生労働省令第 191 号）】 

 

各府省からの第１次回答 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19

号）第７条第３項において、「支給決定障害者等（法第５条第 23 項に規定する支給決定障害者等をいう。以下同

じ。）は毎年、前項第１号に掲げる書類を市町村に提出しなければならない。ただし、市町村は、当該書類により

証明すべき事実を公簿等によって確認できるときは、当該書類を省略させることができる。」と規定されており、

現行制度において、市町村が他の公募等により確認ができる場合は、申請書類の提出を省略させることが可能

である。 

また、「介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）」や「障害福祉サービス・障害児通所支

援等の利用者負担認定の手引き」においても、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行規則第７条第３項ただし書の規定により、申請書類の提出の省略が可能な場合にまで申請書類の提出

を求めるものではないが、その趣旨が明確になるよう、記載内容について検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
165 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金の内示・交付決定等スケジュールの明文化及び早期化 

 

提案団体 

所沢市、神奈川県、愛知県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金の事前協議から内示、交付決定のスケジュールを明文化すること、

また、事前協議から内示、交付決定の事務を早期化することを求める。 

 

具体的な支障事例 

令和６年度の地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金について、概ね下記のスケジュールで実施された。 

令和６年５月１日 県を通じて事前協議実施通知を受理 

令和６年５月 15 日 整備事業者が市へ協議書提出 

令和６年５月 21 日 市が県へ一次協議書を提出 

令和６年９月 26 日 県から市が一次協議の結果の内示通知を受理 

令和６年 10 月３日 整備事業者が市へ補助金交付申請を提出 

令和６年 10 月 11 日 市が県へ補助金交付申請書を提出 

令和７年１月６日 県から市が補助金交付決定通知書を受理 

本補助金のＱＡにおいて、内示受理後に事業着手可能とされているが、交付決定がなされるまでは工事完了す

るわけにはいかず、また補助金交付決定がなされるまで事業者側も着手を控える状況にあり、交付決定後の事

業着手をせざるを得ない状況であった。そのため、年度内事業完了が見込めず、繰越手続きを行うこととなった

が、令和６年度の本交付決定は令和５年度の国の予算を繰り越したものであることが発覚し、事故繰越が認め

られるのかどうか、市及び事業者に不安と混乱をきたすものであった。令和５年度予算を繰り越したものである

ことは明確な説明がなく、内示通知の添付文書にそれを推測させる文言がわずかに記載されていたのみであ

り、説明が極めて不十分なものであった。また、内示まで非常に時間を要していることから、年度内の事業完了

が間に合わず、一部の市町村で申請を取り下げたというような声も聞こえてきているものである。 

適切な補助金の活用に著しい支障をきたすことから、具体的には以下の措置を求める。 

・事前協議から内示、交付決定の時期について、年度当初にスケジュールを文書で示すこと。 

・事前協議については予算確定前から実施し、早期の交付決定につなげるようにすること。 

・補助金申請事務についてシステム化する等、事務処理期間の短縮化を図ること。 

・補助金交付実施要綱等において、内示までの期間を明文化するとともに、交付決定の期間については短縮す

ること。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

令和６年度においては交付決定が遅いため、年度内事業完了が見込めず、補助金の交付が受けられるのか、

またどのような手続きをしたらよいのか、不安の声があった。繰越についても通常の繰越明許ではなく、事故繰

越となったことも、不安を増大させた大きな要因である。 



 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

行政事務の見直しにより、補助金活用までのスケジュールの見通しが立つことになり、積極的な施設整備につ

ながることとなる。また、スケジュールの明文化により、県や市においても実務の見通しが立ち、円滑な補助金

交付決定がなされれば、予算の繰越手続きや議会対応も不要となり、余計な事務負担が発生しないものであ

る。 

 

根拠法令等 

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金交付要綱、地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金実施要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、岩手県、盛岡市、花巻市、ひたちなか市、高崎市、上尾市、川崎市、半田市、津市、宍粟市、津山市、

庄原市、山口県、高知県、大野城市、佐賀県、長崎市 

 

○当市では、令和４年度の地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金のうち、大規模修繕分を実施。令和４年

10 月 20 日に県から市が一次協議の結果の内示通知を受理し、内示を受けて事業所は工事を着工した。しか

し、複数の修繕箇所を複数の工事業者が関わって工事を行ったことも影響し、内示後すぐに工事着手したにも

かかわらず、完成が年度末となってしまった。内示はできるだけ早い時期を要望する。また、内示までのスケジ

ュールが明文化されていると、事業所や工事業者も事前準備を行いやすく、内示後速やかに工事を開始でき

る。 

○当市においても、協議から内示までの期間が長く、内示時期が遅いことから、事業者側の工事期間が確保で

きず、工事完了までのスケジュールが非常に厳しいものになり負担となっていたり、事業の実施を取り下げるケ

ースもあった。 

○事業者の運営に大きく影響する補助金である。 

○資材の調達難や人手不足、気候等を考慮すると、短期間での事業完了が困難なものもあり、補助金の活用を

断念せざるを得ない事案が生じる。 

○当市でも工期が確保できないことによる取り下げ事例が発生したため内示の早期化は必要である。 

○当市においても、予算の繰越を極力避けたいと考える。現状、当補助金の交付決定時期が毎年遅いため、３

月末までに補助金を支出することに対し、自治体だけでなく事業所も一緒となって苦慮している。本提案にある

とおり、スケジュールの明文化が実現すれば、実務の見通しが立つことにより積極的な施設整備等の事務の効

率化に寄与する。 

○当県においても、内示及び交付決定時期が遅くなったことから、補助金交付事務に支障が生じた。 

 

各府省からの第１次回答 

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（以下「交付金」という。）の令和６年度及び令和７年度の交付手続

きのスケジュールは、各年度末に開催した全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議において、内示や交

付決定時期等をお示ししているところ。 

交付金の内示を行うに当たっては、申請内容の厳格な審査をはじめ、財政法（昭和 22 年法律第 34 号）に基づ

く財務大臣の承認が必要となるなど一定の期間が必要となる一方、令和７年度における交付金については、内

示及び交付決定の事務の早期化を図る観点から、令和７年３月に国庫補助に係る協議の依頼を都道府県に対

して通知しており、これまでより１か月程度前倒しを行い、自治体の作業期間の確保にも配慮し、提出期限を４

月 30 日とした。 

引き続き、自治体において円滑に事業が実施されるよう、交付決定事務の早期化に努めていく。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
168 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

在宅医療における医療保険適用要件の見直し 

 

提案団体 

高松市、三豊市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

診療報酬の算定方法（平成 20 年厚生労働省告示第 59 号）別表第一第２章第２部「在宅医療」において「通院

が困難」を受給要件としている報酬に関して、医師が必要と判断した場合には、医療保険で算定できることを求

める。 

 

具体的な支障事例 

令和２年の全国の医療機関（病院・診療所約 3,200 施設）のうち、訪問栄養指導（医療保険）を実施している施

設は 114.7 か所（全体の約 4％）しかなく、訪問栄養指導（医療保険）を受けた患者数は 142.5 人/月となってい

る。 

当市の中山間地域にある病院において、令和６年４月～８月の医療保険による訪問栄養指導対象の医療保険

該当者（要介護認定なし・通院困難）は、40 人中たった１人であった（別紙内訳参照）。 

また、中山間地域においては、「公共交通サービス低下による通院機会の減少」や「小売店の廃業、移動販売業

者の撤退による買い物困難」などが原因で、住民は低栄養状態になりやすいという問題が起こっているため栄

養指導が必要である。 

 【医療保険非該当の具体的な事例】 

・高度肥満症、慢性腎臓病、心疾患があり訪問栄養指導が必要な患者であったが、息を切らしながらやっと独歩

で通院できたために対象外となる（通院困難が支障）。 

・80 歳を超えて、軽自動車が 1 台通れるくらいの険しい山地で一人暮らしをする高齢者が、通院のためだけに

車を運転し独歩で来院したために対象外となる（通院困難が支障）。 

・病院退院後、病院の食事通り家庭で提供できるか家族が不安を感じており、サービスの対象者であったが、介

護保険を持っていたため対象外となる（医療保険が適用できれば、状態を把握している病院の管理栄養士が退

院後すぐに指導できた）。 

・訪問看護利用者の中には、食事を作ることができず、１日２食の生活で、１つの弁当を半分に分けて食べるな

ど、低栄養状態の方が多いが、介護保険優先のため訪問できていない。 

・令和６年度よりバス路線の再編により、バスの便数が大幅に減便され、朝１便、夕方１便となり、通院機会が減

少している。 

・栄養ケアステーションの数は県内でも少なく、当地域は０件で、介護保険での訪問栄養指導も難しい状況であ

る。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

令和６年度から、当県栄養士会主催の訪問栄養指導研修会が増え、訪問栄養指導体制づくりミーティングも開

かれる中、県内で複数の病院も訪問栄養指導実施に向けて取り組んでいるが、通院困難等で保険適用外とな



るケースが多く件数が伸び悩んでいる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

医療保険適用要件の見直しをすることで、中山間地域における低栄養問題の解決を期待できる。 

病院の患者が在宅療養するにあたり（退院時も含む）、栄養・食事面に不安がある場合、訪問栄養指導を病院

の管理栄養士が実施すればスムーズな支援ができるため、患者や家族の不安を軽減し在宅療養支援ができる

ようになる。 

訪問栄養指導は、直接生活環境を見ながら指導できるため、外来栄養指導より効果が高いと感じている。 

例えば、慢性腎臓病患者に対し、早期の訪問栄養指導によるきめ細やかな栄養管理をすることで、患者の QOL

の向上だけでなく透析患者の減少につながれば医療費の削減にもなる。 

また、在宅療養支援病院だけでなく、急性期病院も含めた多くの病院で実施しやすくなることから、経験豊富な

管理栄養士が患者を栄養面で支えていくことができる。 

介護保険では、ケアマネジャーとの調整や、栄養ケアプラン作成、担当者会議出席等の管理栄養士の業務負担

が大きいが、医療保険では外来栄養指導とほぼ変わらずすぐに実施することができるため、より多くの患者に指

導することが期待される。 

 

根拠法令等 

診療報酬の一部を改正する告示（令和６年厚生労働省告示第五十七）、診療報酬の算定方法の一部改正に伴

う実施上の留意事項について（令和６年３月５日付け厚生労働省保険局医療課長、厚生労働省保険局歯科医

療管理官通知）、要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合（平成二十年

厚生労働省告示第百二十八号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、宮城県、川崎市、熊本市 

 

○介護保険サービスにおける栄養指導が優先されることが前提であるが、心身の状態や生活の状況によって

は、退院直後の介護保険サービスが利用できるまでの間において、医療保険による栄養指導が必要となる場合

もあり、個々の状態に併せて医師の判断により適切な時期に、必要とする指導が受けられることが必要である。 

 

各府省からの第１次回答 

健康保険法において、「被保険者に係る療養の給付（中略）は、同一の疾病又は負傷について、介護保険法の

規定によりこれらに相当する給付を受けることができる場合には、行わない。」とされており、訪問栄養食事指導

については、対象者が要介護認定を受けている場合、医療保険による在宅患者訪問栄養食事指導料より、介

護保険による居宅療養管理指導（管理栄養士）が優先されるところ。保険医療機関（病院又は診療所）は、居宅

療養管理指導指定事業所としてみなされるため、要介護認定者に対し訪問栄養食事指導を行った場合は、介

護保険による居宅療養管理指導（管理栄養士が行う場合）が算定可能である。 

一方で、在宅患者訪問栄養食事指導料はお示しいただいたとおり算定件数が少ない状況であり、その推進方策

については、他の医療資源の少ない地域の状況もヒアリングし、令和８年度診療報酬改定に向けて、中央社会

保険医療協議会において検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
169 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

マイナンバーカードを活用した情報連携の強化等による保険異動時における特定疾病の認定事務の簡素化 

 

提案団体 

小千谷市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

特定疾病療養受療証を利用している被保険者が保険を異動する場合において、現行制度上、被保険者が再度

医療機関を受診し、医師の意見書を取得した上で再度認定をうけるために申請が必要となっているところ。 

マイナンバーカードの情報連携等を活用し、異動時に医師の意見書の再取得を不要とするよう手続きの簡素化

を求める。 

 

具体的な支障事例 

社会保険から国民健康保険に切り替わる際に被保険者自身が特定疾病療養受療証について失念する等の理

由により、３回も来庁する結果となり利用者に不親切であり、非効率なシステムとなっているところ。 

具体例 

１.（来庁１回目）A は会社を退職し、社会保険喪失証を持参し、国民健康保険加入手続のために来庁 

社保喪失票には「社保の特定疾病」情報がなく、当市側には A の療養情報は手元にないため、特に何も言及な

し。 

２.A が病院で保険変更を伝えたところ、「国保の特定疾病療養受療証」が必要と言われる。 

３.（来庁２回目）A は来庁し、「国保の特定疾病療養受療証」の申請書を提出 

そこで、A は当市から「国保の特定疾病療養受療証の申請のため、再度病院へ行き、医師の意見書取得が必

要」と伝えられる。 

４.A は再度病院へ来院し、医師の意見書を取得 

５.（来庁３回目）A は来庁した上で「国保の特定疾病療養受療証」の手続きを行った。 

上記のように住民サービスにおいて非効率であり、住民に負担を強いる制度となっている。 

マイナンバーカードの活用等情報連携の強化により、以下のとおり制度改正を求める。 

・特定疾病療養受領証の情報を自治体が把握することができること。 

・被保険者の負担軽減のために医師の意見書の再提出を求めないこと。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

令和７年４月３日に国民健康保険の特定疾病手続のため、市役所と病院を２往復した住民から事務改善の要望

があった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・住民サービスの大幅な向上 

・自治体事務の効率化・簡素化 



 

根拠法令等 

健康保険法施行規則第 99 条、国民健康保険法施行規則第 27 条の 13、行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律第 19 条第８号 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、北上市、伊勢崎市、横浜市、川崎市、相模原市、半田市、安来市、新居浜市、大野城市、大村市、熊本

市 

 

○特定疾病の対象者かどうかをマイナンバー情報連携で確認できることで申請の負担軽減につながると考え

る。 

○情報連携を活用し事務処理ができるのであれば、全国の統一基準として改正されることを望む。 

 

各府省からの第１次回答 

特定疾病療養の認定については、国民健康保険法施行規則第 27 条の１３第１項及び第２項に基づき、市町村

に申請書を提出することとし、その申請書には医師又は歯科医師の意見書その他当該疾病にかかっていること

を証する書類（以下「添付書類」という。）を添付することとされている。 

添付書類については、保険者が特定疾病療養の認定を行う際に、申請者が当該疾病にかかっていることを確

認するために求めるものであり、保険者において添付書類の確認は必須であって、情報連携により他保険者が

認定した事実に基づいて認定するような取扱いとすることは困難と考える。 

なお、添付書類については、保険者が、申請者が疾病にかかっている事実を確認することができるのであれば、

保険者を異動する都度新たに取得する必要はないものと考えている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
172 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

薬剤師及び管理栄養士資格の申請にかかる審査等の都道府県経由事務の廃止等 

 

提案団体 

埼玉県、さいたま市、川越市、川口市、越谷市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

（１） 国家資格等のオンラインでの登録申請については、保健所及び都道府県を経由せず、国が申請者に免許

を直送すること。 

（２） 国家資格等について、紙の免許を交付するのではなく、電子証明書を免許原本とし、紙の印刷が必要な

場合は本人が電子証明書を印刷する方式とすること。 

 

具体的な支障事例 

厚生労働大臣所管の薬剤師及び管理栄養士資格について、令和７年度以降に、マイナポータルを経由する国

家資格等情報連携・活用システムが構築され「国家資格登録手続き等のオンライン化」とともに「国家資格等の

情報の提示・認証等のデジタル化」が図られる予定である。 

デジタル・ガバメント実行計画で、このシステム構築は、申請者の対面や郵送での手続の負担、行政機関等の

紙ベースの処理等の負担を解消するため、届出時の添付書類を省略し、また当該資格の所持をマイナンバーカ

ードの電子証明書で提示できるようにするものとされている。 

当該システムは薬剤師、管理栄養士等の厚生労働大臣免許で導入が進められており、免許証等の申請・交付

に当たって保健所等への来所や紙書類の提出が不要となる。 

しかし、システムが構築されても、紙による申請や都道府県を経由した免許証の交付といった手続きが残ると、

引き続き、保健所等は申請者に開庁時間に合わせ受け取りに来るよう通知することとなり、オンライン化しても

来庁する負担が軽減されない。国が申請者から郵送費を徴収し紙の免許証を直送すれば来庁負担がなくなる。 

また、そもそもデジタル資格者証（スマートフォンで資格所持を提示できる機能）が整備されることから、これを原

本とすれば、紙の免許証を保持・提示する必要はなく利便性が向上する。 

国家資格登録手続き等の事務の流れは、デジタル・ガバメント実行計画の取組方針の趣旨を踏まえ、申請・審

査・交付の一連の処理を都道府県（保健所）を経由することなく、国が一元的に実施すべきである。また、紙の免

許でなく電子証明書を免許原本とし、紙の印刷が必要な場合は本人が電子証明書を印刷する方式とすることを

提案する。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

提案の実現により、申請者及び行政の負担軽減につながる。 

 



根拠法令等 

・薬剤師 

薬剤師法第７条２項、薬剤師法施行令第３条、第５条第２項、第６条第１項、第８条第２項、第９条第５項、第 10

条第２項、 

・管理栄養士 

栄養士法第４条第４項、栄養士法施行規則第１条第２項、同第３項、第３条第４項、第４条第２項、第５条第２

項、第６条第６項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

いわき市、茨城県、川崎市、燕市、長野県、浜松市、滋賀県、寝屋川市、奈良県 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

＜薬剤師＞ 

（１）薬剤師の免許交付事務については、国家資格等情報連携・活用システムの運用状況を踏まえ、オンライン

での申請の場合には、国が申請者に免許証を直送することを検討する。 

（２）薬剤師に係るデジタル資格者証の取扱い等については、今後、「国家資格等情報連携・活用システムの利

用拡大に係る共通化推進方針」に基づき、国家資格等情報連携・活用システムの運用状況や必要な体制整備

の状況、関係者の意見等を踏まえつつ検討する。 

＜管理栄養士＞ 

（１）管理栄養士の免許交付事務については、管理栄養士資格の手続における国家資格等情報連携・活用シス

テムの利用開始・活用状況を踏まえ、オンラインでの申請の場合には、国が申請者に免許証を直送することに

ついて対応を検討してまいりたい。 

（２）国家資格等情報連携・活用システムにおいては、原本所持の代替手段等として活用できる機能として「デジ

タル資格者証」の機能が設けられている。デジタル資格者証については、原本所持の代替手段等としての活用

に向けて、管理栄養士資格の手続における国家資格等情報連携・活用システムの利用開始・活用状況を踏ま

えながら、対応を検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
173 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

未回収の診療報酬返還金の国返還についての取り扱いの見直し 

 

【提案と類似の支障を有する制度等】 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における検査促進枠交付金（埼玉県／内閣官房、内閣

府、総務省） 

 

提案団体 

埼玉県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

未回収の診療報酬返還金の国返還について、市町村が債権として調定した額を国への返還金とするのではな

く、適正な債権管理を前提に、市町村が収納した額を国への返還金にすること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

未回収の診療報酬返還金の国返還について、国民健康保険における診療報酬返還金は、保険医療機関等か

らの返還の有無に関わらず、債権として調定したものは国に返還することとされている。 

【支障事例】 

令和４年度に県内の市町村において、保険医療機関に対する国の適時調査により、高額の診療報酬返還金が

生じる事例があった。地方厚生局は、医療機関に対して、市町村に直接返還するよう指導しているが、当該保険

医療機関からは返還が困難であると申し出があった。市町村は回収に向け努力をしているが、徴収不能な場合

でも国への返還が必要となり、大きな財政負担になっている。 

【制度改正の必要性】 

保険医療機関に対する国の適時調査により生じた診療報酬返還金について、適切な事務執行の責務を果た

し、かつ、返還金の徴収について十分な努力をした上で、徴収不能な場合においても、市町村のみの自主財源

で返還することは適切ではない。 

生活保護や介護保険制度では消滅した債権額等の控除や不納欠損額の報告による精算が行われており、本

制度においても同様の仕組みが必要と考えている。なお、生活保護や介護保険制度を見るに、こうした措置によ

って受給者や事業者の不正等に繋がっているとの事実はないものと認識しており、当該措置の実現によって不

正増加につながることはないと考えている。 

【その他】 

自立支援給付費等に関しても、未回収の返還金を市町村等が国に返還することについて見直しを求める提案

が令和７年提案の一つとして提出されているところであり、同様に徴収困難な返還金を市町村等が負担すること

となっている類似の制度についても、見直しをされたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

複数の市町村から声が上がっていたことから、県で提案することとした。国に提案することについては、全市町



村から合意を得ている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

提案の実現により行政の適正化につながる。 

 

根拠法令等 

国通知 平成 25 年７月 19 日付 保国発第 0719 第１号 「不当利得の返還金に係る債権管理の適正化につい

て」 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 17 条第１項、第 18 条第１項、第２項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

いわき市、館林市、柏市、川崎市、燕市、吹田市、安来市、大野城市、熊本市 

 

○当提案は財政の健全化と事務の効率化に寄与する。 

 

【提案と類似の支障を有する制度等】 

○以下の類似する制度についても見直しを求める。 

【現行制度】 

新型コロナウイルス感染症の無料検査事業における不正受給事案について、事業者等からの返還が見込めな

い場合は、県の財政負担のもと速やかな国庫返還手続を行うこととされている。 

【支障事例】 

県内で実施した新型コロナウイルス感染症の無料検査事業において、一部事業者について、不正受給が確認さ

れたため、補助金交付決定の取消等を行った。県は、当該事業者に対し、返還命令及び返還請求訴訟を提起

するなど、全額回収に向けて徹底した取組を行っているところであるが、複数の都県から、多額の返還命令がな

されている事業者もあり、全額回収に相当の困難が予想されている。 

【制度改正の必要性】 

当事業は、新型コロナウイルス感染症の感染対策と日常生活の回復の両立を図るため、国の定める要綱に基

づき行われたものである。 

一方、国は、不正受給等に基づく補助金の取消事案について、その回収だけでなく、回収不能となった場合の

国庫返還についても、都道府県のみに強いている。 

当交付金による事業実施に当たり、都道府県は国に実施計画を提出し、交付対象経費については国が実施計

画を基に判断・交付を行っているにも関わらず、都道府県が適切に事務執行と事業者の監督を行い、その上で

も不正が発生した状況において、回収に向け最大限取り組んだ場合にも、都道府県に全責任があるとして、全

額を返還すべきとすることは不合理であるため、交付金返還においては都道府県の負担の全部若しくは一部を

免除すべきである。 

【根拠法令】 

国事務連絡 令和６年６月 28 日 「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検査促進

枠」での不正が疑われる又は確定した事業者への対応について 

国事務連絡 令和６年 11 月６日付 「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の

会計検査の結果に対する会計検査院の所見を踏まえた対応について」 

 

各府省からの第１次回答 

適正な債権管理の観点のほか、国費にも影響を与えるものであることから、ただちにご提案のような取扱いに変

更することは困難と考える。 

 

【新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における検査促進枠交付金（内閣官房、内閣府、総務

省）】 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」については、都道府県から国へ提

出される検査促進計画に基づき、都道府県が所定の検査無料化の取組を実施する場合に当該交付金により支

援するものである。 



また、当該交付金については、補助金等に係る予算の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。以下

「補助金適正化法」という。）における「間接補助金等」に該当し、補助金適正化法第 18 条第３項において、「各

省各庁の長は、第一項の返還の命令に係る補助金等の交付の決定の取消が前条第二項の規定によるもので

ある場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、政令で定めるところにより、返還の期限を延長し、

又は返還の命令の全部若しくは一部を取り消すことができる。」とされているところである。 

国としては、引き続き、都道府県に対して、不正が疑われる事業者への調査や不正事業者への債権管理・保全

を適切に実施するよう周知するなど、不正受給された交付金の返還に向けて適切に対応してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
174 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

公の目的のため保健所職員の医師が個人輸入した医薬品の譲渡に係る規制緩和 

 

提案団体 

山口県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

医薬品医療機器等法第 19 条の２第５項の規定に基づき、外国特例承認を受けていない医薬品を、医師が患者

の治療のために輸入する場合において、県が必要と判断した医薬品については、県職員かつ医師免許を有す

る職員である者の間で、譲渡を可能とすること。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

県内で発見される特定外来生物による被害発生に備え、当県では、抗毒素血清を購入・保管することとしてい

る。 

しかし、当該血清は、日本で製造販売されておらず、外国特例承認を受けていないことから、管轄保健所長の個

人輸入で対応しているところである。 

医薬品医療機器等法上、輸入した血清は、輸入した医師本人しか使用できず、医師間の譲渡も禁止されてい

る。 

このため、現状では、管轄保健所長の人事異動があるたびに、新たに個人輸入し、かつ前任者の輸入した医薬

品は使用できないため、使用期限内であっても廃棄をしなければならない。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

医薬品の輸入に係る手続を最小限とすることができ、使用期限まで保管できる。 

 

根拠法令等 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第 55 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

茨城県 

 



― 

 

各府省からの第１次回答 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律第 145 号）第 56 条の

２の規定に基づき保健所職員の医師が個人輸入した医薬品は、輸入した医師本人しか使用できず、譲渡しては

ならない。 

一方で、提案のように、医師個人ではなく、行政機関が業務に必要な医薬品を輸入する場合など、保健衛生上

の観点等から輸入することが特に必要と認められる場合には、現行の取扱いにおいても、輸入製品の管理方法

などを確認した上で、その輸入について同条にもとづく確認を行っているところ。 

この場合は、提案のように行政機関における人事異動を理由に廃棄や新たな個人輸入を行う必要は無い。 

具体的な輸入に係る手続については輸入確認を行う地方厚生局へ個別に相談されたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
176 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

特定健診に係る事務において個人住民税課税台帳情報の利用が可能であることの明確化 

 

提案団体 

山口県、中国地方知事会、九州地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

個人住民税課税台帳情報について、特定健診に係る事務において活用できるよう明確化することを求めるも

の。 

具体的には以下２点について、税情報が利用可能である旨を通知等文書にて明確化することを要求するもの。 

①市町村国保の加入者の個人情報（氏名、住所、生年月日、性別、勤務先） 

・市町村税務部門から市町村国保部門への情報提供。 

・【利用目的】自治体が実施する特定健診の受診率向上。 

②市町村国保の加入者名リスト 

・市町村国保部門から事業者へ情報提供。 

・【利用目的】特定健診のみなし健診となり得る事業主健診の受診結果を自治体から事業者に請求する際に、

市町村税務部門の情報を基に作成した対象者名リストを事業者に提供すること。 

 

具体的な支障事例 

「定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者の連携・協力事項について（令和２年 12

月 23 日付け基発 1223 第５号・保発 1223 第１号厚生労働省労働基準局長・保険局長連名通知：直近令和５年

７月 31 日改正）」において、事業主は、定期健康診断等と特定健診の検査を同時に実施することとし、高齢者の

医療の確保に関する法律第 27 条に基づく保険者の求めに応じ、当該健診結果を保険者に提供するものとされ

ており、保険者への情報提供については、国民健康保険法第 82 条にも同様の規定がある。 

一方で、「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第４.１版）」において、市町村国保では、

住民税を特別徴収により納めている者は、事業主健診を受診している可能性が高いので、受診の有無について

照会し、受診者からデータを受領できるとされているが、国民健康保険法第 82 条に基づく事業主健診のデータ

請求に係る個人情報の取扱いについては、特段の言及がない。 

事業主健診については、給与所得がある者であっても必ずしも実施されておらず、また、上記通知別添様式１は

義務化されていないため、事業主は、勤労者の加入保険を把握していないことがある。 

市町村の国保部門が、税務部門から課税情報の提供を受けて該当者を抽出することは、個人情報保護法第 69

条の内部利用に当たるものと考えるが、当該情報を活用した市町村国保部門からの請求により、事業主が勤労

者の加入保険を初めて把握する場合には、秘密の漏洩として、地方税法第 22 条に抵触する恐れがあり、利活

用が進んでいない状況。 

市町村の国保部門が、税情報を基に事業主へ直接情報請求すること自体が、個人情報の第三者提供に当たる

恐れもあり、利活用が進んでいない状況だが、税情報に基づく対象者リストを事業主に示して情報請求すること

ができれば、事務の効率化や受診率の向上（情報提供数の増大）に繋げることができ、住民サービスの向上に

つながるもの。 

 



地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

特定健康診査情報はオンライン資格確認システムに５年分のデータが格納され、本人同意のもとで医療機関や

救急隊等が閲覧しているが、制度改正により搭載データの充実に繋がり、マイナ保険証により進められている

本人の受診履歴等に基づく質の高い医療の提供や、救急業務の円滑化の実現に資する。 

マイナポータルを通じて本人が確認することもできることから、自らの健診データを把握することで、生活習慣を

意識し、改善に取り組む端緒ともなる。 

事業主健診の結果提供を特定健診受診とみなすことで、改めての特定健診受診を省略できることから、本人負

担の軽減や、特定健診に係る公費負担を縮減できる。 

 

根拠法令等 

地方税法第 22 条、高齢者の医療の確保に関する法律第 21 条、第 27 条、国民健康保険法第 82 条、個人情報

の保護に関する法律第 69 条、定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者の連携・協

力事項について（令和２年 12 月 23 日付け基発 1223 第５号、保発 1223 第１号厚生労働省労働基準局長、保

険局長連名通知）、特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第４.１版） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

長野県、城陽市、堺市、兵庫県、東温市、久留米市、熊本市 

 

○当市においても同様の支障事例があるため、事業主健診の受診の把握はできていない。本提案の実現によ

り、事業主健診の結果提供を特定健診受診とみなすことができ、受診率向上が見込まれる。 

 

各府省からの第１次回答 

市町村国保から加入者の勤務先に健診結果の提供を依頼することに関して、どのような対応が必要となるか検

討する。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
180 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 12_その他 

 

提案事項（事項名） 

技能実習において実習実施者や監理団体から地方公共団体が情報提供を受けることを可能とすること 

 

提案団体 

射水市 

 

制度の所管･関係府省 

法務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する基本方針第五「２.地域社会との共生の推進」下段に

「実習実施者や監理団体は、技能実習生と地域社会との共生のための取組に主体的に関与することが求めら

れる。」とあるが、地域の実情に応じて、希望する地方公共団体が技能実習生の勤務先等について情報提供を

受けられるよう規定してほしい。 

 

具体的な支障事例 

技能実習生が居住する地域住民と技能実習生とのトラブル等については、事業者や監理団体にではなく市に相

談されることが多いが、市では技能実習生の勤務先等について関与しておらず対処できないという実態がある。

市が技能実習生に対して地域住民との交流促進を図る上でも情報がなく苦慮している。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

技能実習生に対し、日本語学習支援をしたいボランティア団体の方から、事業所に許可を得ようとすると監理団

体に聞いてほしいと言われ、監理団体からは事業所に聞いてほしいと言われた。行政が技能実習生に対しもっ

とアプローチするほか、住民と事業所とのパイプ役を担ってほしいとの意見があった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

技能実習生の居住や勤務先等をある程度市が把握できることにより、仲介役となり、技能実習生と地域住民と

のトラブル減少、交流促進を図ることができる。 

 

根拠法令等 

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律、技能実習の適正な実施および技能実

習生の保護に関する基本方針、日本語教育の推進に関する法律、日本語教育の推進に関する施策を総合的

かつ効果的に推進するための基本方針 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

北海道、宮城県、浜松市、山陽小野田市、佐賀県 

 



○外国人を含む地域の交流事業、防災研修及び外国人に関する調査等の多文化共生施策実施にあたっては、

県内在留外国人のうち３割を超す技能実習生の参加が不可欠。しかし、技能実習生受入事業所の情報がない

ため技能実習生にアプローチできない。 

○当県において支障事例は把握してないものの、地方自治体が技能実習生の勤務先を把握することについて

利点はあると考える。 

○地方公共団体が技能実習生の勤務先等について情報提供を受けることができれば、多文化共生施策に活か

すことができると考えられる。 

○当県では技能実習生の状況を把握するため毎年独自に受入状況調査を行っており、県内市町村より、施策

のためデータの提供を求められることがあるが、本調査では技能実習生の実態を網羅することはできていない

ため、国が情報提供を行うべきである。 

○地方公共団体が外国人施策を立案するにあたり、管内に勤務する外国人従業員の状況を把握する必要があ

る。しかし、現行では地方公共団体に外国人の勤務実態を把握する手段がない。 

 

各府省からの第１次回答 

技能実習制度については、これを発展的に解消し、新たに人手不足分野における人材育成と人材確保を目的と

する育成就労制度を創設することとしている。 

育成就労制度及び特定技能制度の基本方針（※）においては「育成就労実施者は・・・地方公共団体が講ずる

施策に協力する責務がある」旨及び「育成就労実施者は・・・地域における外国人との共生社会の実現のため寄

与する責務がある」旨規定されているところ、これを踏まえた具体的な制度設計について、令和９年４月を予定し

ている育成就労制度の運用開始に向け、本要望の実現可能性も含め、検討してまいりたい。 

※「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針及び育成就労の適正な実施及び育成就労外国

人の保護に関する基本方針」（令和７年３月 11 日閣議決定） 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
185 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく指定医療機関の指定を不要とすること 

 

提案団体 

神奈川県、川崎市、相模原市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

難病の患者に対する医療等に関する法律における指定医療機関制度の廃止 

 

具体的な支障事例 

難病の患者に対する医療等に関する法律（以下「難病法」という。）第５条第１項において、医療費支給認定の対

象は都道府県知事が指定する指定医療機関が行う医療に限定されている。 

当県においては、指定医療機関の新規・変更・辞退等年間 1,000 件近い申請があり、記載内容の確認、登録、

指定書の作成、通知書の発送、指定医療機関一覧の修正など指定医療機関に係る事務処理は当県の業務を

圧迫しており、通知の遅れや他の業務に支障が生じるなどしている。 

また、６年に一度約 2,000 件の指定更新があり、該当する年には指定難病医療受給者証の更新同様に、多忙を

極める事態となっている。 

これだけ事務負担が大きいにもかかわらず、医療機関にとっては、指定されても医療点数加算といったメリット

は何もなく、医療機関にとっても指定を受けるためだけの申請行為が負担となっている。 

難病法の指定医療機関の指定に当たっては欠格事由があるが、これは健康保険法第 65 条第３項にて規定し

ている内容と重複している部分が多い。そのため、実質的には健康保険法における保険医療機関に指定されて

いれば、難病法における指定医療機関の欠格事由に該当していないと考えられ、難病法で改めて医療機関を

指定する必要性は低いと考える。 

さらに、新型コロナウイルス感染症流行下においては、令和２年３月４日付事務連絡「新型コロナウイルス感染

症に係る公費負担医療の取扱いについて」において「指定医療機関での受診が困難な場合においては、医療機

関において受給者証を提出した上で、指定医療機関以外の医療機関でも受診できるものとする。」とした特例が

以前存在しており、指定医療機関でなくても診療できる状態が約４年続いていたが、適正に公費負担医療が実

施されていたことから、難病法における指定医療機関の指定制度は不要と考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

医療機関から、指定医療機関制度は不要ではないかとの意見が寄せられている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

難病法に基づき、新規・更新・変更・辞退の都度申請を行う必要がある医療機関の負担軽減が図られる。 

併せて、都道府県等において、上記指定に係る事務の負担が大幅に軽減される。 

 

 



根拠法令等 

難病の患者に対する医療等に関する法律第５条 

難病の患者に対する医療等に関する法律第 14 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、いわき市、茨城県、群馬県、京都府、奈良県、熊本市、宮崎県 

 

○当県においても、６年に一度約 800 件の指定更新があり該当する年には多忙となっていること。 

○当市においても、指定医療機関の新規・変更・辞退の事務処理や、６年に一度の指定更新に係る事務処理が

大きな負担となっているほか、担当医が勤務先を変更した場合、もし変更先の病院が指定医療機関としての認

定を受けておらず、指定医療機関の申請も漏れていた場合には、患者が難病法に定める医療費支給を受けら

れない期間が生じるなどの支障事例が考えられる。 

○健康保険法における保険医療機関に指定されていれば、難病法における指定医療機関の要件を満たすもの

とされており、難病法に基づき改めて指定行為を行う必要性が低いにも関わらず、指定等の事務負担が大き

い。 

○令和６年度の新規、更新、変更、辞退等の処理件数は約 800 件であり、提案県と同様に、事務負担が大きく

なっている。 

 

各府省からの第１次回答 

難病に係る医療費助成は、医療受給者証の交付を受けた認定患者の自己負担を軽減するために、医療保険の

自己負担分の一部を上乗せで公費により支給するものであるところ、医療機関や受診者による制度の悪用、不

正行為を排除する観点から、指定医療機関療養担当規程（平成 26 年厚生労働省告示第 437 号）において、指

定医療機関に対して所要の対応を義務付けており、こうした制度は引き続き必要と考えている。なお、指定医療

制度は他の公費負担医療制度においても同様に取り入れられている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
186 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

特定疾患治療研究事業及び先天性血液凝固因子障害等治療研究事業における医療機関との委託契約を不要

とすること 

 

提案団体 

神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

特定疾患治療研究事業及び先天性血液凝固因子障害等治療研究事業における医療機関との委託契約制度の

廃止 

 

具体的な支障事例 

特定疾患治療研究事業及び先天性血液凝固因子障害等治療研究事業の実施は、当該治療研究事業を行うに

適当な医療機関として都道府県が委託契約を締結した医療機関に限定されている。 

当県においては、令和６年度末時点において県内の医療機関の約 30％が契約医療機関となっており、新規契

約、変更、契約解除で年間約 200 件の手続を行っており、事務負担が大きい。また、契約書の保管場所の確保

についても苦慮している。 

医療機関側にとっても、契約医療機関となっても医療点数加算等のメリットはなく、契約の事務手続が負担とな

っている。 

さらに、令和２年３月４日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る公費負担医療の取扱いについて」によ

り、「医療機関において受給者証を提出した上で、同事業の委託契約を結んだ医療機関以外の医療機関でも受

診できるものとする。」とした特例が以前存在しており、特例が存在していた約４年間は、都道府県と委託契約を

結んでいない医療機関で受診しても、公費負担の対象となる取扱いが認められていたが、その間も適正に公費

負担医療が実施されていたことから、医療機関と契約する必要性は極めて低いものと考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

医療機関から、契約医療機関制度は不要でないかとの意見が寄せられている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

特定疾患治療研究事業及び先天性血液凝固因子障害等治療研究事業に基づき契約・変更契約・契約解除を

行う必要がある医療機関の負担軽減が図られる。 

併せて、都道府県において、上記契約に係る事務の負担が大幅に軽減される。 

 

根拠法令等 

特定疾患治療研究事業について 第５ 

先天性血液凝固因子障害等治療研究事業について 第５ 



先天性血液凝固因子障害等治療研究事業の実施について ２（４） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、群馬県、京都府、奈良県、宮崎県 

 

○当県においても、契約に係る事務負担が大きく、契約書の保管場所の確保についても苦慮している。 

○健康保険法における保険医療機関に指定されていれば、特定疾患治療研究事業及び先天性血液凝固因子

障害等治療研究事業における指定医療機関の要件を満たすものとされており、改めて登録を行う必要性が低い

にも関わらず、登録に係る事務負担が大きい。 

 

各府省からの第１次回答 

（特定疾患治療研究事業） 

受給者の利便性の向上、事業の適切な実施等の観点から、契約医療機関による受診を求めているところであ

り、医療機関との契約を不要とすることは困難である。 

（先天性血液凝固因子障害等治療研究事業） 

委託契約制度については、医療の質を担保するとともに、医療費助成の適切な支出を担保する観点から、詳細

な指定の欠格事由や指定除外要件を基に、適切な制度の運用が可能と認められる医療機関に限って指定を行

うこととしているところであり、他の公費負担医療においても指定医療機関の制度を設けるなどの類似の制度が

取り入れられていることも踏まえ、廃止は困難であると考える。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
189 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

補助を受けて購入した介護ロボットを他の施設において再活用可能とすること 

 

提案団体 

神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準等を改正又はその解釈通知を発出し、補助を受

けて購入・導入したものの、使用しなくなった介護ロボットを他の施設において再活用できるようにすること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

財産処分に当たっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律により、厚生労働大臣又は地方厚

生（支）局長の承認が必要となる。この承認については、「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分

承認基準」が定められている。 

介護ロボットの他施設における再活用は、貸付を伴うものであることから、承認申請の手続が必要になる。ま

た、国庫返納が必要となることもある。 

【支障事例】 

補助を受けて購入・導入したものの、使用しなくなった介護ロボットを他の事業所において再活用することが進ん

でいない。 

具体的には、国庫返納が必要となる場合には、貸出施設に経済的負担が生じるため、介護ロボットの再活用は

困難となる。「老健局所管一般会計補助金等に係る承認基準の特例」により、社会福祉法人同士の貸付・借受

であり、かつ同一事業を継続する場合には、国庫返納は不要となるが、介護ロボットは民間企業等が運営する

介護事業所でも活用されるものであるから、上記特例があることだけでは支障は解決できない。 

また、介護ロボットの再活用は、貸出施設、受入施設双方にとって適時に行う必要があるから、そもそも財産処

分の申請を行い、承認を得てからでは機を逸するおそれがある。 

【制度改正の必要性】 

事業所の利用者は変化するものであることから、補助金を受けて購入・導入したものの、特定の介護ロボットを

使用する必要性がなくなるケースは珍しくない。他の事業所における介護ロボットの再活用が進まないと、元の

事業所は使用しない介護ロボットを保管しなければならない一方、他の事業所は新たに介護ロボットを購入しな

ければならず、二重に無駄が生じる。 

【支障の解決策】 

他施設における再活用は、「財産処分」に含まれないとする国見解を示すことで支障が解決する。又は、上記特

例に地方公共団体関与の下、介護ロボットを他施設において活用する場合は財産処分に該当せず、手続不要

とする規定を設けることで支障が解決する。 

なお、ここでの地方公共団体の関与とは、地方公共団体の事業として、活用していないロボットに関する情報を

収集・公開し、これを再活用したい事業所を募り、マッチングした場合に貸出を行うことを想定している。 

 



地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

令和６年８月８日、第１回県介護現場革新会議を開催したところ、委員から「使わなくなった介護ロボットを他施

設において再活用することができないか」という意見・提案があった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

介護ロボットの再活用が進み、介護現場の生産性向上につながる。 

 

根拠法令等 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認

基準、老健局所管一般会計補助金等に係る承認基準の特例 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

横浜市、川崎市 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

財産処分に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化を図り、補助目的の達成を確保するため、補助事

業等により取得した財産等を補助目的外処分することを原則として禁止している。 

「老健局所管一般会計補助金等に係る承認基準の特例」において、 

・社会福祉法人が行う老人福祉施設等の財産処分であって、譲渡や貸付先が他の地方公共団体又は社会福祉

法人で同一事業を継続する場合等については、包括承認する旨定めるとともに、国庫納付も要しないこととして

いる。 

・他方、民間企業等が運営する施設については、収益事業など公益に沿わない事業に使用される可能性を否定

できないことから、原則として個別承認を要することとし、国庫返納条件を付している。 

以上のような趣旨を踏まえると、包括承認事項の対象を民間企業に拡大することは適切ではないと考えるが、

介護ロボットの再活用を早急に行えるようにする重要性は認識しており、承認手続の可能な限りの早期化に取

り組んでまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
190 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

「ＷＡＭ ＮＥＴ」上での医療法人の事業報告書等の閲覧を可能とすること 

 

提案団体 

福岡市、札幌市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、北九

州市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

医療法人の事業報告書等の閲覧事務について、国（独立行政法人福祉医療機構）が構築するシステム（ＷＡＭ 

ＮＥＴ）上での第三者による閲覧機能（電子化した紙媒体での届出データを含む）の追加を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

医療法において、医療法人は、会計年度ごとに事業報告書等を都道府県知事等に届け出なければならない。ま

た、都道府県知事等は、提出された事業報告書等を閲覧に供しなければならないと規定されている。 

事業報告書の提出方法については、令和４年度から、従来の紙媒体での届出に加え新たに「医療機関等情報

支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）」を利用した電子的届出が可能となった。 

また、事業報告書の閲覧方法についても、令和５年度から「インターネットの利用その他適切な方法により」事業

報告書を閲覧に供することとされた。 

しかしながら、G－MIS には提出された事業報告書を閲覧に供する機能がないため、当市においてはＧ－ＭＩＳ

で提出されたデータを抽出するとともに、紙媒体で提出された事業報告書を電子化の上、当市ホームページに

おいて閲覧に供している。 

なお、これとは別に紙媒体で提出された事業報告書等については、厚生労働省へ毎月送付するよう求められて

いる。 

このため、自治体の医療法人の事業報告書等の事務にかかる負担は、令和４年度以降増大している。 

【支障事例】 

令和７年４月から、事業報告書等の電子的届出システムが、「Ｇ－ＭＩＳ」から「ＷＡＭ ＮＥＴ」（独立行政法人福祉

医療機構が構築するシステム）に切り替わった。 

「ＷＡＭ ＮＥＴ」において、社会福祉法人の財務諸表はインターネットで閲覧可能である。 

しかしながら、医療法人の事業報告書等については、従来の「Ｇ－ＭＩＳ」と同様に、届出・審査機能のみで、閲

覧機能は有していないとの厚生労働省の説明があった。 

【制度改正の必要性】 

現在、都道府県では、紙媒体及び電子媒体（令和７年４月からＷＡＭ ＮＥＴ）の両方の届出について審査・閲覧

の対応をしなければならず、医療法施行規則改正以前（令和３年度以前）の、紙媒体のみであった頃と比較し、

業務量が増大している。 

【支障の解決策】 

そこで、「ＷＡＭ ＮＥＴ」上に、医療法人の事業報告書等の第三者による閲覧機能を追加し、厚生労働省におい

て収集した届出情報を閲覧できるようになることで、自治体における閲覧事務の負担が軽減されると考える。 



 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

事業者からは、当市から他自治体へ移管した医療法人の事業報告書を閲覧したい旨の問い合わせがしばしば

寄せられる。 

また、目的の医療法人の所管自治体を探している旨の相談も寄せられる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

医療法人の事業報告書等の閲覧事務について、「ＷＡＭ ＮＥＴ」上に閲覧機能を追加し、厚生労働省において収

集した電子化した紙媒体の届出及びＷＡＭ ＮＥＴでの届出を、厚生労働省が一元的に閲覧に供することで、住

民等は各自治体の窓口訪問（紙媒体の閲覧）や、各自治体のホ―ムペ―ジ確認（電子媒体の閲覧）を行う必要

がなく、検索等の利便性も向上することが見込まれる。 

また、自治体においては、ホームページ等で閲覧に供する事務が不要となり、事務が効率化する。 

 

根拠法令等 

医療法第 52 条、医療法施行規則第 33 条の２の 12 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、千葉県、三重県、大阪府、山口県、久留米市 

 

○当県においても、デジタル化（インターネットの利用）が義務付けられたことにより、閲覧請求件数が紙媒体の

みだった時と比べ 200 件以上（閲覧された延べ法人数は３万５千件以上）は増えていることに加え、紙媒体とデ

ジタル化で事務処理方法が異なることから業務量が増え、負担が大きくなっている。また、令和６年度の閲覧請

求件数においては前年度よりも 150 件増えていることから、今後も閲覧請求件数の増加が予測される。さらに、

当県では、法人数が多く、容量の都合で事業報告書等をホームページ上に一括公表することができないことか

ら、閲覧申請を受けてから、対象文書を個別に抽出し、メールで送付するなどの対応をしており、対応に時間を

要している。 

 

各府省からの第１次回答 

【現状】 

現行の医療法人制度は、都道府県において医療法人の許認可、指導監督、透明性の確保を一体として行って

おり、国は政策活用のため、医療法人の経営情報等を収集している。 

透明性の確保については、平成 18 年医療法改正により、都道府県知事が事業報告書等を閲覧に供しなけれ

ばならないこととされている（同法第 52 条第２項）。 

その閲覧方法については、デジタル化の観点から医療法施行規則を改正し、令和５年４月１日よりインターネット

の利用によることとした。 

また、インターネットによる閲覧に供するためには、閲覧対象となる書類を電子的に届け出られる環境が必要な

ため、 

・令和３年４月１日から厚生労働省が運営する医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ） 

・令和７年４月１日から独立行政法人福祉医療機構（以下「ＷＡＭ」という。）が運営するＷＡＭ ＮＥＴ 

への電子的な届出を可能とするとともに、自治体において閲覧用の電子媒体のダウンロード機能を実装したとこ

ろ。 

なお、社会福祉法人は税制優遇措置が講じられている公益性の高い法人として運営の透明性を徹底する観点

から、自ら計算書類等及び財産目録等を公表することとされており、ＷＡＭ ＮＥＴに届出を行い、福祉医療機構

側で公表すれば、自ら公表を行ったものと見なされる。 

【提案を踏まえた対応】 

医療機関の経営情報の更なる見える化に向けては、経済・財政新生計画改革実行プログラム 2024（令和６年

12 月 26 日経済財政諮問会議）に基づき、提出情報のさらなる改善等について検討・実施することとしており、引

き続きその検討を深めていく。 

また、その検討を待たず、事業報告書等が紙媒体で届け出られた場合、自治体においてオンライン閲覧用に電

子化している現状を改善することは喫緊の課題であるとの認識に立って、国から医療法人に対してメールや郵



送等により働きかけを直接行う等の取組により、届出の電子化をさらに推進する。 

さらに、自治体が閲覧用の電子媒体をダウンロードする機能の充実を図る等、自治体の目線に立った見直しに

取り組む。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
191 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

賦課期日時点で被保険者資格が重複している者に対する国民健康保険料（税）の軽減判定について調整規定

を設けること 

 

提案団体 

桶川市、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

４月１日に社会保険等に加入した者について、同日を賦課期日として算定する国民健康保険料（税）の軽減判

定の対象から除外する調整規定を設けること。 

 

具体的な支障事例 

国民健康保険法第８条に規定される国民健康保険の資格喪失の時期によると、国民健康保険の被保険者が同

法第６条各号（第９号及び第 10 号を除く。）いずれかに該当した場合は、当該該当日の翌日に国民健康保険資

格を喪失することとなる。そのため、例えば、社会保険に加入したり、後期高齢者医療制度に加入したりした場

合、加入日においては社会保険・後期高齢者医療保険と国民健康保険の被保険者資格が重複することとなる。 

これらの加入日が４月１日である場合、国民健康保険の資格喪失日は４月２日となるため、賦課期日（４月１日）

現在は国民健康保険に加入していることとなり、当該者が世帯主以外の者である場合であっても、低所得者に

対する軽減判定に含める必要がある。 

国民健康保険法第 56 条の規定により実質的に国保給付の適用を受けない者についても、国民健康保険料

（税）の軽減判定の際の計算に計上されてしまうことで、計上をしなければ国民健康保険料（税）の軽減が受けら

れるような同一世帯の家族等が保険料軽減を受けられなくなるというケースなどが発生してしまっている。 

国保世帯の生計維持に関与しないことから、その者の所得を軽減判定所得に加えることは、軽減制度の趣旨か

ら説明が難しい。被保険者からも苦情が出されていることもあることから、相談処理の負担軽減のためにも見直

すことが望まれる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

当該事例に該当した世帯については、社会保険加入者に前年中の所得があったため、当該者を軽減判定に加

えることによって、当該世帯に軽減の適用がされなかった。 

（事例） 

同一世帯（Ａ、Ｂ） 

Ａ：３月末時点で国保の被保険者（世帯員）、前年度所得あり。４月１日から社会保険加入、４月２日に国保資格

喪失。 

Ｂ：国保の被保険者（世帯主）、前年度所得なし。 

軽減措置については、賦課期日である４月１日時点の被保険者等の所得を基に計算するため、Ａの所得も加算

されてしまい、Ｂが保険料軽減措置の対象外となるケースが生じた。 

Ａは実質的に社会保険の適用を受け、国民健康保険の給付を受けられない状況であるにもかかわらず、国民

健康保険料（税）の軽減判定に加えられた結果、B の国民健康保険料（税）が軽減されず、苦情につながってい



る。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

①国民健康保険料（税）の公平な負担の確保 

②加入者からの苦情等対応の軽減による市町村の負担軽減 

 

根拠法令等 

国民健康保険法第６条、第８条、第 76 条、第 81 条 

地方税法第 703 条の５ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、いわき市、ひたちなか市、高崎市、佐倉市、相模原市、鈴鹿市、亀岡市、羽曳野市、兵庫県、

尼崎市、安来市、笠岡市、新居浜市、大野城市、大村市 

 

○当市でも同様の支障事例が生じており、被保険者からも苦情が出されている。公平性の観点からも、見直しを

図っていただきたい。 

○制度設計上、提案内容の方が望ましいと考える。 

○全く同様の事象が発生しており、年度を通じて社会保険に加入している者を国保の軽減判定に加えることに

より、実態と異なる判定がされることがある。この件については全国的な事象であると思われる。 

○４月１日から社会保険に加入する被保険者は多く、当市でも同様の事案は発生している。国保税の公平な負

担の確保に寄与するため。 

○説明の難しい内容であるため、全国の統一基準として改正されることを望む。 

 

各府省からの第１次回答 

減額の対象となる世帯の決定は、「国民健康保険税(料)の減額に伴なう事務の取扱について」（昭和 38 年 10

月 16 日付け保険発第 110 号）にて「世帯主及び賦課期日現在(賦課期日後において納税(納付)義務が発生し

た場合には当該納税(納付)義務が発生した日とする。)において当該世帯に属する被保険者に係る前年度の総

所得金額等により行なうものであること。したがつて対象世帯の決定に際しては年度途中における世帯内の被

保険者の増減は考慮しないものであること。」と示しているところ。 

国民健康保険法第８条に規定される国民健康保険の資格喪失の時期について、社会保険へ加入する場合、加

入日の翌日が国民健康保険の資格喪失日となり、資格が重複する日が発生し、当該重複日が賦課期日に当た

る場合、社会保険へ異動した者も軽減判定の算定に加えられるため、課題の解決にあたっては資格の重複を

解消する等の対応が考えられるが、それにより軽減判定以外の資格管理や給付にかかる影響を慎重に精査し

た上で検討する必要があるものと認識している。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
194 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

過疎地等の病院における常勤要件の見直しについて 

 

提案団体 

徳島県、京都府、京都市、大阪府、兵庫県、香川県、愛媛県、高知県、全国知事会、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

診療報酬上の医師の常勤の要件を緩和し、過疎地等の病院にあっては「週 31 時間以上」の医師においても報

酬算定可能とするなど算定基準の見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

医師の常勤又は非常勤に係る基準は、医療法第 25 条第１項の規定に基づく立入検査要綱別紙「常勤医師等

の取扱いについて」において、常勤が「32 時間以上」と定められている。 

一方、公務員の労働時間は一般的に「７時間 45 分」とされており、当県においては、医師不足の中、退職した常

勤医師であった者を再任用職員として頼らざるを得ない状況がある。しかし、短時間勤務（週４日 31 時間）の職

員では、常勤の医師の要件を満たすことができない。 

この例に限らず、特に過疎地では、医師を募集しても人材不足の状況を解消できず、医師の応募者すらいない

ことも多い。診療報酬上の要件とされている医師を確保できなければ、診療報酬を算定することができず、経営

面において、新しい医師を確保する体制づくりが更に難しくなってしまう。 

このため、過疎地等における病院経営が非常に厳しくなっている中で、地域の医療体制維持の観点から、過疎

地等が条件不利地域であるために医師が確保できないことを考慮して診療報酬上の算定基準を見直していた

だきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

過疎地の医療機関は、医師確保が困難であり、週５日の勤務ではなく、退職者を再任用職員として雇用した場

合は週４日の勤務となる場合は、診療報酬上の常勤算定から外れてしまうことがある。医師不足の中、常勤算

定ができず、病院経営にとって悪循環となっているため、常勤換算の算定基準を見直していただきたい。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

過疎地における医療機関の経営状況が改善され、地域の医療提供体制の維持につながる。 

 

根拠法令等 

診療報酬の一部を改正する告示、診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について、医療法

第 25 条第１項の規定に基づく立入検査要綱 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

医療法上の人員配置標準は衛生規制として医療機関が有すべき最低限の人員の基準を示したものであるとこ

ろ、人員配置標準に係る常勤医師の定義は、「医療法第 21 条の規定に基づく人員の算出に当たっての取扱い

等について」（平成 10 年６月 26 日付け厚生省健康政策局・医薬安全局長連名通知）において、週法定労働時

間を踏まえて定められたものである。この医療法上の基準及び診療報酬の常勤医師の基準については、医療

の質・安全性の観点から設定しているものであり、当該基準の緩和を一律に検討することは困難である。 

その上で、ご指摘の支障事例が、医療法上の常勤医師の取扱いによるものか、診療報酬上の施設基準による

ものかが明らかでないため、いずれの基準により支障をきたしているのかを明らかにして頂き、診療報酬上の施

設基準が支障となっている場合には、当該診療料と、その支障となっている背景・理由を個別に明らかにした上

で、検討が必要と考える。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
195 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

障害者支援施設等災害時情報共有システムの機能の見直し 

 

提案団体 

徳島県、神奈川県、滋賀県、京都府、京都市、堺市、兵庫県、神戸市、鳥取県、香川県、愛媛県、高知県、全国

知事会、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

障害者支援施設等災害時情報共有システムについて、以下の改良を求める。 

・都道府県の裁量により、障害福祉サービス等情報公表システムの登録・公表の対象外の施設（地域活動支援

センター、小規模作業所等）も利用可能とすること。 

・同一建物で複数のサービスを行っている場合、まとめてメールを送付し、被害情報もまとめての入力を可能と

すること。 

・事前入力できる項目について、都道府県において必要な情報の追加を可能とすること。 

・国の災害登録がされた時点で、都道府県からの報告依頼を待たずに事業所のアクセスを可能とすること。 

 

具体的な支障事例 

次のような課題があることから、当県において障害者支援施設等災害時情報共有システムを十分に活用できて

おらず、いざ災害が発生した際に必要な情報を迅速かつ正確に収集することについて懸念がある。 

【課題】 

・当該システムを利用できる施設は、「障害福祉サービス等情報公表システム（WAM NET）」に登録・公表がなさ

れている事業所のみとされており、対象外となる施設（地域活動支援センター、小規模作業所等）については、

別の手段（メールや FAX 等）により個別に被害情報の聞き取りを行う必要がある。 

・「サービス種別」ごとに、対象事業所として登録されているため、同一事業所（建物）で複数サービスを行ってい

る場合、重複したメールが届き、さらにそれぞれのサービスについて当該システムへの入力を行わなければなら

ないため、被災した事業所に不必要な負担が生じるとともに、都道府県においても管内の被害情報を迅速に把

握することにも懸念がある。 

・事前入力できる「基本項目」が限定されており、備蓄物や非常用設備の供給可能時間など、都道府県において

必要な情報を追加することができない。 

・緊急時であったとしても、国の災害登録及び県からの報告依頼が完了しないと、事業所側からは、当該システ

ムにアクセスできない。 

・当該システムの施設情報一覧について、政令指定都市の情報を県が取得することができない（施設被災状況

報告一覧は取得可能）。災害発生時には県が政令指定都市を含めた災害福祉支援に当たるが、平時から施設

情報を収集するためには、その都度政令指定都市に依頼する必要があり、支障となっている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

報告に係る事業所側の負担が軽減され、迅速かつ正確に、国・県・市町村における情報収集・共有ができるよう

になる。 

必要な情報を事前に登録しておくことにより、通信手段がない時にも、支援にあたって優先度をつけやすくなる。 

 

根拠法令等 

― 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、花巻市、宮城県、沖縄県 

 

○WAM NET 登録のない事業所の被災情報取得が当システムにより可能となるため、迅速な支援につながる。 

 

各府省からの第１次回答 

都道府県の裁量により、障害福祉サービス等情報公表システムの登録・公表の対象外の施設（地域活動支援

センター、小規模作業所等）も利用可能とすることについては、可能な対応を検討したい。 

同一建物で複数のサービスを行っている場合のメールでの報告依頼及び回答方法については、現行でも複数

の施設等について登録されているメールアドレスが同一であれば、一通のメールでまとめて被害状況報告依頼

が送信されている。その上で、被害状況の報告については、同一建物内でも施設等ごとに被害が異なる場合が

あることから、まとめて報告することが適切か否かを含めて検討したい。 

事前入力できる項目について、都道府県において必要な情報の追加を可能とすることについては、現在、非常

用自家発電燃料・備蓄品（医療用マスク・アイソレーションガウン・フェイスシールド・非滅菌手袋）の入力を行え

るよう、システム改修を進めているところ。その上で、ご提案の具体的な内容に応じて更なる対応の要否を検討

したい。 

国の災害登録がされた時点で、都道府県からの報告依頼を待たずに事業所のアクセスを可能とすることについ

ては、可能な対応を検討したい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
197 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

医師偏在対策として、シーリング案に対する意見については医師少数区域に配慮した意見を述べること 

 

提案団体 

村上市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

医師少数区域における医師確保対策として、厚生労働大臣が医師法第 16 条の 10 第１項の規定により（一社）

日本専門医機構に対してシーリング案を含む専門研修制度について意見を述べるに当たっては、医師少数区

域に関する意見をより尊重して調整することを求める。具体的には、以下の措置を求める意見を述べることを求

める。 

①連携プログラムにおける医師少数区域での連携先における研修期間を現行の１年６か月以上から、全研修

期間の 50％以上とする。 

②特別地域連携プログラムをシーリングの枠内で実施する。 

 

具体的な支障事例 

臨床研修医及び専攻医募集においては、シーリングや特別地域連携プログラムなどにより医師偏在対策を行っ

ており、厳格なシーリングがかかっている臨床研修では一定の効果がみられるが、シーリングが弱い専門研修

では都市部に流出し、医師偏在状況の改善に至っていない状況にある。 

現行制度上、シーリング案を含む専門研修制度については、厚生労働大臣が都道府県からの意見（都道府県

の地域医療対策協議会で協議のうえ決定）を集約した上で、日本専門医機構に対して意見を述べ、これらを踏

まえ日本専門医機構がシーリング数を決定し、11 月頃から専攻医の採用を開始する仕組みとなっておる。 

しかし、当市が含まれる県が、令和５年度に国に提出した専門研修プログラムに係る意見は、厚生労働大臣か

ら日本専門医機構への意見に反映されなかったように、医師偏在状況の改善の観点から提出した都道府県の

意見が、日本専門医機構に述べられるとは限らない状況にあり、医師不足の改善には至っていない。 

医師不足地域の自治体では、一人あたり２千万円前後と高額な財政負担により、独自に修学資金貸与制度や、

県と連携した医学部地域枠制度により、複数人の医師確保に努めている状況にある。 

そのため、地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保するため、医療法及び医師

法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 79 号）により医師法が改正され、専門研修については都道府県の

意見を聴いた上で、国から日本専門医機構等に対し、地域医療の観点から必要な措置の実施を意見する仕組

みが創設された趣旨を踏まえ、医師少数区域に関する意見をより尊重し、日本専門医機構等に意見・要請する

ことを求める。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

不採算医療を担う地域の基幹的医療機関である公的病院から、医師の集約化等により、医師の常勤派遣から

非常勤派遣又は医師が引き上げられるなど、地域にとって必要な医療の提供に支障が生じている。 

住民からは医師が引き上げられることで「高齢になって、免許を返納してから、遠くの病院まで受診するのが大

変だ」「そう難しくない手術なのに、何故遠くの病院まで行かなければならないのか」などの、意見があった。 



 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

医師が安定的に確保されることで、何処に住んでいても平等に医療を受けることができる。また、住み慣れた地

域で最期まで、生活することができる。 

 

根拠法令等 

医師法第 16 条の 10 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

燕市、八代市 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

医道審議会医師分科会医師専門研修部会においては、都道府県や市町の立場の委員を含めて議論に参画い

ただいており、医療提供体制や研修機会の確保の観点から意見等を行うに当たり、考慮・検討すべき事項につ

いても幅広く審議してまいりました。令和７年１月 30 日に開催した令和６年度第４回医師専門研修部会において

は、都道府県からの意見も踏まえ、特別地域連携プログラムをシーリング内に設置する方針が了承され、今後、

日本専門医機構において対応することとされており、まずはこれを踏まえた対応を注視の上、必要に応じて更な

る検討を行ってまいります。 

医師の診療科・地域偏在については、引き続き、都道府県や関係者等、様々な立場の方々の意見を伺いなが

ら、シーリング制度の適切な運用を始めとした様々な取組を通じて、医師の偏在対策に努めてまいります。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
199 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 07_産業振興 

 

提案事項（事項名） 

林業の架線集材での繊維ロープの使用を可能とする労働安全衛生規則の見直し 

 

提案団体 

村上市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省、農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

林業の架線集材については、労働安全衛生規則上でワイヤロープの使用が定められているため、材を吊り上げ

て運ぶ機械集材装置及び運材索道等では、繊維ロープの使用ができないことになっている。繊維ロープの安全

性確認と実証実験による安全基準の検討に必要なデータ集積が取れ次第、労働安全衛生規則の改正による規

制緩和を求める。 

 

具体的な支障事例 

林業では厳しい自然環境下での人力作業が多く、軽労化・効率化が課題となっている。林業の架線集材では、

数百メートルのワイヤロープによる索道を用いて木材を集材するが、設置にあたっては重いワイヤロープを背負

い上げて索道を設置するため林業従事者の負担となっている。これにより架線集材が衰退し、作業道の開設が

出来ない奥地林や急峻地の伐採が進まない現状がある。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

ワイヤロープから重量が１/６かつ引張強度が同等である繊維ロープに変えることで、ワイヤロープのように素線

で怪我をする心配がなく、切れても大きな事故になりにくい。架線集材の軽労化・効率化が図れるほか、生産性

が向上し素材生産の拡大につながる。 

 

根拠法令等 

労働安全衛生規則 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、福井市、沼津市、熊本市 

 

○作業の効率化を図る上で検討が必要であると考えられる。 

○素材生産の効率化に資するものと考えられるため強度等の条件を勘案したうえ規則を改正しても良いと思わ



れる。 

 

各府省からの第１次回答 

林業で用いられる機械集材装置等に繊維ロープを使用することを想定すると、ワイヤロープと異なり、繊維ロー

プは、①熱に弱く、滑車の通過等による熱により強度が保てない可能性がある、②摩耗に弱く、木や岩石等で触

れることで強度が落ちる可能性がある、③紫外線による劣化や内部破断等の影響を外見上判断できず、廃棄基

準が作れない、④繊維ロープ用の緊結具が存在しない、といった問題がある。 

繊維ロープについては、そもそも、熱、摩耗、紫外線による強度低下についての試験方法も判断基準も確立され

ておらず、客観性をもった試験を実施できる状況にない。また、繊維ロープ用の緊結具がないため、ワイヤロー

プと比較して用途が大幅に限定される。さらに、劣化を評価する方法がないため、廃棄を判断する指標もない。 

以上を踏まえ、繊維ロープを屋外で使用するにあたっては、安全性確認や実証試験を行う以前に、まずは、メー

カー団体で協議し、繊維ロープの摩耗や熱、紫外線による強度低下についての統一的に実施可能な試験方法

や評価方法の標準化（可能であればＪＩＳの作成）、劣化の評価（廃棄の指標）の整備や、緊結具の開発の必要

があると考える。 

厚生労働省としては、これら試験方法等が確立した後に、労働災害防止の観点からの安全性の評価に取り組

みたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
201 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護報酬上の特別地域加算について市町村の求めに応じて「厚生労働大臣が定める地域」の変更が可能であ

る旨を明確化すること 

 

提案団体 

村上市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

介護報酬上の特別地域加算について、３年に一度の介護報酬改定時以外においても、市町村の求めに応じて

「厚生労働大臣が定める地域」の変更が可能である旨を明確化すること。なお、介護報酬改定時以外において

対象地域の変更が認められていないのであれば、変更可能となるよう運用の見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

特別地域加算における厚生労働大臣が定める地域第六号の規定に基づき厚生労働大臣が定める地域（令和

三年三月十五日）に規定する地域については、３年に一度の介護報酬改定時に、市町村に対し、新たに加除す

る地域の照会が行われているところである。 

【支障事例】 

介護報酬改定時以外において、市町村の求めに応じて「厚生労働大臣が定める地域」の変更が可能かどうか明

確に示されていないため、市町村への照会以降に新たに特別地域加算の対象を希望する場合、次期報酬改定

まで待たざるを得ない状況が生まれている。 

山村振興法の改正により振興山村地域の変更に伴い特別地域加算の対象地域も変更となるように、過疎地域

の持続的発展の支援に関する特別措置法が改正されれば、当然のように特別地域加算の対象地域も変更とな

るため、介護報酬改定時以外においても対象地域の変更を要するケースは存在している。また、事業所の新設

や移転などによっても特別地域加算の対象地域の変更が必要となるケースは想定されるところである。 

【支障の解決策】 

介護報酬上の特別地域加算について、３年に一度の介護報酬改定時以外においても、市町村の求めに応じて

「厚生労働大臣が定める地域」の変更が可能である旨を明確化すること。なお、介護報酬改定時以外における

対象地域の変更が認められていないのであれば、変更可能となるよう運用の見直しを求める。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

介護報酬改定時期以外のタイミングにおいても特別地域加算の対象地域の変更が可能であることが明確化さ

れることで、市町村において地域の実情やニーズに合わせた対象地域の変更が可能となり、安定した介護サー

ビスの提供につながる。 



 

根拠法令等 

厚生労働大臣が定める地域（平成二十四年三月十三日厚生労働省告示第百二十号）、厚生労働大臣が定める

地域第六号の規定に基づき厚生労働大臣が定める地域（令和三年三月十五日厚生労働省告示第七十四号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、花巻市、横浜市、島田市、高知県、熊本市 

 

○介護報酬改定時期以外のタイミングにおいても特別地域加算の対象地域の変更が可能であることが明確化

されることで、地域の実情やニーズに合わせた対象地域の変更が可能となり、安定した介護サービスの提供に

つながる。 

○提案団体の解決策に加え、報酬改定以外に変更可とした場合の変更方法（ルート）も明確化されることを求め

たい。また、居宅介護支援事業所においては当該地域の変更により管理者要件緩和措置の拡大等にも繋がり

介護人材不足の解消へも繋がる可能性があると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

介護報酬における「特別地域加算」の対象地域については、厚生労働大臣が定める地域（平成 24 年厚生労働

省告示第 120 号）に規定されており、同告示第１号から第５号までの規定による各法律の規定に基づく対象地

域に加え、同告示第６号の規定に基づき、厚生労働大臣が別に定める地域（以下「別に定める地域」という。）が

対象となっている。 

別に定める地域については、厚生労働大臣が定める地域第六号の規定に基づき厚生労働大臣が定める地域

（令和３年厚生労働省告示第 74 号）に規定されており、介護報酬改定のタイミングとあわせて、各自治体に希望

調査を行い、その結果を踏まえて、対象地域の見直しを行っているところである。 

介護報酬改定は、介護保険料を３年間の給付を見通した上で設定していること等を踏まえ、原則３年に１回行わ

れているところであるが、各自治体が別に定める地域の見直しを希望するかどうかについては、各自治体にお

けるサービスの見込み量や、人材確保の状況も含めた提供体制の状況、更には保険料水準など、各地域にお

ける実情を踏まえて総合的に判断することが適切であり、当該地域について、３年に一度の介護報酬改定時以

外においても、市町村長の求めに応じて変更することは困難である。 

なお、厚生労働大臣が定める地域に規定する各法律が改正された際には、関係する自治体に対して希望調査

を行い、対象地域の見直しを行っている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
213 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

人口減少地域等における訪問看護サービスの維持・確保に向けた加算要件の緩和 

 

提案団体 

鳥取県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、全国知事会、中国地方知事会、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

人口減少地域等を含む訪問看護サービスの維持・確保 

・医療保険の特別地域訪問看護加算について、地域の実情を踏まえて算定基準要件を緩和すること。 

・具体的には、現状、特別地域訪問看護加算の要件は「訪問看護ステーションの所在地から利用者宅までの移

動にかかる時間が片道１時間以上」とされているが、例えば「訪問看護ステーションの所在地から利用者宅まで

の移動にかかる時間が片道 30 分以上」とするなど、要件を緩和すること。 

 

具体的な支障事例 

訪問看護ステーションを経営していく上で、看護師１人当たり１日に 3.5～５件程度の訪問件数が必要（１件に１

時間の訪問を想定）。市街地であれば患者宅から患者宅、事業所から患者宅が近く短時間で移動できるが、中

山間地域では片道 30 分以上移動に時間を要する場合が多く、このような対象者が多いほど訪問件数が少なく

なり経営が逼迫する要因の１つとなっている。 

県内の訪問看護ステーションで、このように特別地域訪問看護加算の要件にならないが、片道 30 分以上移動

に要する件数は 140 人程度（延べ 900 回程度）把握している。 

地域の実情を踏まえ、特別地域訪問看護加算の算定基準要件を緩和することで、中山間地域においても訪問

看護サービスを維持・確保することが可能となる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

事業者から１時間未満（30 分以上）の場合でも、都市部への訪問と異なり、非効率とならざるを得ず、経営圧迫

要因になっている。特に冬季は豪雪対応のため、複数名で訪問せざるを得ず、コスト負担が大きいとの声が聞

かれる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

人口減少地域（中山間地域）における訪問看護サービスの維持・確保 

 

根拠法令等 

訪問看護療養費の算定基準、特別地域訪問看護加算算定基準 

 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、宮城県、須坂市、宍粟市、奈良県、高知県、熊本市 

 

○当市においても、訪問看護ステーションから利用者宅までの移動に 30 分以上かかるところもある。在宅にお

いて医療の提供を受けるためには、訪問看護ステーションの役割は重要であり、維持存続のためにも加算要件

の見直しは必要である。 

○当県においても、訪問箇所間の距離が離れている山間地域では、採算がとれるとされる 1 日あたり看護師１

人が４件訪問することが困難であるため、訪問看護ステーションの参入が難しい状況にあると認識している。 

 

各府省からの第１次回答 

過疎地域等でも住み慣れた地域で療養しながら生活を継続することができるよう、遠方への移動負担を考慮し、

訪問看護ステーションの所在地利用者の家庭までの移動にかかる時間が１時間以上である者に対して、①特別

地域に所在する訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を行う場合②特別地域外に所在する訪問看

護ステーションの看護師等が特別地域に居住する利用者に対して指定訪問看護を行う場合に特別地域訪問看

護加算として所定額の 100 分の 50 に相当する額を加算できることとしている。 

特別地域訪問看護加算の対象範囲を拡大することは保険者等の財政負担や利用者の新たな負担を伴うもので

あることから、人口減少地域等における訪問看護サービスの維持・確保に向けた加算要件の緩和について、訪

問看護関係団体等のヒアリングなど現場や関係者のご意見も伺いながら、算定状況や財政影響等を踏まえ中

央社会保険医療協議会において必要な対応について検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
222 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国家資格等の免許交付のオンライン化 

 

提案団体 

都城市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

国家資格等について、紙の免許を交付するのではなく、電子証明書を免許原本とし、紙の印刷が必要な場合は

申請者本人が電子証明書を印刷する方式とすること。 

 

具体的な支障事例 

紙での免許交付では、国から保健所・都道府県に届き、保健所等が本人へ通知後、本人が窓口まで受領しに行

く必要がある。 

申請者の支障事例 

・申請者は窓口受付の時間帯に窓口まで受取りに行かなければならず、そのための時間の確保と窓口来所の

負担が生じている。 

・申請から免許交付までの期間に住所異動があり、本人による受取りが困難な場合には、受取りのために委任

状を作成し、委任者に代理受領を依頼する必要がある。 

行政にとっての支障事例 

・郵送での通知や電話連絡をしても受取りに来ない申請者がおり、免許証の保管や申請者との調整に苦慮して

いる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

住民の利便性の向上 

・免許証（紙）の受取りのため、申請者が保健所等に行く必要がなくなる。 

・免許証（紙）の紛失を防止でき、再発行申請の手続が不要となる。 

・受取りのための時間確保の調整が不要となる。 

・住所異動が生じても免許交付に支障が無くなる。 

行政の効率化 

・免許交付にかかる手続事務が解消される。 

 

根拠法令等 

医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法、薬剤師法、理学療法士及び作業療法士法、技能訓練士法、臨



床検査技師等に関する法律 

医師、歯科医師、保健師、助産師及び看護師等の免許申請について（昭和 35 年４月 14 日医発第 293 号） 

医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、診療放射線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、理学療法士、作

業療法士及び視能訓練士免許申請等の取扱要領 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、宮城県、越谷市、川崎市、相模原市、長野県、浜松市、豊橋市、寝屋川市、兵庫県、久留米市、鹿児島

市 

 

○・３月に合格発表がありその後就職のため引っ越す方が多いが、免許を申請した保健所に何か月も後に免許

証が届くため、一人一人に説明・確認しながら免許の新規申請の受付を行うため時間がかかる。 

・免許証の受取のお願いをハガキにてお知らせしているため、郵送料がかかる。 

○紙での免許交付では、国から保健所・都道府県に届き、保健所等が本人へ通知後、本人が窓口まで受領しに

行く必要がある。 

・申請者は窓口受付の時間帯に受取りに行かなければならないため、時間の確保と窓口来所の負担が生じて

いる。 

・本人による受取りが困難な場合には、受取りのために委任状を作成するため、手間がかかる。 

・免許を受取りに来ない申請者がおり、免許証の保管や申請者との調整に苦慮している。 

 

各府省からの第１次回答 

医師等の免許証のデジタル化について、国家資格等情報連携・活用システムにおける資格情報の証明および

提示機能の活用が進むよう環境を整備することについて、検討を行っているところ。 

今後、「国家資格等情報連携・活用システムの利用拡大に係る共通化推進方針」に基づき、国家資格等情報連

携・活用システムにおけるデジタル資格者証の取扱い等について、当該システムの活用状況や必要な体制整備

の状況、関係者の意見等を踏まえつつ検討する。 

薬剤師に係るデジタル資格者証の取扱い等については、今後、「国家資格等情報連携・活用システムの利用拡

大に係る共通化推進方針」に基づき、国家資格等情報連携・活用システムの運用状況や必要な体制整備の状

況、関係者の意見等を踏まえつつ検討する。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
226 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護保険に係る資格喪失時の手続の簡素化 

 

提案団体 

都城市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

介護保険被保険者は、被保険者の資格喪失時において、介護保険法施行規則により、14 日以内に届書を市町

村に提出しなければならず、また、介護保険法により、速やかに介護保険被保険者証を返還しなければならな

いが、届書の提出を原則不要とし、併せて、被保険者証の返還が不要となるよう、各条文等を改正していただき

たい。 

さらに、有効期限が切れた負担割合証及び介護保険負担限度額認定証についても同様に、返還不要となるよう

所要の改正をしていただきたい。 

 

具体的な支障事例 

介護保険被保険者証交付済みの被保険者が、死亡や市外転出(住所地特例施設は除く)等で、被保険者の資格

を喪失した場合、被保険者は、14 日以内に被保険者である市町村に資格喪失の届書を保険者である市町村に

提出し、介護保険被保険者証等を返還しなければならないとされている。 

そのため、介護保険の資格喪失について、令和６年度は約 3,400 件生じており、窓口での喪失届受付、介護被

保険者証の所在確認や返送依頼、回収日のシステム入力等の事務が発生しており、喪失に関する届出及び介

護被保険者証返還が義務付けられていることから、資格喪失に関する手続簡素化及びデジタル化を推進しづら

い状況である。 

まず、被保険者の死亡や市外転出等については、番号連携や住基システム等の情報と照合により確認でき、介

護資格喪失に関する必要事項を届け出る必要性は生じないものと考えられる（ただし、介護保険法施行法第 11

条の適用除外に関する経過措置に該当する場合を除く）。 

介護保険被保険者証の返還についても、記載されている要介護認定の有効期間が切れた場合は前述のシステ

ム情報で確認できることに加え、介護保険被保険者証単体での身分証利用も想定されていないことから、返還

不要としたとしても、介護保険被保険者証の不正利用等の懸念はないと考えられる。 

また、介護保険負担割合証及び介護保険負担限度額認定証についても、市町村に返還しなければならないとさ

れているが、死亡や市外転出等による喪失の場合は、前述のとおり確認が可能である上、有効期限が切れた

場合には不正利用等の懸念はないと考えられる。 

なお、介護保険制度と類似の制度である健康保険制度では、有効期限が切れた国民健康保険被保険者証・高

齢受給者証、後期高齢者医療被保険者証等について、保険者に返却せず、被保険者自身で破棄して差し支え

ないよう、厚生労働省において所要の改正が令和３年に行われたところであり、同様の対応が可能と考えられ

る。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 



 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

介護保険被保険者の資格喪失届書の提出が原則不要となり、介護保険被保険者証、負担割合証及び介護保

険負担限度額認定証の返還が不要となれば、住民の来庁及び手続の負担が大幅に軽減される。仮に資格喪

失届出が必要な場合でも、各種証書の返還が不要であることから、市民が窓口に来ることなく、マイナポータル

等の利用により、資格喪失のオンライン申請を活用できる。それらにより、行政側では、来庁者対応や所在確認

事務等が大幅に減少するため、事務の効率化が図られる。 

 

根拠法令等 

介護保険法第 12 条第４項、 介護保険法施行規則第 28 条の２第２項、第 32 条、第 33 条、第 83 条の６第５項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、ひたちなか市、佐倉市、横浜市、燕市、須坂市、富士市、高知県、大野城市、伊佐市 

 

○（負担軽減に関すること）負担割合証と限度額認定証について法令では返還となっているが、徹底できていな

い。 

○【現状及び支障事例】 

当市は、資格喪失時に、「介護保険被保険者証」や「介護保険負担割合証」及び「介護保険負担限度額認定証」

の回収を求めているが、紛失等により、すべての回収ができていない状況である。回収した場合には、回収日の

システム入力等の事務が発生している。 

【解決策】 

介護保険制度と類似の制度である健康保険制度において、有効期限が切れた国民健康保険被保険者証・高齢

受給者証、後期高齢者医療被保険者証等について、保険者に返却せず、被保険者自身で破棄して差し支えな

いよう、厚生労働省において所要の改正が令和３年に行われた状況を踏まえると、同様の対応が可能と考えら

れる。 

○医療保険と同様の取扱いとして差し支えないと考える。 

○介護保険の利用者の中には認知症や寝たきりの方も多く、現状のような保険証の返還を求めることは実務上

困難な状況も発生している。本提案は、住民サービスの向上及び自治体の業務効率化が期待でき、また、今後

のマイナポータル活用の可能性も見据え、意向を「有」とする。 

 

各府省からの第１次回答 

死亡や市外転出等の資格喪失時に義務付けられている届書の提出及び被保険者証返還の手続について、自

治体の事務負担等も考慮しつつ、手続自体の要否を含めその簡素化に向けて検討を進めてまいりたい。 

また、有効期限がきれた介護保険負担割合証及び介護保険負担限度額認定証（以下「負担割合証等」という。）

の取扱いについては、負担割合証等は、介護サービス事業者が請求に当たり必要となる情報であり契約に当た

り確認しているところ、その返還を不要とした場合における事務負担等も踏まえた上で、自治体の現場の負担等

も考慮し、検討を進めてまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
227 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護保険の制度改正及び報酬改定に関連する省令等の公布日等の見直し 

 

提案団体 

宮城県、北海道、岩手県、北上市、仙台市、石巻市、角田市、栗原市、大崎市、蔵王町、秋田県、山形県、福島

県、神奈川県、新潟県、広島県、石巻地区広域行政事務組合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

老人福祉に係る「基準省令」、「介護報酬告示」及び関係通知の早期公布（１月公布の場合は施行日を同年 10

月以降にする、又は、４月１日施行の場合は前年 11 月末までに行う） 

 

具体的な支障事例 

介護保険法においては概ね３年に一度の制度改正されている。令和６年度制度改正においては、改正の概要

が令和５年 12 月に示されてから制度が施行される令和６年４月１日までの期間が４ヶ月程度となっていたが、そ

の大部分を条例等の改正作業に費やすこととなったため、事業所・施設向けの周知等、新制度の円滑な移行に

向けた準備等を行う人員及び作業期間を十分確保することが困難な状況となった。また、制度改正に関する告

示や通知の発出も令和６年３月 15 日と新制度施行の直前となっており、新制度移行に係る事業者への十分な

周知等が困難であった。 

併せて公布される基準省令を元に条例及び施行規則の改正を例年行っているが、議会及び条例・規則の法令

担当課等による審査の日程を踏まえると、極めて短期間の間に条例・規則の改正案を調製する必要があり、所

管課及び法令担当課における業務の負担が極めて大きくなる。 

平成 30 年地方分権改革に関する提案募集提案事項 No.83 により 提案され、令和３年度改正時において従前

より早期の省令公布等の対応がされたが、依然として上記の状況となっていることから、更なる措置を求めるも

の。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

制度改正に係る問い合わせが平常時より多く寄せられたが、各種通知が発出されるまでは詳細が不明な基準・

加算が多く、年度内の正確な対応が困難であった。 

サービス提供事業者は、制度改正に伴い、人員配置・運営体制の見直しを行う必要が生じる。また、利用者等

に対して利用料等の重要事項の説明を行い、同意を得ることがサービス提供事業者には義務付けられているこ

とから、報酬改定に伴う利用料変更に関する手続きを行う必要が生じる。しかし、告示・通達から施行日までの

期間が短いため、人員配置・運営体制の見直しや利用料変更手続きを適正に行うための十分な期間を確保で

きない状況にある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

改正後の制度内容に係る事業者対応を充実させることが可能となり、円滑な新制度移行及び適正な制度運営

が可能となる。 



サービス提供事業者が人員配置・運営体制の見直しや利用料変更手続きを適正に行うための十分な期間を確

保できる。 

 

根拠法令等 

介護保険法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、盛岡市、花巻市、ひたちなか市、上尾市、柏市、東久留米市、横浜市、川崎市、新潟市、須坂市、富士

市、名古屋市、西尾市、兵庫県、宍粟市、島根県、今治市、高知県、佐賀県、熊本市、別府市、宮崎県、伊佐

市、特別区長会 

 

○介護予防・日常生活支援総合事業の第一号事業に関する改正事項について、①「介護保険法施行規則第百

四十条の六十三の六第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準」及び②報酬告示については予告なく３月

中旬にしめされた。①については、誤記載の箇所が複数確認され、厚生労働省担当者に直接確認し、当該担当

者は誤記載である旨の認識を示すも、修正もされないまま１年以上が経過している。②については、法令上、厚

生労働大臣が示す単価を勘案して市町村で単価を設定できるものとされているが、３月中旬に示されたとあって

は、市町村で勘案するいと間もなく、単価設定をせざるを得ない状況であり、法制度として規定されていることが

意味をなさないこととなっている。 

○・厚生労働省の改正概要の提示  令和５年 12 月 

・介護保険料の基準額決定     令和６年１月 

・給付費の確定             令和６年１月 

・保険料の条例作成          令和６年１月 

・３月定例会にて議決           令和６年３月 

令和６年度の報酬改定は、上記のスケジュールであり、行政及び事業所で理解不十分のまま制度開始となっ

た。改正概要の提示から給付費及び保険料の基準額を決定するまで期間が短かったため、十分検討の余地が

無く、業務の負担増に繋がった。また、事業所への周知期間が無く、問い合わせに対応するのも困難であった。

老人福祉に係る「基準省令」、「介護報酬告示」及び関係通知の早期公布については、行政及び事業所の事務

の負担軽減の観点から見直しが必要である。 

○改正内容について職員が十分に理解するには期間が短く、事業所・施設に適切な指導を行うことに支障が出

る。 

○改正情報が発出されてから極めて短時間での例規改正作業が生じるほか、事業所への十分な周知が困難で

ある。 

○制度改正の概要の提示から施行開始の期間が短いため、円滑な新制度移行及び適正な制度運営が困難と

なっている。また、制度改正に関する告示、通知の発出から施行開始の期間も短いため、サービス提供事業者

が人員配置・運営体制の見直しや利用料変更手続きを適正に行うための十分な期間を確保できない状態であ

る。 

 

各府省からの第１次回答 

ご指摘の「基準省令」及び「介護報酬告示」については、介護保険法の規定に基づき、改定を行う際にはあらか

じめ社会保障審議会の意見を聴かなければならないこととされているが、改定による現場の事務負担等も考慮

し、「介護報酬告示」の解釈を示す「関係通知」と合わせて、可能な限り早急に公布・発出するよう努めており、令

和６年度介護報酬改定においても、令和３年度介護報酬改定と同様に３月 15 日付けで「基準省令」、「介護報

酬告示」及び「関係通知」の公布・発出を行ったところ。 

各自治体の条例改正作業に影響があることを踏まえ、「基準省令」について公布前に適宜自治体に共有するな

ど、改定による現場の事務負担等も考慮しつつ、柔軟な対応を行っているところだが、ご指摘いただいている事

案を踏まえて、引き続き、現場の事務負担等と行政手続法等に基づく公布手続とのバランスを考慮しつつ、必要

な対応を行ってまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
228 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護保険の制度改正及び報酬改定に関連する告示、通知等の全文データの公開 

 

提案団体 

宮城県、北海道、岩手県、仙台市、石巻市、角田市、栗原市、大崎市、蔵王町、秋田県、山形県、福島県、神奈

川県、新潟県、広島県、石巻地区広域行政事務組合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

介護サービス事業者の指定基準に係る省令関係通知並びに介護報酬告示及び関係通知の全文データの公

開、配布を求めるもの。 

 

具体的な支障事例 

介護保険法については、概ね３年に一度の制度改正時に、改正後の省令基準に係る解釈通知並びに介護報酬

に係る告示及び留置事項通知等について提供されるが、新旧対照表のみ提供されており、改正後の全文を国

HP 等で参照することができない。改正後の全文についても厚生労働省 HP に掲載する等、地方公共団体等が

参照、活用しやすいデータ形式により公開、配布することを求めるもの。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

最新の告示・通知等の全体を把握することができず、規定の解釈等の確認が円滑にできない。市販の書籍の出

版を待たざるを得ないが、発行元による編集等が加えられており、通知等の原文と一致していない場合もある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

介護サ―ビス事業者による通知等の確認が容易となり、適正な介護サ―ビスの提供が可能となる。 

行政庁による介護サ―ビス事業者への制度周知や指導に必要となる資料デ―タの作成に係る負担が軽減され

る。 

 

根拠法令等 

介護保険法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、盛岡市、花巻市、山形市、ひたちなか市、上尾市、佐倉市、東久留米市、横浜市、川崎市、新潟市、須

坂市、富士市、名古屋市、西尾市、津市、堺市、兵庫県、宍粟市、島根県、高知県、大野城市、佐賀県、熊本

市、別府市、伊佐市 

 



○【支障事例】 

事業所からの問い合わせに対し、関連資料を検索するのに苦慮している。 

【解決策】 

国の HP 等で介護保険法及び条文解釈等が検索できれば、行政及び事業所の事務の効率化に繋がると想定さ

れる。 

○法規システムを利用しているが、改正情報が反映されるまで時間がかかるため、新旧対照表のほか全文につ

いても公開していただきたい。 

○本提案は、介護サ―ビス事業所の事務の負担軽減が見込まれ、また、適正な介護サ―ビスの提供につなが

る。 

○３年に１度の介護報酬改定については、介護報酬改定に係る説明会や集団指導等で事業所・施設に周知を

行っているが、新旧対照表での確認で資料作成を行っているため、非常に多くの時間を費やしている。 

○インタ―ネット上で全文を参照できないため市販の書籍に頼らざるを得ないが、施設・事業所等からの問い合

わせがあった際、書籍を持っていない事業所等に対して回答根拠を示しづらい。また、インタ―ネット上で全文を

参照できないためテレワ―ク等の多様な働き方の支障にもなっている。 

 

各府省からの第１次回答 

厚生労働省関係の法令は原則として、新旧対照表により改正が行われているところであり、ご指摘の「介護サー

ビス事業者の指定基準に係る省令関係通知並びに介護報酬告示及び関係通知」についても、報酬改定におけ

る改正事項が多岐にわたることを踏まえ、改定の内容を明確にする観点から、当該取扱いに準じて、新旧対照

表において改正を行っているところである。加えて、改正事項に係る参考資料を作成することで、改正点につい

て現場への周知に努めている。 

その上で、ご提案のように「介護サービス事業者の指定基準に係る省令関係通知並びに介護報酬告示及び関

係通知」に係る改正後全文を作成することは、改定後に現場に対して即時的に情報提供を行い、改正内容を素

早く理解していただく必要性と、改正後全文を作成することによる公布時期の遅れとのバランスを考慮しつつ、

慎重に検討する必要があると考えている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
235 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

重層的支援体制整備事業交付金における事務の簡素化・効率化 

 

提案団体 

高知県、神奈川県、香川県、愛媛県、安芸市、土佐市、土佐町、中土佐町 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

重層的支援体制整備事業交付金における事務の簡素化・効率化（申請様式の簡略化および解説書の作成） 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、市町村が創意工夫をもって属性を問わない包括的

な支援体制を構築する事を目的に、社会福祉法第 104 条の４に規定される重層的支援体制整備事業（以下、

重層事業）が活用できる。 

しかし、小規模自治体において、重層事業のメリットと事務手続きの負担感が天秤にかけられ、事務負担の増加

を一因として当該事業の実施に至らなかった事例がある。 

【支障事例】 

重層事業交付金の申請書類（Excel 様式）には、自動計算の関数や注釈が記載されているが、所要額算定様式

E～K 欄までの過程など難解な箇所が多く、新任の担当者が正確に理解することや決裁権者の適切な確認作業

に相当な時間を要している。 

また、当該事業の実施市町村数は年々増加していることに加え、令和７年度末で重層事業への移行準備事業

が終了予定であることから、今後も事業実施を希望する市町村数の増加が見込まれる。 

【支障の解決策】 

重層事業を活用した包括的な支援体制の整備を推進するためにも、当該交付金の申請等のデジタル化（例え

ば、デジタル庁が運営するＪグランツの活用）を含めた事務の簡素化および申請様式の記載例や記載手順を示

した解説書が必要である。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

【事務的な負担が増加することを懸念して事業実施に至らない市町村数】 

・R７年度事業未実施７市町村のうち事務負担の増を一因として事業（移行準備を含む）実施を躊躇：７市町村 

・R７年度移行準備実施 19 市町村のうち事務負担の増を一因として事業実施を躊躇：11 市町村 

【事務的な負担が増加することを懸念して事業実施に至らない市町村担当者の声】 

・役場職員の人手不足により、新たな提出物が増えるだけでも苦しい状況であり、事業実施の検討に至っていな

い。 

・事業の意義やメリットは理解できるが、事務的な負担が生じることとのバランスを考えると事業実施に至らな

い。 

【重層事業交付金申請手続きに係る重層担当者および決裁者の推定年間作業時間（R６）】 

・県：約６時間×６市町＝約 36 時間、約 36 時間×３手続き（※）＝約 108 時間 



・市町：約 30 時間×３手続き（※）＝約 90 時間 

※３手続き：事前協議、交付申請、実績報告 

※上記時間には、様式等提出後の国からの疑義照会への対応時間を含む 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

事業の実施を検討する市町村や新任職員が懸念する事務手続きの負担が軽減されることで、事業の活用促進

が図られる。 

各自治体における申請書類の作成時や記載内容の確認時に記載例や手順を確認できることで、事務的な誤り

や国及び県への問い合わせ、国からの疑義照会に係る業務時間の削減、事務手続きの効率化が見込める。 

 

根拠法令等 

・社会福祉法第 106 条の４ 

・重層的支援体制整備事業交付金交付要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、宮古市、花巻市、秋田県、相模原市、長野県、兵庫県、尼崎市、養父市、鳥取県、岡山県、笠岡市、山

口県、高松市 

 

○当市は中核市として、すでに事業を実施しているが、当該交付における申請事務が難解かつ煩雑であり、処

理に相当な時間を要している。 

○重層的支援体制整備事業交付金交付要綱に位置付けられている各福祉分野の相談支援事業と地域づくり

事業が重層支援体制整備事業交付金になるとともに、これらの事業について令和７年度から関係各課は既存

の交付金には提出せず、この重層交付金で交付申請することとなる。今後、分野を横断した予算の枠組みの調

整など、関係各課・機関との調整に相当な時間を要することが予想される。 

○既存事業補助金との連動が前提となっていることから厚労省側の担当係が 11 に分かれていることにより、多

数の申請等の様式の作成～疑義照会～修正やりとりが煩雑。また、ミスが発生する可能性が高いことから、単

一部局（社会・援護局）にて予算を確保する一括交付金とする又は補助金の一体化を廃止するなど事務の合理

化を図ることを求める。 

○申請書類の作成時や記載内容の確認時に記載例や手順を確認できることで、事務的な誤りや国及び県への

問い合わせ、国からの疑義照会に係る業務時間の削減、事務手続きの効率化が見込める。 

○当県内の市町村においても、交付金申請手続き等の業務負担を課題とする市町村や、交付金事務等のガイ

ドライン策定を望む声があるところ。 

○当市においても、重層事業交付金の手続きに係る事務負担が増加していると認識している。特に、年々、交

付金事務のスケジュールがタイトになっており、様々な部署で所管している事業をとりまとめる必要があることか

ら、提案団体の求める措置内容は必要性の高いものだと考える。 

 

各府省からの第１次回答 

ご提案については、これまでの自治体の負担軽減を図るために、様式に予め数式を入力するとともに、各様式

において記入要領を示す等の取組を行ってきたところであるが、具体的な改善方法に関するご要望等をお示し

頂ければ、引き続き、負担軽減を図るための方策について検討してまいりたい。 

なお、重層的支援体制整備事業交付金の交付申請にあたっては、例えば高齢分野の３事業については、同事

業を重層的支援体制整備事業として実施する場合でも、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業

（地域包括支援センターの運営）及び任意事業、包括的支援事業（社会保障充実分）の区分ごとに、重層的支援

体制整備事業として実施する事業に要する費用とそれ以外の事業に要する費用の合計額が基準額以内となる

ようにする必要があるなど、関連する交付金等の申請状況を勘案する必要があり、制度の仕組み上、交付申請

や交付決定の事務において、一定程度の複雑かつ時間を要する作業が生じざるを得ないものであること、デジ

タル化についても、重層的支援体制整備事業は４つの支援制度を束ねるものであり、各制度の見直しによりシ

ステム改修が頻繁に（毎年度）行われることが想定され、システム改修による執行スケジュールの更なる遅れ、

申請者の負担が増える可能性があること等も踏まえれば、費用対効果の面からも慎重な検討が必要であること

にご理解いただきたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
236 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の認定基準の明確化 

 

提案団体 

高知県、福島県、神奈川県、香川県、愛媛県、高知市、安芸市、土佐市、土佐町、中土佐町 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の認定基準が明確となるよう、Q&A の作成および問合せ事例の共有を

求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の認定事務は法定受託業務であり、申請者は住居地の市町村へ申請す

る必要がある。 

【支障事例】 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の認定事務において、『障害児福祉手当及び特別障害者手当の障害程

度認定基準（以下、基準という）』では判定が難しい例があり、その都度厚生労働省に確認を行わざるを得ない

状況である。 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の当県への認定請求書受付件数は、令和５年度において障害児福祉手

当が 58 件、特別障害者手当が 129 件あり、さらに、基準が定められていない中で判定を行わなければいけな

い事例に関しては、見解に迷う都度厚生労働省に問合せを行う必要があり、事務担当者の事務負担が大きい。 

厚生労働省からの回答によっては、本人の状態確認や診断書を書いた医療機関に問合せを行う必要があり、

厚生労働省からの回答待ち時間（１か月～２か月半程度）を含めると認定に至るまで３か月～半年程度時間を

要している。 

【支障の解決策】 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の認定を迅速に行えるよう、Q&A の作成及び問合せ事例の共有により

基準を明確化すること。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

認定まで時間を要する事例が減るため、受給対象者の精神的負担が軽減できる。また、当該事務を実施してい

る地方公共団体職員の事務負担が軽減される。 

 

 

 



根拠法令等 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、花巻市、仙台市、船橋市、長野県、津島市、高槻市、茨木市、寝屋川市、兵庫県、西宮市、津山市、久

留米市、長崎市、熊本市、宮崎県、特別区長会 

 

○当市においても、障害児福祉手当及び特別障害者手当の認定事務において、障害児福祉手当及び特別障

害者手当の障害程度認定基準（以下、基準という）では判定が難しい例があり、その都度、県を通じて厚生労働

省に確認を行わざるを得ない状況である。基準が定められていない中で判定を行わなければいけない事例に関

しては、見解に迷う都度厚生労働省に問合せを行う必要があり、事務担当者の事務負担が大きい。昨年度に県

を通じて厚生労働省に照会した案件については回答まで９か月を要した。 

【支障の解決策】 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の認定を迅速に行えるよう、Ｑ＆Ａの作成及び問合せ事例の共有により

基準を明確化すること。 

○診断書に疑義が生じたので、記載した医療機関に問い合わせたところ、医学的な見地からの内容とのことで、

当手当の診断書の記載基準が設定されていない状況での判定が難しく、事務担当者の負担が大きい。 

○世帯が抱える問題の多様化・複雑化により、判定に迷う事例があり、その都度県に問い合わせ、申請者に回

答を待っていただいている。事例集が整備されることで、県及び市担当者の事務負担の軽減が期待できる。 

○県内各市・各現地機関から、判定が困難な事例の照会を受け付けるが、判断に時間を要してお待たせしてし

まうほか、照会回答への着手自体が通常業務に気を取られ後回しになってしまうことが多々ある。Q＆A や、各

自治体であった照会回答事例を全国で閲覧できるようなデータベース等の整備が望まれる。 

○当市では令和６年度において、障害児福祉手当：44 件、特別障害者手当：80 件の認定請求を受けており、認

定基準が明確に示されていないことにより、判断に迷う事例について国等への個別の問合せが生じることから、

事務負担が大きい。また、問い合わせに時間を要したことで、認定までに３か月以上かかり、受給が遅くなるとい

った事例が生じている。 

○認定基準の誤認等により、手当の誤支給・返還を求めた事例が見受けられる。適正かつ迅速な認定のため、

Ｑ＆Ａ等の整備を求める。 

○他市で手当てを受け取っていたが、当市としては基準を満たしていないとするケースがある。 

 

各府省からの第１次回答 

障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給事務に当たり、特に自治体から御質問が多い事項を中心に整理

を行い、その取扱いについてお示しできないか検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
237 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

生活保護受給者の自動車の保有及び使用を認める範囲の要件緩和 

 

提案団体 

高知県、高知市、安芸市、土佐市、土佐町、中土佐町 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

生活保護受給者の自動車の保有及び使用を認める範囲について、地域の実情に応じて、買い物、通院等での

保有を可能とするよう要件を緩和するよう求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

生活保護法の取扱いにおいて、自動車の保有・使用は通勤や障害者の通院等の一部の場合に限り認められて

いる。令和６年 12 月 25 日事務連絡厚生労働省社会・援護局保護課長通知により、車保有容認後の使用用途

の拡大（買い物等への使用）は一定認められたが、自動車保有要件の緩和はされていない。 

【支障事例】 

地方では公共交通機関の路線の廃止や減便が進んでおり、山間部に居住する生活保護受給者については、自

動車が無ければ地域での生活自体が立ちゆかなくなることが懸念される。実際に自動車の利用が原則できなく

なることを理由に、生活保護の申請を諦めるケースも見られる。 

また、級地区分が低い地域ほど、公共交通機関の１区間ごとの距離が離れているなど、運賃も都市部ほど安価

ではなく、最低生活費基準額が低いことで負担が大きくなっている。 

現行制度では、「公共交通機関の利用が著しく困難な地域に居住する者が、通院等のために自動車を必要とす

る場合」に①通院等のために定期的な利用が明らか②他法活用が困難で地域実態に照らし社会通念上妥当等

やむを得ないことが明らか③自動車の処分価値が小さく必要最小限④維持費が他からの援助等により確実に

賄われる見通しがある⑤自身が運転又は生計同一者、常時介護者が運転する場合のいずれも満たす場合に

保有を容認できるとされているが、「公共交通機関の利用が著しく困難な地域」の基準が明確でないため、公共

交通機関が１日に数便しかない状況でも処分指導を行わざるを得ない場合やそもそも保護の申請をためらう、

拒否する事例が生じている。 

また、既に自動車を保有している世帯については買い物において使用が容認された半面、新たな保有について

は依然として認められていないため、近隣の被保護世帯において一方は自動車で一定量の買い物を行い、一

方は半日や１日かけて公共交通機関を利用したり、原付、自転車や手で持てる範囲の買い物をしたりせざるを

得ないといった不均衡が生じている。 

【支障の解決策】 

地域の交通事情や地域住民の一般的な自動車保有状況等を鑑み、実施機関としてそれぞれ判断基準をもうけ

ることを可能とし、日常生活維持のために不可欠な利用目的での保有の容認が判断できるようにしていただき

たい。特に中山間地域における交通事情は今後明るい見通しとなることは厳しく、自動車の代替手段として説明

を行ってきた安価な 50cc 原動機付自転車も廃止となることから、交通手段がなくなってから検討するのではな

く、交通施策と一体となって実施する観点からも実施機関による裁量を認めていただきたい。 

なお、事故の際の相手方への補償の観点から、原動機付自転車と同様に容認にあたっては任意保険への加入



を要件としていただきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地方の被保護者においても、自らの望む場所で憲法に定める健康で文化的な最低限度の生活を継続すること

ができる。 

自動車の保有・使用状況にかかわらず、困窮のため最低限度の生活を維持できない者の申請権を保障するこ

とができる。 

 

根拠法令等 

・生活保護法第４条第１項 

・生活保護法による保護の実施要領について（昭和 38 年４月１日社発第 246 号厚生省社会局長通知） 

・生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて（昭和 38 年４月１日社保第 34 号厚生省社会局保護課

長通知） 

・「生活保護問答集について」の一部改正について（令和６年 12 月 25 日厚生労働省社会・援護局保護課長事

務連絡） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮古市、花巻市、秋田県、上尾市、川崎市、三重県、滋賀県、寝屋川市、兵庫県、宍粟市、今治市 

 

○提案団体との記載と同様に、既に自動車を保有している世帯については買い物において使用が容認された

半面、新たな保有については依然として認められていないため、近隣の被保護世帯において一方は自動車で一

定量の買い物を行い、一方は半日や１日かけて公共交通機関を利用したり、原付、自転車や手で持てる範囲の

買い物をしたりせざるを得ないといった不均衡が生じている点については課題と考えている。 

○都市部から山間部へ転居した世帯で、唯一の公共交通機関が一日２便の村営バスのみ利用（タクシーの利

用は困難）でき、子や妻の疾病により遠く離れた都市部の病院への通院が必要ではあるが、妻は妊娠によりバ

スでの通院が困難。このため、車両の保有を希望したが、厚生労働省への照会の結果、新規購入は資産形成、

一般世帯との均衡の観点から認められなかった経緯がある。バスやモノレールなどの公共交通機関が整備され

た地域においては車両の保有が制限され得るのは理解できるが、山間部や離島などの地域については車両の

保有は必須である。 

 

各府省からの第１次回答 

生活保護は、「生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活

の維持のために活用すること」を要件として行われる。自動車は「利用し得る資産」に該当し、また、その維持費

が生計を圧迫することを踏まえ、原則として、自動車の保有は認められていない。ただし、障害者や、公共交通

機関の利用が著しく困難な地域に居住する者が、通勤、通院、通所又は通学のために自動車を必要とする場合

などであって、一定の要件を満たす場合には、例外的に、その保有が認められている。 

自動車の保有を緩和することについては、最低生活の需要を満たしつつ、これを超えない範囲で保護するという

生活保護法の趣旨や低所得世帯との均衡の観点等を踏まえて慎重に検討する必要がある。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
238 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 04_雇用・労働 

 

提案事項（事項名） 

地域雇用開発促進法に基づく地域雇用開発計画の同意に係るスケジュールの見直し 

 

提案団体 

高知県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

地域雇用開発促進法に基づく地域雇用開発計画の同意に係るスケジュールについて、雇用開発促進地域に該

当する旨の通知から計画（案）の提出日までの期間を３か月以上確保するよう見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【具体的な支障事例】 

地域雇用開発促進法第５条第１項により｢都道府県は、地域雇用開発指針に基づき、当該都道府県内の地域で

あつて雇用開発促進地域に該当すると認められるもの（※１）について、当該地域に係る地域雇用開発の促進

に関する計画を策定し、厚生労働大臣に協議し、その同意を求めることができる。｣とされているが、同意を求め

る場合のスケジュールがタイトで、県及び関係市町村の負担（※２）となっている。 

※１ 雇用開発促進地域に該当すると認められるには、複数の要件をいずれも満たす必要がある。そのうちの

要件の１つ（法第２条第２項第２号及び第３号）は、｢公共職業安定所管内の雇用情勢等の実態把握調査（厚生

労働省→各労働局・６月）｣の結果により該当の有無が判明するため、この結果を待たないと県は計画の同意を

目指すか否かの判断ができない。 

※２ 一方、令和６年 10 月１日を同意予定とした手続スケジュール（新たに雇用開発促進地域に該当する地域

で計画の同意を目指す場合）をみてみると、８月１日までに計画案を提出（県→労働局→厚生労働省）することと

されており、その作業期間は１か月あまりであった。この短期間で、計画案の作成（市町村への意見照会含

む。）が必要で、業務の負担となっている。 

＜全体スケジュール＞ 

【労働局→県】 地域要件に該当する地域があることの報告（６月中旬） 

【県】       計画案の作成 

【県→市町村】 計画案の意見照会 

【市町村→県】 計画案の意見等を回答 

【県→労働局】 計画案の確認 

【労働局→本省】計画案の提出（８月１日） 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

計画案の作成（市町村への意見照会含む。）に係る業務の負担軽減 



 

根拠法令等 

地域雇用開発促進法第２条及び第５条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、宮城県、茨城県、沖縄県 

 

○当県においても、地域雇用開発計画の同意を受けている地域があり、本提案と同様にタイトなスケジュールで

の事務処理を要している。また、直近の計画策定プロセスでは、計画書とは別に説明資料の提出を求められ、タ

イトなスケジュールと相まって、担当職員が計画（案）の作成及び各種データ収集等に集中せざるを得ず、他の

業務に支障をきたした。 

 

各府省からの第１次回答 

ご提案を踏まえ、雇用開発促進地域に該当する旨の通知から計画（案）の提出日までの期間を３か月確保でき

るよう、当省から労働局への連絡を前倒しすることとしたい。 

＜今後のスケジュール例（10 月１日付同意予定の場合）＞ 

【労働局→県】 地域要件に該当する地域があることの報告（４月中旬～下旬） 

【県】      計画案の作成 

【県→市町村】 計画案の意見照会 

【市町村→県】 計画案の意見等を回答 

【県→労働局】 計画案の確認 

【労働局→本省】計画案の提出（８月１日） 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
241 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

社会保険が同月得喪となった場合の健康保険料の算定方法の見直し 

 

提案団体 

ひたちなか市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

社会保険（以下、「社保」という。）における健康保険料の月割算定について、被保険者が資格を取得した同じ月

内に資格を喪失した場合（以下、「同月得喪」という。）には、その月分の健康保険料を算定しないよう見直しを求

める。 

 

具体的な支障事例 

【健康保険制度】 

同じ月内に国民健康保険（以下、「国保」という。）や社保等とで資格の切り替えがあった場合、加入者がその月

の健康保険料を二重払いすることがないよう、月末に加入していた保険の保険者に対して、保険料を支払う仕

組みとなっている。 

【社保の例外】 

社保は、同月得喪となった場合、月末に加入していなくても、健康保険料が発生する。（健康保険法第 156 条） 

【支障事例】 

地域住民が、同じ月内に社保への加入・脱退を３回繰り返し、月末には国保に加入した場合、その月は社保が３

か月分、国保が１か月分、あわせて４か月分の健康保険料が発生することになる。 

【厚生年金保険料の救済制度】 

厚生年金保険料についても、以前は健康保険料と同様に、同月得喪の場合はその月の保険料を徴収されてい

た。 

しかし、平成 27 年 10 月の被用者年金一元化法の施行にともない、厚生年金保険料の二重払いを救済するた

め、厚生年金保険の適用事務が改正され、原則どおりに徴収された後、年金事務所から事業主に還付されるこ

とになっている。 

【制度改正の必要性】 

二重払いの問題がありながら、厚生年金保険料のみ救済制度が作られ、健康保険料は放置されてきている。 

地域住民は、同月得喪により、１月のうちに２か月分、３か月分、もしくはそれ以上の健康保険料を負担しなけれ

ばならない。健康保険料を労使折半により負担している事業主にとっても、同様である。 

また、国保の窓口業務において、加入者に健康保険料の二重払いを理解してもらうことは、非常に困難である。 

【支障の解決策】 

そこで、健康保険法を改正することにより、社会保険料の月割算定における同月得喪の仕組みを見直し、健康

保険料の二重払いを解消できると考える。 

【自治体の事務における支障】 

既に該当月分の健康保険料を支払っていると主張し、被保険者が国保税を納めない場合、国保税の滞納整理

事務が生じている。社会保険の健康保険料は給与から天引きされるが、国保税は納付書などにより自ら納める



普通徴収である（年金天引きを除く）ため、納付意思のない被保険者から徴収することは非常に難しいものとな

っている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

当市の国保窓口において、６月１日から社保に加入、６月６日に脱退（５日退職）した者の国保の加入手続きを

行った。このまま６月末まで国保に加入していた場合、国保の６月分の保険料がかかると説明したところ、「退職

した会社からも、６月分の社会保険料がかかると説明された。５日分の給与からは１月分の社会保険料が引き

切れないため、給与が手元に残らないうえ、残りの社会保険料を別途請求されている。さらに国保の保険料を支

払うのは納得できない。制度の見直しを求める。」と要望を受けた。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・地域住民が１月分の健康保険料を二重、三重に支払うという不合理が解消され、加入者の経済的な負担が軽

減される。 

・同月得喪の保険料が発生しなくなれば、月末に加入していた保険に対して保険料を支払うという原則に例外が

なくなるため、窓口業務において加入者の理解を得られやすい。 

・法改正を行うことによって、厚生年金保険料の二重払いも発生することがなくなるため、年金事務所が実施して

いる事業主への還付事務の削減にもつながる。また、事業主が還付された社会保険料を元従業員に返還する

必要もなくなる。 

・二重払いへの反発を理由に国保税を納めないというケースが発生しなくなり、滞納整理事務の軽減につなが

る。 

 

根拠法令等 

健康保険法第 156 条第３項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、いわき市、佐倉市、川崎市、相模原市、大阪市、羽曳野市、兵庫県、安来市、新居浜市、東温市、大野

城市、大村市 

 

○国保においては、同様に、加入者に健康保険料（税）の二重払いを理解してもらうことが非常に困難であるた

め、二重払いの解消を要望する。 

○当市でも、本提案内容に関する被保険者からの苦情は発生しており、社会保険側に説明を聞くよう説明して

いるが、そのことにより、本来納税義務のある国保税の支払いを拒否するケースもあり、納得を得ることが難し

い状況も発生している。本提案については、住民から制度の見直しを求める声も多く、国保税の公平な負担の

確保に寄与するため。 

○提案団体と同様、窓口においてトラブルになるケースが発生しており、制度の例外的な措置となることから、

被保険者の理解が得られにくい。月末に国民健康保険に所属している場合、先に社会保険料が徴収され、国民

健康保険料（税）の請求が後日となるため、国民健康保険側でのトラブルとなってしまう。保険料（税）の歳入減

だけでなく、国保担当、徴収担当の負担は多大となっている。 

 

各府省からの第１次回答 

健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）では第 156 条第１項において「被保険者に関する保険料額は、各月につ

き、次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。」とされており、例外として第３項で

は、「前月から引き続き被保険者である者がその資格を喪失した場合においては、その月分の保険料は、算定

しない。」とされていることから、被保険者が資格を取得した月と同じ月内に資格を喪失した場合（以下、「同月得

喪」という。）は、資格を喪失する前に加入していた保険者及び新たに加入した別の医療保険者の双方から保険

料が賦課されます。 

健康保険は、（厚生年金と異なり、）多数の保険者が各々で運用しており、被保険者が同月得喪となる場合、す

なわち、同月内に複数の医療保険者の資格を有した場合、それぞれの保険者に保険給付のリスクが発生する

ため、それぞれの保険者において保険料を徴収しているところです。 



ご提案のように、同月得喪の場合にその月分の保険料を算定しないこととすると、保険料を徴収していない者に

対して、保険給付を行う可能性（加入している保険者に全く保険料を払わず保険給付の権利を獲得していない

状況でありながら、当該保険者から保険給付を受ける可能性）が生じます。 

さらに、公的医療保険においては、給付と負担のバランスを勘案して各保険者の単位で保険料率を決定してい

ることから、保険料を徴収していない者に対して保険給付をすることは、結果的に他の被保険者が負担する保

険料の引上げに繋がることからも、適切ではないと考えています。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
243 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金・保健衛生施設等災害復旧

費国庫補助金・医療施設等災害復旧費補助金の申請における施設区分の見直し・簡素化 

 

提案団体 

石川県、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、財務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

「内閣府、厚生労働省及び環境省所管補助施設災害復旧費実地調査要領」別表１の「別に定めるそれぞれの

施設ごとに」という条件を「同一敷地ごとに」に改めることを求める。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金・保健衛生施設等災害復旧

費国庫補助金・医療施設等災害復旧費補助金の対象施設では同一敷地内、同一建物内で複数の医療・福祉

サービスを提供することがあるが（特別養護老人ホームと老人短期入所施設、障害福祉サービス事業所と児童

発達支援事業所と放課後等デイサービス事業所、病院と介護医療院など）、これらの補助金の協議・査定・交付

申請・実績報告においてサービスごとに金額を分けて提出することを求められており、事業者と自治体双方にと

って負担が大きい。 

【支障の解決策】 

「内閣府、厚生労働省及び環境省所管補助施設災害復旧費実地調査要領」別表１の「別に定めるそれぞれの

施設ごとに」という条件を「同一敷地ごとに」に改めることで、書類作成に必要な事務負担が大幅に軽減される。 

なお、厚生労働省とこども家庭庁など複数の省庁にまたがる場合、国の予算上補助要綱が分かれている場合、

補助対象サービスと補助対象外サービスが同一建物内にある場合など、金額の按分が必要な場合は、見積内

訳書の項目毎に分けさせている現在の運用のほか、最終金額を床面積や定員で按分するといった、精緻では

なくとも合理的な方法での按分も認めていただきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

申請者にとって書類の作成が難しすぎ、県が手伝わないと国への提出書類が整わない事例が多数あった。 

多数のサービスを実施している施設はどの範囲が補助対象となる施設かややこしく、後で対象外だったと発覚し

た事例があった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

申請者、申請者をサポートする県、査定を行う国（厚生局と立ち合いする財務局）の事務負担の軽減及び業務

効率化につながる。 

また、被災県を支援する他自治体職員の事務負担の軽減につながる。 

 



根拠法令等 

内閣府、厚生労働省及び環境省所管補助施設災害復旧費実地調査要領、社会福祉施設等災害復旧費国庫補

助金要綱、児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金要綱、保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金要綱、医療

施設等災害復旧費補助金交付要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、大阪府、兵庫県、宍粟市、山口県、高知県 

 

○児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金の手続きにあたり、同一事業所内にて複数のサービス（保育所及び

一時預かり事業所）を提供していたため、サービスごとに金額を分けて算出した上で手続きを行う必要があり、

業者及び自治体双方にとって負担が大きい。 

 

各府省からの第１次回答 

【こども家庭庁】【厚生労働省】 

３府省所管の補助施設災害復旧費算定の基礎となる調査については、ご提案の「内閣府、厚生労働省及び環

境省所管補助施設災害復旧費実地調査要領」に基づいて実施していたところであるが、現在は「こども家庭庁

所管補助施設災害復旧費実地調査要領（令和６年５月制定）」、「厚生労働省所管補助施設災害復旧費実地調

査要領（令和６年６月制定）に基づいて実施しているところである。 

本調査要領においても施設ごとに実地調査報告書を記入することとしているが、施設によって補助対象の範囲

や補助率が異なることや、施設ごとの被災状況を的確に把握し原状回復に要した費用に対して適正に財政支援

していく観点からも引き続き施設ごとに対応していく必要があると考えている。 

一方、同一敷地内、同一建物内に複数の施設が復旧対象施設として含まれる場合、それぞれの施設ごとに金

額を按分する必要があるが、状況に応じて床面積や定員で按分する方法を認めている事例もあることから、そ

れぞれの交付要綱で規定している内容を踏まえながら、事務負担が軽減できるような方法を検討して参りたい。 

【財務省】 

こども家庭庁及び厚生労働省所管の補助施設災害復旧費算定の基礎となる調査は、従前は「内閣府、厚生労

働省及び環境省所管補助施設災害復旧費実地調査要領（昭和 59 年９月７日付蔵計第 2150 号）」に基づき実

施されていたが、こども家庭庁は令和６年５月、厚生労働省は令和６年６月、それぞれ制度の所管庁として新た

に調査要領を制定し実施している。 

主務省において、地方公共団体の事務の簡素化のため、それぞれの調査要領の取扱いについて検討が行わ

れているものと承知しているが、財務省としては、適切な範囲での申請者側に配慮した事務の簡素化とともに災

害復旧事業がどの被災現場においても適正・公平かつ迅速に行われるよう、主務省とも必要な調整に努めてい

きたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
244 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

大規模災害時における社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金・保

健衛生施設等災害復旧費国庫補助金に係る手続き等の緩和措置のルール化 

 

提案団体 

石川県、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、財務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金・保健衛生施設等災害復旧

費国庫補助金に係る手続き等において、国土交通省や農林水産省の大規模災害時における災害復旧事業査

定方針のように、緩和措置に関するルールをあらかじめ定めておくことを求める。 

 

具体的な支障事例 

令和６年能登半島地震では、社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復旧費国庫補助

金・保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金において、被害の甚大さや被災自治体からの要望により、以下の

措置が適用されたが、当該措置が適用されるまでは従前どおりの対応をとっていたことにより、例えば、被害件

数が多いため、見積もりを断られることなど、復旧工事の着手が遅れる要因となった。 

・協議期間の延長措置（30 日→60 日）※発災から 18 日後  

・机上査定基準額の段階的な緩和 ※発災から約５ヵ月後以降複数回  

・補助下限額を施設区分ごとではなく敷地ごとに適用 ※発災から約５ヵ月後  

・見積者数の緩和（複数必須→一定の条件のもと１者可）※発災から約５ヵ月後  

・保育所の下限額の引き下げと協議期間の延長 ※発災から約５ヵ月後  

・一定の条件のもとでのリモートによる机上査定 ※発災から約９ヵ月後 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

事業者は被災後すぐ復旧にとりかかりたいが、どれくらい待てばどこまで緩和措置が適用されるかわからず、待

っているうちに工事業者の予定が詰まってしまい、復旧工事の着手が遅れた。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

緩和措置が事前にルール化されることにより、災害復旧の迅速化が図られる。 

 

根拠法令等 

令和六年能登半島地震による災害により被災した施設に係る内閣府、厚生労働省及び環境省所管補助施設災

害復旧費実地調査要領の取扱いについて（内閣府こども家庭庁及び厚生労働省所管補助施設）（令和６年４月

25 日付財計第 2497 号）、令和六年能登半島地震による災害により被災した施設に係る内閣府、厚生労働省及

び環境省所管補助施設災害復旧費実地調査要領の取扱いについて（厚生労働省及びこども家庭庁所管補助



施設）（令和６年４月 25 日付事務連絡監査第１号 ）、令和６年能登半島地震による災害に係る児童福祉施設等

災害復旧費国庫補助 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、大阪府、兵庫県、宍粟市、山口県、高知県 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

【こども家庭庁】【厚生労働省】 

これまでの災害を踏まえ、手続きの緩和措置についての対応を行ってきたところであり、お示しいただいた「具体

的な支障事例」の緩和措置のうち、「補助下限額を施設区分ごとではなく敷地ごとに適用」については、「厚生労

働省所管補助施設災害復旧費実地調査要領（令和６年６月 21 日会発第 0621 第１号）」等により、「保育所の下

限額の引き下げ」については、「児童福祉施設等災害復旧費国庫補助の協議について（令和５年６月 20 日こ成

事 333 号）により、「一定の条件のもとでのリモートによる机上査定」については、「厚生労働省所管補助施設災

害復旧のリモートによる机上調査について（令和６年８月 28 日大臣官房会計課長事務連絡）」等により、災害の

規模によることなく同様の措置を可能としたところである。 

引き続き、被災地の災害復旧の着手に遅れが生じないよう、大規模災害が発生した際の事務簡素化の可能性

について検討を進めていきたい。 

【財務省】 

こども家庭庁及び厚生労働省が所管する補助施設災害復旧費算定の基礎となる調査については、それぞれが

制度所管庁として制定している調査要領に基づき実施されている。 

主務省において、地方公共団体の事務の簡素化のため、大規模災害時における手続きの簡素化に関する検討

が行われているものと承知しているが、財務省としては、適切な範囲での事務の簡素化とともに災害復旧事業

がどの被災現場においても適正・公平かつ迅速に行われるよう、主務省とも必要な調整に努めていきたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
245 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

令和６年能登半島地震、奥能登豪雨の災害を踏まえた社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設

等災害復旧費国庫補助金・保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金の要綱やマニュアル等の見直し 

 

提案団体 

石川県、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

今後の社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金・保健衛生施設等災

害復旧費国庫補助金の手続き等がスムーズに行われるよう、能登半島地震の災害査定において発生した疑義

の取扱いや、別途事務連絡で通知されている寄付金等の取扱い、今回問題となった二重災害における補助金

の手続きや査定の方法などの取扱いについて、補助金要綱やマニュアル等に反映することを求める。 

 

具体的な支障事例 

令和６年能登半島地震、奥能登豪雨における、社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害

復旧費国庫補助金・保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金の査定対応にあたり、二重災害における外構費用

や諸経費の取扱い、査定方法、補助金の手続きなど疑義が発生し、疑義発生の都度、東海厚生局に問い合わ

せをし、解決を図っていたが、結論を得るのに時間を要した。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

事業者からの問い合わせを受け、その都度回答したが、回答に時間がかかった。前の災害復旧工事が完了し

ないうちに次の災害が起きて被害が重複した事業所から協議の仕方を尋ねられたが答えられなかった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

疑義の判断が容易になり、問い合わせ対応もスムーズに行うことができ、災害復旧の迅速化につながる。 

 

根拠法令等 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱、児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱、保健衛

生施設等施設・設備災害復旧費国庫補助金交付要綱、社会福祉施設等災害復旧費等の国庫補助の取扱い等

について（厚生労働省関東信越厚生局） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、大阪府、兵庫県、宍粟市、山口県、高知県 

 



― 

 

各府省からの第１次回答 

令和６年能登半島地震及び奥能登豪雨については、半島という地理的な特徴を有する地域における災害であ

り、多くの建築業者も被災していたこと、また、大規模災害が同年中に２度発生したこと等、特殊な固有の事情も

多く有していた。このため、災害査定における疑義照会や、寄付金等の取扱い、二重災害における補助金の手

続きや査定方法などの取扱いの中には、全国的な制度として一般化するに馴染まない内容が含まれていること

が考えられるため、それぞれの事項について補助金要綱等へ反映できる内容については精査が必要だが、ご

提案を踏まえて、それぞれの事項について整理を行い、補助金要綱等に反映できるものがないか検討したい。

なお、一部の事項については既に通知に反映している。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
246 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復旧費国庫補助金・保健衛生施設等災害復旧

費国庫補助金における協議書様式等の見直し 

 

提案団体 

石川県、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

今後の災害対応がスムーズに行われるよう、社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復

旧費国庫補助金・保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金における協議書の様式第２号を真に必要な項目の

みに整理し、第１号様式に統合すること、また実地調査表について、見積書への朱入れのみとすることを求め

る。 

 

具体的な支障事例 

令和６年能登半島地震では、社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等災害復旧費国庫補助

金・保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金の協議・査定において必要となる書類が多く、協議書の第１号、第

２号様式に重複する部分もあり、転記に時間を要し、過大な事務負担であった。また、査定を行った際には、県

が作成した実地調査表に査定結果の記載（朱入れ）を行うが、この実地調査表の作成に１施設あたり平均６時

間前後の時間を要し、事業者とのやりとりも発生すると、２週間から３週間程度の期間を要すこともあり、多数の

職員での対応が必要であった。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

事業者の事務職員が書類づくりに時間を取られ、他の仕事に割く時間が削られた。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

協議書等の作成事務が効率的になり、事務負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

社会福祉施設等災害復旧費事務取扱要領、児童福祉施設等災害復旧費事務取扱要領、保健衛生施設等災害

復旧費事務取扱要領、厚生労働省所管補助施設災害復旧費実地調査要領第 12、こども家庭庁所管補助施設

災害復旧費実地調査要領第 12 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、大阪府、兵庫県、宍粟市、山口県、高知県 

 



― 

 

各府省からの第１次回答 

施設災害復旧費については、実地調査要領に基づく調査を実施することで被災施設を原形に復旧する費用を

算出し、その一部を補助していることから、その協議書類等の見直しについては簡素化の観点と正確性の観点

を併せ持つことが必要である。その上で、ご提案を踏まえて、施設災害復旧費における協議様式及び査定実地

調査表についてどのような簡素化が可能か検討したい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
247 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金等の実施スケジュ

ールの見直し等 

 

提案団体 

石川県、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金等の申請につい

て、複数回（年３回程度）申請を受け付け、そのスケジュールについては余裕を持って申請準備ができるよう早

期に周知していただくよう見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金・児童福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金等の実施は単年

度、予算の範囲内の運用になっており、その申請期間を逃せば補助を受けられないこととなっており、令和６年

能登半島地震、奥能登豪雨では、建物の復旧が進んでいないこと、見積り業者が見つからないこと等により申

請をしたくてもできない場合があった。また、復旧事業費の国庫補助の実施に係る通知から交付申請書類の提

出期限まで、約１ヶ月しかない場合もあった。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

建物の復旧が進んでいない場合や通電していないために設備が故障しているのか確認できない場合には、申

請してよいのか判断がつかず、申請を諦めるケースもあった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

被災地でサービスを行う事業者の設備補助受給の機会確保 

 

根拠法令等 

令和６年６月８日から７月 30 日までの間の豪雨による災害及び令和６年９月 20 日から同月 23 日までの間の豪

雨による災害に係る社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金（介護事業所・施設等復旧支援事業分）交付

要綱、令和６年６月８日から７月 30 日までの間の豪雨による災害及び令和６年９月 20 日から同月 23 日までの

間の豪雨による災害に係る社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金（介護事業所・施設等復旧支援事業

分）事務取扱要領 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、大阪府、兵庫県、宍粟市、山口県、高知県 



 

― 

 

各府省からの第１次回答 

ご指摘の令和６年６月８日から７月 30 日までの間の豪雨による災害及び令和６年９月 20 日から同月 23 日まで

の間の豪雨による災害に係る社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金（介護事業所・施設等復旧支援事

業分）については、被災した自治体及び介護事業者の補助金申請のための事務処理期間を確保しつつ、補正

予算を早期に執行する観点から、補正予算案の国会提出後（令和６年 12 月９日）、速やか（同年 12 月 11 日）

に、案段階での要綱等と提出期限を２月中旬とするスケジュールをお示ししたところ。 

他方、申請期間が年度末の繁忙期となったことから、昨年度中の申請ができなかった介護事業者や令和７年度

中に復旧する予定の介護事業者等にも配慮し、例えば、ご指摘の介護事業所・施設等復旧支援事業分の補助

金に係る予算の一部を令和７年度に繰り越した。 

令和７年度の執行に当たっては、令和６年能登半島地震の際の取扱いと同様、前年度に購入した設備について

も補助の対象とすることを想定しており、被災地のニーズや個々の補助金の執行状況に応じて、複数回の申請

期日を設定するなど、申請期間を十分に確保しながら、適切に執行していくこととしている。 

引き続き、補助金申請の書類作成等のための期間を確保しつつ、被災地における介護サービス事業者等に必

要な支援が早期に行われるよう柔軟な対応に努めて参りたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
255 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国民健康保険の県内統一保険料水準の担保について 

 

提案団体 

奈良県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

都道府県内の保険料水準を完全統一した後の国民健康保険制度（以下「国保」という。）の運営について、その

持続性が確保されるよう、現行の法令等について、所要の整備をすること。 

例えば、都道府県内の保険料水準を完全統一した都道府県においては、「市町村標準保険料率」に代わり、「県

内統一保険料率」を決定のうえ市町村に通知し、市町村は通知された「県内統一保険料率」を参酌して、市町村

条例で定めるといった新たな法的根拠を整備すること。 

 

具体的な支障事例 

令和６年度に達成した当県国保の県内保険料水準統一は、「骨太の方針 2024」において、全都道府県が徹底

することとされたように、今や我が国の社会保障改革の主要課題となっており、当県の取組は全国の先進事例

とされている。 

しかしながら、依然として県内市町村において県民の「受益」の程度を表す医療費水準や、県民の「負担」である

保険料についても収納率に格差があるなど、県民にとっての公平性には課題が残っており、統一保険料率から

の離脱につながりかねない不安要素となっている。 

さらに、現行の法令規定下では、保険料改定の都度、市町村議会において統一保険料率への条例改正が必要

であり、また、多額の基金を保有している市町村では目先の利害による保険料率引き下げ圧力なども統一保険

料率からの離脱につながりかねない不安要素となっている。 

国が進める保険料水準統一において都道府県に求められる主導的役割と保険料率を決定する法令上の権限

を市町村に付与している現状には矛盾が生じているため、将来にわたり県内統一保険料水準を担保するような

法的根拠が必要と考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

都道府県内の保険料水準を完全統一した後の国保の運営について、その持続性が確保される。 

 

根拠法令等 

国民健康保険法第 75 条の７、第 76 条 

地方税法第 703 条の４ 



国民健康保険保険給付費等交付金、国民健康保険事業費納付金、財政安定化基金及び標準保険料率に関す

る省令第 34 条第２項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、館林市、千葉県、岐阜県、安来市、大野城市、熊本市、宮崎県 

 

○国民健康保険関係法令に保険料水準の統一に関する定義や意義、権利義務等の規定がないため、完全統

一によって不利益を被る市町村に対する説得力が乏しい状況にある。 

○現在、当県では保険料水準の統一に向けて段階的に進めており、第４期運営方針期間中に完全統一を目指

しているが、完全統一となった際には、提案団体の求める措置の具体的内容のとおり、「市町村標準保険料率」

に代わり、「県内統一保険料率」を決定のうえ市町村に通知し、市町村は通知された「県内統一保険料率」を参

酌して、市町村条例で定めるといった新たな法的根拠の整備が必要と考える。 

○当県でも現在、保険料率の県内統一に向けた動きが進んでいるところだが、本提案は、統一後に県が担うべ

き主導的な役割を担保するものであるため。 

○完全統一後の保険料率について、都道府県は国が定める方法に基づき算出しており、制度上、市町村が独

自に保険料率を定める余地はない。市町村の条例で保険料率を改めることで、毎年度、条例改正事務に多大な

時間と手間が発生する。ただでさえ高い標準保険料率への引上げは、より住民と距離が近い市町村において見

送られる可能性が否定できず、また、標準保険料率から離脱した場合の罰則もないことから、財政運営の責任

主体である都道府県の判断よりも市町村の判断が優先可能となってしまい、結果、都道府県の保険者としての

ガバナンスが十分に発揮できない制度となってしまっている。都道府県が定める標準保険料率への準拠につい

て、一定の強制力が働く仕組の構築を強く要望する。 

 

各府省からの第１次回答 

国民健康保険は、平成 30 年度から都道府県と市町村をともに保険者と位置づけ、都道府県を財政運営の責任

主体としつつ、保険料及び国民健康保険税（以下「保険料（税）」という。）の賦課・徴収については、これまで住

民に身近な市町村が実施してきたものであり、平成 30 年度改正法においても引き続き市町村がその役割を担

うものとしたところである。 

保険料（税）の賦課権は市町村が有していることから、保険料率の決定については、市町村は議会への説明責

任を果たす必要があるが、現行も国民健康保険保険給付費等交付金、国民健康保険事業費納付金、財政安定

化基金及び標準保険料率に関する省令（平成二十九年厚生労働省令第百十一号）第 34 条第２項により市町

村は都道府県が示す市町村標準保険料率（都道府県内の保険料率を完全統一した場合は、各市町村で同一

の保険料率）を参考とするものとし、市町村は議会において承認を得て、保険料率を決定するものとしている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
256 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 A 権限移譲 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

指定難病特定医療費支給認定事務の中核市への移譲 

 

提案団体 

奈良県、滋賀県、大阪府、鳥取県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

難病の患者に対する医療等に関する法律（以下「難病法」という。）により都道府県が行うこととされている指定

難病の特定医療費支給認定事務について、中核市が置かれている都道府県の場合、中核市が当該事務を行う

こととすること。 

 

具体的な支障事例 

指定難病の特定医療費支給認定事務については、難病法により都道府県が行うこととされているが、令和６年

３月末時点の当県の支給認定者数は 13,900 名であり、また、難病法施行規則により支給認定の有効期間が原

則１年以内と短く、毎年、ほぼ全員が更新手続きの対象となり、業務量が膨大となっている。このほか、毎月 150

件から 200 件の新規申請、加入医療保険の変更等による変更申請を、毎月数百件受け付けている。 

申請の受付は保健所で行い、県内各保健所から本庁へ申請書類が進達された後、毎月実施される指定難病審

査会での審査を経て受給者証を交付するが、受付から受給者証の交付までに約３ヶ月程度の期間を要してお

り、申請者に不便をかけている状況である。さらに、申請の受付を遡って認定日から受給者証の交付までの間

に指定医療機関に支払われた医療費については、別途償還払いの申請が必要となっている。 

当県の支給認定者数は、令和２年３月末時点から令和６年３月末時点にかけて増加しており、指定難病疾患数

も同時期比較で増加している。このことから、今後も支給認定者数は増加する見込みであり、これに伴う業務量

も増加するものと考えられることから、支給認定事務の効率化を行う必要がある。 

なお、類似の事務である小児慢性特定疾病医療費支給認定事務については、現に中核市が行っているため、

指定難病特定医療費支給認定事務についても中核市が行うことに不都合はないものと考えている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

住民から「もっと早く交付することはできないのか。交付するまでの立て替え払いができない。」等の要望が多数

ある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

中核市が支給認定事務を行うことにより、都道府県庁へ申請書類が進達されることなく、事務手続きが中核市

内で完結することから、申請者の利便性の向上及び支給認定事務の効率化が期待できる。 

特に、近年増加しているマイナンバーによる住民票及び課税証明書の省略について、対象者の住民票情報と課

税情報については統合宛名システムにより県から中核市へ照会作業を行っているが、自動で回答されるもので

はなく、中核市の担当者の作業が必要となり、一定の時間がかかる場合もある。この作業が同じ中核市内の場

合、統合宛名システムによる照会作業が不要なため、速やかな処理が期待できる。 



 

根拠法令等 

難病の患者に対する医療等に関する法律第５条第１項第１号、第６条第１項、第７条第１項第１号、第 40 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、茨城県、群馬県、千葉県、愛知県、宮崎県 

 

○当県の新規申請や更新申請、変更申請等の総数は１年間で約 46,000 件あるが、その内中核市が受付する

申請数は約 14,000 件と、約３割を占めており、業務負担が非常に大きくなっている。それらの事務を中核市に移

譲すれば、中核市在住の患者の利便性が向上するだけでなく、当県の業務の効率化も図れることから、結果的

に中核市以外に在住している患者の利便性の向上が期待される。 

○当県においても、受給者が年々増加しており、更新時の業務量が膨大で交付までに３か月程度要している。

申請者から早く交付してほしいという要望が多数ある。 

○支給認定者数が 20,000 人を超えており、増加傾向にある。 

 

各府省からの第１次回答 

指定難病特定医療費支給認定事務の中核市への移譲については、令和３年７月に、中核市へのヒアリング結

果を踏まえた厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会での議論の結果、 

・審査業務の専門性の確保 

・事務の効率化 

・異動を伴う指定医の負担増加への配慮 

のため、一定程度広域的な地方自治体において事務を担うことが適当であり、中核市に事務を移譲せず、引き

続き、都道府県及び指定都市において事務を行うことが妥当であるとされたところ（令和３年７月「難病・小慢対

策の見直しに関する意見書」）。 

ご提案を踏まえ、改めて事務の移譲の必要性や懸念点について調査を行った上で、検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
257 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

指定難病特定医療費支給認定の有効期間の見直し 

 

提案団体 

奈良県、横浜市、新潟県、滋賀県、京都府、京都市、大阪府、堺市、兵庫県、神戸市、尼崎市、明石市、西宮

市、川西市、たつの市、播磨町、鳥取県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

難病の患者に対する医療等に関する法律（以下「難病法」という。）による指定難病の特定医療費支給認定につ

いて、難病法施行規則で定められている支給認定の有効期間を、現行の期間よりも長期間になるよう見直すこ

と。 

 

具体的な支障事例 

指定難病の特定医療費支給認定事務については、難病法により都道府県が行うこととされているが、令和６年

３月末時点の当県の支給認定者数は 13,900 名であり、また、難病法施行規則により支給認定の有効期間が原

則１年以内と短く、毎年、ほぼ全員が更新手続きの対象となり、業務量が膨大となっている。 

一度支給認定された患者は、ほとんどの場合、支給認定から外れることはないと考えられるため、支給認定の

有効期間を現行の１年より長くしても不都合はないものと考えている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

住民から「何故毎年更新申請をしなければならないのか。」「制度が複雑でわかりにくい」「難病で苦しんでいる

中、年１回更新申請を行うのは大変な負担である」など患者等からの多くの苦情や要望が多数ある。申請者の

多くは高齢者であり、申請手続きが複雑なため毎年の更新は大変な労力となっている。 

当県では、患者団体であるＮＰＯ法人からも更新手続きの簡略化について知事あて要望されているほか、他県

でも障害者連絡協議会等から更新の負担軽減等についての要望を受けている。 

※更新申請における提出書類（必須） 

①申請書 

②臨床調査個人票（診断書） 

③世帯全員の住民票 

④市町村民税課税証明書（世帯がどの医療保険に加入しているかにより、提出する課税証明書は異なる） 

⑤医療保険証の写し 

該当者のみ必要な提出書類 

⑥軽症高額特例の基準を満たす自己負担上限額管理票の写し 

⑦高額かつ長期特例の基準を満たす自己負担上限額管理票の写し 

⑧世帯内受給者の医療受給者証の写し 

等 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

支給認定の有効期間が現行の期間よりも長期間になることで、毎年、更新申請を行う必要がなくなり、申請者の

利便性が向上するとともに、これに伴う業務量の軽減が期待できる。 

 

根拠法令等 

難病の患者に対する医療等に関する法律施行規則第 31 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、群馬県、川崎市、相模原市、名古屋市、寝屋川市、熊本市、宮崎県 

 

○当市において令和７年３月末時点の支給認定者数は 17,700 名であり、また、難病法施行規則により支給認

定の有効期間が原則１年以内と短く、毎年、ほぼ全員が更新手続きの対象となり、業務量が膨大となっている。 

○難病は治癒が極めて困難であり、病状が軽快する事例は少ないことが見込まれる中で、毎年更新が必要なこ

とについては提案団体と同様に住民からの意見を受けている。また、申請手続きが煩雑であることや、更新にあ

たっては専用診断書の添付が必須となっており、毎年の診断書作成に必要な受診（検査）や費用が患者の大き

な負担となっている。自治体側にとっても、受給者数が毎年度増えていく中で、通常の支給認定事務と並行して

毎年度更新事務を行うことは、大変な負担となっている。 

○当県においても、受給者が年々増加しており、更新時の業務量が膨大である。申請者や患者団体から毎年の

更新申請について経済的・身体的負担である旨の要望を受けている。 

○当市においても毎年の更新認定業務には多大な労力を要しているほか、毎年の更新申請における患者や医

師の負担も大きい。 

 

各府省からの第１次回答 

指定難病に関する医療費助成は、症状が一定程度以上等の患者に対して、所得に応じた自己負担上限額を設

定し、当該上限額を超える医療費を助成しており、医療費助成の認定に当たっては、毎年の所得水準や症状が

一定程度以上か確認する必要があるため、支給認定期間を１年間としているが、一律に１年間としていることに

ついて、研究班による検証を行うなど対応を検討する。なお、医療費助成の申請手続について、診断書のオンラ

イン提出の取組みを進めるとともに、マイナポータルを活用した申請手続の検討も進めているところであり、引き

続き、事務手続の簡素化について取り組んでまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
261 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 A 権限移譲 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

一般相談支援事業の指定に係る事務権限の市町村への移譲 

 

提案団体 

奈良県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）により都

道府県が行うこととされている一般相談支援事業を行う者の指定を、市町村が行うこととすること。 

 

具体的な支障事例 

現在、障害者総合支援法において、一般相談支援事業を行う者（地域移行支援・地域定着支援）の指定は都道

府県が、特定相談支援事業の指定については市町村が行うこととされている。 

しかしながら、障害福祉サービスのうち相談支援事業については、市町村及び相談支援事業所が障害のある方

や家族等への相談窓口として援助を行う主体であり、当該事業所の指定を含め市町村が責任を持って担うべき

業務である。 

また、本県においては、現在、指定一般相談支援事業所は約 60 事業所あり、そのほとんどが特定相談支援事

業所としても指定を受けており、双方の役割を担っている事業所が多いが、事業者はそれぞれの指定を受ける

際、県と市町村に分けて申請をしている。そのため、双方の指定を希望する事業者にとっては、指定の申請先

が異なることにより、行政庁からの確認対応等も二重になることから、負担となっている。 

なお、一般相談支援事業を行う者の指定について、政令市や中核市については都道府県から権限が委譲され

ていることも踏まえると、一般市や町村に指定の権限を委譲することについても、支障はないものと考えられる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

住民に対する障害福祉の相談事業を担う地元市町村が一般相談支援事業の指定も行うことにより、指定された

一般相談支援事業所を把握することができ、障害のある方等から相談を受けた際に、相談者の地域にある指定

事業所にスムーズにつなぐことができるようになる。さらに、指導監査もできるようになることから、相談支援事業

所の適切な運営、サービスの質の確保等、住民サービスの向上につなげることができる。また、一般相談支援

事業所と特定相談支援事業所の指定のための申請書類について、指定権者が任意で求めている様式の整理・

統合による簡素化、提出期限の統一等が図られ、事業者の事務負担軽減となる。 

 

根拠法令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 51 条の 14 第 1 項 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、宮城県、埼玉県、南あわじ市、宮崎県、沖縄県 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

一般相談支援事業は、障害者支援施設や精神科病院等からの地域移行に密接に関わるサービスであるが、障

害者支援施設等の利用者には当該施設等の所在市町村以外から入所した者も含まれることから、そうした利用

者の地域移行にあたっては、広域的な見地での調整が必要であり、こうした観点から、その指定については都

道府県で実施することが適当と考えている。 

また、仮に市町村に権限移譲を行った場合、指定事務に係る市町村の事務負担への影響は大きく、全国一律

に市町村へ指定権限を移譲することは考えていない。 

なお、地域の必要性に応じて、地方自治法第 252 条の 17 の２に基づく条例による事務処理特例制度の活用に

より、市町村への権限移譲は可能である。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
262 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

食品衛生監視員による外部検証を可能とする規制緩和 

 

提案団体 

福島県、全国知事会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

と畜場法施行規則及び食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行規則に基づく外部検証を担う

都道府県職員の資格要件として、「食品衛生監視員」を追加するよう見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

と畜場法施行規則及び食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行規則に基づく外部検証におい

て、事業者が定める衛生管理計画及び手順書、施設の衛生管理の実施状況等を確認する都道府県職員は、

「獣医師」でなければならないと規定されている。 

【支障事例】 

「獣医師」でなければならないと規定されているが、全国的にも獣医師職員の確保が困難となっている状況に加

え、当県は定年前の中途退職者や定年間近の獣医師職員が多く、また、職員採用試験の受験者数の低迷によ

り必要な獣医職員数を確保できない状況が続いており、このままでは公衆衛生行政の遂行に間違いなく支障が

生じることとなる。 

【制度改正の必要性】 

獣医師確保が困難な状況が続いていることから、と畜検査や食鳥検査はもとより外部検証にまで必要数を満た

す獣医師の配置ができず、その結果、衛生管理の実施状況の十分な確認ができないまま、衛生上の問題が発

生する可能性がある。 

【支障の解決策】 

獣医師が確保できていない実態に即して、外部検証を担う都道府県職員の資格要件として、日頃から事業者に

対する衛生管理の実施状況などを確認、指導している「食品衛生監視員」を追加するよう見直すことで支障が解

決すると考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

と畜検査及び食鳥検査のコア業務に、人数に限りのある獣医師職員を充てることにより、業務の持続性を担保

することができる。 

 

 



根拠法令等 

と畜場法第 17 条及び第 17 条、と畜場法施行令第 10 条、と畜場法施行規則第３条第６項及び第７条第５項 

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第 38 条及び第 39 条、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検

査に関する法律施行令第 25 条、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行規則第４条第４項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

鳥取県、特別区長会 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

と畜場法施行規則（昭和 28 年厚生省令第 44 号）第３条第６項及び第７条第５項並びに食鳥処理の事業の規制

及び食鳥検査に関する法律施行規則（平成２年厚生省令第 40 号）第４条第４項に基づく外部検証が適切に実

施されるよう、その実施者を、と畜場及び食鳥処理場の衛生管理等に係る知見を有する獣医師であると畜検査

員及び食鳥検査員に限定することは妥当である。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
267 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護事業所において介護保険サービスと組み合わせて提供することができるサービス内容の追加 

 

提案団体 

浜松市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

中山間地域（へき地）において、通所介護サービス利用者が同サービス利用中に施設内で、通所介護の職員が

立合い、見守り等を行った上で、オンライン診療を受診した場合、オンライン診療終了後の時間を介護報酬とし

て算定できるものとすること。 

現行制度における通所介護サービス中の「健康診断、予防接種若しくは採血」と同じ扱いとし、オンライン診療終

了後の介護保険の適用を可能としたい。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

通所介護事業所内において利用者に対して提供されるサービスについては、通所介護としての内容と保険外サ

ービスとしての内容を区分することが基本的には困難であることから、あくまで通所介護として実施し、必要に応

じて実費等を追加徴収することが適当である。ただし、以下の①～④の保険外サービスについては、通所介護

と明確に区分することが可能であり、通所介護を一旦中断したうえで保険外サービスを提供し、その後引き続い

て通所介護を提供することが可能である。 

① 事業所内での理美容サービス又は健康診断、予防接種若しくは採血 

② 通所介護事業所から外出する際の個別の同行支援 

③ 物販・移動販売やレンタルサービス 

④ 買い物等代行サービス 

【支障事例】 

中山間地域（へき地）において、少子高齢化や人口減少、その影響による交通機関の減により、医療機関を受

診したくてもできない受診困難者への受診機会確保が課題となっている。 

通所介護サービスの時間中の診療は、介護サービスとは明確に区分する必要があり、オンライン診療開始時点

以降の時間分が介護報酬算定できない。 

【制度改正の必要性】 

当市では、中山間地域の受診困難者へのオンライン診療を医師会と協力して実施しており、各家庭に看護師が

出向いて医療機関の医師と繋ぎ診療しているが、各家庭への訪問は時間がかかり対応可能数には限界があ

る。 

医療にかかりたくてもかかれない方、受診する必要がある状態だが本人が面倒に感じていて受診に繋がってい

ない方などが、通所介護サービスの合間に受診ができることで、適切な医療を負担なく受けられることに繋が

る。 

【支障の解決策】 

中山間地域（へき地）において、移動手段の問題で医療機関を受診したくてもできない、やむを得ない事情があ

る通所介護サービス利用者が、同サービス利用中に施設内で、通所介護の職員が立会い、見守り等を行った上



で、オンライン診療を受診した場合、オンライン診療終了後の時間を介護報酬として算定できるものとする。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

施設内でのオンライン診療を通所サービス利用者にも拡大してもらうように事業者と協議をしたが、収入減とな

ることで事業採算性について懸念が示された。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

当市では、中山間地域の受診困難者へのオンライン診療を医師会と協力して実施しており、各家庭に看護師が

出向いて医療機関の医師と繋ぎ診療しているが、各家庭への訪問は時間がかかり対応可能数には限界があ

る。 

医療機関を受診したくてもできない人、受診する必要がある状態だが本人が面倒に感じていて受診に繋がって

いない人などが、介護サービスの合間に受診ができることで、受診機会をさらに拡大することができ、適切な医

療を負担なく受けられることに繋がる。 

 

根拠法令等 

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて（平成 30 年９月 28 日）

（老推発 0928 第１号/老高発 0928 第１号/老振発 0928 第１号/老老発 0928 第１号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、津山市、熊本市 

 

○全域が中山間地域等となっている当地域では今後医師の減少を予測したオンライン診療の推進が検討され

ている。公共交通など移動手段も少ない環境であり、通所サービスの合間に受診が可能となれば、高齢者が適

切に受診できることとなる。今後のさらなる人材不足にも対応出来る手段の一つとなると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて（平成 30 年９月 28 日付

け老推発 0928 第１号、老高発 0928 第１号、老振発 0928 第１号、老老発 0928 第１号）」は、事業者が介護保険

サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて示しているものであるが、利用者が

通所介護サービスの利用中にその利用を中断し、保険外サービスを利用した後に通所介護サービスの利用を

再開することを妨げるものではない。 

他方で、通所介護サービスについては、利用者ごとの通所介護計画等に基づき、利用者のニーズに応じた適正

なサービス提供がなされることが必要であり、通所サービスとそれ以外のサービスの区分が明確になされた通

所介護サービス計画について、本人に対する説明と了解を得ることが必要。こうした前提の上で、保険者の適切

な判断のもと、運用いただくものと考えている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
272 

重点募集
テーマ 

○（人口減少地域等におけるサ

ービス空白地域の解消等） 

提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

障害者支援施設における設備基準等の見直し 

 

提案団体 

広島県、宮城県、広島市、大崎上島町、愛媛県、全国知事会、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

特別養護老人ホームの施設・設備等を有効活用して、障害者支援施設を併設できるよう、厚生労働省令で規定

する利用者１人あたりの床面積、サービス管理責任者の配置及び入所定員の基準の参酌基準化を求める。 

 

具体的な支障事例 

本県の中山間地域では、障害者支援施設が無い地域があるため、両親の高齢化等により家庭での支援が限界

を迎えたことにより、障害者支援施設への入所を希望されたとしても、近くの施設に入所できないケースが生じ

ている。 

一方で、過疎化の進展により、将来的に地域の特別養護老人ホームに空床が増加する見込みであり、このスペ

ースに障害者支援施設を併設することにより、地域の障害者支援施設への入所ニーズに対応することができ、

行政サービスの維持・向上が図られると期待される。 

しかしながら、省令により、障害者１人あたり 9.9 ㎡以上の床面積が必要ということや、サービス管理責任者のう

ち１人以上は常勤であること、入所を目的とする他の社会福祉施設等に併設する障害者支援施設は 10 人以上

の入所を要するといった基準が定められており、当該基準が障壁となって障害者支援施設の併設が進まず、中

山間地域における既存施設の有効活用に課題が生じている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

令和６年度の県島嶼会要望で施設の有効活用に関する要望があった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

省令の基準を参酌基準化することにより、地域の実情に応じた行政サービスの維持・向上、既存施設の有効活

用が期待される。 

 

根拠法令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 44 条第３項、第 84 条第１項、第２項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設備及び運営に

関する基準第１条第１項第１号、第２号、第４号、第９条第１項第１号、第 10 条第２項第２号ハ、第１条第１項第

22 号ホ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設

備及び運営に関する基準第１条第１項第１号、第２号、第４条第１項第１号ホ、第６条第２項第２号ハ 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、川崎市、兵庫県、沖縄県 

 

○障害者支援施設（入所施設）の基準が緩和されることで、入所検討先としての選択肢が広がり、当該障がい

者等に対するサービス向上につながると思われる。 

 

各府省からの第１次回答 

ご指摘の障害者支援施設における人員、設備及び運営に関する基準については、障害者支援施設としての安

定性・継続性を確保するとともに、サービスの質を担保し、効率的な提供が可能となるよう定めたものであり、都

道府県等が条例によって事業所の指定基準を定める際に利用者１人あたりの面積及びサービス管理責任者の

配置については「従うべき」基準、入所定員の基準については「標準とすべき」基準としている。 

このため、当該基準を「参酌すべき基準」とすることは適切ではないと考えているが、一方で、中山間地域等にお

いてサービス提供体制の維持・確保を図ることは重要であり、中山間地域等における人員、設備等の基準の在

り方について、実態や関係者の意見等を踏まえながら、入所施設から地域生活への移行を推進している中で、

どのようなことができるか検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
277 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 12_その他 

 

提案事項（事項名） 

都道府県知事が資格付与者となっている国家資格の見直し 

 

提案団体 

広島県、宮城県、福島県、広島市、愛媛県、全国知事会、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

警察庁、こども家庭庁、デジタル庁、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省、環境省 

 

求める措置の具体的内容 

国家資格のうち、都道府県知事が資格付与者となっているものについて、試験事務を既に全国統一の団体が行

っている資格を含め、各種資格の付与者を国とするなどの見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

都道府県知事が資格付与者となっている国家資格については、一部資格で指定試験機関による全国統一での

資格試験の実施など、事実上全国統一的な基準による運用がなされているものもあるため、各都道府県がそれ

ぞれ事務を行う必要性が乏しい。 

それにもかかわらず、資格付与者が都道府県知事とされていることで、各都道府県では免許証等の申請・内容

の確認・交付をはじめ様々な事務が発生しており、都道府県の事務負担となっている。 

利用者にとっても、資格者名簿を各都道府県が管理しているため、苗字が変わった場合の免許書換えを、免許

を発行した都道府県に申請する必要があり、居住地と免許発行地が異なる場合は郵送が必要となるといった支

障が生じている。 

現在、デジタル庁において整備・運用されている「国家資格等情報連携・活用システム」（以下「システム」）によっ

て、一部資格については、オンラインでの資格の登録申請や資格情報の確認、証明が可能となっているが、都

道府県知事が免許交付することとされている国家資格について、同システムに実装されていない資格は、申請

書や住民票の写しなど、紙での申請に伴う申請者及び行政の事務負担が生じているため、各種資格の付与者

を国とする上で、システムを利用したオンラインによる免許申請等の推進も必要であると考えている。 

システムへの資格の実装が進めば、各都道府県が資格者名簿をそれぞれ管理する必要性も無くなることから、

資格付与者を国へ見直した上で、資格に関する事務を国で一元的に実施する方が効率的であるし、利用者の

利便性向上にも資すると考える。 

【具体的な当県での事務負担】 

 ・調 理 師：試験申込件数-370 件/年、新規申請件数-438 件/年、年間作業時間-約 350 時間 

 ・製菓衛生師：試験申込件数-185 件/年、新規申請件数-118 件/年、年間作業時間-約 370 時間、試験事務

を県が直接実施（試験当日の会場運営、採点は業者委託） 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

資格付与者を国に転換することで、国家資格等情報連携・活用システムに連携される資格者名簿が一元化さ

れ、現在、例えば結婚して苗字が変更となった場合の免許書換えは、免許交付した都道府県に申請しないとい

けないところ、居住地の近くの国の窓口に行けば書換え申請できることになり、利便性向上につながる。 

あわせて、各都道府県がそれぞれ行っていた試験・免許事務が国に一元化されることで、都道府県の事務負担

軽減にも繋がる。 

また、都道府県知事が資格付与者となっている国家資格について、原則として国家資格等情報連携・活用シス

テムによるオンライン申請を可能とすることで、紙申請に伴う申請者の来庁の手間や行政での事務処理負担の

軽減が期待される。 

 

根拠法令等 

製菓衛生師法第２条、調理師法第２条 等 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、長野県、宮崎県 

 

○当県においても同様に、免許証の交付等様々な負担が生じている。 

【具体的な当県での事務負担】 

 ・調理師：試験申込件数-218 件/年、新規・書換え・再交付件数-492 件/年、年間作業時間-約 295 時間 

 ・製菓衛生師：試験申込件数-89 件/年、新規・書換え・再交付申請件数-61 件/年、年間作業時間-約 62 時間 

また、居住地と申請時の住所が異なる利用者は、郵送で申請するケースが多く、手続に時間的なコストが生じて

いる。 

そのため、国への事務の一元化には賛同するが、本県ではまだ国家資格等情報連携・活用システムを導入して

おらず、システムを使った手続にはすぐに対応できない。 

 

各府省からの第１次回答 

回答については別紙。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
285 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

医業未収金対策に係る診療の求めに応じなくても良い場合の具体化・明確化 

 

提案団体 

厚岸町 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

医師法第 19 条第１項の規定による応召義務に関して、診療の求めに応じないことが正当化される場合の具体

化・明確化を求める。 

 

具体的な支障事例 

医師法第 19 条第１項において、「診療に従事する医師は、診療治療の求があった場合には、正当な事由がな

ければ、これを拒んではならない。」とある。 

この「正当な事由」に該当するか否かの判断基準が曖昧であり、医業未収金の徴収対策に支障を来している。 

正当な事由の考え方として、「応招義務をはじめとした診療治療の求めに対する適切な在り方等について（令和

元年 12 月 25 日付け厚生労働省医政局長通知）」２（２）②において、「特段の理由無く保険診療において自己

負担分の未払いが重なっている場合には、悪意のある未払いであることが推定される場合もある」と示されてい

るが、このような曖昧な基準では、診療を拒否するための十分な根拠としては乏しく、実行性ある徴収対策がと

れず苦慮している。 

例えば同じ地方公営企業の水道事業であれば、給水停止といった実行性ある手段をとることができるが、病院

事業では、上記の理由から実行性ある手段が取れずにいる。 

「緊急対応が不要な場合で、以前に医療費の未払いがあり、文書催告や電話連絡、訪問により支払いの要請を

しているにもかかわらず、支払いがなかったり、分納の約束を反故にする場合には、悪意のある未払いに該当

するため、診療を拒否出来るための正当な事由に該当する」などの明確な基準があれば、実効性ある徴収対策

がとれる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

医業未収金に係る不納欠損処分の未然防止に資する。 

医業未収金の徴収対策の効率化に資する。 

 

根拠法令等 

医師法第 19 条第１項 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

高松市、熊本市 

 

○当院においても、提案にあるような「以前に医療費の未払いがあり、文書催告や電話連絡、訪問により支払い

の要請をしているにもかかわらず、支払いがなかったり、分納の約束を反故にする」ケ―スは見受けられる。 

○当院も未収金が長期にわたり未払いであるにも関わらず、主に救外などで急遽受診し、応召義務を理由に診

療を行わざるを得ないケ―スは年に数件発生する。その場合、当日受診分のみ支払うケ―スもあるが、一方で

未収金がさらに増加するケ―スもある。悪意のある未払い者として診療拒否が可能であるならば未収増加防止

に繋がる。 

 

各府省からの第１次回答 

医師法（昭和 23 年法律第 201 号）第 19 条第１項において、「診療に従事する医師は、診察治療の求があつた

場合には、正当な事由がなければ、これを拒んではならない。」として、いわゆる医師の「応招義務」を定めてい

る。 

この“正当な事由”の考え方に関しては、令和元年 12 月 25 日付け厚生労働省医政局長通知「応招義務をはじ

めとした診察治療の求めに対する適切な対応の在り方等について」において、具体的にどのような場合に診療

しないことが正当化されるのかについて、最も重要な考慮要素は「緊急対応が必要であるか否か（病状の深刻

度）」であるとした上で、支払い能力があるにも関わらず、悪意をもって医療費を支払わないようなケースについ

ては、診療の拒否が正当化され得る旨を示している。 

一方で、この「応招義務」は、医師が個人として国に対して負担する公法上の義務であり、患者に対する私法上

の義務ではないものと解されており、個々の診療の場面で患者を診療しないことが正当化されるか否かは最終

的には司法により個別具体的に判断されるものであるため、更なる具体化・明確化は困難である。 

厚生労働省としては、上記医政局長通知で示している考え方の更なる周知を行ってまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
288 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国民健康保険分野に係る「通知」及び「事務連絡」の整理並びにデータベースへの掲載等による情報公開手法

の改善 

 

提案団体 

長岡京市、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

厚生労働省が国民健康保険分野に関して発出する「通知」及び「事務連絡」について、以下２点を求める。  

１（今後発出する通知及び事務連絡について）「技術的助言」の場合、「技術的助言」と表記することの徹底、及

び通知の種別、決裁番号の記載の徹底  

２（発出済みの通知及び事務連絡も含めて）自治体職員が容易に検索することができるよう明確な分類に基づく

データベースへの掲載等情報公開方法の改善  

・厚生労働省が「事務連絡」又は「通知」として発出している文書には、当該通知にしか記載されていないような

法令解釈等が多くあり、取り扱いに混乱が生じている。当該文書が技術的助言である場合は、明確にその旨を

記載することとなっていると認識。よって、今後発出する文書については、しっかりと明記頂きたい。また、自治体

が検索する際にすぐに発見でき、紛れることのないよう、通知の種別や決裁番号についても記載されたい。  

・過去に発出された通知が必ずしも「法令等データベースサービス」に掲載されていないことが見受けられる。自

治体職員が検索する際にネット上での発見が難しい場合が多々あるところ。通知および事務連絡についても検

索できるようデータベースに掲載する等、検索が容易にできるよう整備されたい。  

・これらの実現は、「事務連絡」及び「通知」が整理されることで情報の検索性が向上し、事務処理の誤り、漏れ

の防止及び情報検索に要する時間を削減し、行政の効率化のみならず国民へのサービス向上にも資するもの

である。 

 

具体的な支障事例 

厚生労働省が事務連絡として発出している通知であっても、法令解釈等で当該事務連絡にしか記載されていな

いような内容が多くある。その記載内容を明かしてよいかどうかすら判断がつかない状況である。同時に、「事務

連絡」としての低い重要性で管理され、全ての通知及び事務連絡が、必ずしも「法令等データベースサービス」

にも掲載されていないことから、自治体職員がネットで検索することが困難な事態も生じており、行政の効率性を

著しく阻害している現状にある。 

※一例として、被保険者証新規発行停止について、令和５年 12 月 22 日付け厚生労働省保険局国民健康保険

課長事務連絡「資格確認書の様式等について」という文書が参照されている。法令施行前に発出された法改正

概要が示されている「事務連絡」であるにも関わらず、「当面の間における資格確認書の職権交付」、「任意記載

事項の具体的内容」、「要配慮者の例示」など、当該文書においてのみ記載されている重要な内容が示されてい

るところ。当該通知については、施行後に施行通知という形式で、正式に決裁番号を取得した上で自治体に通

知するような性質の内容であり、またデータベースに掲載した上で、全団体が電子データとして容易に見つける

ことができるよう運用されるべきものである。  

※なお、「調査・照会業務システム」においても、発出通知を確認することができるが、登載された内容は一定期

間で削除されてしまうものであり、データベースとしての機能はないため、代替とはならない。 



 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

適正な事業の執行及び文書検索時間の削減等行政の効率化。 

 

根拠法令等 

― 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、北上市、宮城県、いわき市、ひたちなか市、伊勢崎市、千葉県、佐倉市、川崎市、大阪市、茨

木市、兵庫県、安来市、山口県、香川県、東温市、大野城市、大村市、熊本市、鹿児島市 

 

○当市でも同様の支障事例が生じており、文書検索時間の削減等により行政の効率化につながることから、改

善してほしい。 

○過去の厚生労働省の事務連絡等について、容易に検索することができないため、事務の遂行上支障がある。 

○過去に発出された通知が厚生労働省の HP 等で見つからず、他自治体の HP に掲載されていることがある

が、これを事務の根拠としてよいものか、判断が困難な場合がある。 

○国民健康保険は制度も大きく変わってきており、過去の通知などを検索する際に、検索してもなかなか探し出

せずに困った経験があるため、自治体職員が検索しやすい公開方法を検討していただきたい。 

○本件については、国民健康保険分野に限ったことではないが、国及び県からは大量の通知が発出されてお

り、その中には職員が事務を行う上での重要な根拠となる内容の通知も多いことから、必要な時に検索ができる

体制の整備は非常に重要であると考える。本提案は、事務処理誤りの防止や業務効率化に寄与するため。 

○国民健康保険分野に限らず、他の業務においても同様。一例として、令和６年 12 月２日付事務連絡「「高齢

者虐待の防止（中略）面会制限に係る通知への教示文の記載について」は、高齢者福祉分野及び障害福祉分

野における自治体の法執行に大きな影響を与える内容であったが、その後の関連する内容も含め事務連絡とし

て扱われている。今後の資料としての検索性に著しく欠く。 

○国民健康保険制度は、制度創設時から被保険者の構成や年齢階層が大きく様変わりしているが、長い歴史

の中で、制度そのものの土台に様々な仕組を上乗せし、原則に対する例外が無数に生じている、いわば逆三角

形のような制度構成となってしまっている。それらの例外を網羅して間違いなく事務を遂行するためには、無数

の通知等を参照しなければならないが、何年も前の通知等は保管していないことも多くある。当市においては、

懸案事項について文献やインターネット等を駆使して調査をした上で判断しているが、調査に多大な時間を要し

ている。また、解釈の誤認や古い通知の確認漏れなどにより、事務処理のミスが発生してしまっている。検索性

の高いデータベースの構築により、事務の効率化、ミスの回避に大きな効果があると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

【技術的助言の明記】 

各通知・事務連絡が技術的助言にあたる場合にはこれまでも明記してきたところであり、引き続き適切に対応し

てまいりたい。 

【データベースへの掲載】 

発出済みの通知・事務連絡については、厚労省通知検索データベースへの掲載を徹底してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
291 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

介護保険事業所及び障害福祉サービス等事業所への補助金支払事務の私人委託を可能とする見直し 

 

提案団体 

秋田県、北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、新潟県、三重県 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

介護保険事業所及び障害福祉サービス等事業所への補助金のうち、介護報酬又は障害福祉サービス等報酬

に紐付けて交付されるものの支払い事務について、都道府県国民健康保険団体連合会に委託が可能となるよ

う法令に定める等見直ししていただきたい。 

 

具体的な支障事例 

地方自治法第 243 条の規定により、地方自治体は、法律又は政令に定めがある場合を除いて、公金の支出の

権限を私人に委託することができないことになっている。 

近年、介護保険事業所や障害福祉サービス等事業所の大半が支給対象となる補助金（介護職員処遇改善支援

補助金、介護人材確保・職場環境改善等補助金など）が創設されているが、都道府県が直接支払う必要がある

ため、事務手続きに多大な労力を要している。 

これらの補助金は、介護報酬又は障害福祉サービス等報酬（以下「介護報酬等」という。）に交付率を乗じて算

定した額を支給することとされており、交付額の算出及び通知は、介護報酬等の支払い事務を行っている都道

府県国民健康保険団体連合会が行っているにもかかわらず、支払い事務のみ都道府県が実施しなければなら

ない。 

都道府県国民健康保険団体連合会に補助金の支払い事務を委託することができれば、事務が大幅に効率化

し、速やかな補助金の支給が可能となる。 

【令和６年提案を踏まえた当県見解】 

令和６年提案「給付金等支出事務の私人委託を可能とする見直し」では、全ての補助金、負担金及び交付金の

支払を私人委託することが想定され、また委託先についても限定していなかったが、本提案については、対象を

介護報酬等に紐付けて交付される補助金に限定し、また委託先についても、法令の規定により介護報酬等の支

払いの委託を受けることができることとされている国民健康保険団体連合会に限定することを想定しているた

め、責任の所在が明確であり、受託者の恣意的な支出により地方公共団体が損害を被ることはなく、また公平

性や経済性の確保に支障は生じないと考えられる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

都道府県国民健康保険団体連合会は、毎月、事業所に対して介護報酬等を支払っているため、介護報酬等の

支払いとセットで補助金を支払ってもらうようにできれば、都道府県が直接支払いを行うよりも、１か月程度早く



補助金を事業所に交付できるようになるものと考えられる。 

また、支払い事務に関わる都道府県の職員の労力も大幅に軽減される。 

 

根拠法令等 

地方自治法第 243 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

高知県、沖縄県 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

補助金の支払に係る事務負担の軽減は、重要な課題であると認識しており、例えば、令和６年度介護人材確

保・職場環境改善等支援事業においては、都道府県から委託を受けた公益社団法人国民健康保険団体連合会

が、介護保険審査支払システムを用いて支払額の算出を行うために必要な改修に要する費用を補助するととも

に、都道府県における支払い事務の負担軽減に資するツールを提供するなど、都道府県の支払事務負担軽減

に取り組んできたところである。 

ご提案の「介護保険事業所及び障害福祉サービス等事業所への補助金のうち、介護報酬又は障害福祉サービ

ス等報酬に紐付けて交付されるものの支払い事務について、都道府県国民健康保険団体連合会に委託が可能

となるよう法令に定める」ことについては、当該支出に係る責任関係が不明確にならないか、公正な取り扱いが

期待されるか等の観点を踏まえて丁寧に検討する必要があると考えているが、引き続き関係者のご意見をしっ

かりと受け止めながら、補助金の支払に係る事務負担の軽減や補助金支払の迅速化等の観点を踏まえつつ、

必要な取組を検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
292 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

デジタル資格者証を活用した管理栄養士・薬剤師・精神保健指定医の免許証等の交付事務のオンライン化 

 

提案団体 

秋田県、北海道、青森県、岩手県、宮城県、山形県、福島県 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

管理栄養士・薬剤師・精神保健指定医の免許証等の交付事務について、都道府県事務の負担軽減と申請者の

不利益回避のため、国家資格等情報連携・活用システムにおいて発行が可能となる「デジタル資格者証」を免

許証等の原本とし、デジタル化を推進すること。 

 

具体的な支障事例 

現在、管理栄養士・薬剤師・精神保健指定医の免許証等については、書面による申請時には都道府県を経由し

て厚生労働省に到達し、厚生労働省において名簿等への登録が行われた後、都道府県を経由して申請者への

交付が行われており、事務作業に大きな労力を費やしている。当県では、上記の３資格において年間約 170 件

の交付事務を行っており、約 85 時間を費やしている。 

また、厚生労働省が申請書類を受理した日をもって名簿等への登録となるため、大量の申請書類が集中する時

期には、免許証等の発行が遅れ、ひいては都道府県への免許証等の到達も遅れることから、申請者にも不利

益を与えることがある。 

過去の地方分権改革に関する提案募集において、上記の資格については国家資格等情報連携・活用システム

を活用したオンラインによる免許申請手続があった場合の都道府県経由事務の廃止が示されているが、免許等

の交付については、書面での免許申請手続の場合を含め、引き続き都道府県を経由する可能性が示されてい

る。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

国家資格等情報連携・活用システムにより発行が可能となる「デジタル資格者証」が免許証等の原本とされるこ

とにより、免許証の交付に関する事務そのものがなくなることで、国や都道府県の事務負担が軽減される。 

また、申請者にとっても郵送や窓口での受け取りに係る負担が軽減されるほか、申請日と登録日のタイムラグ

がなくなるとともに免許証等の到達が大幅に早まるメリットが見込まれる。 

 

根拠法令等 

栄養士法施行令第１条第３項、薬剤師法施行令第３条、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第

２条の２の２ 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、茨城県、埼玉県、越谷市、川崎市、長野県、静岡県、浜松市、滋賀県、寝屋川市、奈良県、久留米市 

 

○当県においても、薬剤師の免許証について年間約 80 件の交付事務を行っており、事務作業に大きな労力を

費やしている。 

○当県においても新規、書換え交付等の申請数（年 450～500 件程度）が多く、「デジタル資格者証」になること

により、事務の大幅な軽減が望める。 

 

各府省からの第１次回答 

【管理栄養士】 

国家資格等情報連携・活用システムにおいては、原本所持の代替手段等として活用できる機能として「デジタル

資格者証」の機能が設けられている。デジタル資格者証については、原本所持の代替手段等としての活用に向

けて、管理栄養士資格の手続における国家資格等情報連携・活用システムの利用開始・活用状況を踏まえなが

ら、対応を検討してまいりたい。 

【薬剤師】 

薬剤師に係るデジタル資格者証の取扱い等については、今後、「国家資格等情報連携・活用システムの利用拡

大に係る共通化推進方針」に基づき、国家資格等情報連携・活用システムの運用状況や必要な体制整備の状

況、関係者の意見等を踏まえつつ検討する。 

【精神保健指定医】 

 現行制度下においては、指定医証は紙により交付することが一般的な運用であるところ、「デジタル資格者証」

を紙の資格者証と同一の位置づけとすることができるのかといった法令上の担保方法を含め、国家資格情報連

携・活用システムの運用状況等も踏まえて検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
299 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

福祉行政報告例の「民生委員(児童委員)の活動状況」における報告区分の簡略化 

 

提案団体 

兵庫県、三重県、尼崎市、明石市、加古川市、川西市、三田市、養父市、南あわじ市、朝来市、宍粟市、たつの

市、播磨町、市川町、上郡町、佐用町 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

福祉行政報告例における民生委員・児童委員、主任児童委員の活動状況の報告区分が細分化されすぎている

ため、区分の統合や廃止によって項目数を削減し、報告の負担軽減を図ること。 

【具体案】 

①「内容別相談・支援件数」を廃止し、「分野別相談・支援件数」のみとする。 

または、「内容別相談・支援件数」のうち、関連する項目（福祉、児童、生活など）を統合し、項目数を削減する。 

②「その他の活動件数」のうち、「行事・事業・会議への参加協力」、「民児協運営・研修」、「証明（調査・確認等）

事務」の項目を廃止する。 

③「訪問回数」 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

民生委員・児童委員、主任児童委員（以下「民生委員等」）においては、福祉行政報告例における件数の区分に

基づき、全国民生委員児童委員連合会（全民児連）より配布される活動記録に毎月記録し、市、県を通じて最終

的に国に報告することとなっている。 

なお、活動報告の様式について、エクセルシートの活用などが全民児連より提案されているが、エクセルを使用

できる委員が少ないことや ICT の利用環境を整えることが難しく、根本的な解決には至っていない。 

【具体的な支障事例】 

当該活動記録の記入、集計、報告が民生委員等、市町ともに大きな負担となっている。特に民生委員等にとっ

ては、区分が細分化されていることにより活動をする度にどの項目に計上すれば良いかが分かりづらいため、

結果として自発的な活動意欲の妨げともなっている。また、市町の民児連事務局に民生委員等から複数の質問

が届くほか、民生委員等に分かりやすく説明するため、独自に活動記録の説明資料を作成・配布せざるを得な

い市町もある等、事務負担の増大にもつながっている。 

加えて、細分化されている項目の活用状況や、その数値に基づき、どのような課題が見え、その結果を元に施

策の改善などにどのように結び付けられているかについて確認できない等、報告の必要性に対する意見を民生

委員等からも頂いている。 

そのため、特に活用が明確にされていない数値であるならば、民生委員等の負担軽減の観点から、区分を統合

するなど全体的な改善が必要であるとともに、民生委員等に毎月の活動報告を依頼するためにも、報告数値の

必要性や活用状況について明確に示す必要がある。 

 

 



地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

当県内市町において、現役の民生委員等から「報告を元にした改善事例などが見えず、当該報告がＰＤＣＡにつ

ながっていないため、何のために報告するのかわからない」との意見書をいただいている。 

また、新任の民生委員等に対する当該活動記録についての説明において、内容が煩雑であるため、説明にか

なりの時間を要している。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

当該活動記録の記入の負担軽減により、民生委員等の活動の妨げとなる要因を除くことができる。 

また、自治体職員の集計作業、説明負担、報告の負担軽減にもつながるとともに、直感的に記録できる区分に

なれば、説明資料の作成が不要となりコスト削減にもつながる。 

 

根拠法令等 

統計法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、福島市、日立市、小牧市、堺市、芦屋市、岡山県、山口県、長崎市、八代市、特別区長会 

 

○当市においても、民生委員等の活動記録の記入が負担になっている。記入方法について研修などで説明を

行ってはいるが、記入する区分の誤りも多く、集計する単位民児協の長や市民児協事務局にも負担がかかって

いる。民生委員等の活動の負担軽減にも提案市と同様に報告書の簡素化を求める。 

○民生委員等の活動記録の項目が簡素化されることで、必要な支援活動に時間を充てることができると共に、

負担感の軽減による人材確保にもつながる。 

○令和７年度から LOGO フォームを活用した活動状況の報告を取り入れているが、報告項目が多すぎるため、

回答の画面が分かりづらく使いにくいとの意見が多数あった。報告項目自体が多すぎ、操作を煩雑にしているこ

とで ICT 化の妨げにもなっている。 

○当県においても、県民児協事務局や市町村において、単位民児協の要望を受けて活動記録の書き方に関す

る個別研修を実施している。活動記録の項目が分かりづらいことによる、民生委員や事務局及び市町村の負担

は大きいものと思われる。 

○当市においても、委員から福祉行政報告例の分類に関する質問が多数寄せられているほか、新任委員に対

し、研修内で計上方法について丁寧に説明する必要が生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

福祉行政報告例における「民生委員・児童委員、主任児童委員」（以下、民生委員という）の活動状況について

は、民生委員法第 14 条第１項第１号の「住民の生活状態を必要に応じ適切に把握しておくこと」、同項第５号の

「関係行政機関の業務に協力すること。」の規定に基づき、民生委員が行う相談・援助等の活動状況を記録する

必要があり、民生委員の全国組織である全国民生委員児童委員連合会が福祉行政報告例の報告区分に基づ

き作成した「活動記録」により民生委員は日々の活動を記載し、都道府県・指定都市・中核市はとりまとめた「活

動記録」の情報を、連動する福祉行政報告例第 40 表として国（厚生労働省）へ報告をしている。 

当該「活動記録」は、国及び地方自治体にとっても、民生委員の効果的な活動や活動環境等の検討だけでなく、

全国又は各地方自治体内の福祉や課題の分布等を全国統一の内容で把握可能なものであることから、それら

を「福祉行政報告例第 40 表」として集約し、その結果をもとに各種福祉施策の企画・立案に活用している。その

報告区分の見直しを行うことはそのような各種福祉施策の企画・立案への活用を困難にしてしまうことから対応

するのが困難である。 

しかしながら、活動状況の報告の作成について、記載する内容や分類選択等が曖昧な点があるという点に関し

ては、記入要領を改め、記載する内容等を明確にすることなどによる改善点を関係者の意見をふまえつつ検討

する。 

なお、民生委員の担い手確保・業務負担軽減のための自治体の創意工夫ある取組に対して補助する制度を令

和６年度に創設したところであり、当該補助制度において、ICT の利活用・環境整備も補助対象としていることか

ら、当該補助金制度の積極的な活用も検討いただきたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
306 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

地域医療介護総合確保基金（医療介護提供体制改革推進交付金（介護事業分））の内示時期の早期化 

 

提案団体 

島根県、福島県、神奈川県、愛知県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

地域医療介護総合確保基金（介護分）（医療介護提供体制改革推進交付金）について、交付要綱を前年度中に

確定し、７月末までに交付決定または内示を行うよう求める。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

地域医療介護総合確保基金（介護分）（医療介護提供体制改革推進交付金）について、内示時期が年々遅くな

っている。 

また、令和６年度においては前年度まで認められていた事業が国基金予算の減額に伴い、令和６年９月になっ

て取扱いが変更され、認められなくなり事業実施に大きな支障をきたしている。 

具体的には、多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業の実施に当たり、これまでは従前の

事業内容で事業実施が認められていたため、内示が遅い場合でも対応可能であったが、内示が遅いまま、事業

内容の変更をしなければならなくなると、地方自治体及び介護事業所の対応は困難となる。 

内示が遅く、さらに従前の事業実施が認められない場合、地方自治体及び介護事業所の混乱につながり、本来

の事業実施の目的が達成できなくなるので、できる限り内示を早めていただきたい。 

（内示時期 介護事業者確保事業） 

令和４年度 令和４年 10 月 11 日 

令和５年度 令和６年１月 15 日 

令和６年度 令和７年２月５日 

【支障の解決策】 

交付要綱を前年度中に確定するとともに、都道府県から事業計画を受領した際、７月末までに交付決定または

交付内示を行っていただきたい。 

また、地域医療介護総合確保基金（医療分）については、令和５年提案募集「地域医療介護総合確保基金（医

療介護提供体制改革推進交付金（医療事業分））の内示時期の早期化」（管理番号 172）において、毎年度可能

な限り早期に内示を行う旨の対応方針が示され、令和６年度の内示においては、一部事業について、令和６年４

月３日に内示されている。 

地域医療介護総合確保基金（介護分）についても、同様に内示の早期化を図られたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

年度当初に交付決定等が行われることにより、補助事業を行う法人等に対し、円滑なスケジュールで交付申請

等の手続きを求めることができ、事業実施後の補助金支払いも速やかにできる。 

また、仮に事業が認められないことになったとしても、年度当初であれば別の対応策の検討をすることができ

る。 

 

根拠法令等 

医療介護提供体制改革推進交付金交付要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、ひたちなか市、川崎市、岐阜県、西尾市、津市、兵庫県、高知県、福岡県、佐賀県、宮崎県 

 

○【支障事例】 

令和６年度は、地域医療介護総合確保基金（医療介護提供体制改革推進交付金）の内示が遅く、かつ、事業所

の開設希望時期に合わせて市の要綱制定・補助金の支給を行う必要があった為、事務が煩雑となった。 

＜スケジュール＞ 

・７月中旬 県の要綱制定／市の要綱制定 

・７月下旬 市の補助金決定 

・９月下旬 市の要綱改正／９月補正、補助金の金額変更 

・10 月１日 特養開設 

【解決策】 

年間のスケジュールを予算作成時期（前年度 10 月頃まで）に提示して頂ければ、基金を活用したい事業所に説

明し、開設時期の調整が可能となる。行政間で連携を図り、内示の時期を検討し、事業所運営の補助に努めた

い。 

○当県では年々基金残高が減少し、基金の令和６年度末残高が令和７年度取崩予定額を下回っている中で、

毎年度国から交付される財源の内示時期が遅いため、内示割れの可能性を考慮すると、事業執行の一部保留

について検討せざるを得ない状況であり、円滑な事業の運営を図るうえで大きな障害になっている。あらかじめ

事業実施に必要な基礎額を定めるとともに内示時期を前年度中もしくは年度当初に早めるなどスキームの見直

しについて検討が必要である。 

○当県においても、内示及び交付決定時期が遅くなったことから、補助金交付事務に支障が生じた。 

○地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内示が遅れることで、県から事業者への内示を行う際に

財政当局の理解を得ることが難しい。国から県への内示を早期に行っていただくことで、スムーズに県から事業

者への内示を行うことができ、事業者も安心して事業を実施することができる。 

○残高活用が求められている中で、年度当初に十分な残高を有していない場合に、当該年度の内示が無いと

事業を進められないケースが発生する。 

 

各府省からの第１次回答 

地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内示に当たっては、国において事業内容の精査や事業内

容の確認、聴取等を行う必要があること、47 都道府県における決算終了後の基金残高を確認した上で配分額

の調整を行う必要があること、法令に基づく関係省庁との協議が必要であることから、内示までに一定の期間を

要しているところであるが、自治体において円滑に事業が実施されるよう、業務の効率化を図り、早期の要綱発

出、早期の内示に努めていく。 

※なお、基金の配分に当たっては、全都道府県の要望額や基金残高が揃わなければ調整が行えないため、そ

れぞれの期限を守って国へ提出いただくよう都道府県にお願いしているが、都道府県によっては期限を超過す

る場合もあり、国と都道府県の両者の協力が必要となっている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
307 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 04_雇用・労働 

 

提案事項（事項名） 

委託訓練の契約方法について単価契約ではなく総価契約による契約を可能とすること 

 

提案団体 

島根県、秋田県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

委託訓練の契約方式について、単価契約方式を改め、総価契約により契約できるよう見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

離職者等が安心して再就職ができるよう、委託訓練実施要領に基づき、就職に必要なスキルや資格など習得す

るために委託方式の訓練を実施している。 

しかし、要領で規定されている委託方法は、実施人数及び受講期間により委託料が変動する単価契約のため、

受講者の人数によっては委託先事業者の採算が取れず、赤字が見込まれる訓練コースが増加しており、委託

先の撤退及び事業継続が危ぶまれる状況となっている。 

また、現在の委託費単価についても、近年の物価高騰・人件費上昇を十分に反映できていない。 

【支障の解決策】 

委託先との契約において、現行の単価契約方式を改め、総価契約により契約締結できるよう制度の見直しを実

施していただきたい。 

最低でも固定費（入校者数に影響されない会場使用料、光熱費、講師謝金等）については最低限担保できるよ

う、定額の要素を含めた委託契約となるように制度改正を行っていただきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

一定の採算が見込まれる契約方式とすることにより、委託先事業者において訓練を実施する際の経費的なリス

クが軽減されるため、参入障壁が低くなることに加え、開講可能な訓練コースが従来より増加するものと考えら

れる。 

特に、委託先の候補となる事業者が限られている地域にとっては、訓練の存続自体が喫緊の課題となっている

ため、必要不可欠な措置である。 

 

根拠法令等 

総合雇用対策等に基づくあらゆる教育訓練資源を活用した委託訓練の推進について（平成 13 年 12 月３日付

け能発第 519 号）別添「委託訓練実施要領」 

第１章第 11（２）、（４） 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、岩手県、茨城県、川崎市、愛知県、佐賀県、宮崎県 

 

○当県においても左記支障事例と同様の要望を事業者から受けている。加えて具体的に、委託金額の最低保

証、委託費単価の増額等についての意見も挙がっている。 

○当県においても委託先事業者が減少傾向にある。求人・求職者のニーズにあわせた多様な訓練を実施する

ためには、委託事業者の参入障壁を低くするための工夫が必要である。 

○＜令和６年度委託訓練＞全 61 コース中３コース中止 

＜令和５年度委託訓練＞全 64 コース中３コース中止 

中止理由は全て応募者が少なかったことによるものであった。地域によっては、中止となったコースの応募者に

他の訓練を紹介することが難しい場合もあり、就労意欲のある人の受講機会を確保するためにも、固定費の保

証等を含めた制度の見直しが必要である。 

○当県においても、委託訓練においては、人件費等の増加により、民間訓練機関が訓練受託によって収益をあ

げることが困難となり、予定していた訓練コースを中止せざるを得ない状況が発生している。 

 

各府省からの第１次回答 

委託費の単価は、受講者１人当たり各コースにより定められた価格を上限として、個々の経費の積み上げによ

る実費と定めており 、経費の実績のない業務に対して委託費を支払うことはできない。ご提案の「総価契約」

は、経費の実績に関係なくあらかじめ定められた経費を支出するものであるが、委託訓練のように受講者数（経

費）の変動がある事業を「総価契約」とすることは、適正な支出の観点から困難である。  

また、「固定費の最低限担保」となるような契約方式については、委託費の支出に当たって、訓練実施機関は、

固定費と固定費でないものを明確に区別することに加え、固定費のうち、例えば、光熱費といった訓練実施機関

の運営全体に係る間接経費について、訓練コースごとに委託費とするものとそれ以外とするものを明確に区別

しなければならない。また、都道府県等はその算出根拠が適正なものとなっているか、個々に確認する必要が

ある。このため、都道府県等や訓練実施機関においては、これまで以上に業務負担の増加が見込まれることが

考えられる。特に、都道府県等においては、国へ精算報告書類等を提出するまでの限られた期間内で必要な確

認をしなければならず、業務負担が大幅に増加することが考えられ、また、契約方式の見直しを行った場合、そ

の影響はすべての都道府県等に波及することとなる。 

したがって、本提案については、事業の性質や、都道府県等や訓練実施機関の業務負担増の可能性を踏まえ

ると現状の契約方式の見直しを行うことは困難である。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
320 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

生活困窮者自立支援統計システムの機能改善 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

アセスメントに必要な項目のみを表示させる機能や、地域で行われているアセスメントのプロセスに沿った順番

で項目を表示させる機能、組織でのアセスメントにも対応可能とする情報集約機能を追加するなど、地域の実情

に応じた運用となるようシステム改修をしていただきたい。 

また、支援プラン作成には至らないが、つなぐところもなく継続して相談対応を行っている事例があるが、このよ

うな「制度の狭間」の相談者に関する情報も、地域の課題の一つとして統計項目に含めるようシステム改修をし

ていただきたい。 

 

具体的な支障事例 

【データ入力方法について】 

現在の様式では、入力すべき情報の多くが、多数の選択肢からチェックボックスで情報を選択して入力するよう

になっており、入力作業が煩雑である。 

【アセスメントについて】 

現在の様式では、実務上のアセスメントのプロセスに沿った入力項目や順番にすることができないため使用しづ

らい。 

入力項目が多岐にわたるため、特に新任相談員においては、本来行うべきアセスメントのプロセスではなく、シ

ステムの入力項目に沿った順番でアセスメントを行うため、情報収集を優先する面接に偏る傾向がある。 

【情報の集約について】 

入力様式は 10 ページにも上るが、情報を集約して表示する機能がない。  

情報を集約して表示できないため、相談者への今後の対応方針の検討等、組織で複数の立場から多角的にア

セスメントを実施するような場合、情報を集約した様式をエクセル等で別途作成する必要がある。 

【相談員の人材育成について】 

相談員のアセスメント能力向上のための研修を行っているが、新任相談員はアセスメントの様式に影響を受け

やすく、アセスメント技術の向上に支障が出ている。 

【制度の狭間にいる相談者の捕捉について】 

支援プラン作成には至らないが、つなぐ窓口や制度もなく継続して相談対応を行っている事例について、システ

ムで扱えず、別の様式を作成して対応している。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

新任相談支援員は、様式の影響を受けやすく、尋問のような面談となり、相談者に不安や不信感を生じさせてし

まい、時にはトラブルに発展することもある。 

項目が多岐にわたるため、不要な情報の収集に時間を要し、面談に時間がかかり、相談者が疲労する。 



なお、総務省行政評価局においても令和４年４月に当該システムの利活用に関し、支障事例の把握やシステム

改修及び運用見直しの必要性を指摘している。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【業務効率化】 

入力がスピードアップし、別様式との併用が解消され事務効率化につながる。 

効率的に面談が実施できるため、面接時間の短縮が図られる。 

【課題の把握・適切な支援計画の作成】 

情報集約により、情報共有や組織的なアセスメントが効果的に実施され、課題の把握が容易になり適切な支援

計画の作成につながる。 

【相談支援員のスキルアップ】 

経験の浅い相談支援員もシステムを使用することで、自然にアセスメントの思考プロセスが身に付き、相談支援

スキルの向上が見込める。 

【市民満足度の向上】 

効率的・効果的に面談が実施できるため、面接時間の短縮、相談者の負担の軽減、不安の解消が期待できる。 

 

根拠法令等 

生活困窮者自立支援法第３条第１項、第２項 

「生活困窮者自立支援統計システムの本格運用にあたって」（平成 29 年３月 30 日付け厚生労働省社会・援護

局地域福祉課生活困窮者自立支援室事務連絡） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、浜松市、小牧市、大阪府、寝屋川市、兵庫県、尼崎市、香川県、長崎市、鹿児島市 

 

○支援プラン策定には至らないまま、継続的に支援している事例が一定数あることから、生活困窮者自立支援

統計システムにおいて、モニタリング等の支援の進捗確認ができる機能を付加してもらいたい。また、既存のシ

ステムでは補足できていない課題を抱える相談者について、課題や状態を抽出し分析できる機能を付加しても

らいたい。 

○新任相談支援員は、様式の影響を受けやすく、尋問のような面談となり、相談者に不安や不信感を生じさせ

てしまい、時にはトラブルに発展することもある。項目が多岐にわたるため、不要な情報の収集に時間を要し、

面談に時間がかかり、相談者が疲労する。 

○データの入力方法について、チェックボックス式で支援内容や相談者の属性、主訴（課題）を選択することか

ら、判断に迷う内容が多い時に時間を要する。情報の集約についても、集約機能がないためにエクセルを使用

して別途集計を行うことになるため時間がかかっている。 

 

各府省からの第１次回答 

システムの機能付加や情報集約については、ご意見を踏まえ検討する。 

なお、支援対象者を継続支援するに当たっては、支援プランを策定する必要があり、その方法については、昨年

度から開始した支援ツールセミナー等の研修においてその旨説明しているところ。 

また、支援プラン作成に至らないケースの場合、相談支援記録やインテーク・アセスメントシートで一定程度経過

を確認することも可能である。 

また、インテークやアセスメントの際に、シートの順番に聞き取るような面談は一般的な相談援助技術から考え

ても想定されるものではないため、相談者との自然な対話や質問を通して、情報を収集していくものと研修等で

繰り返しお伝えしているところ。加えて、インテーク・アセスメントシートの項目をすべて埋めるような仕様にもなっ

ていない点については、ご留意いただきたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
323 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

自立支援医療制度等における受給者証への加入医療保険情報の印字の省略 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

令和６年地方分権改革に関する提案を受け、情報提供ネットワークシステムの改善や、医療機関が利用するオ

ンライン資格確認システムを自治体でも利用可能とすることについて、すでに検討が始まっているが、新たな対

応として、自立支援医療制度をはじめとする公費負担医療において、各自治体の状況に応じて、受給者証への

「加入医療保険の記号・番号」の記入を省略可能とする。 

 

具体的な支障事例 

情報提供ネットワークシステムから得られる健康保険の記号・番号・枝番を取得した場合、申請者から提示を受

けるマイナ保険証と異なる仕様で表示されることから、窓口での確認に多大な時間を要するだけでなく、マイナ

保険証の仕様に合わせて受給者証に印字する場合、職員が手作業で記号・番号・枝番を正確に分けた上で本

市システムに入力する必要がある。 

転職等で保険情報に変更が生じた際、受給者証記載の保険情報と実際の保険情報に齟齬が生じることがあ

り、医療機関等での混乱につながる。 

国が定めた仕様に基づく標準準拠システム稼働後においても、自立支援医療受給者証への「加入医療保険の

記号・番号」の印字が必要な帳票レイアウトが示されていることから、課題は解消されず、業務の効率化が著しく

妨げられている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

情報提供ネットワークシステムから取得した健康保険の記号・番号をそのまま管理することが可能となるととも

に、マイナ保険証と同じ仕様で受給者証に印字するための職員による作業の軽減が見込まれることから、自立

支援医療制度だけでなく、同様の課題が生じている他の公費負担医療においても、業務の効率化につながる。 

受給者証に加入医療保険情報を記入した場合、転職等で保険情報に変更が生じた際、受給者証記載の保険情

報と実際の保険情報に齟齬が生じることがあり、医療機関等での混乱につながるおそれがあるが、省略可能と

した場合はその懸念がなくなる。 

 

根拠法令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 52 条～58 条、障害者の日常生活及び社



会生活を総合的に支援するための法律施行規則第 41 条、平成 18 年３月３日付障発第 0303002 号厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部長通知「自立支援医療費の支給認定について」（令和６年 11 月 25 日付け障発

1125 第５号及びこ支障第 240 号で一部改正 ）別添様式３ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、宮古市、流山市、燕市、浜松市、高槻市、寝屋川市、南あわじ市、長崎市、鹿児島市 

 

○受給者の疾患状況により、短期間で加入医療保険の変更を繰り返す方もおり、その都度受給者証の記載事

項や所得区分変更のための申請手続が必要である。また、受給者証の交付まで３～４か月の時間を要している

ため、受給者が適切に医療費助成を受けるのに支障をきたしている。さらには医療機関側もレセプト請求の保

留や精算手続の事務負担が生じている。現在マイナンバー（及びマイナ保険証等）による資格確認が可能であ

るため、受給者証への医療保険資格情報の印字を廃止し、都道府県等自治体が受給者の申請によらず、随時

加入医療保険の資格確認及び所得確認を行うことにより、受給者証の交付や PMH の資格情報の反映が適切

にできれば、受給者及び医療機関、自治体において、負担が軽減され、利便性の向上が期待される。 

○現行情報提供ネットワークシステムから取得した健康保険の記号・番号は区切りがなく、数字の羅列である。

適切な分け方も示されていないことから、受給者証への記載に苦慮している。 

 

各府省からの第１次回答 

自立支援医療は生活保護世帯を除き医療保険への加入を前提とした制度であり、医療保険情報の確認は制度

運用上必要なプロセスであることから、現場の実務の状況を踏まえ検討する必要があると考える。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
329 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 09_土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

空家等対策の推進に関する特別措置法第 10 条第 3 項に基づく情報提供の範囲の明確化 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、厚生労働省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

市区町村の空家対策所管部局が空家等所有者を円滑に特定し、空家等対策の推進に関する特別措置法（以

下「空家法」という。）に基づく必要な措置等を円滑に行えるよう、空家法第 10 条第３項に基づく他の地方公共

団体に対する介護保険等の情報提供の求めに対する回答については、地方公務員法の守秘義務に抵触しな

い旨を明確化することを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

空家等の所有者等を確知するための調査を空家法第 10 条に基づき実施する際、介護保険等の手続を行う代

理人や施設入所などの情報を把握することによって、適切な措置を実施できる場合がある。市内に住民票の登

録がある方の場合、令和４年の地方分権改革に関する提案募集の結果、空家法第 10 条第１項に基づく福祉部

局所管の介護保険等の情報の内部利用は可能であることが明確化されたため、円滑な運用が可能となってい

る。しかし、空家等所有者が他の地方公共団体に在住している場合は空家法第 10 条第３項に基づき、空家等

所有者等の把握に関し必要な情報の提供を他自治体に対して求めることになるが、その際の運用について明

確化されている部分とそうでない部分があり、調査する側と回答する側のそれぞれが個別に判断せざるを得な

い状況となっている。 

【支障事例】 

当市において他の地方公共団体へ介護保険等の情報提供を求めた際、情報提供を受けることが出来たことも

あれば、地方公務員法第 34 条に抵触すること等を理由に空家等所有者等に関する情報提供を受けられないこ

ともあり、危険な空家について空家法に基づき当該所有者等に必要な措置を行うに当たっての支障となってい

る。 

【制度改正の必要性】 

昨今の単身高齢世帯の増加から、福祉に係る情報を把握することでしか所有者の連絡先が把握できないケー

スが増えることが想定される。また、空き家の所在地と居住地が同一市町村とは限らないので、空家法第 10 条

第３項に基づき、他の地方公共団体へ情報提供を求める事案も増加することが想定される。 

【支障の解決策】 

空家法第 10 条第３項に基づく他の地方公共団体への福祉情報の提供について、内部利用と同様に認められる

との運用をして差し支えないことを国において明確化すること 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 



制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市区町村の空家対策担当部局が他の地方公共団体から空家等所有者等に関する情報を確実に取得できるよ

うになり、住民票の住所が実態を反映していない場合や住民票が職権削除されている場合であっても、当該情

報を活用して空家等所有者を特定し、空家法に基づく措置を講じることができるようになることで、危険な空家等

の迅速な解消、ひいては住民の安全安心の確保に繋がる。 

内部利用と同様に情報提供可能な旨が明確化されれば、情報提供の依頼を受ける側も回答の可否について判

断が容易となり、検討に係る事務負荷が低減される。 

 

根拠法令等 

空家等対策の推進に関する特別措置法第 10 条、第 12 条、第 13 条 

地方公務員法第 34 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、いわき市、ひたちなか市、越谷市、八千代市、飯田市、浜松市、豊橋市、稲沢市、特別区長会 

 

○当市において、他市町村へ介護保険等の情報提供の依頼をした事例はないが、福祉に係る情報は空き家所

有者等を調査する上では貴重な情報である。福祉情報の提供について、提案のとおり国において明確化するこ

とを求める。 

 

各府省からの第１次回答 

空家等対策の推進に関する特別措置法第 10 条第３項に基づき、他の市町村長から空き家等の所有者等の把

握に関し必要な情報として介護保険等の情報提供の求めがあった際に、当該情報を提供することが地方公務

員法第 34 条第１項の守秘義務に抵触しないかについて、関係省庁とも連携し明確化する方向で検討を行うこと

とする。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
332 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

遺留財産の管理など身寄りのない遺体に係る事務マニュアルの作成 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

法務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

遺留財産の管理等について国による統一的なマニュアルの作成又は「身寄りがない方が亡くなられた場合の遺

留金等の取扱いの手引」の充実を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

高齢化の進展等に伴い、引き取り手のない遺体として通報される件数及び市による葬儀執行件数が年々増加

傾向している。 

（参考：当市における墓地、埋葬等に関する法律に基づく葬儀執行件数） 

平成 27 年度：84 件 令和５年度：306 件 

【支障】 

案件の増加とともに、案件の複雑性も増しており、例えば、居住していた賃貸物件の鍵や保有していた車両な

ど、複雑な権利関係や財産価値があるものについて、個別の案件ごとに各自治体での判断を求められている状

況にあるため、対応に時間を要している。 

【求める措置】 

遺留財産の管理について、マニュアルや手引等で統一的な見解を示していただくことで自治体の事務負担軽減

につながると考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

取り扱いが明確になることで、自治体ごとの差異が生じることを防ぎ、財産管理の基準に基づく事務処理が行わ

れるようになる。これにより、自治体の事務処理の効率化と、権利者との折衝の基準が明確になり、処理が迅速

化される。 

 

根拠法令等 

行旅病人及行旅死亡人取扱法 

墓地、埋葬等に関する法律 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、花巻市、浜松市、名古屋市、堺市、寝屋川市、兵庫県、安来市、香川県、高知県 

 

○当区においても、遺留物の中に住宅の鍵や不動産、車輌が含まれる場合があり、それらの財産管理や処分

について、管理会社、管理組合及び近隣住民等から対応を求められることが多々あるが、その都度自治体での

判断を迫られるため対応に苦慮している。こうした場合の対応も含め、国からの統一的なマニュアルは必要と考

える。 

○市町村から、死亡人名義の口座から預金を引き出す事務について、金融機関の協力が得られなかったり、事

務が繁雑である旨の相談を受けるケ―スが増加傾向にある。 

○財産を処分したくても、法的根拠がなく、通知等も存在しないことから、車両の鍵の引き渡しを行ってもよいか

判断に苦慮した。 

○当市においても、身寄りのない方の火葬件数や問合せが増加しているため、国によるガイドラインの整備、マ

ニュアルの充実及び事務手続きの簡素化が必要。 

 

各府省からの第１次回答 

遺留財産の取扱いについては、各自治体の実情や個別のケースに応じて対応していただいており、相続人との

権利関係等の問題もあることから、統一的な基準、見解を国として示すことは困難な現状ではあるが、行旅病人

及行旅死亡人取扱法又は墓地、埋葬等に関する法律に基づき埋葬又は火葬を行った場合や生活保護法に基

づき葬祭扶助費を支給した場合にその費用に充当する観点から、遺留財産の取扱いについて、手引の記載を

充実することができないか検討する予定。（例：金融機関との調整に資する様式例の追加等） 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
335 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

生活衛生関係営業施設に係る開設届等のオンライン化 

 

【提案と類似の支障を有する制度等】 

病院・診療所・助産所の開設、認定こども園の認定申請等（名古屋市／こども家庭庁、厚生労働省） 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

生活衛生関係営業施設に係る開設届等の手続きについて、免許証の紛失時には財団法人理容師美容師試験

研修センターへ書面による照会確認をすることとなっているが、これを廃止し、オンラインで確認できる仕組みを

構築するとともに、添付書類については、自治体の判断により写し（電磁媒体含む。）の添付が可能であることを

通知等により明確にすることを求める。 

 

具体的な支障事例 

例えば、美容師法に係る届出について、美容師法施行規則第 19 条第２項に、美容所の開設の届出書には、

「美容師につき、（中略）医師の診断書を添付しなければならない。」とある。また、平成 11 年９月 28 日付厚生

省生活衛生局長通知「美容所等における無免許者の業務に関する指導の徹底について」の第１項に「美容師で

ある従業者については免許証による資格の確認を徹底すること。」とあり、行政手続きのオンライン化を進める

にあたり、紙媒体の原本の添付や、原本確認が支障となっている。また、同通知に「紛失等により免許証の確認

が困難な者については（中略）財団法人理容師美容師試験研修センターに対して、（中略）文書をもって照会確

認を行われたいこと。」とあり、この手続きがオンラインにより実施できれば業務の効率化につながる。国家資格

等・情報連携システムの運用が開始したことに伴い、マイナポータルによる申請が行えるようになったことも踏ま

え、生活衛生関係営業施設に関わらず、開設届等の手続きの際に資格を証明する免許証の提示を求める手続

きについて同様に見直しをしていただきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

オンライン化により、申請・届出者が紙媒体の添付書類を別途提出せず電子上で完結するため、負担が軽減さ

れ、利便性が向上する。電子媒体と紙媒体の異なる媒体による届出文書の事務処理が、電子に統一されること

によって事務処理の効率化が図られる。 

 

 

 



根拠法令等 

美容師法第 11 条、第 12 条、美容師法施行規則第 19 条、第 20 条、美容所等における無免許者の業務に関す

る指導の徹底について（平成 11 年９月 28 日付厚生省生活衛生局長通知） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、浜松市、名古屋市、豊橋市、大阪府、豊中市、寝屋川市、高松市、鹿児島市 

 

○諸手続きの添付書類について、自治体の判断により写し又は電子媒体とすることができることを通知等により

明確にしていただきたい。手続きの電子化を進めるに際し、届出をオンラインで行っても、添付書類である医師

の診断書は原本を別途郵送してもらう等の対応をとらざるを得ず、手続き円滑化の阻害要因となっている。 

○理容所、クリーニング所、薬局、店舗販売業、高度管理医療機器等販売業貸与業、管理医療機器販売業貸

与業、毒物劇物販売業、毒物劇物業務上取扱者、特定毒物研究者に係る申請・届出、病院・診療所・助産所の

開設、施術所（あん摩マッサージ指圧・はり・きゅう・柔道整復）の開設及び変更、業務開始の届出（出張のみの

あん摩マッサージ指圧・はり・きゅう）、衛生検査所の登録申請、歯科技工所の開設の申請、認定こども園の認

定申請についても、医師の診断書等の原本添付や免許証等の原本確認を求めているため、写しの添付（原本

確認を要しない）を可能とするよう明確化を求める。 

 

各府省からの第１次回答 

理容所・美容所については、公益財団法人理容師・美容師試験研修センターにおいて、免許登録事務に係るオ

ンライン化のため、システム開発を進めており、令和８年度を目途に運用を開始する予定である。 

また、新たなシステムの中で国家資格等情報連携・活用システムと情報連携することにより、自身の保有する資

格情報をマイナポータル上で参照することや、「デジタル資格者証」をダウンロードして資格証明に利用すること

も可能となるため、理容所・美容所の開設時において、保健所における従業者の資格確認を、マイナポータル上

での確認や「デジタル資格者証」での確認により代替することが可能であるか、また、この代替によって、紛失等

により免許証の確認が困難な者に係る同センターへの書面での照会を廃止することが可能であるか、検討して

いく。 

【薬局等（厚生労働省）】 

薬局、店舗販売業、高度管理医療機器等販売業・貸与業、管理医療機器販売業・貸与業、毒物劇物販売業、毒

物劇物業務上取扱者、特定毒物研究者に関する申請、届出については、自治体の意見踏まえて、手続きのオ

ンライン化の可否等について検討する。 

【病院・診療所・助産所（厚生労働省）】 

病院の開設許可申請に際して、開設者が臨床研修等修了医師又は臨床研修等修了歯科医師であるときは、臨

床研修修了登録証の写しを添付してもよいこととされている（医療法施行規則第１条の 14 第１項第１号）。 

また、病院・診療所・助産所の開設許可後の届出に際して、管理者の臨床研修修了登録証又は免許証、診療に

従事する医師若しくは歯科医師又は業務に従事する助産師の免許証については、それらの写しを添付してもよ

いこととされている（第３条第１項第２号及び第３号）。 

診療所・助産所の開設届出に際して、診療所の開設者である臨床研修等修了医師又は臨床研修等修了歯科

医師の臨床研修修了登録証、助産所の開設者である助産師の免許証については、それらの写しを添付しても

よいこととされている（第４条第１号）。 

いずれにせよ、免許証の確認の在り方については、国家資格等情報連携・活用システムにおけるデジタル資格

者証の整備の進捗等を踏まえて検討する。 

【衛生検査所（厚生労働省）】 

衛生検査所の登録申請に際して、以下を申請書に添えなければならないとされているが、これは原本の添付を

求めているものではなく、写しの添付も可能である。（臨床検査技師等に関する法律施行規則第 11 条第２項第

２号、第３号、第４号及び第５号） 

・医師が管理者の場合は、同意書（開設者が自ら管理を行う場合を除く。）及び履歴書 

・医師以外のものが管理者である場合は、指導監督医の同意書及び当該管理者の就任に関する当該指導監督

医の承諾書 

・精度管理責任者の同意書及び履歴書 

・遺伝子関連・染色体検査を行う場合は、当該検査の精度の確保に係る責任者の同意書及び履歴書 

【あん摩マツサージ指圧師・はり師・きゆう師・柔道整復師の施術所（厚生労働省）】 



あん摩マツサージ指圧師・はり師・きゆう師・柔道整復師の施術所の開設及び変更、出張のみの業務開始の届

出については、国家資格等情報連携・活用システムにおけるデジタル資格者証の整備の進捗等を踏まえ、免許

証の確認の在り方について検討する。 

【歯科技工所（厚生労働省）】 

歯科技工所の開設及び変更、休止、廃止の届出については、国家資格等情報連携・活用システムにおけるデジ

タル資格者証の整備の進捗等を踏まえ、免許証の確認の在り方について検討する。 

【クリーニング所（厚生労働省）】 

クリーニング師については、クリーニング業法上、免許証等の原本提出は規定しておらず、各自治体の判断に

おいて、運用がされているものと承知しているため、各自治体において検討いただきたい。 

【認定こども園（こども家庭庁）】 

認定こども園の認可申請について、「規制改革実施計画（令和６年６月 21 日閣議決定）」においては、「こども家

庭庁及び厚生労働省は、介護事業者等が合併、事業譲渡等を行う場合に必要な手続のうち、児童福祉法及び

社会福祉法の規定に基づき地方公共団体に対して行う申請・届出について、介護事業者等が、その選択によ

り、デジタル技術であって適切なもの（電子メールや地方公共団体が作成したウェブ上の入力フォームへの入力

等を含む。）又は書面によって、申請・届出を行うこととするための所要の措置を講ずる。」とされており、認定こ

ども園の認可申請についても同様の措置を講じることを検討する。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
346 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

化製場等に関する法律施行令第１条から「犬」を削除すること等 

 

提案団体 

長野県、福島県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

化製場等に関する法律施行令第１条から「犬」を削除することを求める。 

また、化製場等に関する法律施行令第２条に「第一種動物取扱業」及び「第二種動物取扱業」の飼養施設を加

えることを求める。 

 

具体的な支障事例 

化製場等に関する法律（以下「化製場法」という。）第９条に基づく知事指定区域内の「動物の飼養又は収容の

許可等」については、許可が必要な動物に犬が含まれているため、犬を扱う第一種及び第二種動物取扱業者

の他、一般の犬の飼い主についても許可が必要になる場合がある。 

第一種及び第二種動物取扱業者においては、動物の愛護及び管理に関する法律（以下「動物愛護管理法」とい

う。）で規制を受けているため、二重規制となり、事業者及び地方公共団体の負担となっていると考えられる。 

また、一般の飼い主についても、動物愛護管理法第７条において動物の所有者又は占有者の責務等の努力義

務が定められているところ、化製場法の許可を求めることは同じく二重規制であり、地方公共団体の負担となっ

ていると考えられる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

多くの犬の飼い主は、動物愛護管理法や狂犬病予防法について法令順守に努めているが、化製場法について

の認知度は低く、無許可で飼養してしまう場合があり、地方公共団体にあっては、既に犬が飼育されている際の

対応に苦慮している。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

第一種及び第二種動物取扱業者にとっては、動物愛護管理法の規制により、公衆衛生上の危害発生を防止で

きると考えられるが、現行では化製場法による規制も受けることとなり、申請手数料の負担増や、それぞれの法

律を所管する役所が異なる場合、申請者は複数の役所に相談しなければならなくなる。「求める措置」が実現し

た場合、これらの申請者の負担の軽減が期待できる。 

また、地方公共団体にとっても、事務負担の軽減となり、動物愛護管理法に基づく指導等に専念することができ

る。 

 

根拠法令等 

化製場等に関する法律第９条、化製場等に関する法律施行令第１条・第２条、動物の愛護及び管理に関する法



律第７条・第 10 条・第 24 条の２の２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、豊橋市、豊中市、寝屋川市、高松市、宮崎県 

 

○動物の愛護及び管理に関する法律において、動物取扱業者には登録や届出の義務が課されているほか、周

辺の生活環境の保全義務等の遵守基準も定められており、化製場等に関する法律においても同様の趣旨の規

制が課されていることから、事務負担が生じている。 

○第一種及び第二種動物取扱業については、動物の愛護及び管理に関する法律において、公衆衛生上の規

制が設けられていることから、事務負担が生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

化製場等に関する法律（昭和 23 年法律第 140 号。以下「法」という。）第９条においては、各都道府県の条例で

定める基準に従い都道府県知事が指定する区域内において、動物の種ごとに都道府県の条例で定める以上に

飼養し、又は収容しようとする者が、当該動物の種類ごとに、その施設の所在地の都道府県知事の許可を受け

ることとされている。この制度の運用に当たっては、「化製場等に関する法律第９条の適応について」（令和４年８

月 12 日付け薬生食監発 0812 第２号厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課長通知）において示してい

るとおり、飼養形態により環境衛生上の問題となるおそれがない場合には、各都道府県等において、許可を要し

ないこととすることは可能である。 

なお、法第９条の規定は公衆衛生の向上を目的としたものであり、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48

年法律第 105 号）とは趣旨が異なるため、それぞれの法律の趣旨を踏まえて許可等の要否を検討する必要が

ある。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
347 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

と畜場における牛海綿状脳症（BSE）の検査キットの整備に係る経費負担の方法を国庫補助申請から現物給付

に変更すること 

 

提案団体 

長野県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

と畜場における BSE 検査に必要な検査キットの整備に係る経費負担の方法を「保健衛生施設等施設・設備整

備費国庫補助金交付要綱」に基づく国庫補助申請から、検査キットの現物給付に変更することを求める。 

 

具体的な支障事例 

と畜場で必要な BSE 検査に使用する検査キットについては、「保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金交

付要綱」に基づき、国庫補助において経費負担されている。 

と畜場における BSE 検査は、食品安全委員会の食品健康影響評価や世界的な BSE リスクの減少状況等を踏

まえ、段階的に対象月齢の引き上げ等を行い、現在は、生体検査において神経症状が疑われるもの及び全身

症状を呈するものを検査対象としているため、検査実績は少なくなっているが、食肉の安全を確保するとともに、

国内における BSE のり患状況の把握のため、依然として重要かつ必須の検査である。 

BSE 検査キットの製造メーカーは１者のみであり、検査実績の減少に伴い、製造スケジュールの調整のため、令

和６年度より、各自治体の検査キットの購入月及び購入数を厚生労働省がメーカーから依頼を受け調整してい

る。 

また、検査キットの単価は令和６年、令和７年と改定されており、その都度、「保健衛生施設等施設・設備整備費

国庫補助金交付要綱」の改定を待たなければ、国庫補助金に関する申請等の事務を行えない。また、購入月の

制限もあり、自治体の事務処理が煩雑になっている。 

このことから、BSE 検査キットの購入について、各自治体が国庫補助金を申請して各自購入する方法から、国に

より一括して BSE 検査キットを購入し、各自治体へ現物給付する方法への変更を求めるものである。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

BSE 検査キットの購入は、各自治体原則１つまでとされており、７月又は 11 月のいずれを購入月とするか、前

年度に厚生労働省より照会されている。 

今年度、前年度報告していた 11 月に BSE 検査キットを購入しようとしたところ、メーカー欠品となり、予定してい

た納品日より納品が遅れる事態が生じた。 

このような事態を防ぐためにも、国において、一括で購入していただきたい。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

自治体の事務負担軽減となる。 

特に、BSE 検査キットの購入に関しては、食肉衛生検査所のと畜検査員である獣医師が行う場合が多く、不慣



れな国庫補助金の事務手続きに加え、価格改定への対応等、事務手続きの煩雑さは負担感が大きい。 

 

根拠法令等 

牛海綿状脳症（BSE）検査キット整備実施要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、群馬県、埼玉県、千葉県、兵庫県、高松市、高知県、福岡市、宮崎県 

 

○同交付要綱により 10 分の 10 で基準額が単価に固定されて補助され、各自治体が購入しても製造メーカーが

１者で取り扱える地元業者も限られるため競争性も働いていない。国庫補助対象が BSE 検査キットのみの年度

もあり、全国に現物給付されることで大きく効率化が図られる。 

○検査キットの単価改定に伴う差額分については、補正予算により調整を行う必要が続いており、事務が煩雑

になっている。 

 

各府省からの第１次回答 

と畜場における BSE 検査に必要な検査キットについては、BSE 検査に必要な検査キットの購入に係る経費の

10/10 を「保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金交付要綱」に基づき、国庫補助負担しているところであ

る。 

国により一括して BSE 検査キットを購入する方法とすることは関係法令の規定上困難であり、受け入れることは

できない。 

なお、貴自治体において昨年 11 月に BSE 検査キットを購入しようとした際、メーカー欠品となり、予定していた

納品日より納品が遅れる事態となった事実については、製造メーカーに対して厚生労働省からも連絡をし、対応

策について検討していきたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
352 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

事業者の不正等による自立支援給付費等の国庫負担金の返還要件の見直し 

 

【提案と類似の支障を有する制度等】 

災害援護資金（岩手県、宮城県、仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、岩沼市、東松島市、亘理町、山

元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、女川町、南三陸町、福島県、熊本市／内閣府） 

 

提案団体 

長野県、山形県、埼玉県、長野市、岡谷市、須坂市、中野市、飯山市、箕輪町、小布施町、高山村、全国知事

会、指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

障害福祉分野の自立支援給付費等に関して、市町村が不正等を行った事業者に対して自立支援給付費等の

返還を求めたことにより、国庫負担金を返還する必要が生じた場合において、当該事業者からの返還金の徴収

について市町村が十分努力したにもかかわらず、事業者の経済状態から客観的に徴収不能である場合などや

むを得ない事情があると認める場合には、国庫負担金の全部又は一部の返還を免除することを求める。 

 

具体的な支障事例 

【提案の背景】 

令和６年の地方分権改革に関する提案募集において議論がされたが、市町村の支弁によるものであり、市町村

が返還をすべきであるという結論であった。しかしその後も支障は依然としてあり、当県では令和７年度国の施

策並びに予算に対する提案・要望においても引き続き要望を行った。また、全国市長会においては、「理事･評

議員合同会議決定 令和 7 年度国の施策及び予算に関する提言」（令和６年 11 月 14 日）の中で、自立支援給

付費等におけるやむを得ない事情による負担金の返還の取り扱いについて制度を見直すよう提言しており、二

十一大都市心身障害者（児）福祉主管課長会議においても、「令和６年度障害者福祉施策に関する要望書」（令

和６年７月）で取扱いの見直しを求める要望が提出されているなど、全国的に見ても、対応の必要性の高い課題

となっている。 

【現行制度】 

都道府県等(都道府県、政令指定都市又は中核市をいう。以下同じ。)は、事業者の指定を行い、市町村は、障

害福祉サービス等を提供した指定事業者に対して、自立支援給付費等(財源：国１/２、都道府県１/４、市町村１

/４)を支払っている。 

指定事業者が不正を行った場合、都道府県等が行政処分や勧告を行い、市町村は、その処分等を受けて、自

立支援給付費等に係る返還金の徴収(不正利得の徴収)を行うこととなっている。 

市町村が不正利得として返還を求めた額は、法に基づく費用とはいえないことから、市町村は、負担金の実績

報告書を訂正するとともに、国庫負担金が過大に交付されている場合には、事業者からの返還の有無を問わ

ず、過大交付額を一般財源により返還することとなっている。 

【支障事例】 

当県は、令和５年 12 月に、不正の手段により指定を受けたとして、指定障害児通所支援事業者に対して、指定

取消処分を行うとともに、当該事業者に障害児通所給付費を支払っていた市町村に対して、給付費の返還を求



めるよう依頼した。 

当該事業者は資力に乏しく、徴収困難となる公算が高いことから、市町村によっては１億円弱の国庫返還が見

込まれる。 

【制度改正の必要性】 

全国的に、障害福祉サービス等を提供する事業者は営利法人を中心に増加しているが、一方で、不正が確認さ

れた場合には厳正な対応を行うことが求められていることに応える形で、都道府県等による障害福祉サービス

等事業者に対する行政処分の件数も増加している。 

自立支援給付費等の支給に関して、市町村は関係法令等に基づき適切な事務執行の責務を果たしているにも

かかわらず、徴収困難となった返還金に係る国庫負担分についても、市町村だけにその責任を負わせること

は、酷である。生活保護や介護保険制度では、消滅した債権額等の控除あるいは不納欠損額の報告による精

算が行われており、自立支援給付等の国庫負担金についても同様の仕組みが必要と考えている。なお、これら

生活保護及び介護保険制度における措置によって受給者や事業者の不正等に繋がっているとの事実はないも

のと認識しており、かつ、あくまで、指定事業者の不正発生の予見や抑止が困難な事案において、徴収に努力

を尽くした上でも回収困難となった場合等の取扱いを求める趣旨であることから、当該措置の実現が指定事業

者の不正増加につながることはないと思料される。 

【その他】 

国民健康保険における診療報酬についても、未回収の返還金を市町村等が国に返還することについて見直し

を求める提案が令和７年提案の一つとして提出されているところであり、自立支援給付費等のみならず、同様に

徴収困難な返還金を市町村等が負担することとなっている類似の制度についても、見直しをされたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

指定権者である都道府県等にあっては、不正を行った事業者に対し、市町村による国庫負担金の肩代わり返還

のおそれを心配することなく、厳正な措置を講じることができる。 

市町村にあっては、都道府県等による事業者に対する行政処分や勧告に起因して突如発生する国庫負担金の

肩代わり返還により、地方自治の根幹をなす重要な一般財源を失うことなく、市町村自らの判断と責任による自

主的・自立的な行政運営により、増大する役割に責任をもって的確に対応し、地域で必要とされるサービスの充

実を図ることができる。 

 

根拠法令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第８条、第 29 条、第 49 条、第 50 条、第 92

条、第 95 条 

指定障害福祉サービス事業者等監査指針４(５) 

障害者自立支援給付費国庫負担金交付要綱 

児童福祉法第 21 条の５の３、第 21 条の５の７、第 21 条の５の 23、第 21 条の５の 24、第 51 条、第 53 条、第

57 条の２ 

指定障害児通所支援等事業者等監査指針４(５) 

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担金交付要綱 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 17 条第１項、第 18 条第１項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

北海道、旭川市、岩手県、花巻市、宮城県、仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、多賀城市、岩沼市、

東松島市、亘理町、山元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、女川町、南三陸町、福島県、ひたちなか市、上尾市、

瑞穂町、燕市、高岡市、名古屋市、一宮市、津島市、高槻市、茨木市、寝屋川市、兵庫県、長崎市、熊本市、沖

縄県 

 

○令和５年度に不正受給による給付費（約２億円）の返還を求める事案が発生しており、現在告訴中である。事

業者の所有する不動産を差し押さえる等の対応を行っているが、全額返還は困難であり、当市の負担となって



いる。 

○当市においても指定取消処分を受けた事業者が実質的に廃業状態であったため、返還金の徴収ができず不

能欠損処分となったが、当該分について国庫へ返還した事例がある。負担金であるため、国及び都道府県も負

担割合に応じて、負担すべきであると考える。 

○当市では、現在までに指定取消等による給付費返還事案はないが、今後そのような事案が発生した場合、給

付費の返還ができない事業所もあると考えられる。その場合、市による負担金返還の肩代わりは不合理と考え

る。 

○事業者の不正に対し、県などが行政処分や勧告を行った場合は、市町村はその処分等に伴う自立支援給付

費等に係る国及び県への負担金の返還を行うこととなっている。市町村の対応に瑕疵がなく返還金の徴収が困

難となった場合においても、市町村の負担により国及び県に返還せざるを得ない現行制度では、市町村の負担

は大きい。生活保護費では、やむを得ない事由による場合は、不納欠損額の報告による債権額の控除が行わ

れており、自立支援給付費等においても同様の対応を検討いただくなど、現行制度の早急な見直しをお願いし

たい。 

○そもそも自立支援給付費等の金額および支出負担が増大しているなか、事業所の不正請求によりさらに市町

村が負担を被っている状態である。金額も多額であり、市町村の運営に支障をきたしている。 

○介護保険制度とは異なり、事業者から回収できない分を全ての市町村が負担しなければならない事情も考慮

すること。また、過誤についても原則として差額により調整できるような措置を講じること。 

国に要望（16 大都道府県障害福祉主幹課長会議） 

○事業者からの返還金の徴収において、事業者から徴収不能である場合には、市町村の国庫返還により、市

町村の想定以上の持ち出しが生じてしまう。 

○指定取消等処分を受けた事業者に資力が無く返還が見込めない場合、国庫負担金が過大に交付されている

場合、過大交付額は市の一般財源より返還することとなってしまう。 

 

【提案と類似の支障を有する制度等】 

○障害者自立支援給付費にかかる返還金と同様に、市町村に財政負担が生じる例としては、災害援護資金の

貸付制度が挙げられる。熊本地震を受けて当市が貸付を行った災害援護資金について、償還期限が迫る中、

借受人からの償還が難しい場合には、市町村が未償還分について肩代わりして国に返済しなければならなくな

る。通常の災害において貸付金の償還免除が認められるのは、借受人が死亡、重度の障害を受けた場合や破

産した場合に限られているが、東日本大震災では生活困窮を理由とする償還免除が特例として認められている

（その場合、市町村から県、県から国への償還も免除される。）。しかしながら、災害がもたらす個人の日常生活

への影響は、災害の規模とは関係がなく、また、被災による生活困窮から抜け出せない被災者がいることから、

熊本地震をはじめとする他の災害でも生活困窮を理由とする償還免除が可能となるよう、制度改正を求める。 

○障害者自立支援給付費に係る返還金については、当県でも類似のケースがあり、市町村による肩代わりは

問題があると考えている。 

また、これに類似するものとして、東日本大震災に係る災害援護資金についても、借受人の高齢化や生活困

窮、行方不明等を理由とした滞納が県内自治体で発生しており対応に苦慮しているが、その背景には、障害者

自立支援給付費と同様の制度的な構造があることから、あわせて見直しを求める。 （当団体のほかに同様の

意見が県・市・町から計 16 件提出あり） 

 

各府省からの第１次回答 

本要望については、昨年度も同様の要望があり、対応について検討し、関係省庁とも協議の上、回答していると

おりであるが、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）及

び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に基づく介護給付費等については、市町村が事業者の請求を審査の

上、支給することとされており、事業者の不正利得に対する返還請求についても市町村が行うこととされていま

す。 

また、介護給付費等は、市町村の支弁とされており、その一部について国が負担することとされており、国庫負

担金を交付しているところです。 

こうした制度に基づき、当該国庫負担金は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

律第 179 号。以下「補助金適正化法」という。）における「補助金等」に該当し、過大に交付されている場合は、補

助金適正化法第 18 条第１項又は第２項の規定に基づき、国は市町村に対してその返還を命じなければなら

ず、それに応じて市町村は過大交付額を国に返還いただく必要がある一方、あくまで市町村が支弁し、支給する

とされているものの一部を国が負担するものであることから、補助金適正化法における「間接補助金等」には該

当せず、補助金適正化法第 18 条第３項の規定に基づく返還命令の全部又は一部の取消しも適用はされませ



ん。 

一方で、事業所の不正や算定誤りによる過大請求を未然に防止することは重要であることから、国としては、都

道府県に対し、障害福祉サービス事業所等サポート事業等も活用いただき、市町村を集めた研修会・勉強会を

開催することや、審査・確認の二重チェックを行うことなど、市町村への適切な助言等を行っていただくよう、引き

続き周知してまいります。また、事業者の質の確保・向上等を図る観点から、事業所指定の在り方についても検

討してまいります。 

 

【災害援護資金（内閣府）】 

災害援護資金制度は、 

・給付ではなく、返済を前提とした貸付制度であること 

・税金を原資としている以上、国・地方自治体の債権を保全する必要があること 

・期限どおり返済されている方もいること 

を踏まえると、免除の要件を緩和することは困難である。 

なお、東日本大震災については、地震及び津波並びにこれに伴う原子力発電所事故により、東日本の広範な地

域に未曽有の被害がもたらされたことを受け、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法（平成 23 年法律第 117 号）及び関係政令により、様々な特別の措置がとら

れ、災害援護貸付金についても、償還期間の延長や特例的な免除を可能とするなどの、特別な措置がとられた

ものである。 

債権管理業務にあたっている被災自治体において、可能な限り円滑な事務処理を進めていただけるよう、債権

管理に関するノウハウや他の自治体の取組事例を共有するなど、必要な支援を進めてまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
355 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

相続財産清算人制度の活用促進に向けた整備を行うこと 

 

提案団体 

薩摩川内市、指宿市、南さつま市 

 

制度の所管･関係府省 

法務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

自治体が相続財産清算人の申立てを行う際の予納金の負担を軽減する方策を行うこと（予納金の猶予や免除

等） 

 

具体的な支障事例 

現在、身寄りがない方の遺留金（通帳、現金等）を 15 件を市会計課金庫で保管している。 

処分方法として挙げられる「相続財産清算人・相続財産管理人」の申立を行う場合、予納金が 50 万円から 100

万円程度必要となる。土地建物がある場合は追加の予納金が必要となる。 

申立時に本人財産（現金・通帳）から引き出すことはできないため自治体が予納金を負担しなければならない。 

処分費用が本人財産を上回った場合、その予納金が負担した自治体へ戻されない可能性もあり、身寄りがない

方の遺留金品の処分が進まない。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

身寄りがない方の遺留金の処分が進まない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

身寄りがない方の遺留金品の処分が進む可能性が拡がる。 

 

根拠法令等 

身寄りがない方が亡くなられた場合の遺留金等の取扱いの手引き（改訂版） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、花巻市、川崎市、名古屋市、尾張旭市、寝屋川市、羽曳野市、宍粟市、特別区長会 

 

○当区においても、引き取り手がない場合には身寄りのない方の通帳等を保管しているが、相続財産清算人の

申立てに発生する予納金の負担が大きいことから、実態として申立てを行うまでに至っていない。予納金負担が

軽減されるのであれば、円滑に遺留金の処分を進めることが可能になると考える。 

○当市においても、所有者不明（相続人不存在）の固定資産が発生しており、売却見込が立たない場合、予納



金の返金が見込めず、相続財産清算人制度の活用に支障を来している事例はある。 

○葬儀費用以上の遺留金があった場合、金額によって処分にかかる手続きが変わってくるが、金額によらず相

続財産清算人に申し立てすることができれば、事務手続きが分かりやすくなる。 

○遺留金品との費用対効果により、手続きが難航する可能性はあると思料される。 

○遺留金により葬祭費を賄えたものの、通常の調査の範囲内では債権者が特定できず、自治体が遺留金を管

理している事例がある。「身寄りのない方が亡くなられた場合の遺留金等の取扱いの手引き」については、葬祭

扶助の実施が対象となっており、対象外の場合には対応が困難。遺留金で葬祭費を賄えるケ―スが珍しくない

こと、今後も同様のケ―スが発生することが予想できることから、葬祭扶助対象外についても対応方法の統一的

見解の発出をお願いしたい。 

○当市においても、身寄りのない方の火葬件数や問合せが増加しているため、国によるガイドラインの整備、マ

ニュアルの充実及び事務手続きの簡素化が必要。 

 

各府省からの第１次回答 

相続財産清算人選任の申立ての際の予納金は、相続財産清算人の報酬を始めとする管理費用を確保するた

めに、民事訴訟費用等に関する法律第 11 条及び第 12 条を根拠として、家庭裁判所が申立人に予納させなけ

ればならないものであり、その猶予又は免除を認めるか否かも家庭裁判所の判断事項である。予納がない場合

には、相続財産清算人の候補者が確保できないためにその選任ができず、あるいは選任ができたとしても相続

財産を管理するための費用が不足するなどして適切な管理・清算ができなくなるおそれがあることなどから、一

般論としては、家庭裁判所において、予納金の納付を猶予し又は免除する判断をすることは困難であると承知し

ている。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
356 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

引取り手の無い遺留金品の保管・処分の円滑化 

 

提案団体 

薩摩川内市、指宿市、南さつま市 

 

制度の所管･関係府省 

法務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

独自にマニュアル等を作成し、遺留物品を処分している自治体の情報を共有すること（現行の手引に掲載されて

いる事例紹介の拡大） 

 

具体的な支障事例 

処分する際のマニュアルがなく、事務手続きに苦慮している。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

身寄りがない方の遺留金の処分が進まない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

身寄りがない方の遺留金品の処分が進む可能性が拡がる。 

 

根拠法令等 

身寄りがない方が亡くなられた場合の遺留金等の取扱いの手引き（改訂版） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、宮古市、花巻市、上尾市、川崎市、名古屋市、尾張旭市、寝屋川市、羽曳野市、宍粟市、特別区長会 

 

○当区においても、引き取り手がない場合には通帳や鍵等を保管しているが、その保管期限や処分方法につい

ては自治体に委ねられているため、保管方法等に苦慮しており、処分が進まない。国からの統一的なマニュア

ルは必要と考える。 

○円滑に事務を進めていくため、遺留財産にかかる全国的な統一マニュアルの作成が必要。 

○法的根拠やマニュアルがなく、検討に時間を要すうえ、引き渡しができないため、賃貸物件の所有者からの問

い合わせにも対応する必要があり、説明にも苦慮している。 

○債権者が特定できず、自治体が遺留金を管理している事例がある。今後も同様のケ―スが発生すると考えら

れるため、対応方法の統一的見解の発出をお願いしたい。 

○処分する際のマニュアルがなく、事務手続きに苦慮している。 



○当市においても、身寄りのない方の火葬件数や問合せが増加しているため、国によるガイドラインの整備、マ

ニュアルの充実及び事務手続きの簡素化が必要。 

 

各府省からの第１次回答 

遺留財産の取扱いについては、各自治体の実情や個別のケースに応じて対応していただいており、相続人との

権利関係等の問題もあることから、統一的な基準、見解を国として示すことは困難な現状ではあるが、行旅病人

及行旅死亡人取扱法又は墓地、埋葬等に関する法律に基づき埋葬又は火葬を行った場合や生活保護法に基

づき葬祭扶助費を支給した場合にその費用に充当する観点から、遺留財産の取扱いについて、手引の記載を

充実することができないか検討する予定。（例：金融機関との調整に資する様式例の追加等） 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
370 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 12_その他 

 

提案事項（事項名） 

イベント民泊の実施施設の拡大 

 

提案団体 

さつま町、薩摩川内市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

イベント民泊（イベントホームステイ）制度について、以下の措置を求める。 

①自宅に加え、公共施設(指定管理施設を含む)及び自治会等が所有する集会施設でのイベント民泊も可能に

する。 

②宿泊施設の不足状況の確認範囲について、当該自治体内のみで判断することが可能となるよう、ガイドライン

の明確化を求める。 

③宿泊者の範囲について、地域外から来訪する旅行者を念頭に置いているが、町内の者を宿泊者とした有償

宿泊も可能とするとともに、対象となるイベントについて、自治体内外の学校等教育機関（高校運動部、地域運

動部活動又はスポ 

 

具体的な支障事例 

①について、スポーツ及び文化の振興を目的としたコンベンション事業により、合宿や大会の誘致を進める中

で、団体客が宿を取れないケースがある。こうした場合に、現行制度下では、団体客を複数の自宅提供者に分

担してもらうことが想定されるが、当町で実施した国体の配宿業務の例のように、団体客側が宿の分散を嫌う傾

向にあることからイベント民泊制度を活用できない。 

②について、「イベント民泊（イベントホームステイ）ガイドライン」には「宿泊施設の不足が見込まれる」との要素

に係る考え方について、「当該自治体及び近隣自治体の宿泊施設の供給量（客室数）」とあるが、「近隣自治体」

の宿状況の把握が困難である。また、近隣自治体の範囲について、近隣の大規模自治体が対象となる場合、

当町で生じると見込まれる宿泊不足は、近隣の大規模自治体の宿泊施設で満たされることが想定されるため、

事実上当町でのイベント民泊事業の実施は不可能となる。 

③について、高校運動部やスポーツ少年団が合宿や大会等で当町を訪れる場合などは、町内の者と町外の者

が同時に宿泊することが想定されるところ、町内の者についてイベント民泊制度の対象とならずに、当該団体内

で同一の対応ができないことは、非合理的と考える。 

④について、シャワー設備の衛生面確保に関し、自宅提供者の所有物だけで対応するのは困難なケースが想

定される。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

国体少年ラグビ―の開催準備事務において、競技団体（チ―ム監督の方が多く所属）より、分宿は選手（生徒）

の行動監督上、目が行き届かないことなどを理由に反対意見が出され、分宿配置を断念した経緯があった。 

当町にて合宿を検討している県外の高校運動部などから、町内宿泊施設に空きがなく、近隣自治体での宿泊を

余儀なくされていること、また、その近隣市町でも宿が取れないことが増えて苦慮されていることなどの声が寄せ

られている。 



合宿参加団体からは、有償で構わないので、公共施設や地域所有の集会施設で宿泊できないのかとの声も寄

せられている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

公共的団体（区や公民会）や行政が提供する行為そのものが、イベント民泊制度が掲げる「公共性の高いもの」

であり、対象となる宿泊施設等が拡大されることで地域住民との交流が一層促進されるため、地方創生の先導

となり得る。 

地元在住者の地域活性化への参画が促され、地方創生につながる。 

自治体内の学校等教育機関等が主催のイベントに参加する児童生徒等の郷土愛の醸成が期待される。 

宿の近隣にある温泉資源等の利用が進めば、従来のイベント民泊にはなかった消費や地産地消が促進され、

新たな稼ぐ力が生まれることとなり地方創生につながる。 

 

根拠法令等 

平成 28 年４月１日付（最終改定：令和元年 12 月 25 日付）イベント民泊ガイドライン（イベントホームステイガイド

ライン） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

●ガイドライン中の「近隣自治体」との表現について、どの程度の範囲までを指すのかが曖昧である。 

●合宿で訪れる町外の高校運動部には、地元出身者が在籍している場合も多く、現制度下では地元出身者だ

けはチームメイトと共に泊まれない。出身地により扱いに差が出ることは、非合理的と考える。 

●スポーツ少年団には町外児童が加入しているケースもある。現制度下では少年団イベント等でも町外児童に

限り有償なら泊まれるが、町内児童は無償で泊まるか又は泊まれないとの状況が生じ得る。同一少年団内でこ

のような扱いに差が出ることは、非合理的と考える。 

●ＰＴＡやスポーツ少年団が開催する親子交流会などで地元の集会施設を利用されることがある。宿泊したいと

の児童の声が上がっても、双方（泊まる方、泊まらせる方）で謝礼等に話が及ぶと、金銭授受が旅館業法で禁止

されていることから宿泊を断念させる。すぐ近くに自宅があっても、他所の場所で仲間と一緒に寝泊まりして過ご

したいとの子供達の思いは叶わない。 

●仮に現行制度下で個人が提供する自宅で実施しようとした場合でも、団体客を一手に受け入れ可能な自宅提

供者がないことが想定される。 

●集会施設を活用して簡易宿所とすることについて制度所管部署等（所属県の出先機関）へ相談したが、都市

計画区域内の施設については、都市計画法で規定される用途地域区分により建築基準法の制限を受けるた

め、申請そのものができないと言われている。 

●ガイドラインでは、私有財産である自宅を使う行為に「公共性がある」とされているが、公共施設や地域の集会

施設（誰が見ても公共性のある建物）を宿として提供する行為に「公共性がある」とされるべきところ、そのように

されていないことは矛盾していると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

①イベント民泊の趣旨を十分に踏まえた上で、イベントの日数が「２～３日程度」であって、宿泊者の入れ替わり

がない態様で実施する場合、反復継続するものではなく旅館業法上の業に当たらないことから同法の適用の対

象外であり、現行のガイドラインにおいても、関係部署に事前相談の上、イベント開催地の自治体が問題ないと

判断すれば、公共施設及び集会施設を利用することも可能と考える。 

なお、実施に当たっては、関係部署において十分に連携し、衛生面や治安面、近隣住民間のトラブルなど事故

の予防に努めていただきたい。 

②各地域の地理的状況や交通事情等も踏まえつつ、宿泊施設の供給量とイベント来場者見込み数との関係か

ら、宿泊施設の不足が見込まれることを、自治体として客観的、合理的に説明できるのであれば、現行のガイド

ラインにおいても、「宿泊施設の不足が見込まれる」との要件は満たされると考えられる。 

③当該自治体内の住民を有償で宿泊させることが、地域振興に資するなどの必要性を自治体において判断出

来るのであれば、現行のガイドラインにおいても可能と考える。 



④現行のガイドラインにおいても、地域の公衆浴場等を利用することは差し支えない。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
387 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

興行場法における都道府県知事の許可の適用除外を追加することによる事務の合理化 

 

提案団体 

名古屋市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

興行場法において「業として興行場を経営しようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない」と

あるところ、Park-PFI 事業の制度を活用して整備した公園内では、都市公園法に基づく公募対象公園施設の設

置又は管理に関する計画の認定に係る事務において、所管部署が興行場法の求める公衆衛生上必要な基準

への適合を確認する事務を併せて行うことで、興行場法上の許可を得ることにより確保される公衆衛生の水準

と同等又はそれ以上の水準を確保することができる。 

そのため、「集会場及び各種会館その他の施設を興行のため使用する 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

興行場法において「業として興行場を経営しようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない」と

あるが、通達（昭和 25 年５月８日付け衛発第 29 号）において「集会場及び各種会館その他の施設を興行のた

め使用する場合月四日間位であれば興行場法の許可を受けさせなくても差し支えない。」とされている。 

【支障事例】 

当市は、Park-PFI 事業の制度を活用して整備した公園において、民間活力を活用した賑わいの創出を図るた

め、効果的な催しの開催を Park-PFI 事業者に求めている。 

しかしながら、当該事業者が公園内の広場等において臨時的に４日間を超える興行を実施しようとする場合、興

行場法の適用がなされ、案件又は一定期間ごとに許可の取得が求められるため、手続に相当な時間を要する

こととなる。そのため、事業者は、法が適用されない範囲での興行に留まっている状態である。 

【支障の解決策】 

Park-PFI 事業においては、公園管理者（市）は公募対象公園施設について公園施設の設置又は管理及び公募

の実施に関する指針を定め、Park-PFI 事業者は当該公募対象公園施設の設置又は管理に関する計画を公園

管理者に提出し、当該計画が適当である旨の認定を受けることになる。（都市公園法第５条の２、第５条の３及

び第５条の５） 

そのため、Park-PFI 事業者から提出された当該計画について、あらかじめ一定の公衆衛生の確保を所管部署

において確認し、それを公園管理者が認定した場合、興行場法の適用を除外することで、手続の重複が解消さ

れ、支障が解決できると考える。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

Park-PFI 事業者からは、「公園内の広場等で臨時的に４日間を超える興行を開催する場合、催しの都度または

一定期間毎に興行場法の許可手続が求められ、事前調整や資料の作成等の事務の負担が大きくなることか

ら、興行にあたる催しは同法の許可を受けなくても差支えがない月４日以内におさえている。」との意見が示され



ている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地方公共団体においては、興行場法が求める公衆衛生上必要な基準への適合を確認する事務を、事前に公募

対象公園施設の設置又は管理に関する計画の認定事務において併せて行うことにより、当該認定の範囲内で

興行場法の許可事務は不要になることから、事務の合理化が図られる。 

Park-PFI 事業者にとっても、催し毎に求められる興行場法の許可事務が不要となり、事務負担が軽減されるこ

とで、公園における効果的な催しが増えて公園全体の賑わいが創出され、ひいては地域全体の魅力向上に寄

与することが期待される。 

 

根拠法令等 

興行場法第２条第１項、「集会場及び各種会館その他の施設を興行場として使用する場合の法の運用につい

て」（昭和 25 年５月８日付け衛発第 29 号）(各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長・建築省住宅局長・文部

省社会教育局長通達)、都市公園法第５条の２、第５条の３、第５条の５ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、川崎市 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

興行場法は、多数人の集合出入りする興行場の経営が、公衆衛生の見地から支障なく行われることを目的と

し、興行の行われる施設たる興行場を対象として監督、取締を行うものであり、反復継続性及び社会性をもって

興行の用に供する施設を経営しようとする場合には、公衆衛生の維持向上の観点から、興行場法の適用を受け

る興行場に該当する。そのため、臨時や仮設で業として興行場の経営をしようとする場合は、その都度、興行の

行われる施設たる興行場の設置の場所又は構造設備、入場者の衛生に必要な措置について、公衆衛生上必

要な基準に適合するか、確認する必要がある。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
390 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 11_総務 

 

提案事項（事項名） 

厚生年金保険制度等における被保険者整理番号による情報管理の見直し及び各種届出の簡素化 

 

提案団体 

都城市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

厚生年金保険制度等における被保険者整理番号による情報管理について、被保険者整理番号を廃止し、個人

番号又は基礎年金番号によって情報を管理するよう見直し、個人番号又は基礎年金番号による各種届出を行

えるよう求めるもの。 

 

具体的な支障事例 

健康保険及び厚生年金保険制度における情報管理は、健康保険法施行規則第 46 条による資格取得時に付番

される被保険者整理番号によって管理されており、資格取得後の各種届出においては、すべての届出で被保険

者整理番号の記入が求めれられている。 

現在、個人番号又は基礎年金番号を記入した資格取得届を日本年金機構に提出後、被保険者整理番号が付

番された資格取得確認および標準報酬決定通知書が届き、被保険者整理番号を当市の人事情報を管理するシ

ステムに登録し管理している。当市の会計年度任用職員（週 38.75 時間未満勤務）の厚生年金（第１号）に係る

被保険者の退職に伴う資格喪失届、毎年提出が必要な報酬月額算定基礎届、賞与支給に伴う賞与支払届等

の各種届出を行う際、被保険者整理番号を記入しなければならず、被保険者ごとに、従来の被保険者整理番号

と基礎年金番号に加え、マイナンバー制度導入により、個人番号の管理も必要となっている。当市においては、

毎年度 400 名程度の資格取得届を行っており、各種番号の管理及びその番号を使用する届出の対応に苦慮し

ており、人事労務担当者の業務負担が増大している。 

特に被保険者整理番号については、同一人物が同一事業所で入社と退職を繰り返した場合、同一人物であっ

てもその都度別の被保険者整理番号が付番されるため、入社の度に事業所の人事情報を管理するシステムに

新たな被保険者整理番号を登録しなければならない。 

よって、被保険者整理番号による情報管理から、70 歳以上被用者に係る各種届出（70 歳以上被用者不該当

届、70 歳以上被用者算定基礎届、70 歳以上被用者賞与支払届）に倣い個人番号又は基礎年金番号による情

報管理へ移行し、各種届出の簡素化を求める。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

管理する番号を削減、各種届出の簡素化により業務の効率化及び正確性の向上につながる。 

 

 



根拠法令等 

健康保険法第 39 条、第 48 条及び第 49 条 

健康保険法施行規則第 24 条及び第 46 条 

厚生年金保険法第 27 条及び第 29 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

花巻市、宮城県、島田市、稲沢市、小野市、奈良県、長崎市、熊本市 

 

○賞与の改定差額について年金機構報告用データを作る際に、被保険者整理番号を確認入力する作業が必要

だった。 

○当市においても提案団体と同様に、個人毎に付された個人番号・基礎年金番号・被保険者整理番号をシステ

ムで管理している。また、令和４年 10 月以降は共済制度の適用拡大による共済組合への移行に伴い、組合員

証番号の管理も必要となり、システムへの登録事務等の業務負担が増加しているため、事務負担軽減を目的と

した情報管理の見直しは必要と考える。 

○厚生年金保険制度等における被保険者整理番号による情報管理について、被保険者整理番号を廃止し、個

人番号又は基礎年金番号によって情報を管理するよう見直し、個人番号又は基礎年金番号による各種届出を

行えるようになれば、各種届出の簡素化になると考えられるため賛同する。 

○過重労働解消、事務コスト低減のため、省力化が必要と思われる。 

○当市でも被保険者整理番号が付番された資格取得確認および標準報酬決定通知書を受領後、職員の人事

管理システムに登録しているところである。当該登録にかかる事務処理に時間を要し、その後の各種届出の遅

延にも繋がっている。 

○同一人物が入庁、退職や事業所間の異動を繰り返す都度に新たな被保険者整理番号が付番されるため、管

理が煩雑になっている。 

個人番号が導入されてからは、健康保険のみの加入者であっても個人番号で管理が可能だと考えるため、被保

険者整理番号の廃止を希望する。 

○提案事項と同様に当市でも日本年金機構により付番された被保険者番号を人事給与システムに別途入力し

ており、併せて届書作成プログラム（電子申請）にも被保険者番号を登録する必要があり、事務が煩雑になる一

因となっている。個人番号での管理となれば事務の簡素化が図れる。 

 

各府省からの第１次回答 

全国健康保険協会においては、事業所整理記号及び被保険者整理番号を用いて被保険者記録の管理を行っ

ています。 

仮に、被保険者整理番号を廃止し、事業所整理記号と個人番号又は基礎年金番号によって被保険者記録を管

理することとした場合は、個人番号や基礎年金番号が付番されていない者の情報の管理をどうするか、個人番

号を事業主や保険者に提出することについて全ての被保険者から理解を得られるか、個人番号や基礎年金番

号は各人に独自に割り振られるものであるため、健康保険の給付を行うに当たって必要な被保険者と被扶養者

の扶養関係の把握が困難となる等の課題があります。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
392 

重点募集
テーマ 

○（デジタル化(4 以外)） 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国民健康保険療養費等支給申請による証拠書類等の電子データの提出を可能とすること、既に現行制度で可

能な場合はその旨を文書等にて明確化すること 

 

提案団体 

指定都市市長会、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

国民健康保険法第 54 条及び第 54 条の４に基づく療養費等の支給申請における証拠書類等の電子データでの

提出を可能とすることを求める。 

また既に現行制度において対応が可能な場合については、その旨を文書等にて明確化することを求める。 

 

具体的な支障事例 

国民健康保険法第 54 条及び第 54 条の４における療養費、移送費の支給申請における証拠書類として、国民

健康保険法施行規則（以下、「規則」という。）において療養につき算定した費用の額に関する書類を添付する必

要がある。 

現状の取り扱いでは、オンラインでの申請後、証拠書類の原本を郵送または窓口で提出する必要があるため、

申請の簡略化とは言えず、市民としては二度手間となってしまう。 

また、申請と証拠書類が別々の媒体、異なるタイミングで保険者に到達するため、事務処理の煩雑化が考えら

れる。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

原本提出が必要な証拠書類等について、電子データによる提出を可能とすることにより、被保険者は、証拠書

類原本の郵送または窓口での提出が不要となり、郵送書類作成の時間や窓口への来庁時間及び郵送料や交

通費の削減といった申請に係る負担の軽減となる。 

保険者は、申請書と証拠書類等が同タイミングで到達することにより、申請書及び証拠書類の突合における時

間が削減するとともに、到達したらすぐに審査が始められる等事務処理の負担の軽減となる。 

 

根拠法令等 

国民健康保険法第 54 条、第 54 条の４、同法施行規則第 27 条、第 27 条の 11 

 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、花巻市、ひたちなか市、浜松市、西宮市、安来市、大野城市、大村市 

 

○当市においても、療養費の領収書など、原本の提出が必要であると認識をしているため、支給申請手続等の

電子申請化が進められずにいる。制度改正を行うことによって、被保険者の負担軽減が図られるため、見直しを

希望する。 

○証拠書類等の電子データによる提出は市民の利便性及び業務効率化の観点から支給申請事務において有

効であると考えられる。 

○本提案の実現により、これまで紙による申請のみとしていた給付申請についても、電子申請を行うことが可能

となり、住民サービスの向上と業務の効率化に寄与するため。 

 

各府省からの第１次回答 

国民健康保険制度に係る事務手続の電子申請については、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する

法律（平成 14 年法律第 151 号）第６条第１項により、書面により行うこととされている申請等についても、オンラ

インによる対応が可能とされているため、現行規定で電子申請（添付書類の電子データの提出を含む）の対応

は可能である。 

周知の方法については、今後、行政手続のオンライン化に関する事務連絡を発出する予定であるので、その中

で周知することも含め、検討してまいりたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
393 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 05_教育・文化 

 

提案事項（事項名） 

特定医療費（指定難病）受給者証表示項目保険者情報等の削除 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

「令和６年の地方からの提案等に関する対応方針」において、難病の患者に対する医療等に関する法律の指定

難病の医療費助成では、「高額療養費制度の所得区分情報については、令和７年中にオンライン資格確認等シ

ステムを活用することにより、医療受給者証（19 条の３第７項）への記載を不要とする。」の措置を取る事となっ

た。 

受給者証に印字している医療保険情報についても、マイナ保険証で最新の情報が提示できることから、受給者

証への印字を不要とすること。 

 

具体的な支障事例 

特定医療費（指定難病）助成の支給認定を受けている者の加入保険に変更があった際、受給者証の変更申請

を行うこととなるが、受給者証の交付には１～２か月の時間を要しており、また、加入保険の変更に伴う負担上

限月額の変更は、申請月の翌月初日以降からの適用となる。このため、患者が立て替えて支払いをした場合の

償還払い申請の負担上限月額は、変更申請を提出した月は必ず変更前の負担上限月額となる。従来の受給者

証に基づく負担上限月額が本来は引き続き有効であることになるが、受給者証に記載された変更前の医療保

険情報と、被保険者証に記載された医療保険情報が一致していないことを理由に、受給者証が無効とされ、医

療機関において受給者証の利用を認められないという事態が発生している。 

これにより、一時的な経済的負担が生じているほか、後日、新たな受給者証の交付後に償還払いによって返金

を行うため、受給者と地方公共団体の双方に、事務負担が生じている。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

加入保険変更時には、保険者へ照会があるため、受給者証の交付に１か月から２か月ほど時間を要している。 

また、受給者証の交付前に受診する場合、窓口で保険割合いで支払い、後日受給者証交付後に償還払いで返

金するため、事務申請などで負担が生じている。 

受給証の交付処理期間の改善など 

以上の点について、改善をもとめる声が多く寄せられている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

受給者証への医療保険情報の印字がなくなれば、受給者証と医療保険情報の不一致を理由に受診時に受給

者証の利用ができない課題が解決され、難病患者の一次的経済的な負担及び償還払い事務の負担が軽減さ

れる。特に、外出が困難な患者への負担軽減の効果は大きい。また、加入保険変更の申請に際し、受給者証の

書換えが不要となることで、経済的、財政的な負担も軽減される。 



このほか、受給者証への医療保険情報の印字に係る事務が削減され、受給者証の交付に係る期間の短縮が

期待される。 

 

根拠法令等 

難病の患者に対する医療等に関する法律第５条第１項に規定する特定医療及び 

特定疾患治療研究事業による医療に関する給付の対象療養に係る高額療養費の支給に係る保険者との連絡

等の事務の取扱いについて 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、群馬県、千葉県、浜松市、京都府、鹿児島市 

 

○特定医療費（指定難病）の支給認定を受けている者の加入保険に変更があった際、受給者証に記載された変

更前の医療保険情報と、被保険者証に記載された医療保険情報が一致していないことを理由に、受給者証が

無効とされ、医療機関において受給者証の利用を認められない事例が生じている。これにより、患者に一時的な

経済的負担が生じているほか、後日、新たな受給者証の交付後に償還払いによって返金を行うため、受給者と

地方公共団体の双方に、事務負担が生じている。 

○保健所窓口で手書きでの修正対応を要している。 

 

各府省からの第１次回答 

医療機関等における資格確認の方法が原則としてオンライン資格確認に移行すること等に伴い、令和６年 10

月の厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会において、難病・小慢制度における保険者照会の事務を

不要するとともに、医療受給者証における医療保険情報等に係る記載を廃止することとしており、今後、政令の

改正等により対応する予定。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
402 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国民健康保険保険給付費等交付金（国保連合会支払分）の支払事務及び請求事務の見直し 

 

提案団体 

大府市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村が普通交付金の収納に関する事務を国保連に委託した場合に、国民健康保険保険給付費等交付金に

ついて、都道府県から国保連に対する直接支払、市町村から都道府県への直接支払部分の請求事務を省略で

きることとする。 

 

具体的な支障事例 

・平成 30 年度に保険者を都道府県とされて以降、市町村は国保連に交付金の収納事務を委託し、国保連は市

町村を経由することなく、都道府県に診療報酬支払分の総額を通知することとなり、都道府県から国保連に交付

金（現物支給分）の請求額を支払うことができる制度となっている。  

・令和３年の時点で、47 都道府県中 18 県のみ当該制度を利用している。  

・交付金の請求は、国保連直接払分に加え被保険者への支払分を合計した金額を市町村から都道府県へ請求

する事務が基本となっている。 

・国保連直接払において、都道府県から受けた交付金を市町村はそのまま国保連へ支払っており、都道府県か

ら国保連へ支払った方が合理的である。 

・また、国保連直接払分について、市町村は毎月多額の支払いを行っている。全額都道府県から補填されると

はいえ、一時的には立替え払いのような状態になり、比較的規模の小さい特別会計にとっては、資金繰りが負

担になっている。 

・なお、国保連直接払分を都道府県から国保連に支払うこととしても、市町村から都道府県への請求事務は一

部残ったまま（出産一時金分）となる。 

・ついては、 全都道府県において、国保連への直接払分については市町村を経由することなく交付金を支払う

制度として頂きたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

国保連直接払分を市町村から都道府県が直接払いする事務を行った場合、及び現金給付分の事務が簡素化さ

れた場合、市町村会計事務の効率化及び適切化が図られる。 

 

 

 



根拠法令等 

国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令第６条１項、２項及び８項、国民健康保険保険給付費等交

付金ガイドライン（令和２年５月８日） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、安来市、大野城市、大村市、熊本市 

 

○当県では当該制度を利用していないが、本提案の実現により、県が当該制度の利用を開始することで、市が

これまで行ってきた交付金請求事務が軽減され、業務効率化に寄与されるため。 

 

各府省からの第１次回答 

市町村は普通交付金の収納に関する事務については、国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令（昭

和 34 年政令第 41 号）第６条の規定に基づき、国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）に委託するこ

とが可能となっているため、委託した場合には、市町村を経由せずに都道府県が国保連に普通交付金を支払う

ことは可能である。 

また、「令和４年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和４年 12 月 20 日閣議決定）を踏まえ、令和５年度

に都道府県から市町村に対して交付される国民健康保険保険給付費等交付金のうち普通交付金について、市

町村から都道府県への請求事務の省略が可能となるよう、「国民健康保険保険給付費等交付金要綱例等につ

いて」（平成 29 年 12 月 26 日付け保国発 1226 第１号厚生労働省保険局国民健康保険課長通知）を改正したと

ころ。 

現行規定での対応は可能であるため、各自治体の判断において適切な方法で実施されたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
403 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国民健康保険に係る高額療養費の支給申請簡素化要綱の廃止 

 

提案団体 

大府市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

国民健康保険高額療養費の支給申請及び審査事務を簡素化する場合において、現行は市町村が国民健康保

険法施行規則第 27 条の 17 に基づき別段の定めをする必要があるが、別段の定めを必要としない制度に改正

して欲しい。  

高額療養費の支給申請及び審査事務の簡素化について、標準システムに標準装備していることとスキームの

広報をし、簡素化がより普及されるようにして欲しい。 

 

具体的な支障事例 

・国民健康保険に係る高額療養費の支給については、該当月ごとに高額療養費の支給申請書の提出及び審査

事務が必要になっているが、平成 29 年３月 31 日（70 歳以上の手続簡素化）及び令和３年３月 17 日（全世代の

手続簡素化）に国民健康保険法施行規則の一部を改正する省令が施行されたため、市町村の判断で別段の定

めをすることで手続の簡素化が可能になった。  

・しかしながら、現状は全国的な展開にはつながっていない。これは、システム改修及び別段の定めを行うこと

の負担によるものと考えられる。 

・こうした現状を踏まえて、政令等において簡素化を可能とし、別段の定めが不要となるよう提案するもの。  

・簡素化の事務処理にあたり、スキームの構築が難しい面がある。システムで管理をするのが容易だが、独自で

準備することとなり、費用の検討から始まることとなる。標準システムには標準装備していただいたようだが、標

準システムに装備した旨の広報もしていただき、簡素化がより推進されるよう提案するもの。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

① 被保険者の利便性向上  

・２回目以降の申請行為が不要となる。市役所に行かずに済む。 

・領収書の提出が不要となる。領収書を紛失した場合は、医療機関に支払証明をもらいに行く必要があり、高齢

者や健康でない人にとっては負担が大きかったがその解消が見込める。  

② 行政の効率化  

・全国の市町村において、窓口申請数の減小が見込める。  

・事務の効率化が加速することが見込まれ、時間外勤務等の縮小が見込める。 

・簡素化に該当した場合は、決定通知だけ送付するので、郵送事務（費）の縮小が見込める。 



・県内標準様式が必要なくなる。 

③ 県単位での国保統一化への貢献 

・簡素化を実施する市町村が増えることで、制度の統一化が進み、全国一律で被保険者が同じサービスを享受

できる状態に近づく。 

 

根拠法令等 

国民健康保険法、国民健康保険法施行規則第 27 条の 16、第 27 条の 17  

70 歳から 74 歳までの簡素化：平成 29 年３月 31 日施行国民健康保険法施行規則の一部を改正する省令（平

成 29 年厚生労働省令第 52 号）  

全世代の簡素化：令和３年３月 17 日施行国民健康保険法施行規則の一部を改正する省令（令和３年厚生労働

省令第 49 号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

北上市、川崎市、相模原市、半田市、安来市、大野城市、佐世保市、大村市、雲仙市 

 

○簡素化により、住民サービスの向上と業務効率化が大きく進んだことから、他市における導入を推進するた

め。 

○高額療養費に係る事務手続の簡素化については、要綱に基づく個別対応から、政令による統一対応に変更

することで事務処理の負担軽減につながると考える。 

○二地域を拠点とする活動支援に関して令和７年１月 24 日の石破総理による施政方針演説で取り上げられて

おり、政府において今後推進が図られることが見込まれる。当市においても農業インターン等の活動で二地域を

拠点とする活動の推進を図っているところであるが、他市区町村の被保険者であるインターン生が高額医療の

対象となった際には保険者へ月毎の申請が必要であり、インターン生の負担が大きく今後支障となることが予想

される。高額療養費申請の簡素化が全国的に一般的となることで、離れた場所で医療を受けた場合でも還付の

ための申請書提出が不要になり、被保険者及び保険者・当市の事務的負担が軽減されることが見込まれ二地

域居住の益々の推進が図られるものと思料している。なお、この提案は管理番号 405（ふるさと住民登録制度等

の地域に関わる多様な主体を包摂する枠組みの構築及びそれらに資する規制緩和等）の提案にも関連する

が、高額療養費支給簡素化推進の観点から 403 の追加共同提案とする。 

 

各府省からの第１次回答 

高額療養費の手続きの簡素化については、以下のようなデメリットがあるため、実施については保険者の判断

によることとしており、省令による全国一律の制度とすることは困難と考える。 

なお、周知広報については、以前の通知・事務連絡の再周知を検討する。 

（参考）手続きの簡素化によるデメリット（平成 28 年 12 月 20 日付け保国発 1220 第１号厚生労働省保険局国

民健康保険課長通知より抜粋。） 

①滞納者との接触の機会が失われること 

③レセプト情報のみで支給額を決定することとなるため、一部負担金等を支払っていない場合にも高額療養費

を支給してしまう可能性があること 

④世帯主が死亡した場合にその把握が遅れることで、相続人の口座ではなく死亡した世帯主の口座に振込処

理してしまう可能性がある等、資格得喪の把握が遅れることで、被保険者に対する高額療養費の過誤給付が発

生すること 

⑤高額療養費支給申請書の記載項目とレセプトを突合することにより、レセプトの記載誤りを発見できることもあ

るが、その機会を失うこと 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
404 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国民健康保険保険給付費等交付金（国保連合会支払分）の請求事務及び保険給付費支払い事務の見直し 

 

提案団体 

市原市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村が普通交付金の収納に関する事務を国保連に委託した場合に、国民健康保険保険給付費等交付金の

市町村から都道府県への請求事務を省略できることとする。 

 

具体的な支障事例 

平成 30 年度に保険者を都道府県とされて以降、市町村は国保連に交付金の収納事務を委託し、国保連は市

町村を経由することなく、都道府県に診療報酬支払分の総額を通知することとなり、都道府県から国保連に交付

金（現物支給分）の請求額を支払うことができる制度となっている。  

ただし、交付金の請求については、市町村から都道府県へ請求する仕組みとなっているほか、療養費の現金給

付分については市町村が交付金を収納する必要がある。 

上記理由により都道府県における導入が進んでおらず、令和３年の時点で当該制度を利用しているのは 47 都

道府県中 18 県のみとなっており、市町村に事務負担が残っているところ。 

 （参考） 

  交付金請求書等作成事務・・・月２時間×１人 

  保険給付費支払い事務・・・月１時間×１人 

ついては、  

１．全都道府県において、市町村を経由することなく国保連に直接交付金を支払う制度として頂きたい。  

２．現金給付分の事務についても簡素で効率的な制度として頂きたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

交付金請求事務及び国保連への保険給付費支払い事務の省略により、市町村における毎月の所要額調書や

交付申請書、出納関係書類等の作成といった関係事務がなくなり、職員の事務負担軽減が見込めるとともに、

当該事務に要していた時間を他の事務に当てることが可能となり、時間外手当等の支出削減等につながる。 

 

根拠法令等 

国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令第６条１項、２項及び８項、国民健康保険保険給付費等交

付金ガイドライン（令和２年５月８日） 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、安来市、大野城市、大村市、熊本市 

 

○当県では当該制度を利用していないが、本提案の実現により、県が当該制度の利用を開始することで、市が

これまで行ってきた交付金請求事務が軽減され、業務効率化に寄与されるため。 

 

各府省からの第１次回答 

市町村は普通交付金の収納に関する事務については、国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令（昭

和 34 年政令第 41 号）第６条の規定に基づき、国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）に委託するこ

とが可能となっているため、委託した場合には、市町村を経由せずに都道府県が国保連に普通交付金を支払う

ことは可能である。 

また、「令和４年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和４年 12 月 20 日閣議決定）を踏まえ、令和５年度

に都道府県から市町村に対して交付される国民健康保険保険給付費等交付金のうち普通交付金について、市

町村から都道府県への請求事務の省略が可能となるよう、「国民健康保険保険給付費等交付金要綱例等につ

いて」（平成 29 年 12 月 26 日付け保国発 1226 第１号厚生労働省保険局国民健康保険課長通知）を改正したと

ころ。 

現行規定での対応は可能であるため、各自治体の判断において適切な方法で実施されたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
407 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

都道府県から国保連合会に対する交付金（現物給付に係る給付費）の直接支払の推進 

 

提案団体 

高知市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村を介さずに、都道府県から直接国保連合会に対して普通交付金を支払うことを推進するために、普通交

付金の収納に関する事務を市町村が国保連合会に委託することについて全都道府県が推進することを求める

もの。 

 

具体的な支障事例 

市町村は国保連合会に普通交付金の収納事務を委託することで、国保連合会から直接都道府県に対し診療報

酬支払総額の通知が行われるとともに、都道府県から直接国保連合会に対して診療報酬の支払総額を交付金

として支払うことができる制度となっているにもかかわらず、実施に至っていない自治体が存在する。  

当該交付金については、市町村を経由して国保連合会に支払う場合、市町村において収入・支出に係る会計事

務等の事務負担が毎月発生し、煩雑である。また、国保連合会への支払期限までに市町村への入金がなされ

なかった場合、キャッシュフローに悪影響が生じる。 

ついては、全都道府県において、市町村を経由することなく国保連合会に対し交付金を支払うことを推進してい

ただきたい。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市町村における毎月の所要額調書等の関係事務が不要となり、事務の効率化が図られる。また、キャッシュフ

ローの悪化を防ぐことができる。 

 

根拠法令等 

国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令第６条１項、２項及び８項、国民健康保険保険給付費等交

付金ガイドライン（令和２年５月８日） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 



― 

 

各府省からの第１次回答 

市町村は普通交付金の収納に関する事務については、国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令（昭

和 34 年政令第 41 号）第６条の規定に基づき、国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）に委託するこ

とが可能となっているため、委託した場合には、市町村を経由せずに都道府県が国保連に普通交付金を支払う

ことは可能である。 

また、「令和４年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和４年 12 月 20 日閣議決定）を踏まえ、令和５年度

に都道府県から市町村に対して交付される国民健康保険保険給付費等交付金のうち普通交付金について、市

町村から都道府県への請求事務の省略が可能となるよう、「国民健康保険保険給付費等交付金要綱例等につ

いて」（平成 29 年 12 月 26 日付け保国発 1226 第１号厚生労働省保険局国民健康保険課長通知）を改正したと

ころ。 

現行規定での対応は可能であるため、各自治体の判断において適切な方法で実施されたい。 



令和７年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理

番号 
408 

重点募集
テーマ 

× 
提案区分 B 地方に対する規制緩和 

  提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

国民健康保険に係る高額療養費支給申請手続の簡素化に関する見直し 

 

提案団体 

高知市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

国民健康保険に係る高額療養費支給申請手続の簡素化を行う場合、市町村において要綱等により別段の定め

を行う必要があるが、制度として申請簡素化を可能とするために、省令等の改正を提案するもの。 

 

具体的な支障事例 

国民健康保険に係る高額療養費の支給（現金支給）については、該当月ごとに支給申請書の提出が必要であ

るが、国民健康保険法施行規則の一部改正が行われ、要綱等による別段の定めを行うことで支給申請手続の

簡素化が可能となったところである。 

しかしながら、要綱制定等に要する事務負担は全国的な展開の阻害要因であると考えられるため、省令等にお

いて簡素化が可能となるよう提案するもの。 

 

地域住民や事業者等の具体的な意見・要望、支障事例等 

― 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市町村における別段の定めが不要となることから、事務負担の軽減となるとともに、都道府県においても標準様

式等の作成が不要となる。 

 

根拠法令等 

国民健康保険法、国民健康保険法施行規則第 27 条の 16 及び第 27 条の 17  

70 歳から 74 歳までの簡素化：平成 29 年３月 31 日施行国民健康保険法施行規則の一部を改正する省令（平

成 29 年厚生労働省令第 52 号）  

全世代の簡素化：令和３年３月 17 日施行国民健康保険法施行規則の一部を改正する省令（令和３年厚生労働

省令第 49 号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 



― 

 

各府省からの第１次回答 

高額療養費の手続きの簡素化については、以下のようなデメリットがあるため、実施については保険者の判断

によることとしており、省令による全国一律の制度とすることは困難と考える。 

（参考）手続きの簡素化によるデメリット（平成 28 年 12 月 20 日付け保国発 1220 第１号厚生労働省保険局国

民健康保険課長通知より抜粋。） 

①滞納者との接触の機会が失われること 

③レセプト情報のみで支給額を決定することとなるため、一部負担金等を支払っていない場合にも高額療養費

を支給してしまう可能性があること 

④世帯主が死亡した場合にその把握が遅れることで、相続人の口座ではなく死亡した世帯主の口座に振込処

理してしまう可能性がある等、資格得喪の把握が遅れることで、被保険者に対する高額療養費の過誤給付が発

生すること 

⑤高額療養費支給申請書の記載項目とレセプトを突合することにより、レセプトの記載誤りを発見できることもあ

るが、その機会を失うこと 

 


